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ཌ生ປാ科学研究㈝補ຓ金（政策科学推㐍研究஦業） 
総ᣓ研究報࿌᭩ 

 
ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 

（令和 7 年ᗘ） 
 

研究代表者 小池司朗 国立社会保障・人口問題研究所 
 

研究要᪨ 

 本研究でࡣ、ポストコロナ時代における人口動態と社会変化にࡘいて主にṔ

ྐ的、国際的、ไᗘ的なほⅬから見通し、㧗⢭ᗘの将来人口・世ᖏ推計をᐇ᪋

するたࡵにᚲ要なྛ✀の分析研究を行う2020ࠋ 年から㢧在化した新型コロナ

ン会㆟がᛴ㏿にᾐ透す࢖ンラ࢜ࡸࢡート࣡ーࣔࣜ、ࡾスの感染拡大によࣝ࢖࢘

るな࡝、ᰂ㌾なാࡁ᪉の㑅ᢥ➼を通じて、人ࠎの生活ᵝᘧࡣコロナ前から大ࡁ

日本において出ࠋ㢧ⴭな影響が表れているࡶに、人口動態にࡶ変化するととࡃ

生に関してࡣ出生率の一ẁのపୗ、死亡に関してࡣ平ᆒᑑ命のព図しない変

化、国際人口移動に関してࡣ外国人ఫ民数のቑຍの೵⁫、国内人口移動に関し

てࡣ東京圏一ᴟ㞟中の㕌化という、いࡎれࡇࡶれࡲでの趨勢からࡣண ୙⬟な

変化がほᐹࡉれておࡾ、将来の全国および地域別の人口動向ࡣいࡑࡗう୙透明

ᛶをቑしているࡇࠋうした状況ୗにおいて⢭ᗘの㧗い将来人口・世ᖏ推計をᐇ

᪋するたࡵにࡣ、コロナ⚝がࡶたらした▷期的な人口動態の変化にࡘいて、ࡑ

の⫼後に࠶る社会的要ᅉを含ࡵて的☜にᢕᥱするࡇとが୙ྍḞで࠶るྠࠋ時

に、コロナ⚝の཰᮰が見通せない⌧状においてࡣ、ᙜึࡣ▷期的と⪃えられた

人口動態の変化が長期化するࡇとࡶ᝿ᐃࡉれ、ポストコロナ期に移行したとし

てࡶ、コロナ⚝においてᐃ着した「新しい生活ᵝᘧ」のࡶとで୙ྍ㏫的な傾向

となるྍ⬟ᛶྰࡶᐃでࡁないࠋ本研究でࡣ、コロナ⚝が人口動態にࡶたらした

影響を的☜にᢕᥱするととࡶに、ポストコロナ時代における社会変化を見ᤣえ

た将来人口・世ᖏ数の推計࡬と㑏元ࡉせていࡇࡃとを主たる目的とするࠋ 
本研究ࡣ，ձ新型コロナ࢘ࣝ࢖スの人口動態࡬の影響に関する研究，ղコロ

ナ⚝およびコロナ後を見ᤣえた将来人口・世ᖏ推計ࣔࣝࢹの開Ⓨ，ճコロナの

影響を㋃ࡲえた将来推計の政策的࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン࡬の応用に関する研究，の

３㡿域に分けて㐍ࡵたࠋ令和 7 年ᗘࡣ、ձとして(1) コロナ⚝前後における日

本人と外国人の移動ࣔ࢕ࢸࣜࣅ変化、(2)ࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇ᪋策がࡶたらすാࡁ᪉࡬

の㈉⊩、(3)地域別出生数と 0㹼4 ṓ人口のẚの分析、ղとして(4)ࢻࣞࣇホࣝム

స用⣲のཧ↷Ⅼ法によるᅛ᭷⣔の⣔㆕展開とࡑの人口減少分析࡬の㐺用、(5)
福島┴὾通ࡾ地域における市㒆別将来人口推計のヨみ、にࡘいて，研究代表者

が研究協力者の協力をᚓながら研究を㐍ࡵた࡯か，ྛ研究分担者においてࡶձ

㹼ճの研究ㄢ題に対応する研究が㐙行ࡉれたࠋ 
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所 所長 
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㸿．研究目的 

本研究でࡣ、ポストコロナ時代における

人口動態と社会変化にࡘいて主にṔྐ的、

国際的、ไᗘ的なほⅬから見通し、㧗⢭ᗘ

の将来人口・世ᖏ推計をᐇ᪋するたࡵにᚲ

要なྛ✀の分析研究を行うࡇとを大ࡁな目

的とする2020ࠋ 年から㢧在化した新型コロ

ナ࢘ࣝ࢖スの感染拡大によࡾ、ࣜࣔート࣡

ー࢜ࡸࢡンラ࢖ン会㆟がᛴ㏿にᾐ透するな

ࠎ᪉の㑅ᢥ➼を通じて、人ࡁᰂ㌾なാ、࡝

の生活ᵝᘧࡣコロナ前から大ࡃࡁ変化する

ととࡶに、人口動態にࡶ㢧ⴭな影響が表れ

ているࠋ日本において出生に関してࡣ出生

率の一ẁのపୗ、死亡に関してࡣ平ᆒᑑ命

のព図しない変化、国際人口移動に関して

外国人ఫ民数のቑຍの೵⁫、国内人口移ࡣ

動に関してࡣ東京圏一ᴟ㞟中の㕌化という、

いࡎれࡇࡶれࡲでの趨勢からࡣண ୙⬟な

変化がほᐹࡉれておࡾ、将来の全国および

地域別の人口動向ࡣいࡑࡗう୙透明ᛶをቑ

しているࠋ 
うした状況ୗにおいて⢭ᗘの㧗い将来ࡇ

人口・世ᖏ推計をᐇ᪋するたࡵにࡣ、コロ

ナ⚝がࡶたらした▷期的な人口動態の変化

にࡘいて、ࡑの⫼後に࠶る社会的要ᅉを含

ࠋる࠶とが୙ྍḞでࡇて的☜にᢕᥱするࡵ

ྠ時に、コロナ⚝の཰᮰が見通せない⌧状

においてࡣ、ᙜึࡣ▷期的と⪃えられた人

口動態の変化が長期化するࡇとࡶ᝿ᐃࡉれ、

ポストコロナ期に移行したとしてࡶ、コロ

ナ⚝においてᐃ着した「新しい生活ᵝᘧ」

のࡶとで୙ྍ㏫的な傾向となるྍ⬟ᛶྰࡶ

ᐃでࡁないࠋとࡃに、国際人口移動と国内

人口移動に関してࡣ、コロナ⚝の動向に㉳

ᅉする国ࡸ地᪉⮬治యによる政策にࡶ大ࡁ

とがࡇ将来を見通す、ࡵれうるたࡉᕥྑࡃ

㠀ᖖにᅔ㞴となࡗているࠋ 
୙☜ᐇࡶ長期的にࡶのように▷期的にࡇ

ᛶの㧗い人口動態の⌧状を㋃ࡲえながら、

将来の変化をྍ⬟な㝈ࡾ的☜に見通すたࡵ、

わが国ࡸ世⏺ྛ国における新型コロナ࢘࢖

ࣝスと人口動態に関する᭱新のࢹーࢱを用

いて全యのトࣞンࢻの中からコロナ⚝がࡶ

たらした影響をᢳ出するࡇと、㐣ཤのࣃン

たらした社会変化とࡶ⅏ᐖ➼がࡸࢡࢵ࣑ࢹ

人口動態の変化にࡘいて、人口以外のᵝࠎ

な⤫計ࡶཧ↷しながらᐈほ的にホ౯し、௒

日の状況と↷らし合わせて分析するࡇとを、

ࠋれ1年目・2年目の主な目的とするࡒれࡑ

ࡃらに、以上のようなᖜᗈいほⅬに基࡙ࡉ

研究成果からポストコロナ時代における社

会変化と人口動態を見通すととࡶに、ࡑれ

らの▱見を将来人口・世ᖏ推計のྛ௬ᐃに

ᐃ㔞的に཯ᫎࡉせていࡇࡃとを研究期㛫内

のㄢ題とするࠋ 
 

㹀．研究᪉法 
研究ࡣ以ୗのձ㹼ճの３㡿域に分けて㐍

 ࠋたࡵ
 

ձ新型コロナ࢘ࣝ࢖スの人口動態࡬の影響

に関する研究 
 ලయ的な研究として、コロナ⚝前後にお

ける日本人と外国人の移動ࣔ࢕ࢸࣜࣅ変化、

の㈉࡬᪉ࡁたらすാࡶ᪋策がࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇ

⊩、地域別出生数と 0㹼4 ṓ人口のẚの分

析、死亡の市区町村較差に人口の配偶関係

構造が及ぼす影響、外国人の国内移動が地
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域人口の変動に及ぼす影響：コロナ⚝前後

のẚ較、を行ࡗたࠋ 
 
ղコロナ⚝およびコロナ後を見ᤣえた将来

人口・世ᖏ推計ࣔࣝࢹの開Ⓨ 
 ලయ的な研究として、出生順位別出生を

組み合わせた配偶関係別多相生命表を用い

た新型コロナ感染症拡大による出生縮減効

果推計、就職氷河期世代の出生力－出生・

卒業年コーホートと婚前妊娠の状況、少子

化対策の展開に着目してー、出生率変化と

出生数変動：「日本の将来推計（令和 5 年

推計）」条件付推計の応用、を行ࡗたࠋ 
 
ճコロナの影響を㋃ࡲえた将来推計の政策

的࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン࡬の応用に関する研究 
 ලయ的な研究として、外国人受入れの拡

大が長期的な将来人口変動を通じて公的年

金財政に与える影響に関する人口学的研究、

新型コロナ⚝での家族介護負担の変化－国

民生活基礎調査の分析結果から－、を行ࡗ

たࠋ 
 

なお，研究全⯡にわたࡾ，社人研ࡸ研究

者ಶ人がᒓする国際的研究ࢵࢿト࣡ーࢡを

᭱大㝈に活用し，研究を㐍ࡵたࡲࠋた，研

究所が᭷する人口・世ᖏの将来推計に関す

る研究⵳✚を᪉法論ࣝࢹࣔࡸ構⠏研究に活

かすととࡶに，所内外の関㐃分㔝の」数の

研究者に研究協力者としてཧຍを要ㄳし，

総合的に研究を推㐍したࠋ 
ලయ的にࡣ，社人研からࡣ，国際関係部

是川夕部長・千年よしみ特任主任研究官・

大泉嶺室長・井上希室長、情報調査分析部

別府志海室長・中村真理子主任研究官，鈴

木貴士研究員、社会保障基礎理論研究部藤

井多希子部長・佐藤格室長、人口構造研究

部小山泰代室長・久井情在主任研究官・貴

志匡博主任研究官，人口動向研究部吉田航

研究員・木村裕貴研究員・南拓磨研究員、

所外からࡣ，鈴木透（元・国立社会保障・

人口問題研究所副所長），山内昌和（早稲田

大学教育・総合科学学術院教授）、金子隆一

（明治大学政治経済学部特任教授）、余田翔

平（東京大学社会科学研究所准教授）、堀口

侑（慶應義塾大学大学院生）、南英明（早稲

田大学院生）のྛẶに研究協力者を౫㢗し，

研究協力をᚓたࠋ 
 
㹁．研究成果 
(1) 東京圏・㠀東京圏㛫の人口移動を対㇟

とし、2014 年以㝆における日本人と外国人

れの移動数の変化を人口構造要ᅉとࡒれࡑ

 ࠋたࡗ要ᅉに分ゎして分析を行࢕ࢸࣜࣅࣔ
᪉をྍ⬟にする᪋ࡁなാࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇ (2)

策（ࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇ᪋策）ࡣ、特にコロナ⚝

における大企業でᑟ入が㐍ࡇࠋࡔࢇうした

᪋策のᑟ入が、部分的にྠࡣ業௚社からの

影響でㄝ明でࡁるࡇとを、2000 年代後༙か

ら 2020 年代前༙ࡲでの企業ࢹࣝࢿࣃーࢱ

分析から明らかにし、論ᩥにࡲとࡵたࠋ 
(3) 都㐨府┴別、市区町村別に出生数に対

する 0㹼4 ṓ人口のẚ率（以ୗ、本ᣦᶆ）

を⟬出したࠋ本ᣦᶆから、コロナ⚝前後ࡸ

東日本大㟈⅏後の出生から 0㹼4 ṓ人口に

いたるࡲでの移動傾向の変化を明らかにし

たࠋ 
ホࣝムస用⣲のཧ↷Ⅼ法によるࢻࣞࣇ (4)

ᅛ᭷⣔の⣔㆕展開を行い，Ᏻᐃ分ᕸと⦾Ṫ

౯の⣭数表♧をᚓて，多地域年㱋構造人口

の世代⣔㆕ゎ析を構⠏し，日本の人ࣝࢹࣔ

口減少分析に㐺用したࡉࠋらに⣔㆕に基࡙

 ࠋᑟ出したࡶᣦᶆࡃ
(5) 「日本の地域別将来推計人口（令和 5
年推計）」において、1 地域として推計ࡉれ

ていた福島┴὾通ࡾ地域を分๭するᙧで、

5 市㒆別の将来人口推計を行い、Web 上で

公表したࠋ 
 
㹂．結果の⪃ᐹ 
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(1) 分析の結果、日本人と外国人の㛫で人

口構造要ᅉとࣔ࢕ࢸࣜࣅ要ᅉの変化のࢱࣃ

ーンࡣ大ࡃࡁ異なࡾ、とࡃに外国人の移動

数のቑຍࡣ༢に人口のቑຍによるࡶのࡔけ

でࡣな࢕ࢸࣜࣅࣔ、ࡃの㧗ࡶࡾࡲᐤ与して

いるࡇとな࡝が明らかになࡗたࠋ 
、࡝ムไな࢖ࢱスࢡࢵࣞࣇࡸࢡー࣡ࣞࢸ (2)

ᰂ㌾なാࡁ᪉をྍ⬟にするࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇ᪋

策ࡣ、（家族）生活上のไ⣙をᢪえるປാ者

のാࡁ᪉に大ࡃࡁ㈉⊩するࡇࠋうした᪋策

効率ᛶの要ㄳ（౛：ປാ生⏘ᛶの向上）、ࡣ

内部ᅽ力（౛：ᚑ業員からの要ồ）ࡣるい࠶

組⧊の外部ᅽ力（౛：ྠ業௚、ࡃけでなࡔ

社の動向を㋃ࡲえた᳨ウ）によࡗてᑟ入ࡉ

れるࡇと࠶ࡶるࠋ 
ไᗘ的ྠ型化の理論に基࡙ࡇࡃのண᝿を、

㐣ཤ༑数年の企業ࢹࣝࢿࣃーࢱ分析で᳨ド

した結果、⮬社とྠ⏘業で᪋策のᑟ入が㐍

ࠋていたࡗなࡃ㧗ࡶの企業のᑟ入率ࡑ、とࡴ

推㐍࢕ࢸࢩーࣂ࢖ࢲ、ࡣの傾向ࡇ、らにࡉ

のたࡵのᑓ任部⨫をࡘࡶ企業で㢧ⴭに☜ㄆ

ྠ、の担ᙜ者がࡑࡸ⨬うした部ࡇࠋれたࡉ

業௚社の情報཰㞟ࡸ社内のไᗘ変᭦を主ᑟ

するࡇとで、᪋策のᑟ入が㐍ࢇでいたࡇと

が♧၀ࡉれるࠋ 
(3) 都㐨府┴別でࡣ、東京都な࡝一部の大

都市の都府┴ࡣపࡑ、ࡃの㑹外となるᇸ⋢

東京圏以ࠋたࡗ࠶千ⴥ┴で㧗い傾向にࡸ┴

外においてࡶ、大都市的な府┴（ឡ▱┴、

大㜰府なࡣ（࡝పࡑ、ࡃの࿘㎶に位⨨する

┴（ᒱ㜧┴、ዉⰋ┴、佐㈡┴）な࡝で 1 を

㉸えて㧗い傾向で࠶るࠋዉⰋ┴が᭱ࡶ㧗ࡃ、

東京都が᭱ࡶపい傾向に࠶るࡇとを♧したࠋ

、東日本大㟈⅏後の2012年ࡣ┴た、福島ࡲ

2013 年にᣦᶆが大ࡃࡁపୗし、コロナ期に

たる࠶ 2020 年、2021 年に 1 を㉸えるࡲで

上᪼する2022、ࡶ 年以㝆ࡣ㟈⅏前の 2011
年よࡶࡾపい್となࡗていたࠋとࡃに、コ

ロナ⚝以㝆となる 2022 年以㝆ࡑࡣれ以前

の傾向と異なるࡇとが☜ㄆࡉれたࡲࠋた、

市区町村別でࡣ、東日本大㟈⅏前後の⿕⅏

地域の変化ࡶ目立ࡕ、コロナ以㝆でࡣ全య

的な本ᣦᶆの上᪼が㢧ⴭでࡗ࠶たࠋ 
(4) ཧ↷Ⅼ法࣐ࣝࡣコࣇ㐃㙐的分ゎを通じ

てಶయの出生から子Ꮮࡲでの㐨➽を明♧的

にᢅい，ࢻࣞࣇホࣝムస用⣲のᅛ᭷⣔が世

代を㉸えて࡝う⵳✚ࡉれるかをㄝ明するࠋ

Ᏻᐃ分ᕸと⦾Ṫ౯を཯᚟᰾の和として表⌧

し，Ḣラー・ロト࢝型᪉⛬ᘧをᑟいたࠋ⣔

㆕展開によࡾ世代ࡈとのᐤ与ࡸ世代㛫㝸，

㞳ᩓ的な，ࡁプ෌生⏘数を┤᥋⟬出で࢖ࢱ

ࣞスࣜー行ิによる㏆ఝをᅇ㑊したࠋ一᪉，

多地域年㱋構造人口ࣔࣝࢹでࡣ，出生地

域・移動行動・ラࣇ࢖コースが世代㛫で㐃

動するࡇとをᙉ調し，地域内移動と世代㛫

の⣔㆕的移動という஧ࡘのスࢣーࣝの移動

㐣⛬を区別したࠋ多世代構造のᑟ入によࡾ

Ᏻᐃ人口理論の༢世代௬ᐃを拡ᙇし，ぶࡸ

♽∗ẕの移動ᒚṔが子Ꮮの෌生⏘に与える

影響をᐃ㔞化でࡁるࡇࠋれらの理論を組み

合わせ，日本のዪᛶ人口ࢹーࢱを分析した

とࢁࡇ，ྛ┴の⮬ᕫ෌生⏘率ࡸ⣔㆕ࣝープ

のᙉᗘが推ᐃでࡁ，人口減少の感ᗘ分析ࡸ

政策ホ౯に応用でࡁるࠋ 
(5) 推計５、ࡣ市㒆別のコーホート変化率

と「὾通ࡾ地域」全యのコーホート変化率

のẚを௬ᐃする「変化ẚ法」と、「὾通ࡾ地

域」全యの㌿入数および㌿出数を௬ᐃ್に

基࡙いて５市㒆に配分する「移動数配分法」

の２通ࡾの᪉法で行ࡗたࠋ「変化ẚ法」ࡣ、

௬ᐃ್のタᐃによࡗて結果が大ࡃࡁ変わる

が、５市㒆ࡑれࡒれの推計人口を人口学的

᪉⛬ᘧで表すࡇとがでࡁないというḞⅬが

人口学的、ࡣ一᪉、「移動数配分法」ࠋる࠶

᪉⛬ᘧでの表⌧がྍ⬟ࡔが、཮ⴥ㒆の人口

がቑえ⥆けるという、␲問のṧる結果とな

⟭な地域ですでにࡁ௒ᅇヨみた、大ࠋたࡗ

出ࡉれた推計人口を一ᐃの௬ᐃに基࡙ࡁ分

๭する２ẁ㝵の推計᪉法ࡣ、௒後、὾通ࡾ

地域に㝈らࡎ、᭷効なᡭẁとなるྍ⬟ᛶが
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ዪ年㱋５ṓ㝵⣭別人口⏨、ࡤたとえࠋる࠶

が小ࡃࡉなࡾすࡂて௚とྠじように計⟬す

るࡇとがᅔ㞴な町村࡬の㐺用が⪃えられるࠋ 
 
㹃．結論 
(1) コロナ⚝において、日本人ࡣ「㠀東京

圏Ѝ東京圏」のࣔ࢕ࢸࣜࣅがపୗ、「東京圏

Ѝ㠀東京圏」のࣔ࢕ࢸࣜࣅが上᪼していた

のに対して、外国人ࡣ཮᪉の移動とࣅࣔࡶ

日本人と外、ࡾが大ᖜにపୗしてお࢕ࢸࣜ

国人の㛫で全ࡃ異なる変化ࢱࣃーンを♧す

という⯆࿡῝い▱見がᚓられたࡲࠋたࡑの

後、少なࡃとࡶ 2024 年ࡲでにおいてࡣ「東

京圏Ѝ㠀東京圏」よࡶࡾ「㠀東京圏Ѝ東京

圏」の外国人のࣔ࢕ࢸࣜࣅが㧗ࡗࡲておࡾ、

外国人の国内人口移動が東京圏一ᴟ㞟中を

⦆和ࡉせる状況にࡗ⮳ࡣていないࡇとࡶ明

らかとなࡗたࠋ 
(2) 新型コロナ࢘ࣝ࢖ス感染症の拡大によ

一ࠋᬑ及したࡃᗈࡣ᪋策ࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇてࡗ

᪉で本研究ࡑ、ࡣうした社会的変化ࡔけで

なࡃ、業⏺ࣞ࣋ࣝのトࣞンࡲࡶࢻた、᪋策

のᑟ入にᐤ与しているࡇとを明らかにしたࠋ 
(3) 出生時Ⅼ以㝆に 0㹼4 ṓ人口としてほ

での人口移動傾向を、本ᣦᶆにࡲれるࡉ 

よࡾᢕᥱし、2011 年以㝆の傾向を☜ㄆしたࠋ

の結果、東日本大㟈⅏後のࡑ 2012 年以㝆

れるࡲコロナ⚝の出生が含、ࡸ 2022 年以

㝆に、移動傾向の変化が見られたࠋ本ᣦᶆ

将来のࡣ 0㹼4 ṓ人口に本ᣦᶆを㐺用し㏫

⟬するࡇとによࡾ、将来の地域における出

生数の推計をྍ⬟とする฼用が期ᚅࡉれるࠋ

౛えࡤ、子ࡶ࡝ዪᛶẚによࡗて⟬出ࡉれた

0㹼4 ṓ人口にࡘいて、出生後の人口移動を

⪃៖した地域の出生数を⟬出するࡇとがྍ

⬟で࠶るࠋ本ᣦᶆの地域別の傾向と時⣔ิ

的な変化のᢕᥱによࡾ、௒後ࡣ将来人口推

計における本ᣦᶆの㐺用を目ᣦすࠋ 
(4) 研究全యを通じて，ṇのࢻࣞࣇホࣝム

స用⣲のཧ↷Ⅼ法に基࡙ࡃ⣔㆕展開と多地

域年㱋構造人口ࣔࣝࢹの୧᪉が，人口ቑ減

の᰿本的な力学を世代⣔㆕のほⅬから明ら

かにしたࠋཧ↷Ⅼ法ࡣ㐃⥆状態ࣔࣝࢹでの

Ᏻᐃ分ᕸと⦾Ṫ౯をཝᐦにồࡵるᡭẁをᥦ

౪し，多世代の出生・移動・死亡㐣⛬の㐃

㙐を数ᘧ的にゎいたࠋ一᪉，多地域ࣔࣝࢹ

でࡣ地域㛫移動と世代㛫の⣔㆕ࣝープのᙉ

ᗘをᣦᶆ化し，地᪉㛫の人口෌生⏘構造を

ᐃ㔞化したࡇࠋれによྛࡾ┴の⮬ᕫ෌生⏘

率ࡸ人口流動のᐤ与をホ౯でࡁ，人口政策

れらのࡇࠋ地域᣺⯆策の基┙をᥦ౪したࡸ

成果ࡣ 2025 年の学会➼で報࿌ࡉれ，理論

のጇᙜᛶと応用ྍ⬟ᛶが㆟論ࡉれたࠋ௒後

の応࡬介護・ປാ政策ࡸ 地域別人口ணࡣ

用を㐍ࡵるととࡶに，ࣔࣝࢹに⎔ቃ変動ࡸ

行動変ᐜをྲྀࡾ入れ，世代㛫の相஫స用を

よࡾ⢭⦓にᥥ෗するᚲ要が࠶るࡉࠋらに௚

国࡬の応用ࡸ国際ẚ較ࡶど㔝に入れたいࠋ

理論とᐇドを㐃ᦠࡉせるᚲ要が࠶るࠋ 
(5) 「変化ẚ法」の推計結果にࡘいて௬ᐃ

別にẚ較すると、௬ᐃ್を変えた 2025 年

を中ᚰに、཮ⴥ㒆における㐪いが目立ࡗたࠋ

����→����年の人口変化が、����→����
年の変化とྠ➼と௬ᐃした「㟈⅏後௬ᐃ」

でࡣ、཮ⴥ㒆の総人口が 2020 年から 2025
年にかけてᛴቑし、ࡑの後⥅⥆的に減少す

るࠋ����→����年の人口変化が、

����→����年の変化とྠ➼と௬ᐃした

「㟈⅏前௬ᐃ」でࡣ、཮ⴥ㒆の総人口ࡣቑ

ຍせࡎ、推計期㛫中、減少を⥆けるࠋ୧者

の「中㛫௬ᐃ」で2020、ࡣ 年から 2025 年

にかけて小ᖜにቑຍし、以㝆減少するࠋ一

᪉、「移動数配分法」でࡣ、཮ⴥ㒆の総人口

が 2045 年ࡲでቑຍし⥆けるࠋ「移動数配分

法」による཮ⴥ㒆の2050年の総人口ࡣ、「変

化ẚ法・㟈⅏後௬ᐃ」に㏆い数್となࡗて

いるが、年㱋構造が大ࡃࡁ異なࡾ、移動数

配分法でⱝ年人口の๭合が㧗いࠋなお、本

推計ࡣ、元推計の「὾通ࡾ地域」の人口を

与件としているたࡵ、཮ⴥ㒆の変化ࡣ὾通
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内の௚地域、特に、ཎⓎ஦ᨾからの㑊㞴ࡾ

ඛとなࡗていたいわࡁ市と相㤿市の変化で

相ẅࡉれるᙧとなࡗているࠋ 
 
㹄．健ᗣ༴㝤情報 
なし 
 
㹅．研究Ⓨ表 
ͤ本஦業の成果୪びに成果にᐤ与した本

プロࢡ࢙ࢪト࣓ンࣂーの業⦼をグすࠋたࡔ

し，研究分担者の研究Ⓨ表にࡘいてࡣ，ྛ

分担研究報࿌᭩をཧ↷のࡇとࠋ 
 
１．論ᩥⓎ表（᭩⡠を含ࡴ） 
小池司朗（2025）「「令和 5 年地域推計」

からみた将来の地域別出生数」『人口問題

研究』第 81 ᕳ第 4 ྕ，pp.273-282. 
小池司朗（2025）「都㐨府┴別人口移動数

の変化に関する人口学的分析̿コロナ前

後における㠀東京圏と東京圏㛫の移動を

中ᚰに̿」『人口問題研究』第 81 ᕳ第 4
ྕ，pp.283-302. 

小池司朗（2025）「人口分ᕸのほⅬからみ

た人口減少のࡃࡺえ」『་学のࡺ࠶み』第

295 ྕ第 3 ᕳ、pp.262-264. 
久井情在・貴志匡博・藤井多希子・菅桂太・

小池司朗（2026）「福島┴὾通ࡾ地域に

おける市㒆別将来人口推計のヨみ」『人口

問題研究』第 82 ᕳ第 1 ྕ， pp.101-121. 
吉田航（2026）「ྠ型的な᪋策ᑟ入㸽 日
本企業におけるࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇ᪋策ᑟ入の

つᐃ要ᅉ』」『日本ປാ研究㞧ㄅ』第 788
ྕ，pp.118-131. 

 
２．学会Ⓨ表 
小池司朗「人口移動௬ᐃのタᐃとㄢ題」日

本人口学会第 77 ᅇ大会「地域別将来人

口推計のព義とㄢ題」（福ᒸ大学）

（2025.6.8） 
小池司朗「人口移動㞟計と地域別将来人口

推計のほⅬからみた令和 7 年国勢調査の

展ᮃ」第 69 ᅇ経済⤫計学会（中ኸ大学

多ᦶ࢟ࣕンࣃス）（2025.9.12） 
小池司朗「都㐨府┴㛫人口移動変化の人口

学的要ᅉ分析̿日本人と外国人のẚ較を

中ᚰに̿」日本地理学会 2025 年⛅季学

術大会（2025.9.20） 
小池司朗「縮小社会の地域構᝿：人口減少

と東京一ᴟ㞟中」2025 年ᗘ経済地理学会

地域大会（໭海㐨教育大学ภ㤋ᰯ）

（2025.10.11） 
小池司朗「㐣␯地域における将来人口見通

しとᪧ市町村別人口分析」第 84 ᅇ日本

公⾗⾨生学会総会 ࢩンポ࢘ࢪム ࡬」34

地の⌧状ࡁ࡬地་⒪の新たな展ᮃ 㹼ࡁ

と人口動態に基࡙ࡃ་⒪ࢽーࢬ分析から

㹼」グランࢵࢩプ（㟼ᒸ┴コン࣋ンࣙࢩ

ン࢔ーࢶセンࢱー） 第 3 会ሙ（会㆟ホ

ーࣝ）、㟼ᒸ┴㟼ᒸ市  (2025.10.30) 
大 泉 嶺 「 Evolution and population 

dynamics through stochastic 
processes」，The Tenth International 
Workshop on Biomathematics 
Modelling and Its Dynamical Analysis
（⚄ᡞ大学）（2025.4.26） 

大泉嶺「Eigenvalue Problem of the Multi 
State Age Structured Population 
Model and the Population Structure of 
Japan」，ASMB JSMB2025（京都ࣝࢸ

サࠝ京都大学主ദ ）ࠞ（2025.7.11） 
大泉嶺「✚分ᢞ影人口ࣔࣝࢹのᅛ᭷構造」，

ㅖ科学における⤫計ᛮ⪃（⤫計数理研究

所）（2025.7.29） 
大泉嶺「Fredholm Integral Equations 

and Eigenstructure: Genealogical 
Expansions via Non–Hilbert–Schmidt 
Solutions」，東京☜率論セ࣑ナー（東京

大学大学院数理科学研究科 数理科学研

究科Ჷ 126 ྕ室）（2025.10.20） 
大泉嶺「✚分᪉⛬ᘧࣔࣝࢹから⣔㆕㐣⛬࡬
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–異㉁ᛶをᣢࡘᏳᐃ人口の数理理論」，

Mathematics and Phenomena in 
Miyazaki 2025 (MPM2025)（ᐑᓮ大学木

ⰼ࢟ࣕンࣃスࠝ地域࢖ࢨࢹンᲷ ）ࠞ

（2025.12.5） 
大泉嶺「ࢻࣞࣇホࣝム理論のⓎ展的応用を

用いた人口動態理論」，社会≀理学とࡑの

࿘㎶（明治大学中㔝࢟ࣕンࣃス 6 㝵研究

セ࣑ナー室３）（2025.12.9） 
貴志匡博「出生後の人口移動が 0㹼4 ṓ人

口の変動に与える影響̿ᣦᶆの᳨ウと市

町村༢位の分析̿」，日本人口学会第 77
ᅇ大会（福ᒸ大学）（2025.6.8） 

久井情在・貴志匡博・藤井多希子・菅桂太・

小池司朗「福島┴὾通ࡾ地域における市

㒆別将来人口推計のヨみ」，日本人口学会

第 77 ᅇ大会（福ᒸ大学）（2025.6.8） 
吉田航「日本企業におけるࣝࣈࢩ࢟ࣞࣇ᪋

策ᑟ入のつᐃ要ᅉ：ไᗘ的ྠ型化に着目

して」，組⧊学会 2025 年ᗘ研究Ⓨ表大会

（஑ᕞ大学）（2025.6.22） 
 
㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進研究事業） 
分担研究報告書 

ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 
「国勢調査における後置番号別人口－2020 年」 

 
研究分担者 林玲子 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要旨 
後置番号 4 人口は施設を含む調査区の人口であるが、2020 年国勢調査個票を用い

て集計したところ、2020 年の総人口は 2010 年よりも 191 万人減ったが、後置番号 4
人口は 1,633,317 人から 2,064,414 人へと 43 万人の増加となっていた。後置番号 4 人
口は女性で多く、高齢になるほどその割合が増加する。大都市圏で少ない傾向がある
のはこれまでと同様である。 
総人口の減少に応じ高齢者数の増加率は逓減しており、今後の介護施設の需要と実

態がどのように変化するのか、今後公表される 2025 年国勢調査の結果とあわせ、引
き続き分析を続ける必要がある。 

 
Ａ．研究目的 
国勢調査においては、一人の調査員が担当する区域として概ね 50 人程度の妥当な規模

の調査区が設定されており、令和 2 年の国勢調査においては、1,064,664 調査区が設定され
た（羽渕 2022）。これらの調査区は、その地区の種類により 1 から 9 までの後置番号が付
されている。国民生活基礎調査およびその後続調査である社会保障・人口問題基礎調査は、
後置番号 1（一般）および 8（寮）の調査区を抽出しており、近年増加の傾向がある高齢者
施設を含む後置番号 4 の地区が含まれていないことから、筆者はその補正を行うため、個
票が利用可能な 1980 年から 2010 年の国勢調査の後置番号別人口について分析を行った
（林 2017）。本稿は、それに続き、2020 年国勢調査の後置番号別人口を集計・分析するこ
とを目的とした。 

 
Ｂ．研究方法 
 本研究において、国勢調査個票利用申出を行い、提供を受けた個票を用いて集計・分析
を行った。 

 
（倫理面への配慮） 
 個票利用は、統計法を遵守し、適正に行った。 
 
Ｃ．研究結果 
1. 後置番号別人口の推移（1980～2020 年） 
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後置番号別の人口を表 1 に示した。2020 年の総人口は 2010 年よりも 191 万人減った
が、一般調査区（後置番号 1.一般）ではさらに 217 万人減っているところ、施設調査区（後
置番号 4.施設）は 1,633,317 人から 2,064,414 人へと 43 万人の増加となっている。 

表 1 後置番号別人口（1980～2020 年） 

後置番号 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年 2020 年 
1.一般 114,553,436 120,983,888 124,361,762 125,337,681 123,162,641 
2.森林 551,542 480,894 400,315 331,294 272,850 
3.工場 60,446 58,996 52,457 42,967 32,848 
4.施設 822,145 1,037,175 1,281,471 1,633,317 2,064,414 
5.刑務所 52,979 52,259 63,278 76,280 48,251 
6.自衛隊 119,073 123,189 95,206 86,313 93,639 
7.駐留軍 655 736 881 17 23 
8.寮 899,690 873,778 670,256 549,416 471,410 
9.水面 430 252 217 67 23 

計 117,060,396 123,611,167 126,925,843 128,057,352 126,146,099 

資料: 国勢調査（個票） 

 
後置番号 4 人口（施設人口）割合について、性・年齢別にみると（図 1）、合計で 1.6%

のところ、女性は 2.1%と男性の 1.1%の 2 倍程度大きく、年齢別にみると 70 歳代から大
きく上昇し、100 歳以上では 45%が後置番号 4 の調査区に居住している。女性の後置番号
4 割合が高いのは、超高齢者の女性割合が大きいことによるものと考えられる。 
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図 1 性・年齢別の後置番号 4 人口（施設人口）割合 

都道府県別に後置番号 4 人口割合をみると（図 2）、東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、
埼玉県）、宮城県で低く、近隣県に高齢者が施設入居のために移動している状況（林 2017）
が現在も続いているのではないかと考えられる。しかしながら関西においては、滋賀県よ
りも大阪府、京都府の方が割合が高く、東京圏と同様の状況は認められない。広島県、沖
縄県で割合が低いが、この要因は別途検討を要する。 

 
図 2 都道府県別の後置番号 4 人口（施設人口）割合 

 
 
Ｄ．考察 

2020 年の国勢調査においても、後置番号 4 人口は増加の傾向にあった。しかしながら今
後、高齢者も人口減少の方向にあり、介護施設に対する需要がどのように変化するのか、
後置番号 4 人口、また国勢調査の公表統計として示される病院・施設人口とあわせ、検証
する必要がある。 
後置番号 4 人口の情報は、健康寿命の施設人口補正のために用いることを想定している。

2016 年までの健康寿命の増加は、後置番号 4 人口で補正しても増加していたことが示され
ているが（林 2018）、それ以降、2019 年、2022 年の健康寿命が後置番号 4 人口の増減に
より影響をうけているのかどうか、今後確認する必要がある。 

 
Ｅ．結論 
都道府県別年齢 5 歳階級別の後置番号別人口は別添エクセルファイルにとりまとめた。

2020 年も後置番号 4 人口は増加しているが、総人口の減少に応じ高齢者の人口増加率は逓
減しており、今後の介護施設の需要と実態がどのように変化しているのか、今後公表され
る 2025 年国勢調査の結果とあわせ、引き続き分析を続ける。 
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Hayashi, Reiko “Reconstruction of Death Structure of Japan in 1944 and 1945”, 30th 

International Population Conference (IPC2025), Poster Session P4, Brisbane Convention 
& Exhibition Centre, Brisbane Australia (2025.7.17) 

 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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ཌ生ປാ科学研究㈝補ຓ金（政策科学推㐍研究஦業） 

分担研究報࿌᭩ 

 

ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 

ղコロナ⚝およびコロナ後を見ᤣえた将来人口・世ᖏ推計ࣔࣝࢹの開Ⓨ 

「出生率変化と出生数変動：「日本の将来推計（令和 5 年推計）」条件付推計の応用」 

 

研究分担者 岩澤美帆 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要᪨ 

将来の出生率が変化すると、将来の出生数ࡶ変化するࠋしかし、出生率の

変化ࡣ、中長期的にࡣ将来のẕぶになるዪᛶ人口にࡶ影響し、ࡑれを通じて

出生数が影響を受けるたࡵ、出生率と出生数との関係ࡣ༢⣧でࡣないࠋ将来

にࡘいて、出生率の出生数࡬の影響をᐃ㔞的にᢕᥱするたࡵにࡣ、将来人口

推計の結果を活用するࡇとが᭷効で࠶るࠋ 

本研究ࡇ、ࡣの将来人口推計のしࡃみを౑ࡗて、以ୗ３ࡘのⅬを明らかに

したࡣ(1)ࠋじࡵに、将来出生数に対する人口構造の影響を明らかにしたࠋ

ලయ的にࡣ、年㱋別出生率を推計時Ⅼでのᐇ⦼್の್にᅛᐃした推計と、中

位௬ᐃにࡶと࡙ࡃ結果とのẚ較を行ࡗた(2)ࠋ次に、出生率௬ᐃのỈ‽の㐪

いが将来の出生数に࡝の⛬ᗘの࢖ンࢡࣃトを与えるかを、令和 5 年推計の結

果をࡶとにᥦ♧した（感応ᗘ分析）(3)ࠋ᭱後に、ࡇの結果を活用し、㏫のど

Ⅼに立ࡕ、将来の特ᐃ年次の特ᐃỈ‽の出生数に対応する出生率௬ᐃのỈ‽

をồࡵる⟬ᐃ᪉法を♧したࠋ 

(1)にࡘいてࡣ௒後の出生数減少の࡯と࡝ࢇが年㱋別人口の変化によࡗて

ㄝ明でࡁるࡇとを♧したࠋ出生率の㧗位௬ᐃでࡗ࠶てࡶ出生数ࡣ減少し、年

㱋別人口の変化の影響がᴟࡵて大ࡁい(2)ࠋ௬ᐃࡉれた出生率と推計ࡉれる

出生数の関係を⥺ᙧࡲたࡣ஧次関数で♧すࡇとで、出生率の出生数࡬の影響

を㐃⥆的にᢕᥱするࡇとがでࡁた(3)ࠋᕥグの関係ᘧから、推計ࡉれる出生

数に㐩するたࡵにᚲ要な出生率Ỉ‽をゎ析的にồࡵるࡇとがでࡁた2050ࠋ

年に 50 ୓人の出生が生ࡲれるたࡵにࡣ 2070 年に 1.22 の出生率となる௬ᐃ

タᐃがᚲ要で2060、ࡾ࠶ 年に 50 ୓人の出生が生ࡲれるたࡵにࡣ 2070 年に

1.37 のỈ‽がᚲ要で࠶るといࡗた関係を♧すࡇとがでࡁたࠋ 

 

㸿．研究目的 

 出生率を௬ᐃし、人口推計を行うࡇとで、

将来の出生数の推計するࡇとがでࡁるが、

出生率と出生数の関係ࡣ、一⯡にࡣ推計を

ᐇ際に行うࡇとでしかᚓられないࠋしかし

よࡾ⡆౽に関係をồࡵるたࡵに、将来人口

推計と条件付ࡁ推計の活用を᳨ウしたࠋ 

 

㹀．研究᪉法 

日本における公的推計として、国立社会

保障・人口問題研究所ࡣ「日本の将来推計

人口」を公表しているࠋ㐣ཤの人口動態の

動向を中立的に将来にᢞ影して௬ᐃ್をᚓ

たࡶのが中位௬ᐃとࡉれ、出生率、死亡率、
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日本人の入国㉸㐣率と外国人の入国㉸㐣数

と入国㉸㐣率にࡘいてᢞ影した中位௬ᐃを

用いたࡶのが中位推計となるࠋ 

ࡸいて、ึ婚行動ࡘた出生率の௬ᐃにࡲ

ኵ፬の出生行動➼が、少子化が㐍ࡔࢇ㏵上

の世代のỈ‽にᡠるとする㧗位௬ᐃࡸ、᭱

新の世代ࡲでみられる変化が、௒後の世代

でࡉࡶらに㐍ࡇࡴとを௬ᐃしたప位௬ᐃが

タᐃࡉれ、ࡑれࡒれ出生㧗位௬ᐃによる推

計、出生ప位௬ᐃによる推計結果がᚓられ

るࠋ 

うした中位௬ᐃ್と㧗位௬ᐃ್とのẚࡇ

率、中位௬ᐃとప位௬ᐃ್とのẚ率を౑い、

᭱⤊的な合計特Ṧ出生率のỈ‽をᶵᲔ的に

変え、中位推計に対するᵝࠎなỈ‽の௬ᐃ

್をタᐃし将来推計を行ࡗたࡶのが、条件

付推計で࠶るࠋ㧗位、中位、ప位推計、お

よび条件付推計を活用して、出生率と出生

数との関係をồࡵたࠋ 

本研究でࡘ３ࡣの関係をồࡵるࡇとを᳨

ウしたࡣ(1)ࠋじࡵに、将来出生数に対する

人口構造の影響を明らかにしたࠋලయ的に

年㱋別出生率を推計時Ⅼでのᐇ⦼್の、ࡣ

್にᅛᐃした推計と、中位௬ᐃにࡶと࡙ࡃ

結果とのẚ較を行ࡗた(2)ࠋ次に、出生率௬

ᐃのỈ‽の㐪いが将来の出生数に࡝の⛬ᗘ

の࢖ンࢡࣃトを与えるかを、令和 5 年推計

の結果をࡶとにᥦ♧した（感応ᗘ分析）(3)ࠋ

᭱後に、ࡇの結果を活用し、㏫のどⅬに立

将来の特ᐃ年次の特ᐃỈ‽の出生数に、ࡕ

対応する出生率௬ᐃのỈ‽をồࡵる⟬ᐃ᪉

法を♧したࠋ 

 

㹁．研究成果 

(1)にࡘいてࡣ௒後の出生数減少の࡯と

ࡁてㄝ明でࡗが年㱋別人口の変化によ࡝ࢇ

るࡇとがわかࡗたࠋ出生率の㧗位௬ᐃで࠶

減少し、年㱋別人口の変化ࡣ出生数ࡶてࡗ

の影響ࡣᴟࡵて大ࡁい(2)ࠋ௬ᐃࡉれた出生

率と推計ࡉれる出生数の関係を⥺ᙧࡲたࡣ

஧次関数で♧すࡇとで、出生率の出生数࡬

の影響を㐃⥆的にᢕᥱするࡇとがでࡁたࠋ

(3)ᕥグの関係ᘧから、推計ࡉれる出生数に

㐩するたࡵにᚲ要な出生率Ỉ‽をゎ析的に

ồࡵるࡇとがでࡁた2050ࠋ 年に 50 ୓人の

出生が生ࡲれるたࡵにࡣ 2070 年に 1.22 の

出生率となる௬ᐃタᐃがᚲ要で2060、ࡾ࠶

年に 50 ୓人の出生が生ࡲれるたࡵにࡣ

2070 年に 1.37 のỈ‽がᚲ要で࠶るといࡗ

た関係を♧すࡇとがでࡁたࠋ 

 

㹂．結果の⪃ᐹ 

௒ᅇ出生率と出生数の関係のࣔࣝࢹ化に

౑用したの1.00、ࡣ から 2.20 の⠊ᅖのࢹ

ーࢱでࡗ࠶たが、⌧ᐇにࡣ国ࣞ࣋ࣝで 1.0

をୗᅇるሙ合ࡶ出てࡁておࡾ、㉸ప出生率

のሙ合の࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩンࡶ行い、ᨵࡵて

 ࠋうࢁ࠶㔜要でࡶとࡇングするࣜࢹࣔ

 

㹃．結論 

本研究でࡣ将来の出生率の変化が࡝のよ

うな出生数をࡶたらすのか、とࡃに長期に

なると௬ᐃࡉれた出生率のỈ‽が෌生⏘年

㱋ዪᛶの人口を通じて出生数に影響を与え

る࣓࢝ࢬࢽムࡶ含ࡲれるたࡵ、コーホート

要ᅉ法による将来人口推計の᪉法を用いて、

の出生率と出生数の関係をᐃ㔞的に♧すࡑ

日本の将来推」ࡣ本研究でࠋとをヨみたࡇ

計人口（令和 5 年推計）」（国立社会保障・

人口問題研究所）の出生中位（死亡中位）

௬ᐃによる結果を用いたࠋ 

るが、2020࠶௒後の出生数の変化で、ࡎࡲ

年の出生率をᅛᐃして推計を行ࡗた結果と

中位の出生率௬ᐃによࡗて推計を行ࡗた結

果をẚ較すると、2020 年以㝆 2070 年ࡲで

の減少分の 95㸣が௬に出生率に変化がな

る減少でࡁ人口の変化のみでㄝ明でࡶてࡃ

なお、௒ᅇ出生率とࠋたࡗとがわかࡇる࠶

出生数の関係のࣔࣝࢹ化に౑用したのࡣ、

1.00から 2.20の⠊ᅖのࢹーࢱでࡗ࠶たが、
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⌧ᐇにࡣ国ࣞ࣋ࣝで 1.0 をୗᅇるሙ合ࡶ出

てࡁておࡾ、㉸ప出生率のሙ合の࣑ࣞࣗࢩ

ーࣙࢩンࡶ行い、ᨵࡵてࣔࣜࢹングするࡇ

とࡶ㔜要でࢁ࠶うࠋ 

年㱋別出生率のỈ‽が変わるࡇとで、出

生数が࡝のように変わるかࡣ、௬ᐃ್をᶵ

Ე的に変化ࡉせて将来人口推計を行うࡇと

で明らかにするࡇとがでࡁるࠋ特ᐃ年次の

将来出生数を 2070 年の出生率௬ᐃの関数

とすると、2030 年、2040 年、2050 年ࡣ⥺

ᙧࣔ2060、ࣝࢹ 年、2070 年ࡣ஧次関数ࣔࢹ

ࣝが࠶てࡗࡲࡣたࠋ㏫に、特ᐃ年次に特ᐃ

の出生数がᐇ⌧ࡉれるሙ合に᝿ᐃࡉれる出

生率の௬ᐃ್にࡘいてࡣ、上グの出生数と

出生率の関係ᘧを、合計出生率にࡘいてゎ

析的にồࡵたࡑࠋれによると、2050 年に

8,000 ୓の出生数をᐇ⌧するሙ合にࡣ、᭱

⤊的な合計特Ṧ出生率ࡣ 1.78 と᝿ᐃࡉれ、

2070年に 5,000୓の出生数を⥔ᣢするたࡵ

にࡣ、合計特Ṧ出生率の௬ᐃ್の᭱⤊ࣞ࣋

ࡣࣝ 1.43 と᝿ᐃࡉれるࠋ 

出生率ࡣ将来の人口ࡸ年㱋構造に影響を

与え、ࡑうした条件を介して出生数に影響

するたࡵ、関係を༢⣧にとらえるࡇとࡣで

ᐇ際に条件を変えて人口推計を行ࠋないࡁ

うࡇとで、ࡇࡑからᚓられる関係を฼用す

る᪉法を⪃᱌したࠋ将来推人口推計のᡭ法

けࡔ⵹↛ᛶの㧗い人口ண に฼用する、ࡣ

でなࡇ、ࡃうした人口つᶍࡸ構造を介する

出生率と出生数の関係な࡝、変数㛫の」㞧

な関係をとらえるࢶーࣝとしてࡶ᭷用で࠶

 ࠋるࡁᖜᗈい活用が期ᚅで、ࡾ

 

㹅．研究Ⓨ表 

１．論ᩥⓎ表 

 

岩澤美帆・余田翔平・石井太(2025)「拡ᙇ

ࣜー・࢝ーࢱー・ࣔࣝࢹを㐺用した年㱋

別出生率の推計」『人口問題研究』,第81

ᕳ第3ྕ,pp.197–220. 

 

石井太・別府志海・菅桂太・岩澤美帆(2025)

「月別に拡ᙇした「日本∧死亡ࢹー࣋ࢱ

ース」による死亡率の期ᚅ್とᐇ⦼್の

஋㞳分析」『人口問題研究所』第81ᕳ第3

ྕ,pp.221–241. 

 

岩澤美帆(2025)「ຍ㏿する出生減の࣓࢝ࢽ

 ,え」『⤫計』11月ྕࡃࡺムと少子化のࢬ

pp.4-12.(査ㄞ↓し) 

 

岩澤美帆(2026)「日本の人口」林玲子┘

ಟ・国立社会保障・人口問題研究所⦅ⴭ

『人口と社会̿ࢹーࢱでㄞみゎࡃ世⏺と

日本』日経༳ๅ, pp.23-40. 

 

２．学会Ⓨ表 

 

岩澤美帆・別府志海（2025）「2020 年以㝆

の死亡数の変動と関㐃஦㇟」日本人口学

会第 77 ᅇ大会(福ᒸ大学（福ᒸ市））

(2025.6.8). 

 

石井太、別府志海、菅桂太、岩澤美帆（2025）

「新型コロナ࢘ࣝ࢖ス感染症拡大以㝆に

おける死亡率の期ᚅ್とᐇ⦼್の஋㞳分

析」」日本人口学会第 77 ᅇ大会(福ᒸ大学

（福ᒸ市）(2025.6.8). 

 

 

㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 
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ཌ生ປാ科学研究㈝補ຓ金（政策科学推㐍研究஦業） 
分担研究報࿌᭩ 

 
ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 
「出生のពḧ及び出生行動の変化に関する分析と政策的対応の⪃ᐹ」 

 
研究分担者 守泉理恵 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要᪨ 

たコロナ⚝における出生行動に関するᩥ⊩サࡗでの研究期㛫に行ࡲれࡇ 

ー࣋࢖、出生ពḧがపいᮍ婚者の特ᚩに関する᥈⣴的分析から、出生ពḧࡣ

多㠃的な要ᅉに影響を受けているࡇとがわかࡗたࠋ本年ᗘࡣ、⌧ᐇの出生力

と出生ពḧの஋㞳にࡘいて、ࡑのゎᾘに向けた政策に関する⪃ᐹを行ࡗたࠋ

ᮍ婚者の出生ពḧపୗの分、࢖らに、コロナ⚝と出生行動の関㐃のサー࣋ࡉ

析で、経済的୙฼が出生行動に負の影響を及ぼすⅬが要ᅉの一ࡘとして見出

れたが、1990ࡉ 年代༙ࡤ㹼2000 年代༙ࡤの㞠用⎔ቃがᝏ化した時期に就職

せࡊるをᚓࡎ、୙฼な条件を負わࡉれた就職氷河期世代にὀ目し、ࡑの世代

の出生行動にࡘいてಶ⚊ࢹーࢱを用いた分析を行ࡗたࠋ 
 就職氷河期世代の出生行動を分析すると、婚前妊娠結婚ࡸ少子化対策の影

響が少なかࡗた就職氷河期前期世代にẚ࡭、婚前妊娠結婚がቑえ、特に㠀大

卒グࣝープでࡑれが多かࡗた就職氷河期後期世代でࡣ、結婚したዪᛶの平ᆒ

出生子ࡶ࡝数が多い傾向が見られたࡉࠋらに㠀婚前妊娠結婚グࣝープの大卒

以上のዪᛶでࡣ、୧立ᨭ᥼を中ᚰとした少子化対策の拡඘の中で出生子ࡶ࡝

数のᅇ᚟が見られるな࡝、政策による出生力࡬の効果ࡶ♧၀ࡉれたࠋ経済的

に୙฼な状況の人ࠎが多い世代でࡑ、ࡶの࡯かの要ᅉによࡗてࡑの中のサࣈ

グࣝープの出生力の動向ࡣ一ᵝでࡣなࡲࡊࡲࡉ、ࡃな影響を受けているで࠶

 ࠋとがわかるࡇうࢁ
就職氷河期世代においてࡶ、希ᮃする子ࡶ࡝数ࡣ㐩成でࡎࡁに出生力ࣕࢠ

༢なる子育てᨭ᥼のᯟ組みを㉸、ࡣにࡵのゎᾘのたࡇ、プが生じているがࢵ

え、ⱝ者が将来の୙☜ᐇᛶを感じるࡇとなࡃ、Ᏻᚰしてᬽらせる社会を構⠏

するという、ປാ市ሙᨵ㠉ࡸ社会保障ไᗘを含ࡴᗈいどⅬからのྲྀࡾ組みが

ồࡵられる2024ࠋ 年ᗘからጞࡗࡲたࡶ࡝ࡇ基本法のࡶとでのࡶ࡝ࡇ政策ࡣ、

子ࡶ࡝・ⱝ者・子育てᙜ஦者をど㔝においてⱝ年世代のᶒ฼のᑛ㔜ࡸ将来展

ᮃの☜保を目ᣦしておࡇ、ࡾの᪉向ᛶに合⮴しているといえるࠋ 
なお、本研究の成果のうࡕ、就職氷河期世代に関する分析ࡣ、「就職氷河

期世代の出生力——出生・卒業年コーホートと婚前妊娠の状況、少子化対策の

展開に着目して——」（南拓磨、守泉理恵、岩澤美帆）と題した論ᩥにࡲとࡵ、

令和７年ᗘ報࿌᭩に཰㘓ࡉれているࠋ 
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㸿．研究目的 
たコロナ⚝にࡗでの研究期㛫に行ࡲれࡇ 

関㐃する出生行動に関するᩥ⊩サー࣋࢖、

出生ពḧがపいᮍ婚者の特ᚩに関する᥈⣴

的分析から、出生ពḧࡣ多㠃的な要ᅉに影

響を受けているࡇとがわかࡗたࠋ日本にお

いて出生ពḧࡣ長期的に減㏥しておࡾ、㏆

年ࡣపୗにຍ㏿がみられるが、いࡔࡲ出生

力を上ᅇるỈ‽に࠶ࡣるࠋ本年ᗘࡣ、⌧ᐇ

の出生力と出生ពḧの஋㞳にࡘいて、ࡑの

ゎᾘに向けた政策に関する⪃ᐹを行ࡗたࠋ 
らに、コロナ⚝と出生行動の関㐃のサࡉ

ー࣋࢖とᮍ婚者の出生ពḧపୗの分析で、

経済的୙฼が出生行動に負の影響を及ぼす

Ⅼが数࠶る要ᅉの一ࡘとして見出ࡉれたが、

1990 年代༙ࡤ㹼2000 年代༙ࡤの㞠用⎔ቃ

がᝏ化した時期に就職せࡊるをᚓࡎ、୙฼

な条件を負わࡉれた就職氷河期世代にὀ目

し、ࡑの世代の出生に影響した要ᅉを᳨ウ

するたࡵ、ಶ⚊ࢹーࢱを用いた分析を行ࡗ

た1970ࠋ 年代および 1980 年代に生ࡲれた

世代１、ࡣ）就職氷河期による経済的状況

のᝏ化、２）ᛶ行動つ⠊の変化による婚前

妊娠結婚のቑ大、３）政府の子育てᨭ᥼策

の拡඘という 3 の要ᅉの影響を受けていࡘ

るたࡇ、ࡵれらがᙜヱ世代の出生力の変動

に対して࡝のようにᶵ⬟したかをࡲࡊࡲࡉ

なゅᗘから分析し、状況をᥥ画したࠋ就職

氷河期世代の分析にࡘいてࡣ、南拓磨（研

究協力者）、岩澤美帆（研究分担者）ととࡶ

に、「就職氷河期世代の出生力——出生・卒業

年コーホートと婚前妊娠の状況、少子化対

策の展開に着目して——」と題して報࿌᭩論

ᩥをྲྀࡲࡾとࡵたࠋ 
 
㹀．研究᪉法 
 政策対応の⪃ᐹに関してࡇ、ࡣれࡲでの

少子化対策の展開をᢕᥱするた࢖、ࡵンࢱ

ーࢵࢿト上の政策資ᩱを中ᚰに཰㞟し、ࡇ

れࡲで策ᐃࡉれてࡁた政策⩌の内ᐜを整

理・理ゎするととࡶに、年表のస成を行ࡗ

た（ࡇの成果の一部ࡣ氷河期世代分析の論

ᩥに用いた）ࡑࠋの上で、⌧状の政策を㋃ࡲ

えて、出生ពḧの減㏥に対応する政策を含

 ࠋㄢ題を⪃ᐹしたࡸた௒後の政策の᪉向ᛶࡵ
 就職氷河期世代の分析ࡣ、国立社会保

障・人口問題研究所がᐇ᪋した第 12 ᅇ

（2002 年）㹼第 16 ᅇ（2021 年）出生動

向基本調査のಶ⚊ࢹーࢱを用い、ᮍ婚ዪᛶ

およびึ婚ዪᛶの 35 ṓ時Ⅼ平ᆒ出生子࡝

れࡇࠋ数を出生コーホート別に㞟計したࡶ

を、就職氷河期世代➼をཝᐦに㆑別でࡁる

卒業年による世代（ᆒ➼法以前世代、ࣈࣂ

ࣝ世代、氷河期前期世代、氷河期後期世代）

と、第 1 子が婚前妊娠結婚か࡝うかの分㢮

でẚ較したࡉࠋらに、୧立ᨭ᥼策の影響に

ると⪃え、大卒以上࠶㐪いがࡾ学Ṕによࡣ

と▷大・ᑓ㛛卒以ୗの学Ṕ別にẚ較したࠋ

出生力ࡸた、婚前妊娠結婚が、妊娠ព図ࡲ

に࡝のように影響しているのかにࡘいてࡶ

㞟計した᭱ࠋ後に、就職氷河期世代が࡝の

ような少子化対策を受けてࡁたのかにࡘい

て、生ࡲれ年別に、ࡑの世代が 25 ṓにな

た時Ⅼにおける少子化対策᪋策のᐇ᪋状ࡗ

況をࡲとࡵ、政策拡඘が就職氷河期世代の

出生力に与えた影響を⪃ᐹしたࠋ 
 
㹁．研究成果 
 日本における 30 年㛫の少子化対策の展

開にࡘいてࡣ、次の 4 Ⅼが整理ࡉれたࠋձ

日本社会におけるᛶ別ᙺ๭分業を基┙とし

たാࡁ᪉ࡸ職ሙ㢼ᅵ、家ᗞ㐠Ⴀのࡾ࠶᪉が

出生力పୗの主要な要ᅉとしてㄆ㆑ࡉれ、

௙஦と家ᗞの୧立ᨭ᥼とࡑの㌴の୧㍯とな

る保育サーࣅスの拡඘、⏨ᛶの家ᗞ㐍出の

ಁ㐍をࡡらࡗた政策がࡇれࡲでᖖに中ᚰ的

政策として㐍展してࡁたࡇと、ղ2000 年代

に入ると少子化対策の࣎ࢡࢵࣂーンとなる

少子化社会対策基本法ࡸ次世代育成ᨭ᥼対

策推㐍法が整ഛࡉれ、基本法に基࡙ࡃ少子
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化社会対策大⥘の策ᐃࡸ推㐍法に基࡙ࡃ行

動計画策ᐃによࡾ、ⱝ者の経済的⮬立ᨭ᥼

（結婚ᨭ᥼のព࿡合いを含ࡴ）、子育てᨭ᥼

分㔝の拡大、企業をᕳࡁ㎸ࡔࢇ୧立ᨭ᥼の

拡大が㐍ࡇࡔࢇと、ճ2010 年代以㝆ࡣ、人

口減少社会࡬の✺入に伴い、財政ᢞ入の大

ᖜな拡大と経済的ᨭ᥼ࡸ保育サーࣅスの拡

඘が行われたࡇと、մ2020 年代にࡶ࡝ࡇࡣ

関係の᪋策を⤫ᣓするࡶ࡝ࡇ家ᗞᗇが๰タ

㇟ⱝ者・子育てᙜ஦者を対・ࡶ࡝ࡇ、れࡉ

としたࡶ࡝ࡇ政策に少子化対策がⓎ展的⤫

合ࡉれて㐍ࡵられているࡇとが見出ࡉれたࠋ 
 就職氷河期（1994㹼2004 年を主とした

時期）の出生力にࡘいてࡣ、期㛫ᣦᶆで☜

ㄆするとపୗを⥆けているが、就職氷河期

世代のコーホートᣦᶆで☜ㄆすると、㏵中

でୗࡆṆࡗࡲて上᪼していࡃような推移と

なࡗているࠋ一᪉、ྠ時期にࡣᛶ行動つ⠊

の変化によࡗて婚前妊娠結婚がቑ大してお

たࡗれていࡉ拡඘ࡶ政府の少子化対策、ࡾ

時期で࠶るな࡝、出生力に対するプラスの

効果をࡘࡶ⎔ቃ変化ࡶㄆࡵられるࠋ 
卒業年コーホート別、出生コーホート別、

学Ṕ別、婚前妊娠結婚の᭷↓別にึ婚ዪᛶ

の平ᆒ出生子ࡶ࡝数を計⟬しẚ較した結果、

就職氷河期前期世代（1993㹼98 年卒業世

代、1973㹼77 年生ࡲれ）と後期世代（1999
㹼2004 年卒業世代、1978㹼82 年生ࡲれ）

でࡣ状況が異なࡾ、前期世代で平ᆒ出生子

た一᪉、後期世代でࡗなࡃపࡶ数が᭱ࡶ࡝

学ࠋれたࡉቑຍし、ᅇ᚟する傾向が☜ㄆࡣ

Ṕ別に見ると、▷大・ᑓ㛛卒以ୗでࡣ婚前

妊娠結婚でࡗ࠶たグࣝープの出生力の㧗ࡉ

が全యの出生力をᗏᨭえしていたࠋ一᪉、

大卒以上でࡣ、㠀婚前妊娠結婚のグࣝープ

において 1970㹼74 年生ࡲれから 1980㹼
84 年生ࡲれのコーホートにかけて出生力

が上᪼しておࡇ、ࡾの時期にᐇ᪋ࡉれてい

た少子化対策の拡඘の効果が♧၀ࡉれたࠋ

た、婚前妊娠結婚の᭷↓別に妊娠ព図構ࡲ

成を☜ㄆすると、婚前妊娠結婚でࡣないዪ

ᛶの妊娠ព図ࡣ、卒業年コーホートが新し

がࡶ࡝子ࡃព図した妊娠（早」࡝࡯なるࡃ

らࡉࠋていたࡗࡲた）」の๭合が㧗ࡗしか࡯

に妊娠ព図別に平ᆒ出生子ࡶ࡝数を☜ㄆす

ると、「ព図した妊娠」のグࣝープࡣ、௚の

妊娠ព図をᣢࡗたグࣝープにẚ࡭て 35 ṓ

時Ⅼの平ᆒ出生子ࡶ࡝数が少なかࡗた᭱ࠋ

後に、少子化対策の拡඘状況と卒業年コー

ホートの対応を☜ㄆすると、出生力が上᪼

した就職氷河期後期世代ࡣ、子ࡶ࡝・子育

て応᥼プラン（第１次大⥘）、次世代育成ᨭ

᥼対策推㐍法に基࡙ࡃ行動計画、௙஦と生

活の調和᠇❶、ⱝ者の経済的⮬立ᨭ᥼な࡝

ປാ分㔝での活Ⓨな政策的ྲྀࡾ組みが行わ

れていࡗた時期に家族ᙧ成期を㏄えている

 ࠋれたࡉとが☜ㄆࡇ
 
㹂．結果の⪃ᐹ 

出生ពḧと出生力の஋㞳をなࡃすたࡵに

ࡩた少子化対策をࡁで行われてࡲれࡇ、ࡣ

所ᚓのࡸらにⱝ年ᒙの㞠用ࡉ、えた上でࡲ

Ᏻᐃ、௙஦と家ᗞの୧立ᨭ᥼という生活基

┙のᏳᐃ化政策の拡඘ࡸ、ᬌ婚化・ᬌ⏘化

のᐃ着に伴う୙妊問題࡬の対ฎのᙉ化（୙

妊治⒪࡬の経済的ᨭ᥼ࡔけでなࡃ、ⱝい時

期でࡶ子ࡶ࡝をᣢてる就業⎔ቃの整ഛࡸ、

ᛶと生Ṫの健ᗣに対する▱㆑のᙉ化な࡝を

含ࡴ）を行うࡇと、ࡉらに、ラ࢖ࢨࢹࣇ࢖

ンᨭ᥼ࡸஙᗂඣとのࡩれ合いయ㦂学⩦、ໟ

ᣓ的ᛶ教育࡬のྲྀࡾ組みなࣝ࢔ࣜ、࡝のయ

㦂と学⩦ᶵ会を組み合わせた教育のほⅬか

らの࢔プロー᳨ࡶࢳウしていࡇࡃとが㔜要

で࠶ると⪃えられるࠋ 
就職氷河期世代の出生力にࡘいてࡣ、ึ

婚ዪᛶにࡘいて卒業年コーホートࡈとに平

ᆒ出生子ࡶ࡝数の推移を☜ㄆすると、就職

氷河期前期世代で᭱ࡶ少なࡃ、後期世代で

一見、就職期のࡣれࡇ、ࡾ࠶ᅇ᚟傾向にࡣ

経済状況からண見ࡉれる出生力పୗとࡣ▩
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┪するࠋしかし、後期世代でࡣ婚前妊娠結

婚がቑຍしておࡾ、婚前妊娠結婚をしたグ

ࣝープの出生力ࡣ㠀婚前妊娠結婚グࣝープ

のዪᛶよࡾ㧗いࡇとから、ࡇれがࡑの要ᅉ

の一ࡘで࠶るࡇとが♧၀ࡉれるࡲࠋた、後

期世代が本格的に家族ᙧ成期に入ࡗたのࡣ

2000 年代以㝆でࡇ、ࡾ࠶の時期ࡣປാ政策

を中ᚰに少子化対策が拡඘ࡉれ、2010 年代

にࡣඣ❺ᡭᙜをࡣじࡵとする経済的ᨭ᥼ࡶ

ቑຍしていࡗた時期で࠶るたࡵ、子育て期

にࡑのᨭ᥼となる政策のᜠ恵を受けた世代

で࠶るとみられるࠋ୧立ᨭ᥼を中ᚰとした

㞠用・ປാ政策の拡඘ࡣ、つᶍの大ࡁな企

業に就職しࡸすい㧗学Ṕ者࡝࡯早い時期か

らᜠ恵を受けるが、1970 年代以㝆の出生コ

ーホートで大卒以上における㠀婚前妊娠結

婚グࣝープの平ᆒ出生子ࡶ࡝数のቑຍ傾向

がみられておࡾ、政策が出生力にプラスの

影響を与えたྍ⬟ᛶが♧၀ࡉれるࠋ 
 

㹃．結論 
本研究を通じて、1970 年代から 1980 年

代にかけての世代の出生力にࡘいて、就職

氷河期世代にὀ目した出生行動のほᐹを通

じて、経済的状況、婚前妊娠、少子化対策

の 3 のように出生力に影響を与えて࡝がࡘ

いたのか、ࡑの状況をᥥ画するࡇとがでࡁ

たࠋ就職時期に経済状況がᝏࡃ、㞠用⎔ቃ

がᝏい中で社会に出ࡊるをᚓなかࡗた就職

氷河期世代を分析すると、婚前妊娠結婚ࡸ

少子化対策の影響が少なかࡗた就職氷河期

前期世代にẚ࡭、婚前妊娠結婚がቑえ、特

に㠀大卒グࣝープでࡑれが多かࡗた就職氷

河期後期世代でࡣ、結婚したዪᛶの平ᆒ出

生子ࡶ࡝数が多い傾向が見られたࡉࠋらに

後期世代の㠀婚前妊娠結婚グࣝープの大卒

以上のዪᛶでࡣ、୧立ᨭ᥼を中ᚰとした少

子化対策の拡඘の中で出生子ࡶ࡝数のᅇ᚟

が見られるな࡝、政策による出生力࡬の効

果ࡶ♧၀ࡉれたࠋ経済的に୙฼な状況の

人ࠎが多い世代でࡑ、ࡶの࡯かの要ᅉによ

グࣝープにおける出生力ࣈの中のサࡑてࡗ

の動向ࡣ一ᵝでࡣなࡲࡊࡲࡉ、ࡃな影響を

受けているでࢁ࠶うࡇとがわかるࠋ特に少

子化対策のプラスの効果がࡇ࡝で生じてい

るかを見出すࡇとࡣ㔜要で࠶るࠋ 
就職氷河期世代においてࡶ、希ᮃする子

プが生ࢵࣕࢠに出生力ࡎࡁ㐩成でࡣ数ࡶ࡝

じているが、ࡇのゎᾘのたࡵにࡣ、༢なる

子育てᨭ᥼のᯟ組みを㉸え、ⱝ者が将来の

୙☜ᐇᛶを感じるࡇとなࡃ、Ᏻᚰしてᬽら

せる社会を構⠏するという、ປാ市ሙᨵ㠉

ࡾᗈいどⅬからのྲྀࡴ社会保障ไᗘを含ࡸ

組みがồࡵられる2024ࠋ 年ᗘからጞࡗࡲた

子、ࡣ政策ࡶ࡝ࡇとでのࡶ基本法のࡶ࡝ࡇ

ⱝ者・子育てᙜ஦者をど㔝において・ࡶ࡝

ⱝ年世代のᶒ฼のᑛ㔜ࡸ将来展ᮃの☜保を

目ᣦしておࡇ、ࡾの᪉向ᛶに合⮴している

といえるࠋ 
就職氷河期世代の分析にࡘいてࡣ、௒ᅇ

の研究ᯟ組みを用いて、世代区分ࡔけでな

᥋的に影響を及ぼしたと⪃えられる┤、ࡃ

就業状況にࡘいてࡶ、௒後分析をしていࡃ

ணᐃで࠶るࡲࠋた、௒ᅇの分析でࡣዪᛶഃ

の学Ṕとࡑれに⣣付いた卒業年コーホート

で分析を行ࡗているたࡵ、ኵഃ、⏨ᛶഃࡶ

含ࡵた分析にࡘいてࡶ分析を行ࡗていࡇࡃ

とで、1970 年代から 1980 年代にかけての

出生力変動の状況をよࡾ⢭⦓に分析してい

 ࠋ௒後のㄢ題としたいࡶとࡇࡃ
 

㹅．研究Ⓨ表 
１．論ᩥⓎ表 

なし 
２．学会Ⓨ表 

なし（2026 年ᗘ中に日本人口学会にお

いて研究成果をⓎ表ணᐃ） 
 
㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 
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ཌ生ປാ科学研究㈝補ຓ金（政策科学推㐍研究஦業） 
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ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 

「死亡の市区町村較差に人口の配偶関係構造が及ぼす影響」 
 

研究分担者 菅 桂太 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要᪨ 

本✏にࡣおࡶに 2 第一に、「地域人口推計」（国立社会保ࠋる࠶のㄢ題がࡘ

障・人口問題研究所 2024）における将来の生ṧ率௬ᐃ್（市区町村別、⏨

ዪ・年㱋 5 ṓ㝵⣭別生ṧ率）のタᐃをᛕ㢌に、「市区町村別生命表」（ཌ生ປ

ാ┬）の平ᆒᑑ命でみた死亡較差の地理的なࢱࣃーンが大局的・局所的に概

のうえで、第஧のㄢ題としてࡑࠋとを♧すࡇたࡁᏳᐃして時⣔ิ推移してࡡ

死亡の配偶関係較差に着目し、地域差の要ᅉとして地域人口の配偶関係構造

が㔜要なㄝ明力を᭷するࡇとを明らかにしようとするࡶので࠶るࠋ 
分析の結果、人口の配偶関係構造の地域差2019、ࡣ㹼2021 年の市区町村

༢位の平ᆒᑑ命で見た死亡の地域差の⣙ 3分の 1をㄝ明する主要な要ᅉで࠶

るࡇとをࡁ࠶らかにしたࠋ人口の配偶関係構造をᡭがかかࡾに、市区町村ࡸ

すࡲすࡲࡣとࡇロな町長Ꮠ➼の小地域の死亡のᐇ態をゎ明するࢡらに࣑ࡉ

㔜要なㄢ題になࡗているࠋ 
ヲしࡣࡃ別ῧえの論 「ᩥ死亡の市区町村較差に人口の配偶関係構造が及ぼ

す影響」をཧ↷ࡉれたいࠋ 
 

㸿．研究目的 
 本✏にࡣおࡶに 2 第一ࠋる࠶のㄢ題がࡘ

に、「地域人口推計」（国立社会保障・人口

問題研究所 2024）における将来の生ṧ率

௬ᐃ್（市区町村別、⏨ዪ・年㱋 5 ṓ㝵⣭

別生ṧ率）のタᐃをᛕ㢌に、「市区町村別生

命表」（ཌ生ປാ┬）の平ᆒᑑ命でみた死亡

較差の地理的なࢱࣃーンが大局的・局所的

に概ࡡᏳᐃして時⣔ิ推移してࡁたࡇとを

♧すࡑࠋのうえで、第஧のㄢ題として死亡

の配偶関係較差に着目し、地域差の要ᅉと

して地域人口の配偶関係構造が㔜要なㄝ明

力を᭷するࡇとを明らかにしようとするࡶ

ので࠶るࠋ 
 

㹀．研究᪉法 

第一のㄢ題にࡘいて2000、ࡣ 年 10 月㹼

2005 年 9 月から 2015 年 10 月ࠥ2020 年 9
月の⏨ዪ・市区町村別平ᆒᑑ命のホࢵトス

ポࢵト分析をᐇ᪋して、全国的な（大域的

な）死亡の地域較差とྛ都㐨府┴内におけ

るಶ別の（局所的な）市区町村の平ᆒᑑ命

が長ᑑで࠶るのか▷命で࠶るのかに関する

⤫計的な᭷ពᛶとࡑの時⣔ิのᏳᐃᛶを᳨

ウしたࠋとࡃに、死亡の地域差の大域的な

ࡶーンࢱࣃ局所的な、ࡃけでなࡔーンࢱࣃ

どぬ的にᤊえるたࡵ、東京都ᚰ部及び大㜰

都ᚰ部に着目した地図をస成してヲしࡃほ

ᐹしたࠋ 
 第஧のㄢ題にࡘいてࡎࡲ、ࡣホࢵトス

ポࢵト分析の結果、市区町村別平ᆒᑑ命が

長ᑑ/▷命な いࡘࡃかの市区町村の配偶関

–43–



係別人口ࣆラ࣑ࢻࢵをほᐹしたࡑࠋのうえ

で、2019㹼2021 年平ᆒᑑ命࡬の年㱋別配

偶関係๭合の地域差のᐤ与を分ゎしたࡑࠋ

のたࡵ、全国の⏨ዪ・年㱋別配偶関係別死

亡率をᅛᐃする㛫᥋ᶆ‽化のᡭ法を᥼用し

て、地域人口の配偶関係構造のみで変化す

るᶆ‽化平ᆒᑑ命ࡸ、ポ࣡ࢯンᅇᖐࣔࣝࢹ

を᥼用して人口の配偶関係構造とᙜヱ地域

の全⯡的な死亡Ỉ‽の影響を⪃៖⣲኎るᶆ

‽化平ᆒᑑ命を推ᐃした2019ࠋ㹼2020 年

の配偶関係総数の⏨ዪ・年㱋別死亡率に基

れらࡇ、ᐇ⦼の市区町村別平ᆒᑑ命とࡃ࡙

ᶆ‽化平ᆒᑑ命の関係にࡘいてࣃスゎ析を

ᐇ᪋したࠋ 
 
㹁．研究成果 

平ᆒᑑ命の地域差を、ձ人口の配偶関係

構造の地域差のᐤ与、ղᙜヱ地域の全⯡的

な死亡Ỉ‽のᐤ与、ճ配偶関係別死亡率の

年㱋ࢱࣃーンの地域差のᐤ与（配偶関係別

死亡率の年㱋ࢱࣃーンが全国と異なるࡇと

のᐤ与）の 3 ࡶにわけてみると、⏨ዪとࡘ

⣙ 3 分の 1 がձの人口の配偶関係の地域差

のᐤ与、⣙ 3 分の 1 がղの全⯡的な死亡Ỉ

‽の地域差のᐤ与、⣙ 3 分の 1 以上のᅇࡣ

ᖐ分析でࡣㄝ明ࡉれないճの配偶関係別死

亡率の年㱋ࢱࣃーンの地域差のᐤ与と⪃え

られるࡇとがわかࡗたࠋ 
 
㹂．結果の⪃ᐹ 

2019㹼2021 年という㝈ᐃ的な期㛫でࡣ

のの、人口の配偶関係構造の地域差ࡶる࠶

市区町村༢位の平ᆒᑑ命で見た死亡の、ࡣ

地域差の⣙ 3 分の 1 をㄝ明する主要な要ᅉ

で࠶るࡇとをࡁ࠶らかにしたࡇࠋれࡣ、地

域人口の配偶関係構造が、地域死亡研究に

とࡗて㔜要な出ⓎⅬで࠶るࡇとを♧၀するࠋ

市区町村を༢位とする死亡状況のᢕᥱࡣ、

社人研・地域推計にᚲ要、かࡑ、ࡘれ⮬య

に㟂要が࠶るࡲࠋた、JMD の᪉法論で市

区町村༢位の生命表をస成するࡇとがでࡁ

れࡤ 1 月 1 日人口とࣜスࢡ対応ᘏ࡭人年を

ᚓるࡇとがでࡁるたࡵ、ẖ年の市区町村別

TFR 推移➼の⟬出がྍ⬟になるࡇࠋれらを

通じて、死亡研究のみならࡎ出生➼の地域

人口研究を㌍㐍ࡉせるࡉࠋらに、配偶関係

構造᭱ࡣ㏆のコーホート㛫の変化がᛴ㏿で

ᵝを๻的に変えるྍ⬟ᛶࡾ社会の᭷、ࡾ࠶

が࠶るࡶので࠶るࠋ地域人口研究一⯡の㌍

㐍にࡘながる㔜要なㄢ題で࠶るࠋ 
 

 
㹃．結論 

本研究のᐇ᪋によࡾ、地域人口の配偶関

係構造ࡣ市区町村༢位で見た平ᆒᑑ命の地

域差の⣙ 3 分の 1 を༨ࡵる㔜要な要ᅉで࠶

て㔜要な出ⓎⅬでࡗ地域死亡研究にと、ࡾ

Dࠋたࡗとがわかࡇる࠶ ḍにおいて⪃ᐹし

た通ࡾ、地域死亡研究においてᛴ㏿に変化

する配偶関係構造をྲྀࡾ入れるࡇとࡣ、地

域人口研究一⯡の㌍㐍にࡘながる㔜要なㄢ

題で࠶るࡇとがわかࡗたࡇとになるࠋ人口

の配偶関係構造をᡭがかかࡾに、市区町村

ロな町長Ꮠ➼の小地域の死亡ࢡらに࣑ࡉࡸ

のᐇ態をゎ明するࡇとࡲࡣすࡲす㔜要なㄢ

題になࡗているࠋ 
 
㹅．研究Ⓨ表 
１．論ᩥⓎ表 

菅桂太・小池司朗・鎌田ㅬ治「2000
年代以後の全国と三大都市圏の別にみた月

別人口動態の趨勢」『人口問題研究』第 82
ᕳ第 1 ྕ、pp.77–100． 

菅桂太・小池司朗・藤井多希子・石井

太「「令和 5 年地域推計」からみた将来の

地域別死亡数」『人口問題研究』第 82 ᕳ第

1 ྕ、pp.55–76． 
菅桂太「変わる世ᖏの構造」林玲子┘

ಟ、国立社会保障・人口問題研究所⦅ⴭ『人

口と社会 ࢹーࢱでㄞみゎࡃ世⏺と日本』
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pp.173–188． 
菅桂太「世ᖏ動態調査からみた人口㧗

㱋化のなかでの世ᖏ変動」『社会保障研究』

第 10 ᕳ第 4 ྕ、pp.490–493. 
 
２．学会Ⓨ表 

Keita SUGA and Sungho CHO, 
"Marriage Squeezes in Korean and 
Japanese Regions," 2025 Annual 
Meeting of Population Association of 
America, Washington D. C.: Marriott 
Marquis. (2025.4.12) 

菅桂太「死亡௬ᐃのタᐃとㄢ題」日本

人口学会第 77ᅇ大会企画セࣙࢩࢵン 2「地

域別将来人口推計のព義とㄢ題」，福ᒸ大学．

(2025/6/8) 
菅桂太・小池司朗・藤井多希子・石井

太「日本の地域別将来推計人口からみた将

来の死亡数」日本人口学会 2025 年ᗘ第 1
ᅇ東日本部会、ᐑ城大学サࢸラ࢖ト࢟ࣕン

 ス．(2025/9/19)ࣃ
 
㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 
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ཌ生ປാ科学研究㈝補ຓ金（政策科学推㐍研究஦業） 
分担研究報࿌᭩ 

 
ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 
「外国人の国際移動および国内移動が地域人口変動に与える影響」 

 
研究分担者 中川雅貴 国立社会保障・人口問題研究所 

研究要᪨ 

 本研究ࡣ、日本における外国人の人口移動が地域人口の動向に与える影響

にࡘいて、ࡑの経時的変化と地理的差異に関する分析を行ࡗたࠋ分析に࠶た

いて、都㐨ࡘコロナ前・コロナ期・コロナ後（ᅇ᚟期）のྛ時期に、ࡣてࡗ

府┴および市区町村༢位の人口変動に対する日本人と外国人の人口動態の

影響を推ᐃしたࠋ人口移動にࡘいてࡣ、国際移動と国内移動の影響に分ゎし

た分析を行ࡗたࠋ 
 分析の結果、コロナ前とẚ較して、外国人の国際移動が地域人口に与える

影響ࡣ、コロナ後にࡣ 8 ๭以上の市区町村で拡大しているࡇとが明らかとな

外国人の国際移動による㌿入㉸㐣が、日本人、ࡣ特に東京都においてࠋたࡗ

の国内移動による㌿入㉸㐣とྠ⛬ᗘのつᶍに㐩しておࡾ、東京都の人口ቑຍ

を⥔ᣢする大ࡁな要ᅉの一ࡘとなࡗているࡇとが明らかとなࡗたࠋ一᪉、外

国人の国内移動にࡘいてࡣ地域差がẚ較的大ࡃࡁ、東京圏ࡸ໭関東でࡣ㌿入

㉸㐣が㢧ⴭで࠶るのに対し、ᐑ城、ᗈ島、ᒸ山、福ᒸな࡝地᪉都市圏の中᰾

┴でࡣ、㌿出㉸㐣の影響が相対的に大ࡁいという特ᚩが☜ㄆࡉれたࠋ 
以上の結果から、㏆年の外国人人口のቑຍࡣ国内人口移動の動向にࡶ影響

を及ぼしておࡑ、ࡾの影響ࡣ地域差を伴いながら、多ࡃの地域で新たな人口

変動要ᅉとして㢧在化し࠶ࡘࡘるࡇとが♧ࡉれたࠋ 
 

㸿．研究目的 
 国際人口移動および外国人人口の動向が

日本の人口動態に与える影響が拡大する一

᪉で、外国人の人口移動が地域人口の変動

に与える影響にࡘいてࡣ、༑分に᳨ドࡉれ

ていないࠋ本研究ࡣ、外国人の国際移動お

よび国内移動が地域人口の動向に与える影

響にࡘいて、ࡑの経時的変化と地理的差異

に関する分析を行ࡗたࠋ 
 

㹀．研究᪉法 
 分析の対㇟とする期㛫2018ࡣ年1月から

2024 年 12 月ࡲでの 7 年㛫でࡇ、ࡾ࠶のう

ࡕ 2018 年 1 月から 2019 年 12 月ࡲでの 2
年㛫を「コロナ前」、2020 年 1 月から 2021
年 12月を「コロナ期」、2022年 1月から 2024
年 12 月を「コロナ後（ᅇ᚟期）」とするࠋ

ྛ期㛫にࡘいて、都㐨府┴および市区町村

༢位の人口変動に対する日本人と外国人の

人口動態の影響を推ᐃし、人口移動にࡘい

てࡣ国際移動と国内移動の影響に分ゎする

ᡭ法を用いたࠋ分析に際してࡣ、「ఫ民基本

ྎᖒ人口移動報࿌」、「ఫ民基本ྎᖒに基࡙

人口、人口動態及び世ᖏ数調査」、「出入ࡃ

国⟶理⤫計」によるྛ年ࢹーࢱを用いたࠋ 
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㹁．研究成果 
コロナ前とẚ較して、外国人の国際移動

が地域人口に与える影響ࡣ、コロナ後にࡣ

8 ๭以上の市区町村で拡大しているࡇとが

明らかとなࡗたࠋ特に東京都においてࡣ、

外国人の国際移動による㌿入㉸㐣が、日本

人の国内移動による㌿入㉸㐣とྠ⛬ᗘのつ

ᶍに㐩しているࡇとが☜ㄆࡉれたࠋ一᪉で、

外国人の国内移動にࡘいてࡣ地域差がẚ較

的大ࡃࡁ、東京圏ࡸ໭関東でࡣ㌿入㉸㐣が

㢧ⴭで࠶るのに対し、ᐑ城┴、ᗈ島┴、ᒸ

山┴、福ᒸ┴といࡗたྛ地᪉都市圏の中ᚰ

的な┴で㌿出㉸㐣の影響がẚ較的大ࡁいと

いう特ᚩが☜ㄆࡉれたࠋ 
 
㹂．結果の⪃ᐹ 

日本国内の大༙の地域でࡣ、㧗㱋化の㐍

展に伴う⮬↛減の拡大によࡾ人口減少がຍ

㏿しておࡾ、地域人口変動に༨ࡵる人口移

動のᐤ与ࡣ相対的にపୗしているࠋ一᪉、

コロナ⚝後の国際移動のᅇ᚟を⫼ᬒとして、

外国人の人口動態の影響が一ᒙ拡大してい

るࠋ外国人の国内人口移動の動向およびࡑ

の影響の地域差にࡘいてࡣ、㞠用ᶵ会の地

域的೫在にຍえて、日本国内でのᐃఫ志向

のᙉい外国人๭合のቑຍな࡝、ྛ地域にᒃ

ఫする外国人の特ᛶが཯ᫎࡉれているྍ⬟

ᛶが࠶るࠋ 
 
㹃．結論 

㏆年の外国人人口のቑຍࡣ、国内人口移

動の動向にࡶ影響を及ぼしておࡑ、ࡾの影

響の地域差を伴いながら、多ࡃの地域で人

口変動要ᅉとして㢧在化し࠶ࡘࡘるࠋ௒後

の地域別の人口動向を見通すうえでࡶ、新

たな変動要ᅉとしての外国人の国内人口移

動の影響を⪃៖する㔜要ᛶが㧗ࡗࡲているࠋ 
 
㹅．研究Ⓨ表 
 １．論ᩥⓎ表 

・中川雅貴「国内人口移動」国立社会

保障・人口問題研究所（⦅）『人口と

社会：ࢹーࢱでㄞみゎࡃ世⏺と日本』

日経༳ๅ，pp.117-136.（2026 年 3
月） 

 
２．学会Ⓨ表 
 ・中川雅貴・小池司朗「コロナ⚝におけ

る人口移動の変化とࡑの要ᅉ ʊ「第㸷

ᅇ人口移動調査」の結果による分析 
ʊ」日本人口学会 第 78 ᅇ大会（福ᒸ

大学）（2025.6.7） 
 ・NAKAGAWA Masataka, KOIKE Shiro, 

FUJII Takiko “Geographical Distributions, 
Internal Migration and the Impacts on 
Local Population Dynamics of Foreign 
Population in Japan: Pre- and Post- 
Pandemic Patterns”, 30th International 
Population Conference（࢜ーストラࣜ

 ス࣋ン）（2025.7.14）ࣜࣈ・࢔
 
 
㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 
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ཌ生ປാ科学研究㈝補ຓ金（政策科学推㐍研究஦業） 
分担研究報࿌᭩ 

 
ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究 

「外国人受入れの拡大が長期的な将来人口変動を通じて公的年金財政に与える影響に関

する人口学的研究及び出生順位別出生を組み合わせた配偶関係別多相生命表を用いた新

型コロナ感染症拡大による出生縮減効果推計」 
 

研究分担者 石井 太 慶應義塾大学 

研究要᪨ 

 わが国でࡇࡣれࡲで、外国人人口受入れに関してࡣẚ較的保守的な政策を

᥇ࡗてࡁたࡇとから、ࡇれらの問題のゎỴ策としての外国人人口受入れに関

する本格的なᐃ㔞分析が༑分に行われてࡁたとࡣゝい㞴い状況に࠶るࠋ本研

究ࡣ、ඛ行研究でࡇࡣれࡲで行われていない、┤㏆の令和 6 年公的年金財

政᳨ド࣋ースでのホ౯を行うࡇとを目的とするࡲࠋた、結婚の多相生命表に

出生順位を組み合わせた多相生命表をస成し、ࡇれを฼用して、新型コロナ

とを目的とࡇス感染症拡大が出生率の縮減に与えた影響ホ౯を行うࣝ࢖࢘

するࠋ 
外国人ປാ者受入れの問題ࡣ人口問題でࡗ࠶ࡶて、長期的などⅬに立ࡗ

て⪃えるࡇとがồࡵられるࠋ特に、外国人受入れに関する公的年金࡬の影

響ホ౯に࠶たࡗてࡣ、本研究で⪃ᐹを行ࡗたような長期的かࡘᐃ㔞的なホ

౯を行うࡇとが ලయ的な᪋策の㆟論にとࡗてᴟࡵて㔜要で࠶るࡲࠋた、本

研究で行ࡗた、結婚状態と出生順位を⪃៖した多相生命表による日本の出生

行動のࣔࣜࢹングࡣ、新型コロナ࢘ࣝ࢖ス感染症拡大が出生率の縮減に与え

た影響ホ౯࡬の応用な࡝がྍ⬟で࠶るࡇとが明らかとなࡗたࠋ 
 

㸿．研究目的 
ձ年金財政࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン 
 わが国ࡣ⌧在、ඛ㐍ㅖ国の中でࡶᴟࡵて

పい出生Ỉ‽となࡗておࡲ、ࡾた、ࡇのよ

うなపỈ‽ 出生率の⥅⥆が見㎸ࡲれるࡇ

とから、௒後、ᜏᖖ的な人口減少㐣⛬を経

㦂するࡶのと見られているࡉࠋらにࡇれに

ຍえ、平ᆒᑑ命ࡣ国際的にトࢵプࢡラスの

Ỉ‽を保ࡘࡘࡕ、なおᘏఙが⥅⥆しておࡾ、

少子化と長ᑑ化が相ಗࡗて、௚のඛ㐍ㅖ国

でࡶ㢮を見ない࡝࡯ᛴ㏿に人口の㧗㱋化が

㐍行するࡶのと見られているࠋ 
わが国でࡇࡣれࡲで、外国人人口受入れ

に関してࡣẚ較的保守的な政策を᥇ࡗてࡁ

たࡇとから、ࡇれら少子・㧗㱋化がࡶたら

す問題のゎỴ策としての外国人人口受入れ

に関する本格的なᐃ㔞分析が༑分に行われ

てࡁたとࡣゝい㞴い状況に࠶るࡇࠋのよう

な中、➹者らࡣ外国人受入れが年金財政に

与える影響に関する࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩンを研

究してࡁたが、本研究ࡣ、ඛ行研究でࡇࡣ

れࡲで行われていない、┤㏆の令和 6 年
公的年金財政᳨ド࣋ースでのホ౯を行うࡇ

とを目的とするࠋ 
ղ多相生命表 

新型コロナ感染症ࡑ、ࡣの拡大時におけ
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るいわࡺるコロナ⚝の時期において、わが

国の結婚ࡸ出生を縮減する期㛫効果をࡶた

らしたࠋ出生ࡣ出生順位ࡈとに㐃㙐的に㉳

ࡑ、ࡣる出生順位の出生縮減࠶、ࡵるたࡁ

れ以㝆の㧗次の出生順位の縮減をࡶたらすࠋ

婚外出生の๭合が௚のඛࡣた、わが国でࡲ

㐍ㅖ国とẚ࡭てపࡃ、出生が婚ጻの中でⓎ

生する☜率が㧗いࡇとから、ึ婚の減少ࡣ 
第 1 子出生を減少ࡉせ、ࡑれがࡉらに㧗次

の出生順位の出生を減少ࡉせるࡇととなるࠋ 
結婚の多相生命表、ࡣで、本研究でࡇࡑ

に出生順位を組み合わせた多相生命表をస

成し、ࡇれを฼用して、新型コロナ࢘ࣝ࢖

ス感染症拡大が出生率の縮減に与えた影響

ホ౯を行うࡇとを目的とするࠋ 
 

㹀．研究᪉法 
ձ年金財政࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン 

本研究でホ౯を行うࢩスࢸムࡣ、将来の

人口࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩンを行う「人口ࣈロࢵ

ࣈのホ౯を行う「年金࡬と、年金ไᗘ「ࢡ

ロࢡࢵ」から構成ࡉれるࠋ 
人口ࣈロࢡࢵでࡣ、政策的に受け入れる

外国人ປാ者数を 2025 年以㝆、2040 年
でẖ年ࡲ 13.6 ୓人(࢖ࢱプ 1)と 33.6 ୓人

プ࢖ࢱ) 2)の 2 れらの政策ࡇ、プとし࢖ࢱ

的な外国人ປാ者受け入れのみを対㇟とし

たࢣース A ととࡶに、受入れ外国人の家族

ᖏྠ・ᙧ成及び出生行動による第 2 世代以

㝆のㄌ生を⪃៖に入れた࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン 
࣑ࣗࢩによる外国人人口の長期(ース Bࢣ)

ࣞーࣙࢩンをᐇ行するࠋ 
一᪉、年金ࣈロࢡࢵでࡣ、人口ࣈロࢡࢵ

で推計ࡉれた人口に基࡙ࡁ⤥付㈝推計を行

い、全యの཰ᨭ計⟬をᐇ行するࠋ 
ղ多相生命表 
 本研究でࡣ配偶関係と出生ඣ数を組み合

わせた状態を⪃えるࠋලయ的にࡣ、配偶関

係ࡣᮍ婚、᭷配偶、死別、㞳別の 4 状態と

し、ࡲた、᭷配偶、死別、㞳別にࡘいてࡣ

出生ඣ数を 0, 1, 2, 3, 4 以上の 5 状態に分

けるととࡶに、ᮍ婚者ࡣ出生ඣ数を 0 とし、

らに死亡を合わせた 17 状態を⪃えるࡉ

れらの状態㛫の㑄ࡇ、してࡑࠋととするࡇ

移☜率を、結婚の多相生命表の㑄移☜率と

「日本の将来推計人口（令和 5 年推計）」

の出生順位別年㱋別出生率推計結果を用い

て推計し、多相生命表を構⠏するࠋ 
 
㹁．研究成果 
ձ年金財政࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン 

本研究において基本ࢣースとした令和 6
年財政᳨ドの「㐣ཤ 30 年ᢞ影ࢣース」に

おいてࡣ、ཌ生年金のᶆ‽的な所ᚓ代᭰率

的に⤊᭱ࡣ 50.4%となるࡑࠋの内ヂࡣẚ౛

24.9%、基礎 25.5%でࢡ࣐、ࡾ࠶ロ経済ス

ラࢻ࢖による⤥付Ỉ‽調整の⤊஢年ᗘࡣ、

ẚ౛ 2026 年ᗘに対し、基礎 2057 年ᗘとな

 ࠋているࡗ
一᪉、ࢣース A での所ᚓ代᭰率࢖ࢱ、ࡣ

プ 1 で 53.8%と基本ࢣースにẚ࡭て 3.4% 
ポ࢖ントの上᪼、࢖ࢱプ 2 で 57.5%と 7.1% 
ポ࢖ントの上᪼となࡗているࠋ報 㓘ẚ౛部

分にࡘいて࢖ࢱࡣプ 1,2 とࡶ調整がないࡇ

とから、上᪼࡯ࡣぼ基礎年金部分によるࡶ

のとなࡗておࡾ、調整⤊஢年ᗘ࢖ࢱࡣプ 1 
が 2049年ᗘ、࢖ࢱプ 2が 2043年ᗘとなるࠋ 

、ࡣースBでの所ᚓ代᭰率ࢣ、れに対しࡇ

プ࢖ࢱ 1 で 56.8%と基本ࢣースにẚ࡭て 
6.5%ポ࢖ントの上᪼、࢖ࢱプ 2 で 61.2%と 
10.8%ポ࢖ントの上᪼となࡗているࠋ調整

⤊஢年ᗘ࢖ࢱ、ࡣプ 1 で 2043 年ᗘで࠶る

が、࢖ࢱプ 2 でࡣ基礎年金にࡘいてࡶ調整

がなࡃなࡗているࠋ 
ղ多相生命表 
 構⠏ࡉれた多相生命表に基࡙いて推計ࡉ

れた 1965, 1980, 1995, 2005 年出生コーホ

ートの lx をほᐹすると、年少のコーホート

になるにࡘれて 49 ṓ時Ⅼでのᮍ婚๭合ࡣ

上᪼し、᪤婚 0 子๭合2005、1995、ࡣ 年
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出生ࡑࡣれよࡾ年長にẚ࡭て大ࡃࡁ上᪼す

るࡇࠋの結果として、子ࡶ࡝がいないᮍ婚

と᪤婚 0 子の๭合1965、ࡣ 年出生でࡣ全

యの 4分の 1ᮍ‶で࠶るのに対して、 2005 
年出生でࡣ全యの 3 分の 1 でቑຍしていࡲ

るࠋ一᪉、2 子の๭合ࡣ 1965 年出生でࡣ

⣙ 4 ๭でࡗ࠶たのに対して、1995、2005 年
出生ࡑࡣれよࡾ減少してお2005、ࡾ 年出

生でࡣ⣙ 3 分の 1 ⛬ᗘとなࡗているࠋ 
 
㹂．結果の⪃ᐹ 
ձ年金財政࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン 

外国人受入れを拡大したሙ合、基礎年金

部分の所ᚓ代᭰率の上᪼が見㎸ࡲれるが、

報㓘ẚ౛部分の調整がないࡇとから、ཌ生

年金の཰ᨭ計⟬上、✚立ẚ率が㝈ࡾなࡃ上

᪼していࡃ見通しとなࡉ、ࡾらにࢣース B
の࢖ࢱプ 2 でࡣ基礎年金部分の調整ࡶない

たࡵ、国民年金の཰ᨭ計⟬でࡶ✚立ẚ率が

㝈ࡾなࡃ上᪼していࡃ見通しとなるたࡵ、

財政影響の全యീを♧したࡇとになࡗてい

ないࡇࡑࠋで、࣐ࢡロ経済スラࢻ࢖による

⤥付調整を行う前のཌ生年金の㈿ㄢ保㝤ᩱ

率の見通しをほᐹすると、⪁年ᚑᒓ人口ᣦ

数との㢮ఝᛶが見られ、外国人受入れの拡

大ࡣ、▷期的にࡣ ㈿ㄢ保㝤ᩱ率をపୗࡉせ

る効果が࠶るࡶのの、外国人の出生行動に

よる第 2 世代以㝆のㄌ生がないሙ合、長期

的にࡣ基本ࢣースとの஋㞳ࡣᾘ⁛し、財政

影響ࡣなࡃなࡗていࡃ一᪉、第 2 世代以㝆

のㄌ生を௬ᐃしたሙ合にࡣ、将来にわたࡗ

て、基本ࢣースよࡶࡾపい㈿ㄢ保㝤ᩱ率が

保たれ、ཌ生年金にプラスの財政影響をࡶ

たらすࡇとが明らかとなࡗたࠋ 
 

ղ多相生命表 
 縮減前後の出生順別出生率をほᐹすると、

2019ࠥ2023 年に対応する年㱋で新型コロ

ナ࢘ࣝ࢖ス感染症拡大による縮減効果が大

特に、第ࠋとがわかるࡇ出ているࡃࡁ 1 子

の減少ࡣ第 2 子以㝆の減少をᘬࡁ㉳ࡇすࡇ

とࡸ、㏫に、ึ婚数の減少によࡗてࣜスࢡ

対応生Ꮡᘏ࡭年数がቑຍし、ࡑれ以㝆の年

㱋でのึ婚数がቑຍするな࡝、┤᥋的な影

響のみならࡎ、 㛫᥋的にࡶ大ࡁな影響が出

ているࡇとがほᐹࡉれるࠋ 
た、縮減前後のコーホート合計出生率ࡲ

をほᐹすると、1970 年以㝆生ࡲれのコーホ

ートで縮減効果がほᐹࡉれ、1995 年生ࡲれ

コーホートでࡣ 93.7%と᭱ࡶ大ࡃࡁなࡗ 
ているࡇとが明らかとなࡗたࠋ 
 
㹃．結論 
ձ年金財政࣑ࣞࣗࢩーࣙࢩン 

外国人ປാ者受入れに関する㆟論ࡣ、ᙜ

㠃のປാ力୙㊊を補うࡔけの▷期的どⅬ

で 行われるࡇとが࠶るが、本研究による

⪁年ᚑᒓ人口ᣦ数と㈿ㄢ保㝤ᩱ率の相ఝ

関係に見られたように、公的年金࡬の財政

影響ࡣ長期的な人口動向の変化に大ࡃࡁ

影響を受けるࠋすなわࡕ、受け入れた外国

人ࡣ将来、㧗㱋化して年金受⤥者にᅇる一

᪉、家族࿧びᐤせࡸ出生行動➼ࡣ新たな年 
金のᨭえᡭを生み出すཎ動力とࡶなるࡇࠋ

のように、外国人ປാ者受入れの問題ࡣ人

口問題でࡗ࠶ࡶて、長期的などⅬに立ࡗて

⪃えるࡇとがồࡵられるࠋ特に、外国人受

入れに関する公的年金࡬の影響ホ౯に࠶

たࡗてࡣ、本研究で⪃ᐹを行ࡗたような長

期的かࡘᐃ㔞的なホ౯を行うࡇとが ලయ

的な᪋策の㆟論にとࡗてᴟࡵて㔜要で࠶

るࠋ 
ղ多相生命表 

 本研究で行ࡗた、結婚状態と出生順位を

⪃៖した多相生命表による日本の出生行動

のࣔࣜࢹングࡣ、新型コロナ࢘ࣝ࢖ス感染

症拡大が出生率の縮減に与えた影響ホ౯࡬

の応用な࡝がྍ⬟で࠶るࡇとが明らかとな

 ࠋたࡗ
たࡔし、本研究でࡣ状態㛫の㑄移に関し
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て一ᐃのไ⣙を⨨いておࡾ、ᐇ際にࡣ死

別・㞳別状態においてࡶ出生がⓎ生するࡇ

とࡸ、配偶状態㛫㑄移☜率に出生順位によ

る格差がᏑ在するࡇとから、ࡇのようなⅬ

を⢭査していࡇࡃとが௒後のㄢ題で࠶るࠋ 
 
㹅．研究Ⓨ表 
１．論ᩥⓎ表 

なし 
２．学会Ⓨ表 

なし 
 
㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 

–52–



ཌ生ປാ科学研究㈝補ຓ金（政策科学推㐍研究஦業） 
分担研究報࿌᭩ 

ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究： 
「新型コロナ⚝での家族介護負担の変化－国民生活基礎調査の分析結果から－」 

 
研究分担者 小島克久 城西国際大学 

研究要᪨ 

 本研究でࡣ、ཌ生ປാ┬「国民生活基礎調査」のಶ⚊ࢹー2016）ࢱ 年、

2019 年、2022 年）を用いた、家族介護負担の状況、特に新型コロナ前後で

の家族介護負担が㔜ࡃなࡗた要介護㧗㱋者、家族介護者のᒓᛶを明らかにす

るࡇとを目的とした分析を、順ᗎロࢵࢪトࣔࣝࢹを用いて行ࡗたࠋ 
の結果、2016ࡑ 年、2019 年、2022 年の 3 時Ⅼで見たྠᒃ家族介護者が

担う介護ሙ㠃のቑຍ、ࡾࡲࡘ介護負担のቑຍにࡣ、要介護㧗㱋者の要ᅉ、ྠ

ᒃ家族介護者の要ᅉが࠶るࠋ時⣔ิでの変化でࡣ、介護負担とࡇれらの要ᅉ

の関係が、(A)ࡾࡲ࠶変化しない、(B)一㈏してᙅࡃなるࠋ(C)新型コロナの前

後でᙅࡃなࡗた、(D)新型コロナの前後でᙉࡃなࡗた、が࠶るࠋ(A)にヱᙜす

るのྠࡣᒃ家族介護者の年㱋で࠶るࠋ（B）にヱᙜするのࡣ、ྠᒃ家族介護者

の௙஦の᭷↓で࠶るࠋ（C）にヱᙜするのࡣ、要介護ᗘ、要介護㧗㱋者の健ᗣ

ព㆑が࠶るࡑࠋして、（D）にヱᙜするのࡣ、要介護者の年㱋、要介護の理⏤

が⬻⾑⟶⑌ᝈで࠶るሙ合、要介護㧗㱋者のࢁࡇࡇの状態、ྠᒃ家族介護者の

ዪᛶで࠶るሙ合、ྠᒃ家族介護者のࢁࡇࡇの状態で࠶るࠋ 
（A）ࡣ新型コロナの影響としてࡣ特に⌧れにࡃかࡗた要ᅉと⪃えられるࠋ

（B）と（C）ࡣ介護負担をᕥྑする要ᅉとしてࡣㄝ明力がᙅࡃなࡗている

といえるࠋしかし見᪉を変えると、介護する家族の௙஦の᭷↓ࡸ௙஦の状態、

要介護ᗘな࡝に関係なࡃ、家族の介護負担ࡣቑえるというࡇとがでࡁるࠋ（D）

要ࠋる࠶た要ᅉでࡗなࡃす力がᙉࡸ新型コロナの前後で家族介護負担をቑࡣ

介護㧗㱋者の年㱋が上がるというࡇとࡣ、新型コロナの影響で感染症࡬の㆙

ᡄがᙉࡃなࡗたと⪃えられるࡑࠋの結果、家族ででࡁるࡇとࡣ家族でという

力がᙉࡗࡲたと⪃えられるࡑࠋうした中で、ࡶとࡶと家族介護者の๭合が㧗

いዪᛶ࡬の負担がቑえたࡇと、よࡾ㧗㱋の家族の介護ࡣᚰ㌟の負担が㔜ࡃ、

家族介護者のࢁࡇࡇの状態がⰋࡃない中でࡶ㔜い介護負担を負わࡊるをᚓ

なࡃなࡗていると⪃えられるࠋ 
大つᶍ感染症ࡸ⅏ᐖ時にຍえ、介護サーࣅスᥦ౪యไが༑分でない地域

で、᭱ࡶ影響を受け、᭱ࡶᅔࡗている家族介護者、要介護㧗㱋者の㢮型をᢕ

ᥱし、大都市、㐣␯地域、㞳島な࡝の地域の状況に応じた、ᨭ᥼యไの構⠏

が㔜要でࢁ࠶うࠋ 
なお、ヲしࡣࡃ別ῧの論ᩥ「新型コロナ⚝での家族介護負担の変化－国民

生活基礎調査の分析結果から－」をཧ↷ࡉれたいࠋ 
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㸿．研究目的 
 新型コロナ感染症のᗈがࡣࡾ、わが国の

社会経済にࡲࡊࡲࡉな影響を与えたࠋ介護

分㔝ࡑࡶの౛外でࡣなࡃ、介護サーࣅスの

ᥦ౪ࡔけでࡣなࡃ、家族による介護にࡶ影

響がࡗ࠶たとᛮわれるࠋ本研究஦業の 2024
年ᗘの分析でࡣ、ձわが国の家族介護者ᨭ

᥼の概ほ、ղわが国の介護サーࣅス฼用者

の推移（特に新型コロナの前後）、ճཌ生ປ

ാ┬「国民生活基礎調査」からみた家族介

護者の状況、特に新型コロナ前後での介護

負担の変化、にࡘいて᳨ウしたࡇࡇࠋでの

᳨ウࡣ公表⤫計で行ࡗたたࡵ、公表⤫計で

たヲ⣽分析として、ཌࡗࡔ分析が୙༑分ࡣ

生ປാ┬「国民生活基礎調査」のಶ⚊ࢹー

を用いた、家族介護負担の状況、特に新ࢱ

型コロナ前後での家族介護負担が㔜ࡃなࡗ

た要介護㧗㱋者、家族介護者のᒓᛶを明ら

かにするࡇとを目的とした分析を行ࡗたࠋ 
 
㹀．研究᪉法 

本研究でࡣ、ཌ生ປാ┬「国民生活基礎

調査」の調査⚊情報（ಶ⚊ࢹーࢱ）のうࡕ、

介護⚊、世ᖏ⚊、健ᗣ⚊を用いて行ࡗたࠋ

⿕ㄝ明変数として、家族介護者ࡔけで担う

介護ሙ㠃数࢝ࣜࢦࢸー（4 ẁ㝵）をタᐃし、

ㄝ明変数として、要介護㧗㱋者、ྠᒃ家族

介護者のᒓᛶ➼をタᐃしたࡣࣝࢹࣔࠋ順ᗎ

ロࢵࢪトࣔࣝࢹを᥇用し、ࢹーࡣࢱ 2016
年、2019 年、2022 年のࢹーࢱを用いたࠋ

ࢪを㐺用した順ᗎロࢱーࢹれらの年次のࡇ

、による係数の推ᐃ結果を用いてࣝࢹトࣔࢵ

家族介護負担に影響を与える要ᅉのうࡕ、

新型コロナ前後でࡑの影響がᙉࡃなࡗた、

ᙅࡃなࡗた要ᅉを᳨ウしたࠋ 
 

（೔理上࡬の配៖） 
本研究ࡣ、ཌ生ປാ┬「国民生活基礎調

査」の調査⚊情報（ಶ⚊ࢹーࢱ）を฼用し

たྠࠋ調査の調査⚊情報の฼用ࡣ、⤫計法

第 33 条およびཌ生ປാ┬がࡇの法ᚊに基

࡙いてᐃࡵたつ๎に基࡙いて行ࡗた฼用⏦

出とࡑのᢎㅙに基࡙いて、2024 年ᗘに行ࡗ

たࡶので࠶るࠋ本論ᩥで2025、ࡣ 年ᗘにࡑ

のゎ析結果を用いて行ࡗた分析結果をࡲと

世、ࡣにࢱーࢹ⚊のಶࡇࠋる࠶のでࡶたࡵ

ᖏࡸಶ人を㆑別する変数の中に、┤᥋に世

ᖏࡸಶ人を特ᐃでࡁる情報ࡣ含ࡲれていな

いࡑࠋのたࡵ、ಶ⚊ࢹーࢱ฼用の上でᠱᛕ

ࡴを含࡝れる、ಶ人情報の流出、ẋᦆなࡉ

೔理上の問題ࡣⓎ生しなかࡗたࠋ 
 
㹁．研究成果 

ྠᒃ家族介護者による介護負担がቑຍす

る要ᅉと新型コロナの前後の変化として明

らかになࡗたࡇとࡣ以ୗの通ࡾで࠶るࠋ 
（要介護㧗㱋者の要ᅉ） 

ձ年㱋ࡣ 80 ṓࡲࢁࡈでࡣ家族の介護負

担ࡣ減るが、ࡑれ以㝆ࡣቑえるࠋ家族によ

る介護負担が 80 ṓ付㏆をቃに大ࡃࡁなる

ᗘ合いが少しࡘࡎ大ࡃࡁなࡗておࡇ、ࡾれ

࠶2016年から2022年にかけての変化でࡣ

るࠋ 
ղ要介護ᗘが㔜い࡝࡯家族介護負担ࡣ大

新型コロナの前後でࡣの関係ࡑࠋなるࡃࡁ

少しᙅࡗࡲているࠋ要介護の主な理⏤が⬻

⾑⟶⑌ᝈで࠶るሙ合ࡶ家族介護負担ࡣ㔜ࡃ

なるࠋしかし、୧者の関係ࡣ新型コロナの

前後で少しᙉࡃなࡗているࠋ 
ճ要介護㧗㱋者の健ᗣព㆑がⰋዲな࡝࡯

家族介護負担ࡣ減ࢁࡇࡇ、ࡾの状態がⰋࡃ

ない࡝࡯家族介護負担ࡣ㔜ࡃなるࠋ新型コ

ロナ前後の変化を見ると、前者ࡑࡣの傾向

がᙅࡃなࡗておࡾ、後者ࡑࡣの傾向がᙉࡲ

 ࠋているࡗ
（ྠᒃ家族介護者の要ᅉ） 

մ家族介護者がዪᛶで࠶ると家族介護負

担ࡣ㔜ࡃなるࠋしかࡶ、新型コロナの前後

で、ࡑの傾向がᙉࡗࡲているࠋ 
յ年㱋ࡣ家族介護者が 56㹼68 ṓをࣆー
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し、新型コロナࡔたࠋ減るࡣに介護負担ࢡ

の前後での傾向の大ࡁな変化ࡣ見られないࠋ 
նྠᒃ家族介護者が௙஦をしていない、

௙஦が⮬Ⴀ、㠀ṇつで࠶るሙ合に介護負担

が㔜ࡃなるࠋたࡔし、ࡑの関係ࡣ 2016 年

から 2022 年にかけて一㈏してᙅࡃなる傾

向に࠶るࠋ 
շྠᒃ家族介護者のࢁࡇࡇの状態がⰋࡃ

ない࡝࡯、介護負担ࡣ㔜ࡃなるࠋ新型コロ

ナの前の2016年と2019年の㛫でࡑࡣの傾

向がᙅࡃなࡗているが、新型コロナの前後

の2019年と2022年ࡑࡣの傾向がᙉࡃなࡗ

ているࠋ 
 
㹂．結果の⪃ᐹ 

上グの結果から、2016 年、2019 年、2022
年の 3 時Ⅼで見たྠᒃ家族介護者が担う介

護ሙ㠃のቑຍ、ࡾࡲࡘ介護負担のቑຍにࡣ、

要介護㧗㱋者の要ᅉ、ྠᒃ家族介護者の要

ᅉが࠶るࠋ時⣔ิでの変化でࡣ、介護負担

とࡇれらの要ᅉの関係が、(A)ࡾࡲ࠶変化し

ない、(B)一㈏してᙅࡃなるࠋ(C)新型コロ

ナの前後でᙅࡃなࡗた、(D)新型コロナの前

後でᙉࡃなࡗた、が࠶るࠋ(A)にヱᙜするの

（B）ࠋる࠶յのྠᒃ家族介護者の年㱋でࡣ

にヱᙜするのࡣ、նのྠᒃ家族介護者の௙

஦の᭷↓で࠶るࠋ（C）にヱᙜするのࡣ、ղ

のうࡕ要介護ᗘ、ճのうࡕ要介護㧗㱋者の

健ᗣព㆑で࠶るࡑࠋして、（D）にヱᙜする

のࡣ、ձの要介護者の年㱋、ղのうࡕ要介

護の理⏤が⬻⾑⟶⑌ᝈで࠶るሙ合、ճのう

の状態、մのྠᒃࢁࡇࡇ要介護㧗㱋者のࡕ

家族介護者のዪᛶで࠶るሙ合、շのྠᒃ家

族介護者のࢁࡇࡇの状態で࠶るࠋ 
（A）ࡣ新型コロナの影響としてࡣ特に

⌧れにࡃかࡗた要ᅉと⪃えられるࠋ（B）と

（C）ࡣ介護負担をᕥྑする要ᅉとしてࡣ

ㄝ明力がᙅࡃなࡗているといえるࠋしかし

見᪉を変えると、介護する家族の௙஦の᭷

、ࡃに関係な࡝௙஦の状態、要介護ᗘなࡸ↓

家族の介護負担ࡣቑえるというࡇとがでࡁ

るࠋ（D）ࡣ新型コロナの前後で家族介護負

担をቑࡸす力がᙉࡃなࡗた要ᅉで࠶るࠋ要

介護㧗㱋者の年㱋が上がるというࡇとࡣ、

新型コロナの影響で感染症࡬の㆙ᡄがᙉࡃ

なࡗたと⪃えられるࡑࠋの結果、家族でで

⪄たとࡗࡲ家族でという力がᙉࡣとࡇるࡁ

えられるࡑࠋうした中で、ࡶとࡶと家族介

護者の๭合が㧗いዪᛶ࡬の負担がቑえたࡇ

と、よࡾ㧗㱋の家族の介護ࡣᚰ㌟の負担が

㔜ࡃ、家族介護者のࢁࡇࡇの状態がⰋࡃな

い中でࡶ㔜い介護負担を負わࡊるをᚓなࡃ

なࡗていると⪃えられるࠋ 
 
㹃．結論 

大つᶍ感染症ࡸ⅏ᐖ時にຍえ、介護サー

影ࡶ᭱、スᥦ౪యไが༑分でない地域でࣅ

響を受け、᭱ࡶᅔࡗている家族介護者、要

介護㧗㱋者の㢮型をᢕᥱし、大都市、㐣␯

地域、㞳島な࡝の地域の状況に応じた、ᨭ

᥼యไの構⠏が㔜要でࢁ࠶うࠋ 
௒ᅇの分析でࡣ、ಶ⚊ࢹーࢱを用いたが、

新型コロナ後のࢹーࢱが 2022 年のࡶのに

㝈られたࠋ௒ᅇの分析で明らかにしたࡇと

が一時的なࡶのか、中長期的なࡶのかの見

ᴟࡵが༑分でࡣなかࡗたࡇࠋうしたㄢ題な

を඘ࢱーࢹࡶ௒後、ࡶにࡵに対応するた࡝

ᐇࡉせた分析の⥅⥆がᚲ要でࢁ࠶うࠋ 
本研究のヲ⣽ࡣ、別ῧの論ᩥ「新型コロ

ナ⚝での家族介護負担の変化－国民生活基

礎調査の分析結果から－ࠋ 
 
㹅．研究Ⓨ表 
１．論ᩥⓎ表 

なし 
２．学会Ⓨ表 

なし 
 
㹆．▱的財⏘ᶒの出㢪・Ⓩ㘓状況 

なし 
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コロナ禍に伴う日本人と外国人の人口移動傾向の差異

小池司朗 

1．はじめに

政府が 2014 年に地方創生を主要施策として掲げて 10 年以上が経過した。2025 年 6 月に

は「地方創生 2.0 基本構想」が閣議決定され、再び国内人口移動に注目が集まりつつある。

しかしながら、地域別の人口構造変化を踏まえた経年変化に注目して分析を行った研究は

管見の限り見当たらない。また、かつて国内人口移動はほぼ日本人のみで占められている状

況であったが、近年においては外国人人口の急増に伴って、外国人の国内人口移動が人口移

動傾向に及ぼす影響も増大している。国内人口移動傾向の変化を的確に見極めるためには、

人口構造変化による影響を除去するとともに、外国人の移動についても分析を行う必要が

ある。 

 こうした事情を背景として、本稿においては総務省「住民基本台帳人口移動報告」（以下、

「住基移動」）で日本人と外国人の移動数が別々に表章されるようになった 2014 年以降を

対象とし、日本人と外国人それぞれの都道府県間移動数について、人口構造変化に起因する

人口構造要因とその他の要因に起因するモビリティ要因への分解を行い、両者の差異を明

らかにすることを主な目的とする。本稿ではとくに東京圏・非東京圏間の移動にスポットを

当てた分析を行う。分析対象期間にはコロナ禍の時期を含んでおり、とくにコロナ禍におい

て日本人と外国人の間でモビリティの変化に差があったかどうかについて精査する。 

2．近年の人口移動傾向 

分析に関する説明の前に、「住基移動」から近年を中心とした人口移動傾向を概観してお

く。まず、1954～2024年における日本人の三大都市圏の転入超過数は図1のとおりである。

波はあるものの、1980 年代以降は東京圏のみで大幅な転入超過となる年が目立っており、

東京圏一極集中の状況がみてとれる。コロナ禍の時期に相当する 2020～2022 年において

は東京圏の転入超過数が一時的に落ち込んだが、その後はコロナ前の転入超過数に回帰す

る傾向がみられる。 

外国人の国内人口移動データが得られる 2014 年以降における都道府県間移動数の総数

に占める外国人移動数の割合をみると（図 2）、2014 年時点では男 6.0％、女 6.2％であった

が、2024 年には男 14.1％、女 12.2％まで上昇しており、国内人口移動においても外国人人

口の影響力の大幅な増大がうかがえる。また、東京圏における外国人の転入数・転出数およ

び転入超過数は図 3 のとおりとなっている。転入超過数は 2015～2020 年頃にかけて減少

し、2020～2021 年においてはゼロに近づいたが、その後は反転増加して 2024 年では男女

計の転入超過数が 1 万 6000 人を超えている。少なくとも現時点では、日本人の東京圏一極

集中の傾向を外国人が解消または軽減する状況には至っていない。 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月
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図 1 三大都市圏の転入超過数の推移（1954～2024 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 都道府県間移動総数に占める外国人移動数の割合（2014～2024 年） 
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図 3 東京圏における外国人の転入数・転出数・転入超過数（2014～2024 年） 

 

 
3．分析手法 

分析には小池（2025）と同様、間接標準化の手法を用いた。すなわち、「住基移動」およ

び総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（以下、「住基人口」）か

ら推定される 2024 年の都道府県別・男女 5 歳階級別・到着都道府県別転出率を標準転出率

として（日本人と外国人について別々に算出）、2014～2024 年の標準転出数・標準転入数

を算出した。求められた標準転出数・標準転入数と実際の転出数・転入数から、日本人・外

国人ともに 2014 年を基準（＝1）とした人口構造比（人口構造の変化だけで移動数が変化

するとした場合の移動数の比）とモビリティ比（移動率等の変化だけで移動数が変化すると

した場合の移動数の比）を 2015～2024 年の各年で算出した。また、とくに外国人において

は個別の都道府県間の移動数が非常に少なくなるケースが多いため、標準転出数は「都道府

県（47）→東京圏・非東京圏（2）」の 94 パターン、標準転入数は「東京圏・非東京圏（2）

→都道府県（47）」の 94 パターンでそれぞれ算出した。 

問題となるのは、「住基移動」においては男女 5 歳階級別の出発都道府県別・到着都道府

県別移動数（OD）が総数（日本人と外国人の合計値）のみ得られ、日本人・外国人別に得

られないということである（図 4）。出発都道府県別の合計値および到着都道府県別の合計

値はそれぞれ日本人・外国人別に得られるため、出発都道府県別・到着都道府県別移動数に

ついては総数を初期値、出発都道府県別の日本人合計値および到着都道府県別の日本人合

計値を制約条件とした条件付き繰り返し比例補正を行うことによって、日本人の出発都道
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府県別・到着都道府県別移動数を推定した。また、外国人の出発都道府県別・到着都道府県

別移動数については、総数から日本人の推定値を差し引くことによって求めた。 

また、転出率を算出する際に分母人口として用いる「住基人口」についても、外国人住民

の「男性総数が 1～9 人」、「女性総数が 1～9 人」、「男女計総数が 49 人以下」のいずれかに

該当する市区町村は 5 歳階級別の外国人人口が秘匿されており、結果として都道府県別男

女 5 歳階級別外国人人口もこれらの秘匿値が除外された値となっている。都道府県別の男

女別外国人の総数および全国の男女 5 歳階級別外国人人口には秘匿値も含まれているため、

上述の「住基移動」における移動数の推定と同様の条件付き繰り返し比例補正によって、秘

匿値が含まれた都道府県別男女 5 歳階級別外国人人口を推定した。 

より具体的な標準転出数・標準転入数の算出方法等については、小池（2025）を参照され

たい。 

 
4．分析結果 

全都道府県間の移動について、2014 年における男性のモビリティを 1 として 2024 年ま

での日本人外国人別、男女別のモビリティ比を算出すると、図 4 のとおりとなった。男女別

にみると、日本人・外国人とも男性の方がモビリティが高いが、日本人と外国人との間で水

準が大きく異なり、男女とも外国人のモビリティの方が大幅に高い。また日本人はコロナ前

後を通じてモビリティがほとんど変化していない一方で、外国人は期間を通じた上昇傾向

のなかでもコロナ禍における低下が目立っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4 東京圏における外国人の転入数・転出数・転入超過数（2014～2024 年） 
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上述のように、標準移動数は転出数・転入数とも 94 パターンで算出しているが、これら

を「非東京圏→東京圏」と「東京圏→非東京圏」として縮約し、日本人と外国人の男女それ

ぞれ 2014 年の人口構造要因を 1 とした 2015～2024 年の人口構造比を図 5、2014 年のモ

ビリティ要因を 1 とした 2015～2024 年のモビリティ比を図 6 にそれぞれ示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5 東京圏・非東京圏間人口移動の人口構造比の推移（2014 年＝1 とした場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6 東京圏・非東京圏間人口移動の人口構造比の推移（2014 年＝1 とした場合） 
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人口構造比については、日本人は「非東京圏→東京圏」・「東京圏→非東京圏」ともに一貫

して低下しているが、非東京圏における大幅な人口減少を反映して、「非東京圏→東京圏」

における低下が著しい。外国人は東京圏と非東京圏において人口増加率に大きな差がない

ため、両方向の移動に関してほぼ同じ動きを示しており、双方ともコロナ禍における外国人

人口の一時的な減少を受けた低下が明瞭となっている。モビリティ比については、日本人・

外国人ともコロナ前後で大きな変動がみられるが、とくに外国人の変動が大きい。2024 年

のモビリティ比は、日本人は「非東京圏→東京圏」においてやや上昇、「東京圏→非東京圏」

においてほぼ 2014 年と同じになっているのに対して、外国人は「非東京圏→東京圏」・「東

京圏→非東京圏」とも 2014 年を大きく上回り、この 10 年間で総じてモビリティも大幅に

上昇していることがうかがえる。 

日本人・外国人についてそれぞれコロナ禍による移動への影響を定量的にみるために、全

体および「非東京圏→東京圏」・「東京圏→非東京圏」の移動につき、モビリティ変化に関し

て下記の 2 つの指標を求めることとする。2 指標ともコロナ前の 2019 年のモビリティ比を

分母として、「コロナ禍における指標」はコロナ禍最中の 2020 年と 2021 年のモビリティ比

の平均値を分子、「コロナ後における指標」は一般的にコロナ後といわれる 2023 年と 2024

年のモビリティ比の平均値を分子とした。算出した結果は表 1 のとおりである。 

 

 
表 1 日本人・外国人別、男女別「コロナ禍における指標」と「コロナ後における指標」 
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コロナ禍における指標は、外国人について「非東京圏→東京圏」・「東京圏→非東京圏」と

も 1 を大きく下回り、「東京圏→非東京圏」の値が 1 を上回った日本人とは大きく異なる動

きを示している。コロナ後における指標は、日本人で男女ともほぼ 1 に近い値となってお

り、コロナ前に回帰する動きがみられるのに対して、外国人はすべて 1 を上回り、とくに

「非東京圏→東京圏」において高い値となっている。詳細な要因については今後検証してい

く必要があるが、コロナ禍を経て、外国人についても「非東京圏→東京圏」の移動性向がよ

り高まったことは注目すべきといえよう。 

 
5．おわりに 

本稿では、都道府県間移動のなかでもとくに東京圏・非東京圏間の人口移動を対象とし、

2014 年以降における日本人と外国人それぞれの移動数の変化を人口構造要因とモビリティ

要因に分解して分析を行った。その結果、日本人と外国人の間で人口構造要因とモビリティ

要因の変化のパターンは大きく異なり、とくに外国人の移動数の増加は単に人口の増加に

よるものだけではなく、モビリティの高まりも寄与していることなどが明らかになった。ま

たコロナ禍において、日本人は「非東京圏→東京圏」のモビリティが低下、「東京圏→非東

京圏」のモビリティが上昇していたのに対して、外国人は双方の移動ともモビリティが大幅

に低下しており、日本人と外国人の間で全く異なる変化パターンを示すという興味深い知

見が得られた。またその後、少なくとも 2024 年までにおいては「東京圏→非東京圏」より

も「非東京圏→東京圏」の外国人のモビリティが高まっており、外国人の国内人口移動が東

京圏一極集中を緩和させる状況には至っていないことも明らかとなった。 

最後に、今後の課題について述べる。本稿は、「住基移動」等から得られる日本人・外国

人別の都道府県間移動数（および転出率）のみを活用して分析を行っており、外国人のなか

での国籍別人口移動傾向の差異やモビリティ変化の要因（とくにコロナ禍において日本人

と外国人の変化パターンが異なる要因）等については触れられていない。一例として、法務

省「在留外国人統計」によれば、国籍別男女年齢別人口を把握することも可能であり、時系

列でみれば国籍別男女年齢別の純移動の状況も推定できる。このような外国人に関する別

の統計を併用することによって、分析の深化が期待できるだろう。また、外国人の国内人口

移動傾向の変化は、制度面とも大きく関連していると考えられる。たとえば、2027 年に施

行される予定となっている育成就労制度とともに、地方がコストをかけて育てた人材が転

籍の自由や賃金の高さを求めて大都市圏へ流出する構造的な問題が加速する可能性等も指

摘されている（宮野 2026）。こうした国や地方自治体の制度や政策が外国人の人口移動に

及ぼす影響についてある程度類型化できれば、今日大いに需要が高まっている外国人の地

域別将来人口推計への道も開けてくるであろう。以上のような点を主な課題として、引き続

き分析を進めていくこととしたい。 

 

 

–67–



 
 

（参考文献） 

小池司朗（2025）「都道府県間人口移動数の変化に関する人口学的分析 ―コロナ前後にお

ける非東京圏と東京圏間の移動を中心に―」『人口問題研究』81 巻 4 号、pp.283-302. 

宮野宏樹（2026）「地方から消える外国人材 技能実習の終焉と育成就労が問う日本経済の

分水嶺」（https://note.com/hirokimiyano/n/nfa0563edae94）（2026 年 5 月 1 日閲覧） 

–68–



外国人の国際移動および国内移動が地域人口変動に与える影響 

中川雅貴 

１．背景と目的 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的な拡大に伴う国際人口移動の縮小は，

日本における外国人人口の一時的な減少をもたらすとともに，国籍や在留資格といった基

本的属性の構成にも少なからず影響を与えた（OECD 2020；是川 2021；中川 2023）。一方

で，国際人口移動による流入超過は，コロナ禍収束後の 2022年以降には再び急速な上昇基

調に転じており，2024年における外国人の流入超過数は過去最高の 34万人に達した。この

規模は，同年の自然減の約 40％を補う水準に相当し，日本の人口動態における国際人口移

動の重要性が一層高まっていることを示している。 

 国内における高齢化と人口減少が加速するなか，国際人口移動および外国人人口の動向

が日本の人口動態に与える影響が急速に拡大している。外国人人口の規模の拡大と構成の

変化は，出生と死亡による人口再生産水準に加えて，国内移動の水準やパターンにも影響を

与え，結果として地域人口の変動にも影響を及ぼしていると考えられる。しかしながら，外

国人の人口移動の影響については十分に検証されておらず，国内の⼤半の地域で⾼齢化の
進展に伴う⼈⼝減少が加速する中で，地域レベルの人口動向の見通しにおいて新たな新た
な不確実性要因として顕在化しつつある。 
以上を踏まえて，本研究では，日本における外国人の人口移動が地域人口の動向に与える

影響について，その経時的変化と地理的差異に関する分析を行うこととする。 

2．分析に用いるデータと方法 

分析の対象とする期間は 2018 年 1 月から 2024 年 12 月までの 7 年間であり，このうち

2018年 1月から 2019年 12月までの 2年間を「コロナ前」，2020年 1月から 2021年 12月

を「コロナ期」，2022年 1月から 2024年 12月を「コロナ後（回復期）」とする。各期間に

ついて，都道府県および市区町村単位の人口変動に対する日本人と外国人の人口動態の影

響を推定し，人口移動については国際移動と国内移動の影響に分解する手法を試みる。 

分析に用いるデータは，「住民基本台帳人口移動報告」（以下、住基移動報告），「住民基本

台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（以下，住基人口・動態・世帯数調査），「出

入国管理統計」による各年データである。なお，2012年 7月に住民基本台帳法が改正され，

外国籍住民についても住民基本台帳精度の適用対象に加えられたことにより，住基人口・動

態・世帯数調査では，2013年より日本人・外国人別の集計結果が公表されている。一方、住

基移動報告において外国人の移動が集計対象となるのは、2013 年 7 月分の月報（年次結果

は 2014年）からである。 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月

–69–



 
 

3．分析結果 

 
3-1. 国内人口移動における外国人の影響 

図 1は，日本人との比較が可能な統計（年次

ベース）が得られるようになった 2014 年以降

の，国内人口移動に占める外国人の割合の推移

を示したものである。このグラフからは，外国

人の移動割合が，県間移動・市区町村移動のい

ずれにおいても 2010 年代後半を通じて上昇を

続けたことが確認できる。外国人の割合は，県

間移動において相対的に高くなる傾向が強ま

っており，新型コロナウイルス感染拡大期直前

の 2019年では，県間移動において 10.6%，区町

村間移動において 9.4%にまで上昇した。 

  外国人の移動の割合は、2020年に急速に低
下するが、これはコロナ禍による移動水準の変

化が、日本人よりも外国人において顕著であ

り，この期間に外国人の移動が相対的に縮小したことを示唆する（図 2）。ただし，外国人

の移動の割合は 2021年には上昇に転じており、県間移動、市区町村間移動ともに、2022年
にはコロナ前を上回る水準にまで回復した。直近の 2024年では、県間移動の 13.3%、市区
町村間移動の 11.6%が外国人の移動によって占められている。 
 

 
図 2 コロナ禍前後の市区町村間移動率の変化：外国人と日本人の比較 

 
データ：「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）および「住民基本台帳に基づく人口、人口動態

及び世帯数調査」（総務省自治行政局）． 
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図 1 国内人口移動に占める外国人の割合 

注：市区町村間移動には都道府県間移動を含む。 
資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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3-2.外国人の人口移動による地域人口変動への影響 

図 3 は，外国人の国際移動が地域人口変動に与える影響を市区町村別に示したものであ

る。コロナ禍以前には，すでに外国人の国際移動は大都市圏のみならず非大都市圏において

も，人口増加をもたらす（人口減少を緩和する）重要な要因となっていたことが確認できる。

コロナ禍による国際人口移動の縮小の影響は、大都市圏・非大都市圏を問わず全国的に見ら

れたが，とりわけコロナ前に留学生や技能実習生を中心とする主にアジア諸国からの若年

層流入が急増していた非大都市圏では，その影響が比較的大きくなる傾向が見られた。また，

例えば北海道では，コロナ禍において外国人の国際人口移動による地域人口への効果が著

しく低下した地域が点在している。これらの地域は，コロナ前の期間に観光業や宿泊業で働

く外国人労働者の流入が増加した地域であり，こうした観光依存型地域への人口移動につ

いても，パンデミックの影響を大きく受けたことが伺える。 
 

 
 

図 3 外国人の国際移動が地域人口変動に与える影響（市区町村別） 
資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」より筆者推計 

 

コロナ後（回復期）の変化について見ると，外国人の国際移動が地域人口変動に与える影

響は，コロナ前と比較してさらに拡大していることが確認できる。この傾向は，特定地域に

限られるものではなく，全国的に観察されており，コロナ前には外国人の国際移動による影

響が比較的限定的であった地域にも及んでいる。 

 外国人の国内移動が市区町村別の人口変動に与えた影響について見ると（図 4），主に次

コロナ前
(2018 - 19)

コロナ期
(2020 - 21)

コロナ後
(2022 - 23)
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の２点が指摘できる。まず，コロナ期における変化は，国際移動と比較すると限定的である

点である。そして，コロナ期においても，外国人の国内移動の影響に関する地域差は維持さ

れており，その傾向はコロナ後において一層顕著になっているという点である。 

図 4 外国人の国内移動が地域人口変動に与える影響（市区町村別） 
資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」より筆者推計 

このように，コロナ禍を経て拡大を続ける外国人の国内移動は，国際移動とともに、地

域レベルの人口動向にとっても新たな変動要因となりつつある。図 5は，直近の都道府県
別の人口増加率とその要因を比較したものであるが，外国人の国際移動は，非大都市圏を

含む全ての都道府県で転入超過を記録していることが確認できる。たとえば，東京都にお

ける外国人の国際移動は，日本人の国内移動と同水準の転入超過であり，東京都の人口増

加を維持する大きな要因の一つとなっている。一方で，外国人の国内移動については，そ

の影響の地域差が比較的大きく，東京圏や北関東で転入超過が目立つのに対して，宮城，

広島，岡山，福岡といった各地方都市圏の中心的な県で転出超過の影響が比較的大きいと

いう特徴が見られる。 

コロナ前
         

コロナ期
         

コロナ後
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図 5 都道府県別、人口増加率およびその要因（2023-24年） 

注：2023年 1月 1日の各都道府県の人口（総人口）を期首人口とし、2年間（2023-24年）の動態数を用いて年平均増加率を算出。 

出所：中川（2026）, 図 7-5. 
 
 
4．考察とまとめ 

 本稿では，コロナ禍前後の外国人の国際移動・国内移動の変化と，それらが地域人口変動

に与える影響について検討した。現在，日本国内の大半の地域では，高齢化の進展に伴う自
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然減の拡大により人口減少が加速しており，地域人口変動に占める人口移動の寄与は相対

的に低下している。こうした状況の中，外国人の人口移動は，コロナ前の 2010年代末には

すでに，地域人口の動向にとって無視できない変動要因となっており，コロナ禍における一

時的な縮小を経験しながらも，その重要性はむしろ拡大していることが明らかとなった。 

 とくに国際移動については，コロナ禍による入国制限の影響が全国的に確認された一方

で，留学生や技能実習生への依存度が高い非大都市圏や，観光業・宿泊業に依存する地域に

おいて影響がより顕著であった。このことは，外国人の移動が地域の経済構造や産業特性と

密接に結びついていることを示唆している。また，回復期には外国人の国際移動による人口

増加効果がコロナ前を上回る地域も広がっており，人口減少が進行する日本において，外国

人人口の動向が，地域人口を維持する重要な要因となっていることが確認できる。 
国内移動については，国際移動ほど顕著ではないものの，その影響の地域差を伴いながら，

多くの地域で人口変動要因として顕在化しつつある。とくに東京圏における転入超過の拡

大と地方都市圏からの流出は，日本人の国内移動パターンによって形成されてきた，いわゆ

る「一極集中」の傾向を加速させる可能性を示唆する。今後の地域別の人口動向を見通すう

えでも，新たな変動要因としての外国人の国内人口移動の影響を考慮する重要性が高まっ

ている。 
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死亡の市区町村較差に⼈⼝の配偶関係構造が及ぼす影響
菅 桂太

Ⅰ．課題 

本稿にはおもに 2 つの課題がある。第⼀に、「地域⼈⼝推計」（国⽴社会保障・⼈⼝問題研
究所 2024）における将来の⽣残率仮定値（市区町村別、男⼥・年齢 5 歳階級別⽣残率）の
設定を念頭に、「市区町村別⽣命表」（厚⽣労働省）の平均寿命でみた死亡較差の地理的なパ
ターンが⼤局的・局所的に概ね安定して時系列推移してきたことを⽰す。そのうえで、第⼆
の課題として死亡の配偶関係較差に着⽬し、地域差の要因として地域⼈⼝の配偶関係構造
が重要な説明⼒を有することを明らかにしようとするものである。

第⼀の課題については菅（2023）において、2000 年 10 ⽉〜2005 年 9 ⽉から 2010 年 10
⽉〜2015 年 9 ⽉の男⼥・市区町村別平均寿命のホットスポット分析を実施して、全国的な
（⼤域的な）死亡の地域較差と各都道府県内における個別の（局所的な）市区町村の平均寿
命が⻑寿であるのか短命であるのかに関する統計的な有意性とその時系列の安定性を検討
した。本稿のホットスポット分析も分析⼿法は同様であり、Getis-Ord の𝐺௜

∗ሺ𝑑ሻ指標（Getis
and Ord 1992）を⽤い、標準化𝐺௜

∗ሺ𝑑ሻ（Z 値）が漸近的に正規分布することを利⽤して統計
的な有意性を検証する。菅（2023）の分析結果を踏まえ、空間的ウェイト関数として指数関
数を⽤いて、空間的ウェイトをゼロにする距離限界閾値𝑑も 30 ㎞とした。菅（2023）と同
様の分析を実施するものの、そこで挙げられた課題に対応しておもに 2 つの拡張を⾏って
いる。ひとつは、分析期間として、ここでは 2015 年 10 ⽉〜2020 年 9 ⽉も対象に加え、
2000 年 10 ⽉〜2005 年 9 ⽉から 2015 年 10 ⽉〜2020 年 9 ⽉の期間について死亡の地域較
差のパターンの時系列の安定性を検討した。いまひとつは、2010 年 10 ⽉〜2015 年 9 ⽉に
ついては東⽇本⼤震災の死亡を取り除く都道府県別⽣命表を利⽤した。また、分析結果とし
て死亡の地域差の⼤域的なパターンだけでなく、局所的なパターンも視覚的に捉えるため、
東京都⼼部及び⼤阪都⼼部に着⽬した地図を作成した。

第⼆の課題については、まずホットスポット分析の結果、市区町村別平均寿命が⻑寿/短
命な いくつかの市区町村の配偶関係別⼈⼝ピラミッドを観察した。そのうえで、2019〜
2021 年平均寿命への年齢別配偶関係割合の地域差の寄与を分解した。結論を先取りすると、
平均寿命の地域差の要因分解の結果、地域⼈⼝の配偶関係構造（の地域差）の寄与が約 3 分
の 1、全般的な死亡⽔準（の地域差）の寄与が約 3 分の 1、配偶関係別死亡率の年齢パター
ン（の地域差）の寄与が約 3 分の 1 を占めることがわかった。すなわち、地域⼈⼝の配偶関
係構造は平均寿命の地域差の約 3 分の 1 を占める重要な要因であり、地域死亡研究にとっ
て重要な出発点であることがわかった。

市区町村を単位とする死亡状況の把握は、社⼈研・地域推計に必要、かつ、それ⾃体に需
要があり、出⽣等の地域⼈⼝研究を躍進させる可能性もある。たとえば JMD の⽅法論で⽣

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月
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命表を作成することができれば 1 ⽉ 1 ⽇⼈⼝とリスク対応延べ⼈年が得られることから、
毎年の市区町村別 TFR 推移等の算出が可能になる等により、地域⼈⼝研究⼀般の躍進につ
ながる重要な課題である。さらに、配偶関係構造は最近のコーホート間の変化が急速であり、
社会の有り様を劇的に変える可能性があるものである。このように地域死亡研究は、世帯推
計や全国⼈⼝推計に対しても重要な含意を有する。 
 以下では、男⼥・市区町村別平均寿命のホットスポット分析、ならび、地域⼈⼝の配偶関
係が死亡の地域較差に及ぼす影響について、それぞれ節を改めてみる。 

Ⅱ．市区町村別平均寿命のホットスポット分析 

 ホットスポット分析は、局所的な変数値が⼤域的な平均値と⽐べて有意に⾼い/低いか否
かを検定する統計的⼿法である。すなわち、変数値が特異な値を⽰すとき、変数の空間分布
には特定の地域への集積がみられることを利⽤し、空間分布のなかで変数値が統計的に有
意に⾼い/低い地域を特定する⼿法であると⾔える。ここでは、「地域⼈⼝推計」（国⽴社会
保障・⼈⼝問題研究所 2024）における将来の⽣残率仮定値（市区町村別、男⼥・年齢 5 歳
階級別⽣残率）設定のための基礎データとして作成した 2000 年 10 ⽉〜2005 年 9 ⽉から
2015 年 10 ⽉〜2020 年 9 ⽉の実績の市区町村別男⼥・年齢別期間⽣残率を⽤いる。詳細は
国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（2024）を参照いただき、たとえば 55~59 歳→60~64 歳以
下の年齢層では、どの都道府県においても⽣残率は 1 に⾮常に近く、地域差はほとんど存
在しないため、55~59 歳→60~64 歳以下の年齢は市区町村別ではなく、都道府県単位に⽣
残率を設定していること等に留意されたい。この市区町村別男⼥・年齢別期間⽣残率を⽤い
て、地域別の死亡の⽔準を縮約する平均寿命を男⼥別に算出し、男⼥・市区町村単位の平均
寿命データを⽤いて、死亡の⼤域的な地理的なパターンを可視化し、2000 年代以後の時系
列変化の安定性を観察する。 
 死亡に地域較差があるならば、基本的には地理的に連続的な分布を⽰すと想定される。⼀
部の例外的・突発的な事由（たとえば、東⽇本⼤震災）を除き、特定の市区町村の死亡率が
周辺市区町村と⽐べて極端に⾼い/低いことは考えにくい（地域に固有な寿命を短くする要
因があるなら、その地域に居住し続けるとは考えにくい）。したがって、平均寿命の地理的
なパターンには、⼤域的にはゆるやかな正の相関がみられるはずであり、空間分布のなかで
変数値が統計的に有意に⾼い/低いクラスターを後述 Getis-Ord 𝐺௜

∗ሺ𝑑ሻによって発⾒できる
はずである。⼀⽅、⼤域的には⻑寿な地⽅のなかにあって、短命である市区町村など、局所
的に統計的に有意なホット・クールスポットが死亡の地理的なパターンにもあるのか、そし
て⼀時的なものではなく 2000 年代以後安定しているのかについても、統計的に検証する。 
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3.1．分析⼿法 

 ホットスポット分析の統計学的な⼿法は菅（2023）と共通である。ホットスポット分析に
は、Getis-Ord の𝐺௜

∗ሺ𝑑ሻ指標（Getis and Ord 1992）を⽤い、標準化𝐺௜
∗ሺ𝑑ሻ（Z 値）が漸近的

に正規分布することを利⽤して統計的な有意性を検証した。 

𝐺௜
∗ሺ𝑑ሻ ൌ

∑ 𝑤௜௝ሺ𝑑ሻ𝑥௝
ே
௝ୀଵ

∑ 𝑥௝
ே
௝ୀଵ

 

ここで、𝑁は市区町村数（概ね 1,883 市区町村）、𝑤௜௝ሺ𝑑ሻは市区町村 i における j に対する空
間的ウェイト⾏列であり、このうち𝑑は空間的ウェイト⾏列の定式において市区町村 ij 間の
距離が𝑑を超えるとき空間的ウェイトをゼロにする距離限界閾値を表す。菅（2023）の分析
を踏まえて、空間的ウェイト関数には次のように指数関数（𝛿 ൌ 0.05）とした。また、距離
限界閾値の設定のため増分空間的⾃⼰相関分析を実施し、多くの都道府県において市区町
村別平均寿命についての Moranʼs 𝐼ሺ𝑑ሻ指標が最⼤になることが多い𝑑 ൌ 30を⽤いた。 

𝑤௜௝ሺ𝑑ሻ ൌ ൜𝑒𝑥𝑝൫െ𝛿𝑑௜௝൯  𝑖𝑓 𝑓𝑜𝑟 ∀𝑖, 𝑗, 𝑑௜௝ ൏ 𝑑 𝑤𝑖𝑡ℎ 𝛿 ൐ 0
0 𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒

 

3.2．分析結果 

 ホットスポット分析の結果として、男⼥別にみた市区町村別平均寿命の Getis-Ord の標
準化𝐺௜

∗ሺ𝑑ሻ（Z 値）の 2000.10〜2005.9 から 2015.10〜2020.9 の推移を図 1 に⽰す。また、
図 2〜図 3 には特徴的な局所的な地理パターンを⽰す東京都⼼部と⼤阪都⼼部について、
2015.10〜2020.9 の男性の平均寿命の Getis-Ord の標準化𝐺௜

∗ሺ𝑑ሻ（Z 値）の地理的な分布を
地図にしてみた。いずれの地図においても、階級値は箱ひげ図（Box plot）の作成に⽤いる
ものであり、区分値は｛75％値＋四分位範囲の 1.5 倍、75％値、中央値、25％値、25％値−
四分位範囲の 1.5 倍｝である。地図にされた指標は Z 値であるため、絶対値が 1.96 を超え
れば 5%⽔準で統計的に有意、2.58 を超えれば 1％⽔準で統計的に有意に周辺市区町村と⽐
べて平均寿命が⻑い/短いようなクールスポット/ホットスポットであることを⽰す。すな
わち、最も⾊の濃い⻘は特異に平均寿命が⻑い（死亡率が低い）外れ値（Outlier）の市区町
村、最も⾊の濃い⾚は逆に平均寿命が特異に短い（死亡率が⾼い）市区町村に対応している。 
 図 1 から市区町村別平均寿命の地理的なパターンとその時系列の安定性について、以下
の 4 点を指摘しておきたい。 
 第⼀に、全国的な⼤域的パターンとして愛知県から⽯川県に⾄る東経 137°前後の寿命が
⻑く、北⽇本で寿命が短いことは男⼥に共通する。⼥性は⻄南⽇本も⻑寿だが、男性は紀伊
半島南⻄部・四国南部・南九州・沖縄等において短命の地域が散⾒され、⻄南⽇本が⻑寿な
わけではない。さらに、⼥性では北関東にクールスポットが⽣じる。 
 第⼆に、東⽇本の⼤都市地域（札幌市、仙台市、東京特別区部から横浜市）で⻑寿である
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⼀⽅、⼤阪市（と福岡市）で短命なのは男⼥に共通する。名古屋市は⼥性で短命であった。 
 第三に、空間パターンの時系列変化ついては、男⼥別にみた平均寿命の地理的なパターン
は 2000〜2005 年から 2015〜2020 年の間を通じ⾮常に安定している。 
 第 4 に、東京都⼼部と⼤阪都⼼部に注⽬すると、全般的に⻑寿な東京近郊に位置するな
かで横浜市中区と川崎市川崎区において男性は短命であることは興味深い。東京都奥多摩
町も男⼥とも短命であった。⼤阪は⻄成区等湾岸地域で男⼥とも短命である⼀⽅、京都市・
神⼾市や箕⾯市、吹⽥市に⻑寿区がある。これらは東京と⼤阪の⼤都市圏内において局所的
にホットスポットとクールスポットを形成しているということになる。図２〜3 には 2015
〜2020 年のみを例⽰したが、東京と⼤阪の⼤都市圏内においてホットスポットとクールス
ポットが混在している状況は 2000〜2005 年以来⼀貫している。平均寿命の空間パターンは
（全国、都道府県のスケールで）多層であり、かつ地域によって極めて多様であるとともに
空間パターンは時系列で安定していることがうかがわれる。 
 

 
注)空間的ウェイト関数として，𝑤𝑖𝑗={𝑑𝑖𝑗≤30𝑘𝑚のとき𝑒𝑥𝑝(−0.05･𝑑𝑖𝑗), 𝑑𝑖𝑗>30𝑘𝑚のとき 0}を⽤いた． 

図 1．市区町村別平均寿命の𝐺௜
∗ሺ𝑑ሻ指標の Z 値：2000‒05 年，2010‒15 年，2015‒20 年の男

(上段) 及び ⼥(下段) 
 

男 

女 
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注)空間的ウェイト関数として，𝑤𝑖𝑗={𝑑𝑖𝑗≤30𝑘𝑚のとき𝑒𝑥𝑝(−0.05･𝑑𝑖𝑗), 𝑑𝑖𝑗>30𝑘𝑚のとき 0}を⽤いた． 

図 2．東京都⼼部における 市区町村別平均寿命の Gi*指標の Z 値：2015~20 年 男 
 

 
注)空間的ウェイト関数として，𝑤𝑖𝑗={𝑑𝑖𝑗≤30𝑘𝑚のとき𝑒𝑥𝑝(−0.05･𝑑𝑖𝑗), 𝑑𝑖𝑗>30𝑘𝑚のとき 0}を⽤いた． 

図 3．⼤阪都⼼部における市区町村別平均寿命の Gi*指標の Z 値：2015~20 年 男 
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Ⅲ．⼈⼝の配偶関係構造が平均寿命の市区町村較差に及ぼす影響 

3.1．死亡の配偶関係較差 

 配偶関係別死亡率について、死亡率が⼀定以上の⽔準になる年齢についてみると、概ね離
別と未婚で⾼く、有配偶は低いという較差が安定してみられる（⽯井 2024）。図 4 は 2019
〜2021 年の配偶関係別、男⼥・年齢 5 歳階級別の死亡率と有配偶を 1 としたときの配偶関
係別死亡率の⽐をみたものである。 
 

 

図 4．全国の配偶関係別死亡率：2019‒2021 年 
 
 図 4 をみると、すべての年齢で有配偶の死亡率が最も低い。低年齢の死別や離別の⼈⼝
は少ないため不安定な挙動を⽰す場合もあるが、⼀定の規模を成す 20〜50 歳代の未婚の死
亡率も有配偶と⽐べて 2〜3 倍になっている。50 歳代以上の離別は⼥性では未婚と⼤きく
は変わらないが、男性離別は未婚よりも死亡率が⾼い。50 歳代以上の死別の死亡率は概ね
未婚よりも低いが、有配偶の 1.5 倍以上の年齢が多い。 
 このように死亡には配偶関係間較差があるため、未婚者や離別者が多い市区町村の全配
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偶関係の死亡率は有配偶が多い市区町村と⽐べて⾼くなることが予測される。図 6 は前節
の分析において平均寿命の𝐺௜

∗ሺ𝑑ሻ指標が統計的に有意ないくつかの⾃治体について、2020 年
国勢調査による配偶関係別の⼈⼝ピラミッドをみたものである。図 5 は横軸に配偶関係割
合をとっており、有配偶・未婚・離別⼈⼝の⼈⼝ピラミッドをみた。上段の 3 枚のパネルに
平均寿命がホットスポットを成した（短命な）区、下段にクールスポットを成した（⻑寿な）
市区を掲げた。また、⽐較に資するため、上段・下段の両⽅に全国のパターンを⽰している。 
 

 
資料：総務省統計局『令和 2 年国勢調査に関する不詳補完結果』． 

図 5．平均寿命の𝐺௜
∗ሺ𝑑ሻ指標が統計的に有意な⾃治体の配偶関係別⼈⼝ピラミッド：2020 年 

 
 図 5 から、平均寿命がホットスポットに特定された区において顕著に未婚・離別が多く、
有配偶が少ないことがわかる。とくに市区町村別の平均寿命が⽇本で最も短い⼤阪市⻄成
区における男性の有配偶の割合は全国的に 6〜7 割を超える年齢層において 3 割を下回り、
当該の年齢においてとくに未婚や離別が多いことがわかる。逆に、（ホットスポットの区と
⽐べると）全国との差は相対的には⼤きくはないものの、クールスポットに特定された市区
では概ね有配偶割合が全国よりも⼤きく、未婚割合は全国よりも⼩さくなっていることが
わかる。このような地域⼈⼝の配偶関係構造の差は、死亡の配偶関係較差を通じて、全配偶
関係の地域⼈⼝の死亡率に差を⽣じることになる。配偶関係構造の差は、死亡の地域差をど
の程度説明するだろうか。次節では要因分解を実施する。 
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3.2．平均寿命の地域差に及ぼす配偶関係の地域差の寄与についての要因分解 

 2 種類の⽅法で全国の 2019〜2021 年の男⼥・年齢別配偶関係別死亡率を固定（間接標準
化）した場合に各市区町村の配偶関係分布に依存した期待死亡率を⽤いて⽣命表を構築す
る。そのうえで、これらの標準化平均寿命が、2019〜2021 年の市区町村別男⼥・年齢別死
亡率に基づく平均寿命𝑒଴の地域差（データ全体の散らばり）をどの程度説明できるか調べる
ことで、男⼥・年齢別の配偶関係割合の地域差が平均寿命の地域差に及ぼす寄与を分解する。 
 第⼀の⽅法では、全国の男⼥・年齢別配偶関係別死亡率を固定し（間接標準化）、各市区
町村の男⼥・年齢別にみた配偶関係分布を⽤いて配偶関係総数の男⼥・年齢別期待死亡率を
計算する。この期待死亡率を⽤いて⽣命表を作成し、標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴をえる。第⼆
の⽅法では、男⼥・市区町村別にみた年齢別配偶関係分布によらない全般的な死亡⽔準（市
区町村別男⼥・年齢別配偶関係別死亡率を説明するポワソン回帰モデルにおける市区町村
の固定効果）を加味した男⼥・年齢別期待死亡率を計算する。この期待死亡率を⽤いて⽣命
表を作成し、標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴をえる。このようにして得た 2019〜2021 年の市区町
村別男⼥・年齢別死亡率に基づく平均寿命𝑒଴を、期待死亡率に基づく標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴

と𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴に相互に線形回帰して係数及びその 95％信頼区間と決定係数を調べ、パス解析を
⾏う。 
 第⼀の⽅法では、全国の男⼥・年齢別配偶関係別死亡率を固定し、男⼥・年齢別に各市区
町村の配偶関係分布で重し付け平均することによって、男⼥・年齢別配偶関係分布の地域差
が反映された男⼥・年齢別に配偶関係総数の期待死亡率を計算した。この期待死亡率を⽤い
て⽣命表を作成してえた標準化平均寿命が𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴である。第⼆の⽅法では、標準化平均寿
命を計算するための期待死亡率の算出にポワソン回帰モデルを援⽤する。具体的な計算⽅
法は次の通りである。推定に⽤いるデータレコードの単位は、市区町村別、男⼥・年齢 5 歳
階級（15‒19 歳から 90‒94 歳と 95 歳以上）別、配偶関係（4 区分）（別の死亡数と⽇本⼈⼈
⼝）である。推定は男⼥別に⾏うので、以後男⼥の別は省略する。市区町村別、年齢別、配
偶関係別の死亡数を𝑀௜、市区町村別、年齢別、配偶関係別の⽇本⼈⼈⼝を𝑃௜と書く。𝑥௜を共
変量、𝛽をパラメータとして、ポワソン回帰モデルは次の確率密度関数によって定式化され
る。 

𝑓ሺ𝑀௜ሻ ൌ
𝑒𝑥𝑝൫െ𝑒𝑥𝑝ሺ𝜇௜ሻ൯ ∙ 𝑒𝑥𝑝ሺ𝜇௜ሻெ೔

𝑀௜!
 

𝜇௜ ൌ 𝑥௜𝛽 ൅ 𝑙𝑛ሺ𝑃௜ሻ 
𝑙𝑛ሺ𝑃௜ሻは係数を 1 に固定したオフセット項と呼ばれ、これを含めることによって、死亡数を
説明するモデルは死亡率を説明するモデルと解釈することができる。推定は、全国と特定の
1 つの市区町村のみに限定したデータに対して⾏う。共変量として⽤いるのは、年齢 5 歳階
級（に対応する 16 個の⼆項変数）、配偶関係 4 区分（に対応する 3 つの⼆項変数）とこれ
らの交叉項、全国をゼロ・特定の市区町村の場合に 1 をとる⼆項変数（市区町村固定効果と
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呼ぶ）である。データレコードが男⼥別にみて、全国と特定の市区町村の年齢 5 歳階級別、
配偶関係（4 区分）別の死亡数であり、共変量として年齢と配偶関係及びこれらの交叉項を
統御するため、（全国と特定の市区町村の平均的な）配偶関係別死亡率の年齢パターンを記
述することになる。市区町村固定効果は、配偶関係別死亡率の年齢パターンを 0 のときに
全国の⽔準に、1 のときに当該市区町村の死亡⽔準にシフトさせる役割を果たす。このモデ
ルの予測値として得られる期待死亡率は、市区町村固定効果が 0 の場合には全国の配偶関
係別死亡率の年齢パターンに⾮常に近いものになり、1 のときには全国と⽐べた当該市区町
村の全般的な死亡⽔準の違いが反映された配偶関係別死亡率の年齢パターンとなる。後者
の予測死亡率を、男⼥・年齢別に当該市区町村の配偶関係分布で重し付け平均することによ
って、当該市区町村の全般的な死亡率⽔準の違いと⼈⼝の男⼥・年齢別配偶関係分布の地域
差が反映された男⼥・年齢別に配偶関係総数の期待死亡率を計算した。この期待死亡率を⽤
いて⽣命表を作成してえた標準化平均寿命が𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴である。 
 このようにして得られた平均寿命には次のような地域差が含まれると考えることができ
る。市区町村別男⼥・年齢別死亡率に基づく平均寿命𝑒଴の平均からの差（地域差）には、い
ま要因分解しようとする死亡の地域差として、①⼈⼝の配偶関係構造の地域差の寄与、②当
該地域の全般的な死亡⽔準の寄与、③配偶関係別死亡率の年齢パターンの地域差の寄与（配
偶関係別死亡率の年齢パターンが全国と異なることの寄与）が含まれる。期待死亡率に基づ
く標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴は全国の男⼥・年齢別配偶関係別死亡率を固定し、⼈⼝の配偶関
係構造の違いによってのみ変化するものであるため、①のみを抽出したものとみることが
できる。標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴は、①に加えて全国と⽐べた当該市区町村の全般的な死亡
⽔準の違い（地域差）を考慮するものであるため、①と②のみによる地域差を含む。そのた
め、𝑒଴の平均からの差を𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴の平均からの差に回帰すれば、係数は⼈⼝の配偶関係構造
の違いが 1 年平均寿命の地域差を変化させるときに平均寿命全体を何年変化させるかを測
り、決定係数は平均寿命𝑒଴の地域差を⼈⼝の配偶関係構造の違いがどの程度説明できるかに
対応することになる。同様に、𝑒଴の平均からの差を𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴の平均からの差に回帰したとき、
決定係数から⼈⼝の配偶関係構造の違いと当該地域の全般的な死亡⽔準の違いが平均寿命
𝑒଴の地域差をどの程度説明できるかがわかる。最後に、𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴の平均からの差を𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴の
平均からの差に回帰した結果を⽤いれば、𝑒଴の平均からの差を𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴の平均からの差に回
帰した結果から⼈⼝の配偶関係構造の影響を除去しうる。 
 以上の考えに基づいて 2019〜2021 年の市区町村別男⼥・年齢別死亡率に基づく平均寿命
𝑒଴を、期待死亡率に基づく標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴と𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴に相互に線形回帰して得た係数
と決定係数を図 1 に⽰した。また、これらの関係をパス図にしたのが図 2 である。 
 表 1 の決定係数に着⽬すると、平均寿命の地域差のうち男性で 28.3％、⼥性の 33.9％は
⼈⼝の配偶関係の地域差で説明できる（番号 1 及び 4）。さらに、市区町村の全般的な死亡
⽔準を考慮すると、平均寿命の地域差のうち男性で 65.6％、⼥性の 66.7％が説明される。 
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表 1．2019〜2021 年の市区町村別男⼥・年齢別死亡率に基づく平均寿命𝑒଴を、期待死亡率
に基づく標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴と𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴に相互に線形回帰して係数及びその 95％信頼区
間と決定係数 

番

号 

男

女 

被説明 

変数 

説明 

変数 

係数推

定値 

95%CI 

下限 

95%CI 

上限 

決定 

係数 

参考 )相

関係数 

1 男 𝑒଴ 𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴ 1.298 1.205 1.391 0.283 0.532 

2 𝑒଴ 𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴ 1.001 0.968 1.034 0.656 0.810 

3 𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴ 𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴ 1.299 1.232 1.366 0.434 0.659 

4 ⼥ 𝑒଴ 𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴ 1.247 1.169 1.326 0.339 0.583 

5 𝑒଴ 𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴ 0.882 0.854 0.910 0.667 0.816 

6 𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴ 𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴ 1.452 1.391 1.513 0.536 0.732 

資料：筆者推定．注) 各変数は中⼼化したうえで線形回帰推定を⾏ったため，定数項推定値はゼロ．𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴

は(全国との差は)地域別配偶関係の年齢パターンが平均寿命をどれだけ変化させるかを測る．𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴は配

偶関係構造に加えて年齢と配偶関係によらない地域固有効果の寄与を測る． 

 
表 2．2019〜2021 年の市区町村別男⼥・年齢別死亡率に基づく平均寿命𝑒଴、期待死亡率に
基づく標準化平均寿命𝑠𝑡𝑑ሺଵሻ𝑒଴と𝑠𝑡𝑑ሺଶሻ𝑒଴の関係に関するパス図 

 
資料：表 1 を⽤いて筆者作成． 

 

男

平均寿命の地域差

配偶関係構造(によ
る の変化）

全般的死亡水準

1.298

1.299

1.001

(1) 地域 差
全体 の28%
を説 明

(3)配偶関係構造
は全般的死亡水
準の43%を説明

(2)配偶関係構造+
全般的死亡水準は

地域差全体の
66%を説明

女

平均寿命の地域差

配偶関係構造(によ
る の変化）

全般的死亡水準

1.247

1.452

0.882

(4)地域 差
全体 の34%
を説 明

(6)配偶関係構造
は全般的死亡水
準の54%を説明

(5)配偶関係構造+
全般的死亡水準は

地域差全体の
67%を説明

–84–



したがって、平均寿命の地域差を、①⼈⼝の配偶関係構造の地域差の寄与、②当該地域の全
般的な死亡⽔準の寄与、③配偶関係別死亡率の年齢パターンの地域差の寄与（配偶関係別死
亡率の年齢パターンが全国と異なることの寄与）の 3 つにわけてみると、男⼥とも約 3 分
の 1 が①の⼈⼝の配偶関係の地域差の寄与、約 3 分の 1 が②の全般的な死亡⽔準の地域差
の寄与、約 3 分の 1 は以上の回帰分析では説明されない③の配偶関係別死亡率の年齢パタ
ーンの地域差の寄与と考えることができる。ここでの分析は 2019〜2021 年のみを対象と
し、分析⼿法としても単純化した分析ではあるものの、⼈⼝の配偶関係は市区町村単位の死
亡の地域差の重要な要因である可能性を指摘することはできよう。 

Ⅳ．結語 
 本稿では、2000 年 10 ⽉〜2005 年 9 ⽉から 2015 年 10 ⽉〜2020 年 9 ⽉の市区町村単位
の平均寿命でみた死亡の地域差について、ホットスポット分析を⾏い、全国的な⼤域的パタ
ーンについても、東京都⼼部と⼤阪都⼼部等の局所的なパターンについても分析期間を通
じて⼀貫した地理的なパターンがあることを指摘した。このような市区町村単位の平均寿
命で⾒た死亡の地域差の要因として、⼈⼝の配偶関係構造の地域差に着⽬し、局所的に短命
なホットスポットを形成する区では顕著に未婚・離別が多く、有配偶が少ないことを配偶関
係別の⼈⼝ピラミッドで模式的に⽰した。また、2019〜2021 年の期間の場合、⼈⼝の配偶
関係構造の地域差は、市区町村単位の平均寿命で⾒た死亡の地域差の約 3 分の 1 を説明す
る主要な要因であることをあきらかにした。これは、地域⼈⼝の配偶関係構造が、地域死亡
研究にとって重要な出発点であることを⽰唆する。冒頭でも指摘した通り、市区町村を単位
とする死亡状況の把握は、社⼈研・地域推計に必要、かつ、それ⾃体に需要がある。また、
JMD の⽅法論で市区町村単位の⽣命表を作成することができれば 1 ⽉ 1 ⽇⼈⼝とリスク対
応延べ⼈年を得ることができ、死亡研究のみならず出⽣等の地域⼈⼝研究を躍進させ、地域
⼈⼝研究⼀般の躍進につながる重要な課題である。さらに、配偶関係構造は最近のコーホー
ト間の変化が急速であり、社会の有り様を劇的に変える可能性があるものである。このよう
に地域死亡研究は、世帯推計や全国⼈⼝推計に対しても重要な含意を有する。本稿で指摘し
た⼈⼝の配偶関係構造を⼿がかかりに、市区町村やさらにミクロな町⻑字等の⼩地域の死
亡の実態を解明することはますます重要な課題になっている。 
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出生順位別出生を組み合わせた配偶関係別多相生命表を用いた
新型コロナ感染症拡大による出生縮減効果推計

石井太・岩澤美帆・余田翔平・別府志海

はじめに

新型コロナ感染症は、その拡大時におけるいわゆるコロナ禍の時期において、わが国の結婚や
出生を縮減する期間効果をもたらした。出生は出生順位ごとに連鎖的に起きるため、ある出生順
位の出生縮減は、それ以降の高次の出生順位の縮減をもたらす。また、わが国では婚外出生の割
合が他の先進諸国と比べて低く、出生が婚姻の中で発生する確率が高いことから、初婚の減少は
第１子出生を減少させ、それがさらに高次の出生順位の出生を減少させることとなる。
通常、出生は全女性をリスク対応生存延べ年数とする出生率を用いて測定され、繰り返しのあ

るイベントとして捉えられる。この場合、出生順位別出生率はそれぞれ独立となることから、あ
る出生順位の出生の減少がそれ以降の高次の出生順位の減少を引き起こすことは、構造的には織
り込まれていない。そこで、出生順位別出生数のリスク対応生存延べ年数を、前出生順位の経験
者、かつ、当該出生順位の未経験者に制限することによって、これを構造的に織り込むことが可
能となる。さらに、これを結婚行動とリンクさせることによって、初婚と出生の関係についても
同様に織り込みことが可能となる。
一方、結婚行動については、石井 (2024)で示した通り、結婚の多相生命表によって記述する

ことが可能である。そこで、この結婚の多相生命表と、出生順位別出生を組み合わせた多相生命
表を構築することにより、初婚行動の変化がその後の出生に及ぼす影響を推計することが可能と
なる。
また、結婚の多相生命表を利用した配偶関係別将来人口推計からは、今後の高齢層における未

婚者割合の急激な上昇は、子どもを持たず、支援や介護が必要になっても家族のサポートが期
待できない高齢者の急速な増加という深刻な社会経済的問題をもたらすことが示された (石井他
2024)。しかしながら、未婚者以外でも子どもを持たない高齢者は存在するため、実際には家族の
サポートを持たない高齢者はより多くなることが考えられる。この推計のためには、結婚の多相
生命表と、出生順位別出生を組み合わせた多相生命表を構築し、子ども数が 0の高齢者数を推計
することが必要となる。
本研究は、このような問題意識の下、結婚の多相生命表に出生順位を組み合わせた多相生命表

を作成し、これを利用して、新型コロナウイルス感染症拡大が出生率の縮減に与えた影響評価を
行うことを目的とする。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月
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1. 先行研究と本研究の位置付け

結婚・出生順位別出生について多相生命表分析を組み合わせた先行研究として、Retherford

et al. (2013)が挙げられる。これは、年齢別・出生順位別・当該出生順位における滞在期間別に出
生順位遷移確率を推定し、これに基づいて、結婚・出生の行動を多相生命表を用いてモデル化す
るものであり、2003年のフィリピンの DHSデータに適用した例を示している。また、菅 (2019)

は、シンガポールにおける結婚・出生順位別出生を、多相生命表を用いて分析したものである。
一方、日本については、筆者らが石井 (2024)、津谷他 (2023)、別府他 (2023)、石井他 (2024)

において、結婚の多相生命表に関する方法論的基礎、歴史人口・現代人口・将来推計への応用に
ついて包括的に論じた。ただし、この一連の研究は専ら結婚行動を記述・分析することが目的で
あり、出生行動に関しては分析対象となっていない。
また、Inaba and Konishi (2025)は結婚行動と有配偶状態から発生する出生行動をモデリング

したものであり、日本についての適用が行われているが、ここでは出生順位が考慮されていない。
本研究は、結婚状態と出生順位を考慮した多相生命表を用いた日本の出生行動のモデリングを

試みる。このために、石井 (2024)で示した出生コーホート別結婚の多相生命表を用いて、これ
に国立社会保障・人口問題研究所 (2023)による出生率推計を組み合わせた多相生命表を構築す
る。このような分析を日本のデータに対して適用する研究はこれまで必ずしも十分に行われてお
らず、本研究の新たな貢献と位置付けることができる。

2. データと方法

2.1 データ

ここでは、本研究で用いる基礎データについて述べる。
まず、配偶関係別生命表については、石井 (2024)で作成されたコーホート多相生命表を用い

る。また、これと組み合わせて出生順別多相生命表を作成するため、国立社会保障・人口問題研
究所 (2023)によるコーホート出生順位別出生率推計結果を用いる。
一方で、近年増加している、婚前妊娠によって未婚状態から第１子出生状態への遷移を表すた

めに、第１子出生のうち初婚も同年である割合を用いる。これについては、人口動態統計の出生
票を二次利用し、母の年齢別第 1子出生のうち、出生年と同居年が同一である割合を集計して用
いた。

2.2 方法

次に本研究で用いる分析方法について、多相生命表の推計と縮減効果の推計に分けて述べる。
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2.2.1 多相生命表の推計

本研究では配偶関係と出生児数を組み合わせた状態を考える。配偶関係については、未婚、有
配偶、死別、離別の 4状態とし、これに死亡を加えた 5つの状態を、S:未婚、M :有配偶、W : 死
別、V :離別、D:死亡で表す。また、出生児数を p(= 0, 1, 2, 3, 4)とし (4は 4以上を表す)、有配
偶、死別、離別について、出生児数を付して、Mp:有配偶・出生児数 p、Wp: 死別・出生児数 p、
Vp:離別・出生児数 pとする。未婚者は出生児数は 0であると考えると、死亡を合わせて 17状態
が存在することとなる。
結婚の多相生命表における配偶関係の推移としては、1qijx (i, j = S,M,W, V,D)のうち、未婚

者初婚確率 1qSM
x 、有配偶者死別確率 1qMW

x 、有配偶者離別確率 1qMV
x 、死別者再婚確率 1qWM

x 、
離別者再婚確率 1qVM

x の 5種類の遷移確率、および各配偶状態の死亡確率 1qiDx である 4種類の
死亡確率が推計されている。
これに、出生順位別出生児数の遷移を組み合わせるため、以下の仮定を置く。

• S: 未婚からは、M0:有配偶・出生児数 0、M1:有配偶・出生児数 1、及び、D:死亡へのみ
へのみの遷移が起きる。

• Mp: 有配偶・出生児数 pからは、Mp+1: 有配偶・出生児数 p + 1、Wp: 死別・出生児数
p、Vp: 離別・出生児数 p、及び、D:死亡へのみの遷移が起きる。

• Wp: 死別・出生児数 pからは、Mp: 有配偶・出生児数 p、及び、D:死亡へのみの遷移が起
きる。

• Vp: 離別・出生児数 pからは、Mp: 有配偶・出生児数 p、及び、D:死亡へのみの遷移が起
きる。

すなわち、出生は、未婚から有配偶、または有配偶状態の中でだけ発生すると仮定しているこ
とになる。
また、有配偶から死別・離別への遷移、死別・離別から有配偶への遷移については、pによら

ず、多相生命表で推計された遷移確率で遷移が起きるものとする。
次に、未婚から有配偶への遷移確率と、有配偶の中での出生児数の変化の遷移確率について述

べる。最初に、Human Fertility Databaseで用いられている手法を修正する形で、コーホート出
生表 (cohort fertility table)を作成する。
lix: 状態 i(i = S,M0, · · · ,M4)、年齢 xの生存数とし、lS15 = 100000, li15 = 0(i = M0, · · · ,M4)

とする。

1fS
x : 年齢 [x, x+ 1]の初婚率

1f
Mp
x : 年齢 [x, x+ 1]の第 p子出生率 (p = 1, · · · , 4)

とし、

1Bi
x: l

S
15に対する、年齢 [x, x+1]の初婚数 (i = S),または第 p子出生数 (i = Mp, p = 1, · · · , 4)
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を

1B
i
x = lS15 · 1f i

x

により設定。

1bijx : l
S
15 に対する、年齢 [x, x+1]の状態 iから状態 j への遷移数について、Cx: 年齢 [x, x+1]

の第 1子出生のうち初婚も同年の割合として、

1b
ij
x =

⎧
⎪⎪⎪⎪⎪⎨

⎪⎪⎪⎪⎪⎩

1BS
x − Cx · 1BM1

x (i = S, j = M0)
Cx · 1BM1

x (i = S, j = M1)
(1− Cx)1BM1

x (i = M0, j = M1)

1B
Mp+1
x (i = Mp, j = Mp+1, p = 1, 2, 3)

0 (otherwise)

とした。
この 1bijx により、逐次的に

lSx+1 = lSx − 1b
SM0
x − 1b

SM1
x

lM0
x+1 = lM0

x + 1b
SM0
x − 1b

M0M1
x

lM1
x+1 = lM1

x + 1b
SM1
x + 1b

M0M1
x − 1b

M1M2
x

lM2
x+1 = lM2

x + 1b
M1M2
x − 1b

M2M3
x

lM3
x+1 = lM3

x + 1b
M2M3
x − 1b

M3M4
x

lM4
x+1 = lM4

x + 1b
M3M4
x

により lix を推計する。ただし、lM0
x+1 < 0となった場合には、1bijx について、

1b
SM0
x = 1b

M0M1
x = 0

1b
SM1
x = 1B

M1
x

との修正を行う。
次に、1qijx = 1b

ij
x

lix
により遷移確率を推計する。ただし、1qijx が有限値でないかマイナスの場合

には 0に、1を超える場合には 1に修正する。そして、この修正された 1qijx と、配偶関係別遷移
確率・死亡確率を組み合わせて、多相生命表を作成する。

2.2.2 縮減効果の推計

平成 29年推計による年齢別女性人口推計結果と令和 5年推計の新型コロナウイルス感染症拡
大影響がない場合の出生率から、新型コロナウイルス感染症の影響がない場合の出生数を推計す
る。 これと、実績の出生数との比を取ることにより、2020～2022年の縮減係数を算出する。初
婚についても同様に縮減係数を算出し、多相生命表の qijx に乗ずることによって新型コロナウイ
ルス感染症拡大影響がある場合の多相生命表を作成する。
二つの多相生命表から得られる出生順別出生率分布、コーホート合計出生率、出生順別出生割

合を比較することによって縮減効果を観察する。
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3. 結果と考察

3.1 多相生命表推計結果

図 1～図 4は、多相生命表によって推計された lx を示したものである。
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図 1 lx 推計結果 (1965年生まれコーホート)
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図 2 lx 推計結果 (1980年生まれコーホート)
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図 3 lx 推計結果 (1995年生まれコーホート)
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図 4 lx 推計結果 (2005年生まれコーホート)

これによれば、年少のコーホートになるにつれて 49歳時点での未婚割合は上昇、既婚 0子割
合は、1995、2005 年出生はそれより年長に比べて大きく上昇している。この結果として、子ど
もがいない未婚と既婚 0 子の割合は、1965 年出生では全体の 4 分の 1 未満であるのに対して、
2005年出生では全体の 3分の 1まで増加している。一方、2子の割合は 1965年出生では約 4割
であったのに対して、1995、2005年出生はそれより減少しており、2005年出生では約 3分の 1
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程度となっている。

3.2 縮減効果推計結果

図 5～図 8は、縮減前後の出生順別出生率を示したものである。縦線は 2019～2023年に対応
する年齢を示したもので、この部分で新型コロナウイルス感染症拡大による縮減効果が大きく出
ていることがわかる。ただし、図 7に示される 1995年生まれコーホートの結果で顕著であるが、
第 1子の減少は第 2子以降の減少を引き起こすことや、逆に、初婚数の減少によってリスク対応
生存延べ年数が増加し、それ以降の年齢での初婚数が増加するなど、直接的な影響のみならず、
間接的にも大きな影響が出ていることが観察される。

15 20 25 30 35 40 45 50

0
10
00

20
00

30
00

40
00

50
00

60
00

dx, 1985年出生

年齢

dx

初婚率(縮減前)
第1子出生率(縮減前)
第2子出生率(縮減前)
第3子出生率(縮減前)
第4子以上出生率(縮減前)
初婚率(縮減後)
第1子出生率(縮減後)
第2子出生率(縮減後)
第3子出生率(縮減後)
第4子以上出生率(縮減後)

図 5 出生率推計結果 (1985年出生)
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図 6 出生率推計結果 (1990年出生)
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図 7 出生率推計結果 (1995年出生)
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図 8 出生率推計結果 (2000年出生)
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次に、縮減前後のコーホート合計出生率の推計結果を示したものが図 9である。1970年以降生
まれのコーホートで縮減効果が観察され、1995年生まれコーホートで 93.7%と最も大きくなっ
ている。図 10は縮減前後の出生児数分布の推計結果を示したものである。これによれば、出生
児数 0の割合は縮減によって上昇しているのに対して、第 2子以降では縮減によって割合が低下
していることがわかる。

1970 1980 1990 2000

1.
2

1.
3

1.
4

1.
5

CTFR

出生年

CT
FR

縮減前
縮減後

図 9 コーホート合計出生率推計結果
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出生児数分布

出生年

構
成
割
合

0(縮減前)
1(縮減前)
2(縮減前)
3(縮減前)
4以上(縮減前)
0(縮減後)
1(縮減後)
2(縮減後)
3(縮減後)
4以上(縮減後)

図 10 出生児数分布推計結果

おわりに

本研究では、石井 (2024)の出生コーホート別結婚の多相生命表を用いて、これに国立社会保
障・人口問題研究所 (2023)による出生率推計を組み合わせて結婚状態と出生順位を考慮した多
相生命表を用いた日本の出生行動のモデリングを試みた。また、構築された多相生命表を応用し、
新型コロナウイルス感染症拡大が出生率の縮減に与えた影響評価を行った。これによれば、新型
コロナウイルス感染症拡大によって 1970年以降生まれのコーホートでコーホート合計出生率の
縮減効果が観察され、1995年生まれコーホートで 93.7%と最も大きくなっていることが明らか
となった。
本研究における多相生命表作成においては、出生は、未婚から有配偶への遷移時、または有配

偶状態の中でだけ発生することを仮定した。また、有配偶から死別・離別への遷移、死別・離別
から有配偶への遷移については、出生順位によらず、多相生命表で推計された遷移確率で遷移が
起きることを仮定した。しかしながら、実際には死別・離別状態においても出生が発生し、出生
順位が変動することはあり得る。また、有配偶から死別・離別への遷移確率や、死別・離別から
有配偶への遷移確率は出生順位による格差が存在していると考えられる。このように、本研究に
おける多相生命表作成には一定の制約が存在しており、このような点を精査していくことは今後
の課題としたい。

謝辞: 本研究は、厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））

JPMH23AA2005(「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究　」，研究代表

者：小池司朗)の研究成果であり、本稿で使用した「人口動態調査」に関する分析結果には、統計法第 33条
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の規定に基づき、調査票情報を二次利用したものが含まれており、独自集計を含むため、分析結果が公表数

値とは一致しない場合がある。
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म৮තՑ期世代の出生ྙ
出生・ଖ業年コーϙートと࠙઴ೝ৹の状況、少子化対策のఴ֋に஥目して

ೈ୕ຑ� 守ચ理ܛ� ᖔඔൗآ

１．はじめに

म৮තՑ期世代とは、ώϔル๊շ後の 199� 年代から ���� 年代にかけて、෈況の஦でम
৮活動を行わ͡るをಚなかった世代をࢨす。このम৮තՑ期世代が多く含まれる 19�� 年代
および 19�� 年代に生まれた世代は、出生に関わるいくつかの॑要な社会・ࡃܨの変化の
影響を受けており、それら社会՟題の理մにとって॑要な分析対েとなりಚる。この世代
は性行動規൥が変化したことによって、それ以઴の世代より࠙઴ೝ৹結࠙の割合が上昇し
ており（آᖔ・ీי� ��1�）、さらに࠙઴ೝ৹結࠙は比較的૥࠙のήルーϕで多く見られる
�ీי） ���5）。これらのことを考慮すれͻ、म৮තՑ期世代の人ʓの人生ॵ期のࡃܨ的状
況が、その後のՊଔܙ成にどのようなインϏクトを༫えたのかを分析するためには、࠙઴
ೝ৹結࠙のް果を統੏することが෈可ܿである。加えて、この世代がՊଔܙ成をݩܨした
時期は、政府が少子化対策を֨ैした時期とも॑なっている。つまり、19�� 年代および
19�� 年代に生まれた世代の出生ྙの変動は、１）म৮තՑ期によるࡃܨ的状況の影響、
２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増大の影響、̑）政府の子үてࢩԋ策の֨ैの
影響、という �つの影響を同時に受けていると考えられる。とくに少子化対策の֨ैが、
Պଔܙ成にどのような影響をٶ·したかについては、政策඲Ճの؏఼から関ৼが高いた
め、઴फ़した್つの要因を統੏することで、政策ް果についても検討をおこなう。
本研究はଖ業年に஥目したコーϙートをࡠ成し、म৮තՑ期世代を正確に೼Ѵした上

で、म৮තՑ期世代における実ࡏのາ࠙率Ώ平ۋ出生子ども数の状況Ώ࠙઴ೝ৹のް果の
検討を行い、同時期にఴ֋された少子化対策との関࿊を考察するものである。

２．�つの社会・ࡃܨの変化と出生ྙ

まͥは、１）म৮තՑ期によるࡃܨ的状況、２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増
大、̑ ）政府の子үてࢩԋ策の֨ैの఼̑が出生ྙにどのような影響を༫えているのかにつ
いて、઎行研究を確認する。

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月
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１）म৮තՑ期世代�

म৮තՑ期世代とは、ώϔル๊շ後の 199� 年代から ���� 年代にかけて、෈況の஦でम
৮活動を行わ͡るをಚなかった世代である。಼ֵ府は 199� 年～���4 年の期ؔを「म৮ත
Ց期」と定ٝし、��1� 年時఼に �5 歳～44 歳であった人ʓ、つまり 19�4 年～19�� 年生ま
れの世代をम৮තՑ期の஦ৼ૜としている（಼ֵ府� ����）。実ࡏに 199� 年～���4 年の期
ؔ合計ಝच出生率を確認すると、1�4� から 1��9 へと続ཚしており、これはώϔル๊շ後の
ఢがあるࢨ෈況のあおりをうけて、າ࠙率が上昇したためにًこったというࡃܨ
（0F'RQDOG�����）。�
一方で近年の研究では、म৮තՑ期以降の世代はそれ以降の世代と比較すると、出生率が

Ծ͝ࢯまったとする分析もある（近౽� ���4）。近౽によると、4� 歳時఼の平ۋ出生子ども
数をみると、19�� 年生まれと 19�9 年生まれの平ۋ出生子ども数はほ·同じ水६であり、
19�� 年代生まれではむしろඏ増傾向にある。म৮තՑ期（199� 年～���4 年）に出生率が
Ծがった現েは、出産の時期のθϪによるテンポް果によってًこった見かけ上の変動であ
ると近౽はࢨఢする。たͫし、තՑ期世代とその઴後世代のՊଔܙ成については、ऑ年期に
෵数յの఺৮を行うことで、結࠙のタイϝンήがஙれ、າ࠙になる傾向があり、༩定子ども
数を少なくする傾向があることもࢨఢされている（஦ీ� ���4）。�
�

２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増大�

� ࠙઴ೝ৹結࠙とは、�「ೝ৹後、出産までのؔに結࠙する事ে」のことである�（$NHUORI�HW�DO��
199�）。これはकとしてೝ৹をきっかけとした結࠙のことをࢨし、結࠙後にೝ৹、出産する
࠙後ೝ৹Ώ、結࠙઴にೝ৹、出産する࠙֐ೝ৹と区別される。آᖔとీיによれͻ、࠙઴ೝ
৹結࠙の割合は 19�5 年時఼で ��5�ͫったが、199� 年には 1����、���5 年に �1���と増
加している（آᖔ・ీי ��1�）。この時期はͬΒうどम৮තՑ期世代が社会に出てՊଔܙ成
を行う時期と一஗している。一方、厚生労働঴による「人口動態統計ಝच報告」で第１子出
生までの結࠙期ؔがೝ৹期ؔより୻いというড়݇に当てはまる出生数を確認すると、それ
らがத出第一子出生にઐめる割合は ��15 年に �����、��19 年には 1��4�と減少傾向にあ
る。��1� 年代後ൔ以降は、࠙઴ೝ৹結࠙は減少しているとみられる。�
࠙઴ೝ৹結࠙は、࠙後ೝ৹結࠙に比΄て཯࠙が発生しΏすいことがわかっているが

（7HDFKPDQ�������5D\RPR�HW�DO�����4）、௧加出生がًこることでその཯࠙Ϩスクはཊ੏さ
れる（ೈ� ��1�）。その結果として、࠙ ઴ೝ৹結࠙は࠙後ೝ৹に比΄て第್子出生の確率が高
いというࢨఢもされている�（8FKLNRVKL�	�0RJL���1�）。઴फ़したम৮තՑ期世代の平ۋ出生
子ども数のԾ͝ࢯまりには、この࠙઴ೝ৹結࠙が増加したことがر༫している可能性があ
る。�
�
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̑）政府の子үてࢩԋ策の֨ै�

� 199� 年～���4 年というम৮තՑ期の期ؔは、子үてࢩԋを஦ৼとした政府の少子化対策
が੖ඍ・֨ैされていった࠹ॵの時期に当たる（守ચ� ��19）。199� 年代に入ると、政府は
少子化問題に関する関ܐ঴ு࿊ཙ会٠Ώ༙ࣟ者会٠を次ʓとૌ৭して対策を検討し、࠹ॵ
の総合的な少子化対策として「エンκルϕϧン」が 1995 年に策定された。当時は「女性の
業੏度Ώ保үγーٵࣉԋ」が஦ৼ的՟題とされ、エンκルϕϧン時はүࢩ事とՊఋのྈ立࢕
ϑスの֨ैがおもに進められた。しかし、エンκルϕϧンを実施していた 199� 年代後ൔに
は、女性ͫけではなく男性を含めた日本社会の働き方・৮場෫ౖΏՊఋのあり方が஭目され
た。ここでは、性別ༀ割分業を基൭とした社会のあり方が٠論のဴ上に上がり、ζΥンξー
ༀ割の平౵化という఼ࢻで男性のүٵखಚΏՊ事・үࣉ分担のଇ進という政策՟題も઴面
に出てきた。これらの఼ࢻを入れて、1999 年に৿エンκルϕϧンが策定され、����～���4
年に実施された。�
199� 年代を通じて合計ಝच出生率がԾがり続け、もう一ஊのखりૌみがٽめられる஦、

少子化対策のώρクϚーンとして ���� 年に少子化社会対策基本法が成立した。さらに、政
府Ώ自࣑ରͫけでなく、ة業のखりૌみも推進するために、次世代ү成ࢩԋ対策推進法（1�
年の時ݸ立法）が同年に成立した。基本法に基Ͱく࠹ॵの�「少子化社会対策大ߟ」の策定と
その実行計ժである「子ども・子үて応ԋϕϧン」、そして次世代法に基Ͱく「次世代ү成
用者ޑび৙用ٶԋ行動計ժ」（国・都道府県・市区ௌଞࢩ ��� 人以上の一般事業कが対ে）
が ���4 年度に策定され、���5 年度から֋࢟された。さらに ���� 年代後ൔには、「ϭーク・
ϧイフ・ώϧンス」をΫーϭーχに働き方を見௜す動きが活発化し、政労࢘のトρϕの合қ
で「࢕事と生活の調和（ϭーク・ϧイフ・ώϧンス）ݓহ」ٶび「࢕事と生活の調査推進の
ための行動ࢨਓ」が策定された。�
また、199� 年代ൔͻ以降、ώϔル๊շ後のࡃܨ෈況の஦でऑ年૜のम৮ೋが問題となり、

「म৮තՑ期」というݶ葉も広まった。���� 年代に入るࠔから、ऑ年૜のޑ用ڧ؂のѳ化
が結࠙・出産にѳ影響を༫えているという認ࣟが広まり、「ऑ者のࡃܨ的自立ࢩԋ」という
؏఼が஭目された。これにより、���5 年֋࢟の子ども・子үて応ԋϕϧンでは、ऑ者のܨ
����、が少子化対策の஬の一つとなった。このように（ԋが஦ৼࢩम業）ԋࢩ的自立ࡃ 年
代後ൔ以降はྈ立ࢩԋͫけでなく、少子化対策の஦にऑ者のम業ࢩԋの఼ࢻもखり入れら
れるようになった。�
199� 年代から ���� 年代の時期は、政府の少子化対策として࢕事とՊఋのྈ立ࢩԋΏ、保

үγーϑスの֨ैを஦ৼとした子үてՊఋへのࢩԋが஦ৼとなりつつも、ऑ年૜のࡃܨ的
෈利もࢻ໼に入れた政策が進ఴし࢟めた時期である。म৮තՑ期世代は、少子化対策の֨ै
期に学ߏをଖ業して社会に出て、Պଔܙ成をする時期をգ͟しており、こうした政策的要因
もम৮තՑ期世代の人ʓの出生行動に影響をٶ·した可能性がある。�
�

–99–



�
�

このように、म৮තՑ期世代の出生ྙには、෵数の要因がҡなる方向の影響を༫えている
可能性が示ࠨされる。म৮තՑ期世代のॵ期の集஄では、それ以઴の世代から続く出生ྙ低
Ծのླྀれの஦にあったが、19�� 年઴後生まれࠔの஦期世代ではఊをうって、その後はम৮
තՑ期世代のशわりにかけて上昇していくようなਾ勢が確認されている一方、஦～後期世
代では࠙઴ೝ৹結࠙の増大が見られ、Պଔܙ成を考える時期に少子化対策が֨ैされてい
る。म৮තՑ期世代の出生ྙは、それらの影響を統੏した上で、その推移の要因について検
討する必要がある。�
�

̑．υータ�

� 本研究では、国立社会保障・人口問題研究所が実施している「出生動向基本調査」の調査
票情報を用いる。「出生動向基本調査」は厚生労働঴が実施する「国民生活基礎調査」の調
査区を抽出࿰として、その後続調査として実施されている。国民生活基礎調査の調査区から
૜化ໃࡠҟ抽出された調査区に居住する࠼ 5�歳າຮ�（第 15 յ調査まで）または࠼ 55 歳າ
ຮ（第 1� յ調査）の෋෌と、1�～49 歳�（第 15 յ調査まで）または 1�歳～54 歳（第 1� յ
調査）の独ਐ男女が調査対েである。本研究では、「࠹後の学ߏをଖ業した年齢」を設問と
して設定した第 1� յ調査以降、第 1� յ調査までの෋෌、および独ਐ者のυータを用いる。�
本稿の分析では、࠹श学ߏをଖ業した時期のࡃܨ状況が結࠙・出産行動に༫えた影響を分

析するのにॉ分な期ؔをとるために、֦調査յ時఼で �5 歳以上の女性を分析対েとした。
また、「出生動向基本調査」では、独ਐ女性についても出生数Ώ出生ྼを調査しているが、
ೝ৹ྼΏ৆しい結࠙ྼまでは調査していないため、独ਐ者について、その出生が࠙઴ೝ৹で
あったかどうかを൓இすることができない。そこで独ਐ者のυータについては཯死別ݩܨ
者をঈき、າ࠙者のみを分析対েとした。同様に཯死別のް果をঈ֐するため、෋෌υータ
についても཯死別ݩܨ者である再࠙者をঈき、ॵ࠙者のみを分析した。したがって、本研究
でѽうυータは独ਐ者票からಚられたາ࠙女性と、෋෌票からಚられたॵ࠙女性をૌみ合
わせたものとなっている1。�
�

�
1� 第 1� յ調査では独ਐ者に子ども数はたͥねておら 、ͥ第 1� յ調査では࠹ॵの結࠙で生Ξͫ
子ども数のみ調査しているため、࠙઴ೝ৹結࠙のࣟ別ができない。第 14յ調査以降は、調査
時఼までに生Ξͫ子ども数と子どもの出生年݆をたͥねているが、結࠙に関する情報は࠹ॵの
結࠙の֋࢟・श྅年݆のみ調査していることから、独ਐ者（཯死別ݩܨ者）の࠙઴ೝ৹結࠙を
ࣟ別するには情報が෈ଏしている。同様に、෋෌についても、࠼が現在の結࠙以઴に子どもを
࣍っていれͻその数と出生年݆を調΄ているが、઴࠙以઴の結࠙時期の情報はॵ࠙についての
み೼Ѵしており、࠙઴ೝ৹結࠙をݩܨしているかどうかがわからない。�
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̒．世代の定ٝ�

� 本研究ではम৮තՑ期のࡃܨ的影響をଌえるために、ଖ業年を఼ًとしたଖ業年コーϙ
ートと、出生年を఼ًとした出生コーϙートの್つのコーϙート（世代）をࡠ成し、分析
を行う。�
ଖ業年コーϙートは、199� 年～���4 年とした಼ֵ府の定ٝをさらに઴後期に区઀った

近౽（���4）の定ٝに६じて設定する。近౽（���4）は、199� 年に๼ք道୕৫۞行とࢃ
一証݌が૮次いでౙ産し、199� 年に一૜の෈況となった影響を受けた 1999 年ଖ以降の世
代と、それ以઴の世代ではޑ用情勢が大きくҡなることから、199� 年以઴にଖ業した世代
を「म৮තՑ期઴期世代」、以後にଖ業した世代を「म৮තՑ期後期世代」とݼΞで区別
した。本研究でも、199� 年～199� 年ଖ業コーϙートと、1999 年～���4 年ଖ業コーϙー
トに分けて分析する。また、比較のために 19�5 年～19�� 年ଖの世代を「Ψイルシϥρク
世代」、19�1 年～19�� 年ଖの世代を「ۋ౵法以઴世代」、19�� 年～199� 年ଖを「ώϔル
世代」、���5 年～���9 年ଖの世代を「ポストතՑ期世代」とそれͩれݼসし集計する。�
出生コーϙートについては、ଖ業年コーϙートに対応するܙで出生コーϙートを定ٝし

た。本研究では、1955 年から 19�4 年までの出生年について、5年ࠃみで出生コーϙート
をࡠ成した。�
こうして２つのコーϙートをࡠ成したが、ଖ業年コーϙート಼には、学ྼΏ入学年のҩ

いによって෵数の生まれ年の人ʓが含まれている。図表１は、֦ଖ業年コーϙート಼に含
まれる生まれ年の෱を示している。�
�

図表 1� ଖ業年コーϙートとଖ業年、生まれ年の対応表�

�

�
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̓．分析結果�

１）म৮තՑ期世代の学ྼ構成�

� म৮තՑ期世代をଖ業年で定ٝするということは、֦出生コーϙートにおける学ྼ構成
割合の影響をکく受けるということをқັする。そのため、まͥはम৮තՑ期世代における
学ྼ構成を確認する。比較のため、म৮තՑ期より઴の世代のυータも付した。本研究では、
大学ଖ以上�（大学、大学院ଖ）と୻大・઒໵ଖ以Ծ�（୻大・高઒、઒र・઒໵学ߏ、高ߏ、
஦学ଖ）の �ΩテβϨーに分類した。म৮තՑ期世代は、199� 年代後ൔ～���� 年代の少子
化対策֨ै期に �� 代、�� 代をգ͟しているが、この時期の少子化対策ではྈ立ࢩԋの֨ै
が஬の一つであった。そうした政策は正規ޑ用者Ώ規模が大きいة業のۊ務者ほど利用し
Ώすい傾向があるため、高学ྼであるほどそうしたة業にम৮する割合が高いことから政
策の成果をڙ受しΏすかったと考えられる。そうした؏఼も考慮し、大ଖ以上とそれ以Ծの
２ΩテβϨーでの分類とした。�
֦ଖ業世代における学ྼ構成については、図表２の通りである。म৮තՑ期઴期世代では、

୻大・઒໵ଖ以Ծ ���4�、大ଖ以上 �����である。後期世代では、୻大・઒໵ଖ以Ծ �����、
大ଖ以上 �9���となっており、୻大・઒໵ଖ以ԾがそのシΥΠを減らし、大ଖ以上の割合が
大෱に増加している。�
�

図表 �� 調査時఼ �5 歳以上の女性（າ࠙・ॵ࠙）の学ྼ別ٮ対数および構成割合�

世代� સ学ྼ�
୻大・઒
໵ଖ以Ծ�

大ଖ以上�
સ学ྼ�

（構成比）�
୻大・઒
໵ଖ以Ծ�

大ଖ以上�

総数� �1�1�1� 1���1�� 4����� 1������ ������ 19����
Ψイルシϥρク

世代�
������ ������ �54� 1������ 91���� ��4��

�౵法以઴世代ۋ 5�59�� 4�9�4� ���� 1������ ���9�� 11�1��
ώϔル世代� ��4��� 5���1� 1����� 1������ ������ 1�����

म৮තՑ期઴期� 4�444� ����4� 1�1��� 1������ ���4�� ������
म৮තՑ期後期� ���5�� 1��44� ���� 1������ ������ �9����

ˠ以後もγンϕルから཯死別・再࠙者はঈいている�
�
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２）म৮තՑ期世代のॵ࠙割合�

म৮තՑ期઴期世代における �5 歳時఼のॵ࠙女性の割合は �1�4�、म৮තՑ期後期世代
では �����であり、そのࠫは 5�� ポイントの減少となっている。これを学ྼ別に確認する
と、୻大・઒໵ଖ以Ծで �1���から ���5�へと ��5 ポイントの減少、大ଖ以上で �����から
���5�へと ��1 ポイントの減少となっており、୻大・઒໵ଖ以Ծの減少෱の方が大きい。�
�

図表 �� 調査時఼ �5 歳以上の女性におけるॵ࠙女性のٮ対数と割合�
世代� સ学ྼ� ୻大・઒໵ଖ以Ծ� 大ଖ以上�
総数� 1������ 15���9� ����4�

Ψイルシϥρク世代� ������ ��5��� 19��
�౵法以઴世代ۋ 4�9��� 4�4��� 554�
ώϔル世代� 5�4��� 4�5�1� 91��

म৮තՑ期઴期� ���1�� ���4�� 9�5�
म৮තՑ期後期� 1�5��� 914� �49�
総数（構成比）� �4���� �5�4�� ���1��

Ψイルシϥρク世代� �9���� 91���� �4����
�౵法以઴世代ۋ �9���� �9���� ���9��
ώϔル世代� �4�9�� �4���� �5�1��

म৮තՑ期઴期� �1�4�� �1���� ������
म৮තՑ期後期� ������ ���5�� ���5��

91.6%

88.9%

83.2%

73.4%

60.7%

8.4%

11.1%

16.8%

26.6%

39.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オイルショック世代

均等法以前世代

バブル世代

氷河期前期世代

氷河期後期世代

短⼤・専⾨卒以下 ⼤卒以上
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̑）म৮තՑ期世代の࠙઴ೝ৹の状況�

म৮තՑ期઴期世代における �5 歳時఼のॵ࠙女性において、その結࠙が࠙઴ೝ৹結࠙で
あったものの割合は 14���、म৮තՑ期後期世代では 15���である。これを学ྼ別に確認
すると、୻大・઒໵ଖ以Ծの઴期世代で 1����、後期世代 �����、大ଖ以上の઴期世代で
����、後期世代で 9���であった。どͬらの学ྼ区分でも、म৮තՑ期઴期から後期にかけ
て、࠙ ઴ೝ৹結࠙の割合は上昇している。ಝにम৮තՑ期後期世代の୻大�・઒໵ଖ以Ծでは、
ॵ࠙の༁ 5分の 1は࠙઴ೝ৹結࠙であったことがわかる。�
�

図表 4� ॵ࠙女性におけるॵ࠙が࠙઴ೝ৹結࠙であったものの割合�
世代� સ学ྼ� ୻大・઒໵ଖ以Ծ� 大ଖ以上�

Ψイルシϥρク世代� 1����� 1����� ��5��
�౵法以઴世代ۋ 11�4�� 1����� 5����
ώϔル世代� 1����� 1��9�� ��1��

म৮තՑ期઴期� 14���� 1����� �����
म৮තՑ期後期� 15���� ������ 9����

�

81.4% 81.0% 82.6%
76.2% 73.5%

80.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全学歴 短⼤・専⾨卒以下 ⼤卒以上

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代 就職氷河期前期 就職氷河期後期
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̒）म৮තՑ期世代の平ۋ出生子ども数と࠙઴ೝ৹の影響�

図表̓の D～F は、ଖ業年コーϙートと出生コーϙートのྈ方について、࠙઴ೝ৹結࠙の
༙ໃと学ྼ別に �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数を示したものである。�
図表̓の「D）સର」について、表ଈの「出生コーϙート」を見ると、म৮තՑ期઴期世

代におけるॵ࠙女性総数で、�5 歳時平ۋ出生子ども数は 1�5� 人、म৮තՑ期後期世代では
1�51 人とԥͻいである。一方で、࠙઴ೝ৹結࠙であった女性の平ۋ出生子ども数はතՑ期
世代઴期で ���5 人、後期で ��19 人であるのに対し、࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性の平ۋ
出生子ども数はතՑ期世代઴期で 1�4� 人、後期で 1��� 人であり、࠙઴ೝ৹結࠙であったか
どうかでࠫが見られる。�
出生コーϙート別に平ۋ出生子ども数を確認すると、म৮තՑ期઴期世代が含まれる

19��～�4 年出生コーϙートの総数で 1�5� 人、઴期世代と後期世代が含まれる 19�5～�9 年
出生コーϙートで 1�5� 人、後期世代が含まれる 19��～�4 年出生コーϙートで 1��1 人であ
った。࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別にみると、࠙઴ೝ৹結࠙であった女性の平ۋ出生子ども数は
19��～�4 年出生コーϙート総数で ���9 人、19�5～�9 年出生コーϙートで ��11 人、19��～
�4 年出生コーϙートで ��14 人であるのに対し、࠙ ઴ೝ৹結࠙ではなかった女性の平ۋ出生
子ども数は 19��～�4 年出生コーϙートで 1�4� 人、19�5～�9 年出生コーϙートで 1��� 人、
19��～�4 年出生コーϙートで 1�49 人であった。�
出生コーϙートで分けた場合、その஦にはଖ業学ߏのҩいなどにより෵数のଖ業年コー

ϙートが಼在する。同じ出生コーϙート಼でଖ業年コーϙート͟との平ۋ出生子ども数を
比較すると、ྭえͻ 19��～�4 年出生コーϙートでは、ώϔル世代の総数の平ۋ出生子ども

14.8%

17.7%

7.0%

15.7%

20.3%

9.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

全学歴 短⼤・専⾨卒以下 ⼤卒以上

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代 就職氷河期前期 就職氷河期後期
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数は 1�59 人ͫったが、म৮තՑ期઴期世代に入ると 1�49 人まで減少している。このよう
に、同じ出生コーϙート಼で見ると、৿しいଖ業年コーϙートほど平ۋ出生子ども数が少な
くなっている傾向が確認できる。これは৿しいଖ業年コーϙートの方が、学ྼが高い女性が
多く含まれており、低学ྼの女性より高学ྼの女性で平ۋ出生子ども数が低い傾向にある
ことをൕӫしているためであると考えられる。�
そこで、確認のために、୻大・઒໵ଖ以Ծにおけるଖ業年コーϙートと出生コーϙート別

にみた �5 歳時平ۋ出生子ども数をみる（図表̓の E）。19��～�4 年出生コーϙートの総数
では、ώϔル世代で 1�5� 人、म৮තՑ期઴期世代でも 1�5� 人とԥͻいになっている。࠙઴
ೝ৹結࠙の༙ໃ別に見ても、࠙ ઴ೝ৹結࠙であった女性の平ۋ出生子ども数は、ώϔル世代
で ���� 人、म৮තՑ期઴期世代で ���� 人であり、࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性では、ώ
ϔル世代 1�4� 人、म৮තՑ期઴期世代 1�44 人である。このように、୻大・઒໵ଖ以Ծでは
同一出生コーϙート಼におけるଖ業年コーϙート͟とのࠫはほとΞど見られなくなる。�
一方、大ଖ以上における 19�5～�9 年出生コーϙート಼のम৮තՑ期઴期世代、後期世代

のҩいをみると�（図表̓の F）、出生コーϙート総数で、म৮තՑ期઴期世代が 1��� 人、後
期世代で 1��� 人であり、同じ学ྼ区分でも後期世代で平ۋ出生子ども数が少なくなってい
る。この大ଖ以上・19�5～�9 年生まれについて࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別に見ると、࠙઴ೝ৹
結࠙であった女性では、म৮තՑ期઴期世代で 1��� 人、後期世代で ���� 人であり、ଖ業年
が後の世代で平ۋ出生子ども数が多い。࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性では、઴期世代は
1��� 人、後期世代は 1��1 人であり、࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕとはٱに、後の世代で平ۋ出生
子ども数が減少していることが確認できる。�
�

� �
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図表 5� ࠙઴ೝ৹の༙ໃ別、学ྼ別にみた �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数�
D� સର�

�
� �

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.97 1.78 1.59 1.50 1.51
婚前妊娠 - 2.35 2.25 2.12 2.05 2.19
⾮婚前妊娠 - 1.92 1.72 1.52 1.40 1.38

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.93 1.96
婚前妊娠 2.30 2.36
⾮婚前妊娠 1.89 1.92

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.81 1.97 1.79
婚前妊娠 2.26 2.37 2.25
⾮婚前妊娠 1.75 1.91 1.74

1965〜69年⽣まれ 総数 1.65 1.78 1.60
婚前妊娠 2.17 2.25 2.15
⾮婚前妊娠 1.58 1.69 1.54

1970〜74年⽣まれ 総数 1.52 1.59 1.49
婚前妊娠 2.09 2.11 2.05
⾮婚前妊娠 1.43 1.49 1.41

1975〜79年⽣まれ 総数 1.50 1.55 1.44
婚前妊娠 2.11 2.07 2.22
⾮婚前妊娠 1.37 1.42 1.33

1980〜84年⽣まれ 総数 1.61 1.64
婚前妊娠 2.14 2.16
⾮婚前妊娠 1.49 1.50

出⽣コーホート

平均出⽣⼦ども数
卒業年

卒業年コーホート
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E� ୻大・઒໵ଖ以Ծ�

�
F� 大ଖ以上�

�

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.95 1.76 1.57 1.51 1.55
婚前妊娠 - 2.36 2.24 2.09 2.05 2.18
⾮婚前妊娠 - 1.90 1.70 1.49 1.40 1.40

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.96 1.95
婚前妊娠 2.34 2.37
⾮婚前妊娠 1.92 1.92

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.82 1.94 1.79
婚前妊娠 2.27 2.37 2.24
⾮婚前妊娠 1.76 1.87 1.74

1965〜69年⽣まれ 総数 1.66 1.74 1.61
婚前妊娠 2.16 2.23 2.12
⾮婚前妊娠 1.59 1.65 1.54

1970〜74年⽣まれ 総数 1.52 1.53 1.53
婚前妊娠 2.07 2.07 2.06
⾮婚前妊娠 1.42 1.43 1.44

1975〜79年⽣まれ 総数 1.49 1.49 1.50
婚前妊娠 2.10 2.05 2.25
⾮婚前妊娠 1.35 1.36 1.35

1980〜84年⽣まれ 総数 1.61 1.62
婚前妊娠 2.12 2.11
⾮婚前妊娠 1.48 1.48

出⽣コーホート

平均出⽣⼦ども数
卒業年

卒業年コーホート

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.81 1.52 1.37 1.23 1.28
婚前妊娠 - 2.13 1.83 1.89 1.69 1.93
⾮婚前妊娠 - 1.79 1.51 1.33 1.19 1.21

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.73 1.62
婚前妊娠 1.96 2.08
⾮婚前妊娠 1.71 1.73

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.48 1.50 1.46
婚前妊娠 1.62 1.78 1.22
⾮婚前妊娠 1.47 1.48 1.48

1965〜69年⽣まれ 総数 1.29 1.36
婚前妊娠 1.84 1.98
⾮婚前妊娠 1.26 1.32

1970〜74年⽣まれ 総数 1.19 1.23
婚前妊娠 1.80 1.73
⾮婚前妊娠 1.14 1.19

1975〜79年⽣まれ 総数 1.27 1.38 1.27
婚前妊娠 1.93 1.60 2.00
⾮婚前妊娠 1.20 1.37 1.21

1980〜84年⽣まれ 総数 1.43 1.43
婚前妊娠 1.90 1.88
⾮婚前妊娠 1.36 1.36

出⽣コーホート

平均出⽣⼦ども数
卒業年

卒業年コーホート
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̓）າ࠙率を考慮した平ۋ出生子ども数�

઴ઇで確認した平ۋ出生子ども数は、ॵ࠙女性にݸ定して集計を行っているため、ऑい世
代ほどາ࠙率が上昇している影響を考慮できていない。そこで、女性સରをᶅາ࠙者、ᶆ࠙
઴ೝ৹結࠙の者、ᶇ࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった者の � ΩテβϨーに分類し、າ࠙者の出生
子ども数を一ཱに � 人として֦ΩテβϨーにおける出生子ども数と構成割合の積和をとっ
たものを計ࢋし、າ࠙率を考慮した平ۋ出生子ども数をࢋ出した。�
図表̔の D�をみると、म৮තՑ期世代におけるາ࠙とॵ࠙の女性総数から生まれてくる

平ۋ出生子ども数は、出生コーϙート総数において઴期世代で 1�14 人、後期世代で 1�11 人
である。これを学ྼ別に見ると、୻大・઒໵ଖ以Ծ�（図表̔の E）の઴期世代では 1�19 人、
後期世代では 1�1� 人、大ଖ以上�（図表̔の F）の઴期世代では 1��� 人、後期世代では 1��1
人となる。つまり、࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕの出生ྙ上昇は、֦学ྼήルーϕにおける出生子
ども数 �人のາ࠙者増加による出生ྙ減ୂで૮ࡶされてしまっている。�
同じく表̔の E、F で出生コーϙート別にາ࠙率を考慮した平ۋ出生子ども数をみると、

າ࠙率を考慮していない集計結果と同様に、୻大઒໵ଖ以Ծでは 19�5～19�9 年出生コーϙ
ート、大ଖ以上では 19��～19�4 年出生コーϙートをそれͩれఊとして、それ以後の出生コ
ーϙートでଖ業年総数の平ۋ出生子ども数が多くなっている。これを࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別
にみると、ඉ࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕでは、୻大・઒໵ଖ以Ծで 19��～19�4 年出生コーϙー
トで 1��� 人ͫったものが、19�5～19�9 年生まれ出生コーϙートで ���5 人と、平ۋ出生子
ども数が低Ծしている。一方、大ଖ以上においては、19��～19�4 年出生コーϙートで ����
人ͫったものが 19��～19�4 年出生コーϙートでは ��9� 人に増加している。つまり、म৮
තՑ期世代でԥͻいないし、後期にかけて増加傾向が見られた平ۋ出生子ども数は、୻大・
઒໵ଖ以Ծでは࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕの高い出生ྙの影響を受けており、大ଖ以上ではඉ࠙
઴ೝ৹結࠙ήルーϕの出生ྙの上昇の影響を受けている。このうͬ後者に関しては、この時
期に次ʓに֨ैされていった少子化対策の影響を受けている可能性がある。�
�
�
� �
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図表 �� າ࠙女性の子ども数を �とՀ定したときの、�5 歳時఼の平ۋ出生子ども数�
D� સର�

�

� �

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.78 1.53 1.29 1.14 1.11
婚前妊娠 - 0.22 0.22 0.22 0.23 0.25
⾮婚前妊娠 - 1.56 1.31 1.07 0.91 0.86

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.75 1.78
婚前妊娠 0.17 0.18
⾮婚前妊娠 1.58 1.60

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.60 1.77 1.57
婚前妊娠 0.21 0.30 0.18
⾮婚前妊娠 1.39 1.47 1.39

1965〜69年⽣まれ 総数 1.36 1.49 1.30
婚前妊娠 0.22 0.28 0.18
⾮婚前妊娠 1.14 1.21 1.12

1970〜74年⽣まれ 総数 1.20 1.27 1.14
婚前妊娠 0.23 0.27 0.18
⾮婚前妊娠 0.97 1.01 0.96

1975〜79年⽣まれ 総数 1.13 1.17 1.08
婚前妊娠 0.27 0.30 0.20
⾮婚前妊娠 0.86 0.86 0.89

1980〜84年⽣まれ 総数 1.18 1.21
婚前妊娠 0.30 0.33
⾮婚前妊娠 0.88 0.88

未婚率を考慮した分解

出⽣コーホート

卒業年コーホート

卒業年
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�
�

E� ୻大・઒໵ଖ以Ծ�

�
F� 大ଖ以上�

�

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.79 1.55 1.32 1.19 1.17
婚前妊娠 - 0.23 0.24 0.24 0.28 0.33
⾮婚前妊娠 - 1.56 1.32 1.08 0.91 0.84

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.79 1.80
婚前妊娠 0.18 0.19
⾮婚前妊娠 1.60 1.61

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.65 1.77 1.62
婚前妊娠 0.23 0.30 0.20
⾮婚前妊娠 1.42 1.47 1.41

1965〜69年⽣まれ 総数 1.42 1.49 1.36
婚前妊娠 0.24 0.28 0.21
⾮婚前妊娠 1.17 1.22 1.15

1970〜74年⽣まれ 総数 1.25 1.27 1.23
婚前妊娠 0.26 0.27 0.24
⾮婚前妊娠 1.00 1.01 1.00

1975〜79年⽣まれ 総数 1.17 1.17 1.20
婚前妊娠 0.32 0.32 0.30
⾮婚前妊娠 0.85 0.84 0.90

1980〜84年⽣まれ 総数 1.19 1.21
婚前妊娠 0.36 0.37
⾮婚前妊娠 0.84 0.84

未婚率を考慮した分解
卒業年

卒業年コーホート

出⽣コーホート

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.69 1.36 1.15 1.00 1.01
婚前妊娠 - 0.13 0.09 0.10 0.10 0.14
⾮婚前妊娠 - 1.57 1.27 1.05 0.91 0.87

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.58 1.63
婚前妊娠 0.13 0.12
⾮婚前妊娠 1.46 1.51

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.29 1.31 1.26
婚前妊娠 0.07 0.07 0.08
⾮婚前妊娠 1.22 1.24 1.18

1965〜69年⽣まれ 総数 1.09 1.14
婚前妊娠 0.09 0.09
⾮婚前妊娠 1.00 1.05

1970〜74年⽣まれ 総数 0.97 1.00
婚前妊娠 0.11 0.10
⾮婚前妊娠 0.86 0.90

1975〜79年⽣まれ 総数 1.02 1.19 0.99
婚前妊娠 0.13 0.10 0.12
⾮婚前妊娠 0.89 1.09 0.87

1980〜84年⽣まれ 総数 1.16 1.20
婚前妊娠 0.20 0.19
⾮婚前妊娠 0.96 1.01

未婚率を考慮した分解
卒業年

卒業年コーホート

出⽣コーホート
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̔）࠙઴ೝ৹結࠙の場合の第１子のೝ৹қ図�

� 出生動向基本調査では、第 1� յ調査以降において、調査時఼までの෋෌のೝ৹ྼ（第̓
ೝ৹まで）の設問で、֦ೝ৹におけるೝ৹઴のೝ৹қ図を࣯問している。これを用いて、ॵ
࠙同࢞の෋෌の࠼を対েに、第一子についてೝ৹઴の༩定が「૥く子どもがほしかった」と
յ౶したものを「қ図したೝ৹」、「まͫೝ৹するつもりではなかった」「もうೝ৹するつも
りはなかった」とյ౶したものを「қ図しないೝ৹」、「ಝに考えていなかった」とյ౶した
ものを「計ժしていないೝ৹」と分類した。たͫし、第一子のೝ৹қ図であるため、「қ図
しないೝ৹」のほとΞどは「まͫೝ৹するつもりではなかった」というس๮と実ࡏのೝ৹時
期のϝスϜροに༟来するものである。そして、֦ 世代におけるೝ৹қ図別の構成割合を࠙
઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別に集計した。�
� 図表̕Dの࠙઴ೝ৹結࠙ありの集計では、「қ図したೝ৹」ͫ った割合が �5�઴後、「қ図
しないೝ৹」が �5ˍ程度、「計ժしていないೝ৹」が �5～4�ˍ程度で、世代による大きな
変化はみられない。図表̕Eのඉ࠙઴ೝ৹結࠙と比΄ると「қ図しないೝ৹」の割合は高く、
қ図したより૥い時期�（つまりऑい年齢）で子どもを࣍つことになった女性がどの世代にも
4 分の１程度いる。「計ժしていないೝ৹」は、その後のೝ৹結果はほとΞどが出生である
ことから、子どもがいつできても生むつもりという考え方に近いとみられる。�
ඉ࠙઴ೝ৹結࠙では、ऑい世代ほど「૥く子どもがほしかった」の割合が高まっており、

「考えていなかった」という自ષに೜せる考え方Ώ、қ図しないೝ৹の割合は低Ծしている。
ऑい世代になるほど、໎ 確に子どもがほしいというқ図がある஦で子どもを࣍つ行動がکま
っている。࠙઴ೝ৹結࠙ではない女性の方がѻౙ的に多いことから、තՑ期世代では、それ
以઴の世代に比΄、໎確に子どもがほしいとࢧえる状況になるまでೝ৹しないよう行動を
コントロールしている෋෌が多いとみられる。�
こうした、ೝ৹にࡏしてのқ図の傾向のҩいは、次のೝ৹қ図別の平ۋ出生子ども数のࠫ

に影響している可能性がある。�
� �

–112–



�
�

D� ࠙઴ೝ৹結࠙の࠼�

�
E� ඉ࠙઴ೝ৹結࠙の࠼�

�
図表 �� ࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別にみたೝ৹қ図の構成割合�

�

̕）ೝ৹қ図別に見た平ۋ出生子ども数�

� 第一子のೝ৹қ図はその後の௧加出生に影響しているのͫろうか。࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ
別、ೝ৹қ図別に �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数を確認すると、࠙઴ೝ৹結࠙ͫった女性の
うͬ、第１子が�「қ図したೝ৹」であった女性の �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数は、म৮ත
Ց期後期世代で 1�9� 人と �人をԾյっていた�（図表̖D）。一方、�「қ図しないೝ৹」であっ
た女性では、म৮තՑ期後期世代で �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数は ��1� 人であった。қ図
せͥ子どもを࣍った女性では、қ図したೝ৹ͫった女性より高い平ۋ出生子ども数である
ことが確認された。「計ժしていないೝ৹」の場合は、म৮තՑ期後期世代で ���� 人であり、
「қ図しないೝ৹」と同じϪϗルの平ۋ出生子ども数であった。�

35.1%

32.9%

33.6%

35.6%

38.3%

29.9%

24.5%

29.5%

25.5%

25.0%

35.1%

42.6%

36.9%

38.9%

36.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オイルショック世代

均等法以前世代

バブル世代

氷河期前期世代

氷河期後期世代

意図 意図しない 無計画

63.5%

70.6%

73.1%

76.8%

82.0%

8.4%

5.8%

6.3%

6.3%

4.8%

28.1%

23.6%

20.5%

16.9%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オイルショック世代

均等法以前世代

バブル世代

氷河期前期世代

氷河期後期世代

意図 意図しない 無計画
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�

� ࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性で、第１子が「қ図したೝ৹」ͫった場合、�5 歳時఼の
平ۋ出生子ども数は、म৮තՑ期後期世代で 1�4� 人であった（図表̖E）。「қ図しないೝ
৹」ͫった場合は同世代で 1��9 人であり、�「қ図したೝ৹」ͫった女性に比΄て高い平ۋ出
生子ども数が確認された。「計ժしていないೝ৹」ͫ った場合は同世代で 1��9 人であり、�「қ
図したೝ৹」と「қ図しないೝ৹」の஦ؔ程度の平ۋ出生子ども数であった。�
� 第１子のೝ৹қ図の構成割合を࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃにかかわらͥ総数でみると（図のܟ
は割Ѭ）、「қ図したೝ৹」であった女性の割合がऑい世代ほど増えており、「қ図したೝࡎ
৹」を行うものは、ଠのೝ৹қ図を࣍ったήルーϕに比΄て �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数
が低い。こうしたೝ৹қ図の構成の変動が、ऑい世代ほど出生子ども数が低Ծしている要因
の一つとなっている可能性が示ࠨされる。�
�

D� ࠙઴ೝ৹あり�

�
E� ࠙઴ೝ৹なし�

�
図表 �� ࠙઴ೝ৹の༙ໃ別、ೝ৹қ図別にみた �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数�

2.21 2.35 2.4

2.04

2.43
2.27

2.06 2.09 2.051.98 2.12
1.951.97

2.18 2.2

0

0.4

0.8

1.2

1.6

2

2.4

2.8

意図 意図しない 無計画

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代

就職氷河期前期 就職氷河期後期

2.03 1.99
2.15

1.82
2.16

1.96
1.64

1.86 1.8
1.5

1.76 1.71
1.48

1.89
1.69

0

0.4

0.8

1.2

1.6

2

2.4

2.8

意図 意図しない 無計画

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代

就職氷河期前期 就職氷河期後期
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�
�

̖）म৮තՑ期の少子化対策の状況�

� ここまでの分析で、ଖ業年コーϙート別、出生コーϙート別に、າ࠙化の進ఴ�（出生数κ
ロのາ࠙者の増大）と࠙઴ೝ৹結࠙増大の影響をࢻ໼に入れた出生ྙ変動のਾ勢を確認す
ることができた。࠹後に、֦ ଖ業年コーϙートが、どのような少子化対策を受けてきたのか
を確認し、政策ް果について検討する。�
図表̗は、生まれ年別にଖ業年世代と �5 歳時の年次をಝ定し、�5 歳時の年次にԌって少

子化対策の政策動向をまとめたものである。࠹ॵの総合的な少子化対策であるエンκルϕ
ϧンが֋࢟されたのは 1995 年であり、この年に �5 歳となったのは 19�� 年生まれの人ʓ
で、ଖ業年世代としてはώϔル世代に֚当する。エンκルϕϧンはྈ立ࢩԋと保үγーϑス
の֨ैが஬であり、さらにエンκルϕϧン֋࢟の઴後で、ࣉಒघ当の変ߍΏ、ಝ定ි཈߉ঈ
の引き上͝౵のࡃܨ的ࢩԋも֨ैされ࢟めた。�
म৮තՑ期઴期世代が社会に出࢟めたࠔは、үٵࣉ業੏度のրવ（үڇٵ付金のڇࢩ֋࢟

౵）を஦ৼとしたྈ立ࢩԋのै実Ώ保үγーϑスのྖ的րવが目ࢨされ、さらに現在より૮
当規模は小さいながらも、ࡃܨ的ࢩԋの引き上͝が進められていた時期であった。少子化対
策のॵ期は೗༰ࣉ期の子どもを࣍つ人ʓに対する子үてࢩԋの֨ैが஦ৼであったため、
�� 代のࠔにこれらの政策のԺܛを受けた世代であるといえる。たͫ、財政౦入規模Ώ保ү
のྖ的֨大規模、社会のζΥンξー規൥の変化はまͫॉ分ではなかった時期にՊଔܙ成期
をܶえており、઴期世代が入৮するࠔは、ऑ者のम業ࢩԋ政策に政府が本֪的にखりૌむ઴
ͫったため、少子化対策のԺܛはݸ定的であった可能性がある。�
一方、म৮තՑ期後期世代は、�5歳になった時఼ですでに ���� 年代に入っており、子ど

も・子үて応ԋϕϧン（第１次大ߟ）のఴ֋、ྈ立ࢩԋのै実を目ࢨした次世代ү成ࢩԋ対
策推進法に基Ͱく行動計ժの֋࢟Ώ࢕事と生活の調和ݓহの策定、ऑ者のࡃܨ的自立ࢩԋ
の಍入など労働分໼での活発な政策的खりૌみが行われていった時期にՊଔܙ成期をܶえ
ている。出産後も࢕事を続ける女性が増えたため、保үγーϑスのྖ的֨大が௧いつかͥଶ
��、化したがࠃಒ問題が਄ࣉؽ 代には子どもघ当をൿ઀りとしたࣉಒघ当の増ֻΏүڇٵ
付金の引き上͝といったࡃܨ的ࢩԋも֨ैされた。後期世代では大ଖ以上におけるඉ࠙઴ೝ
৹結࠙ήルーϕにおいて 19�� 年代後ൔ以降の出生コーϙートで �5 歳時఼での平ۋ出生子
ども数の増加がみられており、そのഐܢとしてこうした少子化対策の֨ैも一定程度影響
していると考えられる。�
�
� �
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図表 9� 世代と少子化対策の対応表（Ψイルシϥρク世代～ۋ౵法以઴世代）�

世代 
⽣ま

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25 歳

時点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦化

対策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
世
代 

1956 70 歳 

1975

〜

1980

年 

1981 

13.9% 

    

1957 69 歳 1982     

1958 68 歳 1983     

1959 67 歳 1984     

1960 66 歳 1985 

18.6% 

    

1961 65 歳 1986     

均
等
法
以
前
世
代 

1962 64 歳 

1981 

〜

1986

年 

1987     

1963 63 歳 1988     

1964 62 歳 1989   
★所得税法改正：特定扶養控除創設（16〜23 歳

未満）45 万円 

1965 61 歳 1990 

28.8% 

  
●1.57 ショック、「これからの家庭と⼦育てに

関する懇談会」報告書 

1966 60 歳 1991   

●「健やかに⼦どもを産み育てる環境づくりに

関する関係省庁連絡会議」報告書 

▲法定労働時間短縮（46→44 時間） 

1967 59 歳 1992   

●『平成 4 年度国⺠⽩書：少⼦社会の到来、そ

の影響と対応』 

▲育児休業法施⾏（育休給付⾦なし） 

★児童⼿当変更（第１⼦から⽀給・1 歳未満、

第２⼦以降 5 歳未満、1・2 ⼦５千円、3 ⼦以降

１万円に⽀給引き上げ） 

■ウェルカムベビーキャンペーン（⺠間運動） 

�
� �
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図表 1�� 世代と少子化対策の対応表（ώϔル世代）�

世代 
⽣ま

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25 歳

時点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦化

対策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

バ
ブ
ル
世
代 

1968 58 歳 

1987

〜

1992

年 

1993 

28.8% 
 

  

●エンゼルプランプレリュード策定 

★児童⼿当変更（第１⼦以降 3 歳未満に）・所得

税法改正：特定扶養控除引き上げ（45→50 万

円） 

1969 57 歳 1994   

●「エンゼルプラン」策定（４⼤⾂合意）、緊急

保育対策等５か年事業策定 

■国際⼈⼝・開発会議（カイロ会議） 

1970 56 歳 1995 

36.4% 

エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン(

育
休
と
保
育
サ
ー
ビ
ス
︶ 

★育児休業給付の⽀給開始（休業前賃⾦の

25%）・所得税法改正：特定扶養控除引き上げ

（50→53 万円） 

★育休中の健康保険・厚⽣年⾦保険の本⼈負担

分免除 

1971 55 歳 1996 
■不妊専⾨相談センター設置開始 

■男⼥共同参画 2000 年プラン策定 

1972 54 歳 1997 

●⼈⼝問題審議会報告『少⼦化に関する基本的

考え⽅について』 

▲法定労働時間短縮（44→40 時間）、完全週休 2

⽇制実施 

�
� �
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図表 11 世代と少子化対策の対応表（තՑ期世代）�

世代 
⽣ま 

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25

歳時

点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦ 

化対 

策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

氷
河
期
前
期
世
代 

1973 53 歳 

1993

〜

1998

年 

1998 

36.4% 

エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン(
育
休
と
保
育
サ
ー
ビ
ス
︶ 

●「少⼦化への対応を考える有識者会議」提⾔

（『夢ある家庭づくりや⼦育てができる社会を築

くために』） 

▲改正児童福祉法施⾏（保育所⼊所⽅法が措置制

度→選択制に変更など） 

★所得税法改正：特定扶養控除引き上げ（53→58

万円） 

1974 52 歳 1999 ●「新エンゼルプラン」策定（６⼤⾂合意） 

1975 51 歳 2000 

45.5% 

新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
︵
⽇
本
社
会
の
働
き
⽅
問
題
視
︶ 

★児童⼿当法改正（⽀給対象年齢を義務教育就学

前までに拡⼤）→代わりに年少扶養控除の加算廃

⽌(48→38 万） 

★育休中の厚⽣年⾦保険料の事業主負担分免除・

■児童虐待防⽌法公布、男⼥共同参画基本計画決

定（〜05 年度） 

1976 50 歳 2001 

●保育所待機児童ゼロ作戦 

★育児休業給付の引き上げ（25%→40%） 

■すこやか親⼦ 21 開始（〜09 年度） 

1977 49 歳 2002 

●少⼦化対策プラスワン策定（厚⽣労働省） 

■経済財政運営と構造改⾰に関する基本⽅針

2002(基本⽅針第 2 弾) 少⼦化対策への歳出強化

を明記（社会保障制度改⾰） 
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世代 
⽣ま 

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25

歳時

点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦ 

化対 

策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

氷
河
期
後
期
世
代 

1978 48 歳 

1999

〜

2004

年 

2003 

 

45.5% 

新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン 

︵
⽇
本
社
会
の
働
き
⽅
問
題
視
︶ 

●次世代育成⽀援に関する当⾯の取組⽅針 
●少⼦化社会対策基本法、次世代育成⽀援対策推
進法（10 年の時限⽴法）成⽴ 
■若者⾃⽴・挑戦プラン 

1979 47 歳 2004 

●少⼦化社会対策⼤綱策定、⼦ども・⼦育て応援プ
ラン策定・改正育児 
▲介護休業法成⽴（施⾏は 05 年 4 ⽉） 
★児童⼿当法改正（⽀給対象年齢を⼩三修了までに
拡⼤） 
★特定不妊治療助成事業開始（1 年度あたり上限 10
万） 

1980 46 歳 2005 

51.5% 

⼦
ど
も
・
⼦
育
て
応
援
プ
ラ
ン
︵
第
１
次
⼤
綱
︶
︵
施
策
分
野
拡
⼤
︑
両
⽴
⽀
援
と
保
育
の
両
輪
中
⼼
︶ 

●次世代育成⽀援対策推進法に基づく⾏動計画実
施（国・都道府県・市区町村・常⽤雇⽤者 300 ⼈以
上の⼀般事業主） 
▲改正育介法施⾏（条件付きで育休期間の 1 歳 6 ヶ
⽉まで延⻑可、⼦の看護休暇創設等） 
■男⼥共同参画基本計画（第２次）策定（〜10 年
度） 

1981 45 歳 2006 

●新しい少⼦化対策（少⼦化社会対策会議） 
▲認定こども園スタート 
★出産育児⼀時⾦ 30→35 万円に増額 
■マタニティマーク（すこやか親⼦ 21） 
■男⼥雇⽤機会均等法改正 

1982 44 歳 2007 

●「⼦どもと家族を応援する⽇本」重点戦略 
●仕事と⽣活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
憲章、仕事と⽣活の調和推進のための⾏動指針策定
（ワーク・ライフ・バランス推進官⺠トップ会議） 
★児童⼿当の乳幼児加算開始（3 歳未満⼀律１万円
／⽉） 
★特定不妊治療助成事業拡充（1 回上限 10 万、年
2 回まで） 
★育児休業給付の引き上げ（40%→50%） 
■男⼥雇⽤機会均等法等の改正施⾏（妊娠・出産等
を理由とする解雇の禁⽌から不利益な取扱いの禁
⽌への拡⼤等） 
■内閣府特命⼤⾂（少⼦化対策・男⼥共同参画担当）
任命 
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̔．結論�

本研究は、म৮තՑ期世代が多く含まれる 19�� 年代および 19�� 年代に生まれた世代の
出生ྙについて、１）म৮තՑ期によるࡃܨ的状況、２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹
結࠙増大、̑ ）政府の子үてࢩԋ策の֨ै、という �つの影響を考慮してその変動について
検討することを目的として行なった。�「出生動向基本調査」の第1�յ～第1�յのາ࠙女性、
ॵ࠙女性のυータを用いて分析した。�
まͥ、म৮තՑ期というࡃܨ的状況が出生ྙに༫えた影響については、ଖ業年コーϙート

͟とに平ۋ出生子ども数の推移を؏察する方法で検討した。ॵ࠙女性にݸ定して集計した
結果では、म৮තՑ期઴期世代において平ۋ出生子ども数は࠹も少なくなっており、म৮ත
Ց期後期世代ではյ෰傾向にあることが確認できた。しかし一方でम৮තՑ期઴期世代よ
りも後期世代でາ࠙化が進Ξでいるため、そのް果も加ັしたາ࠙女性�（出生数κロとՀ定）
も含めた集計では、୻大・઒໵ଖ以Ծではम৮තՑ期後期世代で平ۋ出生子ども数が࠹も少
なくなっていた。म৮තՑ期世代のඉ大ଖのήルーϕでは、າ࠙化の進ఴが༙配۰者の出生
ྙのյ෰のް果を૮ࡶし、出生子ども数がཊえられていることがわかった。�
性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増大の影響については、࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別に

平ۋ出生子ども数を集計することで؏察した。学ྼにかかわらͥ、ۋ౵法以઴世代以降から
ॵ࠙にઐめる࠙઴ೝ৹結࠙の割合は増加しており、࠙ ઴ೝ৹結࠙ήルーϕの平ۋ出生子ども
数は、ඉ࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕに比΄てݤดみ多くなっていた。࠙ ઴ೝ৹結࠙はम৮තՑ期
後期世代でもっとも多く、このことが後期世代の出生ྙյ෰をఊࢩえしていたことがわか
った。また、າ࠙者も含めた集計では、19�� 年代以降の出生コーϙートで、大ଖ以上にお
けるඉ࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕの平ۋ出生子ども数が増加していることも確認された。�
政府の子үてࢩԋ策の֨ैの影響については、म৮තՑ期઴期世代から後期世代にかけ

て、�5 歳時఼の政策ఴ֋について時ܧ྽で見る方法で検討した。म৮තՑ期世代が社会に
出たࠔは、少子化対策がঅʓに֨ैしていった時期であり、ಝに࢕事と子үてのྈ立ࢩԋが
進ఴし、続いて ��1� 年઴後からはࡃܨ的ࢩԋが大きく֨ैし࢟めた時期であった。ಝにम
৮තՑ期後期世代は、次世代ү成ࢩԋ対策推進法に基Ͱく行動計ժの実施Ώ、子ども・子ү
て応ԋϕϧンにおけるऑ者のࡃܨ的自立ࢩԋ、子үてࢩԋ分໼の֨大などのԺܛを受けた可
能性が高い。これは、19�� 年代以降の出生コーϙートで、大ଖ以上におけるඉ࠙઴ೝ৹結
࠙ήルーϕの平ۋ出生子ども数の増加にر༫している可能性がある。�
� 本研究を通じて、19�� 年代から 19�� 年代にかけての出生ྙについて、म৮තՑ期世代
の出生行動の؏察を通じて、ࡃܨ的状況、࠙ ઴ೝ৹、少子化対策の �つがどのように出生ྙ
に影響を༫えていたのかについて、その状況をඵժすることができた。今յの研究࿰ૌみを
用いて、世代区分ͫけでなく、௜ં的に影響をٶ·したと考えられるम業状況についても、
今後分析をしていきたい。また、今յの分析では女性ଈの学ྼとそれにට付いたଖ業年コー
ϙートで分析を行っているため、෋ଈ、男性ଈも含めた分析についても分析を行っていくこ
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とで、19�� 年代から 19�� 年代にかけての出生ྙ変動の状況をより੠៝に分析していくこ
とを今後の՟題としたい。�
�

ʴःࣛʵ�
࢘用した「出生動向基本調査」の個票υータは、厚生労働科学研究費補助金（政策Պ学推

進事業）�「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」のもとで、
統計法第 �� ড়に基Ͱく್次利用申੧により࢘用のট認（令和 � 年 11 ݆ � 日）をಚたもの
である。�
本研究で用いた出生動向基本調査のυータセρトの੖ඍにおいて、国立社会保障・人口問

題研究所のࢱߦ٤ీ、໨ଞ༡ࢱيに͟ྙڢいたͫいた。ここに״ःのқを表する。�
�
ʴࢂ考文献ʵ�
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8QLWHG�6WDWHV|��7KH�4XDWHUO\�-RXUQDO�RI�(FRQRPLFV��9RO��111��,VVXH����SS�������1���
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出生率変化と出生数変動：
「日本の将来推計（令和 5 年推計）」条件付推計の応用

岩澤美帆、別府志海

１． はじめに
将来の出生率が変化すると、将来の出生数も変化する。しかし、出生率の変化は、中⻑期

的には将来の⺟親になる⼥性⼈⼝にも影響し、それを通じて出生数が影響を受けるため、出
生率と出生数との関係は単純ではない。実際に過去の出生数と出生率の関係は、その時々に
よって変化してきた（図１）。

将来について、出生率の出生数への影響を定量的に示すためには、将来⼈⼝推計を活用す
ることが有効である。本研究では「日本の将来⼈⼝推計（令和 5 年推計）」、とくに条件付推
計によって、出生率の将来出生数に対する影響を明らかにする。さらに、推計の結果を利用
し、特定年次の特定水準の出生数が実現する際に想定される出生率を推定する方法を示す。 

図１ 出生数と合計特殊出生率の推移

将来⼈⼝推計は、出生や死亡、⼈⼝移動といった動態事象について将来動向を仮定し、基
準となる性別年齢別⼈⼝を出発点として、その仮定に従って実現する翌年の⼈⼝を逐次的
に計算するシミュレーションである。
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月
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 将来予測として活用することを目的とし、蓋然性が高い中立的な仮定を置いた推計は、各
国の公的推計や国際研究機関による推計の中位推計（多くの場合、蓋然性がある範囲で高位、
低位の幅をもった形で）として、多くの社会経済計画に利用されている。 

一方、蓋然性とは無関係に、様々な動態水準が将来⼈⼝および動態数にどのくらいのイン
パクトを与えるかを知る目的で、条件付推計（感応度分析）も行われる。2023 年に公表さ
れた「日本における将来推計⼈⼝（令和 5 年推計）においても、出生および死亡に関する中
位、高位、低位推計という基本推計のほか、2020 年の最新実績の水準で動態率を固定する
一定推計、国際⼈⼝移動がない封鎖⼈⼝推計、そして、出生率や国際⼈⼝移動の仮定値を機
械的に様々な水準で設定した条件付推計が実施されている。 
 こうした様々な条件の仮定を用いた将来推計は、⼈⼝動態の仮定と⼈⼝動態数との関係
を捉えるために有効である。とくに出生率の変化が、中⻑期的には⼥性⼈⼝の変化を通じて
も出生数に影響を与えるメカニズムを捉えることができる。 
 本研究は、この将来⼈⼝推計のしくみを使って、以下３つの点を明らかにする。(1)はじ
めに、将来出生数に対する⼈⼝構造の影響を明らかにする。具体的には、年齢別出生率を推
計時点での実績値の値に固定した推計と、中位仮定にもとづく結果との比較を行う。(2)次
に、出生率仮定の水準の違いが将来の出生数にどの程度のインパクトを与えるかを、令和 5
年推計の結果をもとに提示する（感応度分析）。(3)最後に、この結果を活用し、逆の視点に
立ち、将来の特定年次の特定水準の出生数の対応する出生率仮定の水準を求める算定方法
を示す。 
 
２．年齢別出生率を基準時点の実績で固定した出生数推計 
 将来の出生数は年齢別出生率の仮定および再生産年齢の年齢別⼥性⼈⼝の規模と構造に
依存する。そこで、2020 年の出生数水準から中位仮定に従って減少する出生数のうち、ど
の程度が⼥性の年齢別⼈⼝の変化に起因するのかを知るために、年齢別出生率を 2020 年で
固定した推計の結果を示す。また、その出生数を、中位推計、高位推計、低位推計と比較す
る。2020 年出生率一定仮定、および中位、高位、低位の仮定の合計特殊出生率の推移を図
２に示した。なお、中位仮定においては、初婚ハザードは 2019 年以降一定なので、初婚行
動の変化は見込まれていない。 
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図２ 2020 年出生率一定、中位、高位、低位仮定における合計特殊出生率 

 
 

2020 年の日本における日本⼈の出生数は 840,836 であった。2070 年の中位仮定は
453,380 に対し、2020 年の年齢別出生率を固定した推計結果は 470,911 であった（図３）。
減少分の 95.5%が⼥性の年齢別⼈⼝の変化による減少であり、2021 年以降の出生率仮定の
変化の影響（コロナ禍による結婚・出生減の影響を含む）は減少分の 4.5%であり、減少の
ほとんどが年齢別⼈⼝の変化によって説明できる。ただし、高位推計の結果では、2036 年
でも 84 万を維持しており、2070 年に 1.36 の水準を示す高位推計の場合は、2030 年代まで
⼈⼝構造による減少を補完することがわかる。ただし、高位推計であっても、その後、出生
数が⻑期的に減少すると推計される。 
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図３ 2020 年出生率一定仮定による出生数推計および中位・高位・低位仮定による出生数
推計 

 

 
３．出生率水準の違いによる出生数 
 
 令和 5 年推計では、基本推計においては、出生率は中位仮定、高位仮定、低位仮定の３つ
の仮定で推計され、条件付推計においては、機械的に設定された７つの水準で推計がなされ
ている。各水準の年齢別出生率は、基本推計の中位・高位・低位の３仮定を用い、各年にお
ける３仮定の年齢別出生率を線形補間（補外）することによって年齢別出生率を作成するこ
ととした。出生率のレベルについては、2070 年における⼈⼝動態調査定義の合計特殊出生
率が 2.20、2.00、1.80、1.60、1.40、1.20、1.00 となるような線形補間（補外）比を求め、
これを固定して他の年次にも適用することとした。図４は、これらの仮定に基づく合計特殊
出生率の推移を示したものであり、図５は中位水準からの各仮定との相対比を示している。 
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図４ 出生率の各水準 

 

図５ 中位仮定を基準とした各水準との相対比 

 
 
 これらのように出生率仮定が変化した場合に、出生数がどのように変わるのかを示した
のが図６である。なお、死亡仮定、国際⼈⼝移動に関する仮定は中位推計のものを用いてい
る。 
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図６ 出生率仮定値の水準別にみた将来出生数の推移 

 
 
表１ 2070 年の合計特殊出生率の水準別にみた推計された特定年次の将来出生数 
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図７ 2070 年の合計特殊出生率の水準別にみた推計された特定年次の将来出生数 

 
 
 将来⼈⼝推計のしくみを使うと、出生率仮定値の違いによる各年次の出生数の違いを知
ることができる。では、特定の年次の特定の出生数を実現するための出生率の水準はどのよ
うに求めることができるか。ここでは、上記の出生率と出生数の関係から、それを求める。 
 出生率仮定による将来出生数の違いを、2070 年の合計特殊出生率の水準と特定年次の出
生数との関係で示したものが表１と図７である。 
 
 図７には、仮定に用いた出生率の 2070 年の合計特殊出生率の水準（横軸）と推計された
各年時の出生数の関係を示したものであり、年次別に関係を近似式を推定した。2030 年、
2040 年は一次関数（線形）モデルで近似できる。一方 2050 年、2060 年、2070 年は二次関
数モデルで近似できる。これは推計時点から⻑時間経過するほど、出生率が生産年齢⼈⼝の
変化を通じて出生数に影響するからだと考えられる。 
 
 
４．特定年次の特定水準の出生数に対応する出生率仮定 
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前節で、将来出生数を出生率仮定値の関するとする、一次関数モデル、二次関数モデルが
推定された。この関係から、特定年次の出生数が実現するときに想定される出生率水準を計
算する方法を示す。 
 一次関数の近似式は以下である。 
 

𝐵௧ = 𝑐௧ + 𝑏௧ ∙ 𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴ . 
 
ここで、𝐵௧は t 年の出生数、𝑐௧は切片、𝑏௧は一次の係数、𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴は、仮定された 2070 年の
合計特殊出生率である。これを TFR2070 について解くのは単純であり、以下のように式を変
換する。 
 

𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴ = ሺ ஻೟ି௖೟ሻ
௕೟

 . 

 
 一方、2050 年以降については二次関数モデルのあてはまりがよかった。 
 

𝐵௧ = 𝑐௧ + 𝑎௧ ∙ 𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴ଶ + 𝑏௧ ∙ 𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴ . 
 
ここで、𝐵௧、𝑐௧、𝑏௧に加え、𝑎௧は二次の係数であり、𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴は、2070 年の合計特殊出生率
の仮定水準である。 

これを TFR2070 について解くために、ここでは二次方程式の解の公式を利用して解析的に
解く。上記式を以下のように変換する。 
 

𝑎௧ ∙ 𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴ଶ + 𝑏௧ ∙ 𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴ + ሺ𝑐௧ − 𝐵௧ሻ = 0 . 
 
この𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴について、二次方程式の正の実数解は、下記により求めることができる。 
 

𝑇𝐹𝑅ଶ଴଻଴ =
ି௕೟ାට௕೟మିସ௔೟ሺ௖೟ି஻೟ሻ

ଶ௔೟
 . 

 
この式を用い、特定年次（2030 年、2040 年、2050 年、2060 年、2070 年）について、年

間出生数の水準別に 2070 年 TFR を示すと表１のようになる。 
なお、上記 TFR の入った 0 になる式について、反復計算により数値的に解いてもほぼ同

様の合計出生率が得られる。 
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表２ 特定の出生数別にみた想定される 2070 年合計出生率仮定値 

 
 
図８ 特定年次の特定出生数別に対応する 2070 年合計出生率仮定値 
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図９ 特定年次の特定出生数別に対応する 2070 年合計出生率仮定値 

 
 
５．まとめ 
 
 本研究では将来の出生率の変化がどのような出生数をもたらすのか、とくに⻑期になる
と仮定された出生率の水準が再生産年齢⼥性の⼈⼝を通じて出生数に影響を与えるメカニ
ズムも含まれるため、コーホート要因法による将来⼈⼝推計の方法を用いて、その出生率と
出生数の関係を定量的に示すことを試みた。本研究では「日本の将来推計⼈⼝（令和 5 年推
計）」（国立社会保障・⼈⼝問題研究所）の出生中位（死亡中位）仮定による結果を用いた。 
 まず、今後の出生数の変化であるが、2020 年の出生率を固定して推計を行った結果と中
位の出生率仮定によって推計を行った結果を比較すると、2020 年以降 2070 年までの減少
分の 95％が仮に出生率に変化がなくても⼈⼝の変化のみで説明できる減少であることがわ
かった。なお、今回出生率と出生数の関係のモデル化に使用したのは、1.00 から 2.20 の範
囲のデータであったが、現実には国レベルで 1.0 を下回る場合も出てきており、超低出生率
の場合のシミュレーションも行い、改めてモデリングすることも重要であろう。 
 年齢別出生率の水準が変わることで、出生数がどのように変わるかは、仮定値を機械的に
変化させて将来⼈⼝推計を行うことで明らかにすることができる。特定年次の将来出生数
を 2070 年の出生率仮定の関数とすると、2030 年、2040 年、2050 年は線形モデル、2060
年、2070 年は二次関数モデルがあてはまった。逆に、特定年次に特定の出生数が実現され
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る場合に想定される出生率の仮定値については、上記の出生数と出生率の関係式を、合計出
生率について解析的に求めた。それによると、2050 年に 8,000 万の出生数を実現する場合
には、最終的な合計特殊出生率は 1.78 と想定され、2070 年に 5,000 万の出生数を維持する
ためには、合計特殊出生率の仮定値の最終レベルは 1.43 と想定される。 
 出生率は将来の⼈⼝や年齢構造に影響を与え、そうした条件を介して出生数に影響する
ため、関係を単純にとらえることはできない。実際に条件を変えて⼈⼝推計を行うことで、
そこから得られる関係を利用する方法を考案した。将来推⼈⼝推計の手法は、蓋然性の高い
⼈⼝予測に利用するだけでなく、こうした⼈⼝規模や構造を介する出生率と出生数の関係
など、変数間の複雑な関係をとらえるツールとしても有用であり、幅広い活用が期待できる。 
 
図 10 2070 年の合計特殊出生率の水準別にみた推計された特定年次の将来出生数（再掲） 
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図 11 出生率の各水準(2019 年ハザード一定、2070 年 0.80、0.60 追加) 
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参考表 
 

 

 

付表1　出生率の仮定
出生数一定 出生率一定

2020年の実績
出生数の水準

出生率2020年
一定

出生率中位(コ
ロナあり）
(1.36)

出生率高位(コ
ロナあり）
(1.64)

出生率低位(コ
ロナあり）
(1.13)

出生率2.20 出生率2.00 出生率1.80 出生率1.60 出生率1.40 出生率1.20 出生率1.00

2020 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33
2021 1.33 1.33 1.30 1.46 1.17 1.76 1.65 1.54 1.44 1.33 1.21 1.09
2022 1.33 1.33 1.25 1.39 1.11 1.69 1.58 1.48 1.37 1.27 1.16 1.04
2023 1.33 1.33 1.23 1.37 1.09 1.67 1.56 1.46 1.35 1.25 1.13 1.02
2024 1.33 1.33 1.27 1.43 1.12 1.75 1.64 1.52 1.41 1.29 1.17 1.04
2025 1.33 1.33 1.27 1.44 1.12 1.78 1.66 1.54 1.42 1.30 1.17 1.03
2026 1.33 1.33 1.28 1.45 1.11 1.81 1.68 1.56 1.43 1.30 1.17 1.03
2027 1.33 1.33 1.29 1.47 1.12 1.85 1.72 1.58 1.45 1.31 1.17 1.02
2028 1.33 1.33 1.30 1.49 1.12 1.89 1.75 1.61 1.47 1.33 1.18 1.02
2029 1.33 1.33 1.31 1.51 1.12 1.93 1.78 1.63 1.49 1.34 1.18 1.02
2030 1.33 1.33 1.32 1.53 1.12 1.97 1.81 1.66 1.50 1.35 1.18 1.02
2031 1.33 1.33 1.32 1.55 1.12 2.00 1.84 1.68 1.52 1.36 1.19 1.02
2032 1.33 1.33 1.33 1.56 1.12 2.03 1.86 1.70 1.53 1.36 1.19 1.01
2033 1.33 1.33 1.33 1.57 1.12 2.06 1.89 1.71 1.54 1.37 1.19 1.01
2034 1.33 1.33 1.33 1.58 1.12 2.08 1.90 1.73 1.55 1.37 1.19 1.00
2035 1.33 1.33 1.33 1.59 1.12 2.10 1.92 1.74 1.55 1.37 1.19 1.00
2036 1.33 1.33 1.33 1.59 1.11 2.12 1.93 1.75 1.56 1.37 1.18 0.99
2037 1.33 1.33 1.33 1.60 1.11 2.13 1.94 1.75 1.56 1.37 1.18 0.99
2038 1.33 1.33 1.33 1.60 1.11 2.14 1.95 1.76 1.57 1.37 1.18 0.99
2039 1.33 1.33 1.33 1.60 1.11 2.15 1.96 1.76 1.57 1.37 1.18 0.98
2040 1.33 1.33 1.33 1.61 1.11 2.16 1.96 1.77 1.57 1.38 1.18 0.98
2041 1.33 1.33 1.33 1.61 1.11 2.16 1.96 1.77 1.57 1.38 1.18 0.98
2042 1.33 1.33 1.34 1.61 1.11 2.17 1.97 1.77 1.57 1.38 1.18 0.98
2043 1.33 1.33 1.34 1.61 1.11 2.17 1.97 1.77 1.58 1.38 1.18 0.98
2044 1.33 1.33 1.34 1.61 1.11 2.17 1.97 1.78 1.58 1.38 1.18 0.98
2045 1.33 1.33 1.34 1.61 1.11 2.17 1.98 1.78 1.58 1.38 1.18 0.99
2046 1.33 1.33 1.34 1.62 1.11 2.18 1.98 1.78 1.58 1.38 1.18 0.99
2047 1.33 1.33 1.34 1.62 1.11 2.18 1.98 1.78 1.58 1.38 1.19 0.99
2048 1.33 1.33 1.34 1.62 1.11 2.18 1.98 1.78 1.58 1.39 1.19 0.99
2049 1.33 1.33 1.34 1.62 1.12 2.18 1.98 1.78 1.58 1.39 1.19 0.99
2050 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.78 1.58 1.39 1.19 0.99
2051 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.78 1.59 1.39 1.19 0.99
2052 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.78 1.59 1.39 1.19 0.99
2053 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.78 1.59 1.39 1.19 1.00
2054 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.78 1.59 1.39 1.19 1.00
2055 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.79 1.59 1.39 1.19 1.00
2056 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.79 1.59 1.39 1.19 1.00
2057 1.33 1.33 1.35 1.62 1.12 2.18 1.98 1.79 1.59 1.39 1.19 1.00
2058 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.18 1.98 1.79 1.59 1.39 1.19 1.00
2059 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.18 1.98 1.79 1.59 1.39 1.19 1.00
2060 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.18 1.99 1.79 1.59 1.39 1.19 1.00
2061 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.18 1.99 1.79 1.59 1.39 1.20 1.00
2062 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.19 1.99 1.79 1.59 1.39 1.20 1.00
2063 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.19 1.99 1.79 1.59 1.39 1.20 1.00
2064 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.19 1.99 1.79 1.59 1.40 1.20 1.00
2065 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.19 1.99 1.79 1.59 1.40 1.20 1.00
2066 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.19 1.99 1.79 1.60 1.40 1.20 1.00
2067 1.33 1.33 1.35 1.63 1.12 2.20 2.00 1.80 1.60 1.40 1.20 1.00
2068 1.33 1.33 1.36 1.63 1.12 2.20 2.00 1.80 1.60 1.40 1.20 1.00
2069 1.33 1.33 1.36 1.64 1.13 2.20 2.00 1.80 1.60 1.40 1.20 1.00
2070 1.33 1.33 1.36 1.64 1.13 2.20 2.00 1.80 1.60 1.40 1.20 1.00
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付表２　推計された出生数
出生数一定 出生率一定

2020年の実績
出生数の水準

出生率2020年
一定

出生率中位(コ
ロナあり）
(1.36)

出生率高位(コ
ロナあり）
(1.64)

出生率低位(コ
ロナあり）
(1.13)

出生率2.20 出生率2.00 出生率1.80 出生率1.60 出生率1.40 出生率1.20 出生率1.00

2020 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835 840,835
2021 840,835 828,376 813,120 907,356 727,159 1,098,480 1,030,605 962,810 895,108 827,519 754,649 680,912
2022 840,835 816,160 765,765 854,564 683,974 1,034,659 970,701 906,817 843,022 779,333 710,131 639,695
2023 840,835 805,723 739,083 826,907 657,981 1,005,027 941,770 878,587 815,492 752,502 683,917 614,026
2024 840,835 796,682 755,263 849,310 668,324 1,040,050 972,311 904,652 837,086 769,633 696,127 621,166
2025 840,835 788,785 748,709 846,689 658,314 1,045,403 974,832 904,344 833,953 763,680 687,222 609,247
2026 840,835 781,830 744,077 846,365 650,111 1,053,818 980,144 906,556 833,070 759,706 680,161 599,083
2027 840,835 775,591 743,231 850,256 645,426 1,067,315 990,229 913,234 836,345 759,584 676,705 592,314
2028 840,835 769,805 743,536 855,352 641,952 1,082,129 1,001,593 921,150 840,819 760,621 674,439 586,788
2029 840,835 764,208 742,939 859,349 637,882 1,095,443 1,011,597 927,850 844,218 760,726 671,480 580,832
2030 840,835 758,554 741,449 862,284 633,210 1,107,353 1,020,320 933,389 846,578 759,913 667,825 574,432
2031 840,835 752,670 738,909 863,896 627,847 1,117,386 1,027,362 937,444 847,651 758,006 663,365 567,536
2032 840,835 746,488 735,149 863,898 621,702 1,125,019 1,032,286 939,661 847,164 754,821 657,982 560,095
2033 840,835 740,035 729,682 861,621 614,413 1,129,210 1,034,179 939,260 844,472 749,842 651,276 551,817
2034 840,835 733,373 723,376 857,966 606,771 1,130,931 1,033,991 937,165 840,473 743,941 644,062 543,449
2035 840,835 726,555 716,323 852,970 598,872 1,130,110 1,031,687 933,380 835,209 737,202 636,433 535,091
2036 840,835 719,615 708,631 846,739 590,797 1,126,852 1,027,372 928,010 828,788 729,733 628,480 526,809
2037 840,835 712,535 700,537 839,581 582,695 1,121,641 1,021,462 921,410 821,507 721,781 620,379 518,710
2038 840,835 705,266 692,163 831,718 574,592 1,114,940 1,014,330 913,868 813,576 713,482 612,186 510,770
2039 840,835 697,758 683,577 823,332 566,460 1,107,199 1,006,322 905,635 805,159 704,922 603,901 502,913
2040 840,835 689,985 674,816 814,595 558,228 1,098,930 997,823 896,977 796,412 696,156 595,486 495,020
2041 840,835 681,920 665,860 805,588 549,807 1,090,454 989,061 888,036 787,400 687,179 586,875 486,967
2042 840,835 673,509 656,665 796,313 541,128 1,081,889 980,110 878,847 778,119 677,953 578,004 478,673
2043 840,835 664,685 647,164 786,759 532,100 1,073,364 971,045 869,434 768,551 668,420 568,791 470,036
2044 840,835 655,372 637,289 776,935 522,616 1,065,105 962,006 859,862 758,693 658,522 559,138 460,932
2045 840,835 645,533 626,980 766,888 512,555 1,057,465 953,223 850,255 748,577 648,214 548,943 451,219
2046 840,835 635,187 616,209 756,702 501,826 1,050,840 944,970 840,775 738,272 637,482 538,131 440,780
2047 840,835 624,444 605,014 746,537 490,394 1,045,735 937,612 831,669 727,918 626,382 526,690 429,550
2048 840,835 613,471 593,492 736,605 478,287 1,042,681 931,555 823,228 717,712 615,026 514,666 417,526
2049 840,835 602,491 581,811 727,141 465,627 1,042,099 927,146 815,736 707,879 603,591 502,196 404,813
2050 840,835 591,726 570,193 718,369 452,639 1,044,203 924,605 809,416 698,643 592,300 489,504 391,632
2051 840,835 581,329 558,847 710,383 439,612 1,048,745 923,821 804,276 690,115 581,347 476,857 378,301
2052 840,835 571,422 547,999 703,272 426,868 1,055,396 924,637 800,306 682,405 570,940 464,551 365,175
2053 840,835 562,097 537,873 697,166 414,689 1,063,966 926,995 797,558 675,656 561,290 452,854 352,555
2054 840,835 553,431 528,602 692,093 403,276 1,074,114 930,708 795,976 669,914 552,520 441,949 340,658
2055 840,835 545,475 520,265 688,056 392,746 1,085,549 935,614 795,497 665,194 544,697 431,946 329,610
2056 840,835 538,230 512,892 685,034 383,158 1,098,031 941,566 796,053 661,483 537,848 422,896 319,475
2057 840,835 531,660 506,436 682,871 374,535 1,111,032 948,192 797,399 658,643 531,912 414,804 310,297
2058 840,835 525,702 500,828 681,377 366,881 1,123,962 955,066 799,251 656,502 526,804 407,654 302,106
2059 840,835 520,279 495,986 680,411 360,144 1,136,476 961,932 801,421 654,929 522,436 401,388 294,861
2060 840,835 515,307 491,776 679,804 354,218 1,148,304 968,556 803,715 653,759 518,668 395,890 288,465
2061 840,835 510,681 488,026 679,324 348,970 1,159,067 974,619 805,860 652,769 515,321 391,015 282,809
2062 840,835 506,286 484,567 678,740 344,274 1,168,399 979,802 807,589 651,737 512,216 386,624 277,786
2063 840,835 502,020 481,252 677,888 339,997 1,176,133 983,933 808,731 650,499 509,202 382,579 273,275
2064 840,835 497,805 477,946 676,651 335,993 1,182,265 986,957 809,192 648,935 506,146 378,735 269,134
2065 840,835 493,577 474,523 674,928 332,120 1,186,825 988,845 808,898 646,939 502,923 374,953 265,220
2066 840,835 489,288 470,887 672,651 328,263 1,189,879 989,603 807,807 644,440 499,442 371,121 261,414
2067 840,835 484,903 466,979 669,794 324,340 1,191,536 989,279 805,923 641,403 495,646 367,164 257,631
2068 840,835 480,393 462,763 666,344 320,295 1,191,891 987,921 803,257 637,814 491,503 363,029 253,809
2069 840,835 475,735 458,227 662,315 316,098 1,191,062 985,600 799,843 633,682 487,003 358,693 249,912
2070 840,835 470,911 453,380 657,747 311,734 1,189,209 982,423 795,748 629,041 482,158 354,144 245,918

日本人の出生数
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外国人受入れの拡大が長期的な将来人口変動を通じて
公的年金財政に与える影響に関する人口学的研究

石井太・小島克久・是川夕・南英明・佐藤格・堀口侑

はじめに

わが国は現在、先進諸国の中でも極めて低い出生水準となっており、また、このような低水準
出生率の継続が見込まれることから、今後、恒常的な人口減少過程を経験するものと見られてい
る。さらにこれに加え、平均寿命は国際的にトップクラスの水準を保ちつつ、さらなる延伸が見
込まれ、少子化と長寿化が相俟って、他の先進諸国でも類を見ないほど急速に人口の高齢化が進
行するものと見られている。国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口（令和 5年
推計）」(国立社会保障・人口問題研究所 2023)によれば、2020年に 1億 2,615万人であった日
本の総人口は今後一貫して減少し、出生中位・死亡中位仮定によれば 2070年には 8,700万人ま
で減少すると見込まれる。また、65歳以上人口割合は 2020年の 28.6%から上昇を続け、同じく
出生中位・死亡中位仮定によれば 2070年には 38.7%と概ね４割の水準に到達することが見込ま
れるのである。
わが国ではこれまで、外国人人口受入れに関しては比較的保守的な政策を採ってきたことから、

これら少子・高齢化がもたらす問題の解決策としての外国人人口受入れに関する本格的な定量分
析が十分に行われてきたとは言い難い状況にある。このような分析を行った先行研究として、著
者らの一部は、複数の前提条件の下でシミュレーションを行った石井・是川 (2015)、また、外国
人介護労働者の受入れが将来の人口変動及び公的年金財政に与える影響を定量的シミュレーショ
ンにより評価した (石井他 2018)などの研究を行ってきた。本研究はこれらの先行研究を発展さ
せ、直近の令和 6年公的年金財政検証ベースでの評価を行うことを目的とするものである。

1. 先行研究と本研究の位置付け

移民は、通常、貧しい国から経済的に発展した国へ向かうことから、受入れ国における財政影
響がしばしば問題とされる。移入者は公的援助を必要としたり、子どもへの教育費用がかかるこ
とから、非移入者の税負担増を招くのではないかという議論がある一方で、高齢化を緩和し、年
金の負担を軽減するのではないかという議論もある。一般に、多くの移入者は負担をするととも
に受益もあることから、ネットでの財政影響が問題となる。このような外国人受入れに関して影
響評価を行った人口学分野での代表的な先行研究として Lee and Miller (1997) が挙げられる。
Lee and Miller (1997)では、移入者の受益・負担に関する年齢プロファイルを世代毎に推定し、
長期的な人口プロジェクションと組み合わせることにより、追加的移民に関する影響を評価して
いる。Lee and Miller (1997) の研究の対象は公的年金に限らず、全ての受益と負担であるが、長

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月

–139–



期的な人口シミュレーションを用いて移民の影響を評価するという点は本研究と共通している。
特に、年金財政への評価に関し、このようなアプローチはアクチュアリアル（年金数理的）な財
政影響評価法とも共通性があるものと考えられる。公的年金の財政をアクチュアリアルに評価す
るものの代表例は厚生労働省が行っている財政検証（旧財政再計算）(厚生労働省年金局数理課
2025)であるが、財政検証では将来推計人口を基礎データとして用いており (石井 2020)、人口
シミュレーションとの親和性が高い。
一方、わが国に外国人を受け入れとした場合の公的年金への影響に関する先行研究としては

様々な角度のものがあり、外国人の社会保障制度上の取扱いについて制度面からアプローチした
高藤 (2001)や、経済理論面からのアプローチしたものとして、公的年金と移民受入れに関して
移民の経済厚生格差への影響を評価した上村・神野 (2010)などが挙げられるが、本研究に関し
ては、シミュレーションやモデル等を活用した定量的な財政影響評価、特にアクチュアリアルな
アプローチを用いて財政影響評価を行ったものがより直接的な先行研究といえよう。
公的年金に関してその財政をアクチュアリアルに評価するものの代表例が財政検証であること

は先述の通りであるが、学術分野においても公的年金財政をアクチュアリアルなアプローチを用
いて評価した先行研究は多数存在する。山本 (2010b)はそれらに関する包括的なレビューを行っ
たものであるが、OSU モデルを提案した八田・小口 (1999)や財政検証のプログラムを応用した
山本 (2010a)や山本 (2012)などが代表的なものとして挙げられる。
本研究のより直接的な先行研究であり、筆者らが行ったものとして以下が挙げられる。まず、

公的年金財政への影響を念頭に、外国人の移入などを変化させた場合の長期的な将来人口の動向、
特に老年従属人口指数に与える影響を分析したものとして石井 (2008)があり、これをさらに具
体化し、わが国に外国人労働者を受け入れたとした場合の長期的な将来人口の動向をシミュレー
ションするとともに、その公的年金等に与えるマクロ的な財政影響を定量的に評価したのが石井
他 (2013)である。さらに国際人口移動に関してより幅広い選択肢を設定し、それらに対応する
外国人女性の出生パターンの違いを考慮して評価を行ったものが石井・是川 (2015)、介護労働者
の受入れを対象とし、諸外国の例などを参考に具体的なシナリオを設定して介護労働者の受入れ
が将来の人口変動及び公的年金財政に与える影響を定量的シミュレーションにより評価した石井
他 (2018)である。本研究はこれらの先行研究を発展させ、これまで行われていない直近の令和 6

年公的年金財政検証ベースで、外国人受入れ拡大が長期的な将来人口変動を通じて厚生年金の財
政に与える影響評価を行う研究と位置付けることができる。

2. 外国人労働者受入れシナリオの整理

2.1 外国人労働者受入れのメリットとデメリット

OECD加盟国（特に EU地域）では、外国人労働者の受け入れは、わが国の先を行く。その受
入れにはさまざまな仕組みがあり、EUでは域内の労働力移動は自由であるが、域外からの介護
労働者移動に対しては、国による受入れの仕組みに違いがある。また、カナダ、イスラエル、台
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湾では、それぞれ受入れの仕組みを整えている。例えば、台湾では高度職業人の受け入れの仕組
みがある一方で、「移工」（外籍労工）と呼ばれる外国人労働者の受け入れは、一時的な労働者と
しての受入れである*1。
外国人労働者を受け入れるメリットとして、まず「人材の確保」がある。その他に社会経済的

なメリットがあるが、また課題もある。Lamura et al. (2013)では、介護労働者を例に、マクロ
（国や国際社会）、メゾ（家族や介護事業所）、ミクロ（介護労働者）別にメリットと課題を論じて
いる。ただし、社会保障、特に医療や年金の社会保険財政に関する影響は明示されていない。そ
こで、この表に社会保障（年金財政を含む）に関するメリットやデメリットを加えたものが表 1

である。

表 1 介護労働者が国際移動することによるメリットと課題（対応のレベルと関係者別）

表 1をみると、マクロレベルでのメリットとして、受入れ国での介護労働者不足の解消や彼ら
の育成コストの節約、送り出し国にとっては、受入れ国で得た賃金の一部送金、送り出した介護
労働者が帰国した際の介護サービス水準の向上などが期待できる。社会保障に関する面では、受
入れ国での税や社会保険料の収入増加、特に年金財政における収入の増加や年金基金の積立金の
増加が期待できる。また送り出し国では、将来におけるかつての受入れ国からの年金受け取りが
期待できる (内需の維持)。一方で課題として、受入れ国では、彼らの社会への適応の支援の他、
介護技能のスキルアップや補充訓練のニーズがかえって大きくなる。それに加えて、社会保険未
加入に伴う、疾病時の医療費が自己負担になることによる受診抑制、年金未加入の結果としての
年金受給権が得られないことがあげられる。特に後者は、高齢期の貧困につながる。その一方で、
送り出し国での人材枯渇もある (特に送り出し国に戻らない場合)。これに加えて、受入れ国で不
況になったときに、外国人介護労働者が失業した場合に失業給付が増える、将来彼らが年金受給

*1 台湾の外国人労働者の受け入れにつぃて、特に介護分野に着目した分析は、小島 (2015a)、小島 (2015b)、小島
(2016)でまとめたところである。
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権を得ると年金の支出が増える、という課題も考えられる。
メゾレベル（家族や介護事業所）、ミクロレベル（個人）の両方を見ても、マクロレベルと関係

が深い内容でのメリットや課題がある。特に、外国に移住した介護労働者個人にとっては、高い
賃金、高度な介護技術の習得の他、将来の年金受給権を得ることができる。一方で、移住した先
での社会的な適応などの課題が考えられる。
このようなメリットや課題は、外国人介護労働者に限ったものではない。他の産業分野で外国

人労働者を受け入れた場合にもあてはまるものである。つまり、労働者が国際移動することには、
社会のさまざまなレベルで、メリットや課題が考えられ、マクロレベルを中心に社会保障、特に
年金財政への影響も考えられる（表 1）。

2.2 わが国で外国人労働者を受け入れる場合のシナリオ

2.2.1 外国人労働者受入れと外国人への社会保障の適用

わが国の社会保障制度は外国人にも適用される。つまり、１）国内の企業等に雇用される、２）
わが国の適正な在留資格があり、国内に住所を有している場合には、医療、年金、介護などの社
会保障制度の対象となる*2。つまり、外国人労働者としてわが国で就労、居住する場合、日本人
と同様に社会保険に加入して、収入などに応じた保険料を収める義務がある。一方、外国人が病
気やケガをした、高齢になるなどの条件を満たした場合、それぞれ医療保険、年金保険からの給
付を受ける権利がある。
このように外国人労働者を本格的に受け入れる場合、日本人と同様に医療や年金などの社会保

険に加入することとなり、またこれらの制度からの受給もある。そのため、その影響（特に保険
財政）は相当な規模であると考えられる。

2.2.2 外国人の受入れ拡大シナリオ

外国人の受入れ拡大が年金財政に与える影響に関するシミュレーションを行う場合、政策的に
受け入れる外国人労働者や、彼らが帯同・呼び寄せを行う家族がどのような人々（性、年齢）で
あるかを設定する必要があるが、本研究では、現在受け入れている外国人の状況をさらに拡大す
るという観点から、政策的に受け入れる外国人労働者については「日本の将来推計人口 (令和 5

年推計)」の外国人入国超過の性・年齢別分布を基礎として設定を行うこととした。また、家族の
帯同や長期的な呼び寄せを考慮するため、政策的に受け入れを行う外国人労働者は未婚者と有配

*2 外国人を雇用したときの社会保険の適用は、年金保険については、日本年金機構「外国人にかかる年金制度」
（https://www.nenkin.go.jp/service/learn/seidosetsumei.files/gaikoku2025.pdf、2026 年 3 月 27 日確認）
を参照。医療保険を含めた外国人を雇用したときの説明は日本年金機構 web サイト「外国人従業員を雇用した
ときの手続き」（https://www.nenkin.go.jp/service/kounen/tekiyo/hihokensha1/gaikokujinkoyou.html、
2026 年 3 月 27 日 確 認 ）を 参 照 。外 国 人 住 民 へ の 社 会 保 険 の 適 用 に つ い て の 公 的 な 機 関
に よ る 説 明 の 例 は 、千 葉 市「 外 国 人 の み な さ ん 　 国 民 健 康 保 険 の こ と を 知 っ て く だ さ い 」
（https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/iryoeisei/hoken/documents/202502nihongo.pdf、2026年 3月
27日確認）がある。
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偶者が半数ずつであるとし、有配偶者については帯同・呼び寄せによってその配偶者及び子が同
時に入国するものとした。
また、年金制度への加入は雇用形態により異なってくる。大まかに言えば正規雇用の場合は厚

生年金、非正規雇用の場合は国民年金となることから、シミュレーションのための外国人労働者
の就業形態と年金加入のオプションとして、(1)正規雇用で厚生年金に加入、(2)非正規雇用で国
民年金に加入、のふたつが考えられる。石井・是川 (2015)では、全て厚生年金で受け入れるケー
スと、全て国民年金で受け入れるケースを想定したが、厚生年金の所得代替率への影響としては
全て厚生年金で受け入れるケースが最も大きく、それ以外の場合はこれよりも小さいものとして
類推が可能であることから、本研究では政策的に受け入れる外国人は全て正規雇用で厚生年金に
加入するものとした。また、有配偶の外国人労働者に帯同または呼び寄せられる配偶者について
は、男性の外国人労働者の妻については国民年金 3号被保険者に、女性の外国人労働者の夫につ
いては厚生年金に加入するものとした。

3. シミュレーションの方法論

本節ではシミュレーションを行うための方法論について述べる。本研究で行うシミュレーショ
ンの全体構成は図 1に示すとおりであり、将来の人口シミュレーションを行う「人口ブロック」
と年金制度（厚生年金・国民年金）への評価を行う「年金ブロック」から成る。人口ブロックで
は、外国人受入れに関するシナリオ設定とともに、外国人人口の長期シミュレーションを実行す
る。年金ブロックでは、人口ブロックで推計された人口に基づき給付費推計を行い、全体の収支
計算を実行する。

出所：筆者作成

図 1 全体構成
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3.1 人口ブロック

外国人受入れに関する将来人口の変化については、国立社会保障・人口問題研究所 (2023)の
「日本の将来推計人口」（令和 5年推計）の仮定値及び推計結果を利用し、これにさらに以下のよ
うな前提の下に外国人労働者を政策的に受け入れたとして将来人口の仮想的シミュレーションを
実行した。
政策的に受け入れる外国人労働者数は、2025年以降、2040年まで毎年 13.6万人 (136,209人)

と 33.6万人 (336,209人)の 2タイプとした*3。本研究では、「日本の将来推計人口（令和 5年推
計）」(出生中位・死亡中位仮定)に基づく推計を基本ケースと呼び、13.6万人を受け入れるシミュ
レーションをタイプ 1、33.6万人を受け入れるものをタイプ 2と呼ぶ。
また、2041年以降は令和 5年推計と同様に、2040年における男女別・年齢別入国超過率を一

定とした。この受け入れ人数に基づき、令和 5年推計における男性割合 (49.8%)及び外国人入国
超過年齢分布を利用して、性・年齢別内訳を推計した。ただし、外国人入国超過年齢については、
18歳以上に限定するとともに、ネットでの純移入が負、すなわち出国超過となる年齢については
0を仮定して、年齢合計が 1となるように正規化を行った。このシミュレーションをケース Aと
呼ぶ。
本研究では、これらの政策的な外国人労働者受け入れのみを対象としたケース Aとともに、受

入れ外国人の家族帯同・形成及び出生行動による第２世代以降の誕生を考慮に入れたシミュレー
ション (ケース B)も実行した。ケース Bでは、政策的に受け入れを行った外国人労働者の配偶
関係について、男女ともそれぞれ未婚・有配偶が半数ずつであり、有配偶者についてはその配偶
者及び子とともに入国すると仮定した。
配偶者については、男性の政策的受け入れ外国人労働者については 2歳下の女性、女性につい

ては 2歳上の男性が同時に入国するとし、子どもについては、各年の政策的受け入れ外国人総数
に対し、令和 5年推計の外国人入国超過年齢分布の 18歳以上合計に対する 18歳未満の年齢別分
布を用いて入国人数を推計した。また、第 1世代の外国人女性の出生率は、令和 5年推計におけ
る外国人出生仮定を用いた。なお、ケース Bにおける政策受入れ有配偶男性外国人労働者の妻に
ついては有配偶者の出生率を適用するため、外国人出生率を女性の 50歳時未婚者割合 (0.8219)

で割ってインフレートして用いた。一方、第 2世代以降の出生率については日本人と同一水準に
なると考え、日本人出生率を用いた。

3.2 年金ブロック

年金の財政影響評価に当たっては、令和 6年財政検証システムを基本とし、これに外国人受入
れを拡大した場合の影響を評価できるようなモジュールを独自に開発して加えることによってシ

*3 令和 5 年推計の 2040 年までの毎年の入国超過数は 163,791 人で、300,000-163,791=136,209, 500,000-

163,791=336,209である。
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ミュレーションを実行した。
本研究では、図 1で示したとおり、人口ブロックで推計された外国人人口に基づいて外国人被

保険者数およびこれに対応する給付費を推計し、基礎年金拠出金・国庫負担推計及び国民年金・
厚生年金収支計算にこれらを投入することによって公的年金への財政影響を評価している。これ
により、財政検証と整合的かつ制度に忠実にシミュレーションを行うことが可能となっている。
令和 6 年財政検証では長期的な経済前提について標準的なケースを置かず、高成長実現ケー

ス、成長型経済移行・継続ケース、過去 30年投影ケース、１人当たりゼロ成長ケースの 4通り
の複数のケースを前提とすることにより、財政検証の結果について幅を持って解釈できるように
されている。本研究での公的年金財政影響評価も、経済前提によって結果は異なるものとなりう
ることから、本来は財政検証同様複数ケースを設定してすることが望ましい。しかしながら、本
研究では外国人受入れ拡大による財政影響の一つの指標として厚生年金の所得代替率を用いるた
め、その変化が観察しやすい「過去 30年投影ケース」(物価上昇率:0.8%, 賃金上昇率 (実質<対物
価>):0.5%, 運用利回り (実質<対物価>):2.2%)を基本ケースとし、これに基づいて外国人受入れ
に関する財政評価を行うこととした。
次に、シミュレーションにおける年金制度上の取り扱いについて述べる。現在の年金制度にお

いては、短期に滞在した外国人に対しては国民年金、厚生年金から脱退一時金を請求することが
できる。また、保険料の二重負担防止及び年金加入期間の通算の観点から、外国との間で社会保
障協定が締結されており、現在、24 ヶ国との間で発効している (2025 年 12 月現在)。このよう
に、現行法においては外国人の年金制度上の取扱いは日本人とは異なるものとなっている。これ
まで、わが国では国際人口移動の水準が低く、また定住化する者もそれほど多くなかったと考え
られ、日本での一定期間の滞在後帰国し脱退一時金を受け取ることで年金制度上の影響もほとん
ど考慮する必要がなかったと考えられる。しかしながら、本研究で評価を行おうとしているのは、
より本格的に外国人労働者を受け入れ、かつ、彼らが定住化し、家族形成などを行ったとした場
合の影響についてであり、本研究においては、受け入れた外国人は年金制度上日本人と全く同じ
取扱いをするという前提を置いている。
具体的な年金制度への適用については、2.2.2節において述べた通り、政策的に受け入れる外国

人労働者は全て厚生年金適用となることを仮定した*4。また、配偶者として入国する男性につい
ては厚生年金適用に、女性については国民年金 3号被保険者になるものとし、第２世代以降につ
いては全て厚生年金適用となるものとしてシミュレーションを実行した。
厚生年金のシミュレーションには、受け入れた外国人労働者とその配偶者、及び第２世代以降

の者に関する賃金プロファイルについての仮定が必要となるが、第 1世代に対しては、実績を踏
まえ、賃金構造基本統計調査の高卒と大卒のデータの平均で設定し、第２世代以降については、
厚生年金の賃金プロファイルを用いた。

*4 受入れ外国人等のうち、厚生年金には 18～64歳を適用対象とした。
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4. 結果と考察

4.1 人口ブロック
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図 2 総人口の見通し

本節では、シミュレーションの結果とその考察について述べる。まず、総人口のシミュレー
ション結果を示したものが図 2である。
基本ケース (実線)で 2020年に 1億 2,615万人であった総人口は、2070年に 8,700万人、2120

年には 4,973万人まで減少するものと見込まれる。これは、2070年の総人口が 2020年の約 7割
(69.0%)、2120年には約 4割 (39.4%)まで減少することを示しており、今後、わが国は急速な人
口減少を経験すると見込まれることが理解できる。
一方、政策的な外国人労働者受入れのみを仮定したケース Aの結果を見ると、2040年まで毎

年 13.6万人の受入れを前提とするタイプ 1(点線)では、2070年の総人口は 9,248万人、2120年
は 5,512万人と、基本ケースに比べてそれぞれ 548万人、539万人の増加となっているが、総人
口の対 2020 年比は 2070 年で 73.3%、2120 年では 43.7% であり、それぞれ 2020 年の約 7 割、
約 4割という流れを大きく変えるものとはなっていない。これに対し、2040年まで毎年 33.6万
人の受入れを前提とするタイプ 2(破線)では、2070年の総人口は 1億 52万人、2120年は 6,303

万人と、基本ケースに比べてそれぞれ 1,353万人、1,330万人の増加であり、総人口の対 2020年
比は 2070年で 79.7%、2120年では 50.0%と、2020年対比でそれぞれ約 8割、約 5割となり、
人口減少の速度がやや緩和されている。
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一方、受入れ外国人の家族帯同・形成及び出生行動による第２世代以降の誕生を考慮に入れた
ケース B では、人口減少のスピードはケース A よりも緩やかなものとなる。タイプ 1(+ 印の
マーカー) では、2070 年の総人口は 9,892 万人、2120 年は 6,743 万人と、基本ケースに比べて
それぞれ 1,193万人、1,770万人の増加となり、総人口の対 2020年比も 2070年に 78.4%、2120

年に 53.5% と、2020 年対比でそれぞれ約 8 割、約 5 割であるケース A のタイプ 2 と同程度ま
で人口減少の速度が緩やかなものとなっている。さらに、タイプ 2(×印のマーカー)では、2070

年の総人口は 1 億 1,644 万人、2120 年は 9,342 万人と、基本ケースに比べてそれぞれ 2,944 万
人、4,369 万人の増加であり、2070 年には 2020 年の 9 割以上 (92.3%)、2120 年でも約 4 分の
3(74.1%) の規模を保っており、家族帯同や第 2 世代以降の誕生が長期的な総人口の動向に及ぼ
す影響が大きいことが理解できる。
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図 3 老年従属人口指数の見通し

次に、公的年金財政に大きく影響を与える老年従属人口指数（20～64歳人口に対する 65歳以
上人口の指数）をみてみよう（図 3）。基本ケースで 2020年に 0.519であった老年従属人口指数
は概ね上昇基調で推移し、2070年に 0.795、2120年において 0.858まで上昇する。これに対し、
政策的な外国人労働者受入れのみを前提としたケース Aの結果を見ると、タイプ 1(点線)では老
年従属人口指数は基本ケースよりやや低いスピードで上昇するが、2050年代に一旦低下する。そ
の後再び上昇に転じ、2070年には 0.725と基本ケースよりも 0.070ポイント低くなっているもの
の、その後両者の乖離は次第に縮小していき、2100 年頃には基本ケースと同程度まで上昇して
2120年に 0.863となる。タイプ 2(破線)でもタイプ 1と同様、基本ケースよりも低いスピードで
上昇し、2050年代に一旦低下するが、基本ケースとの乖離はタイプ 2の方がタイプ 1よりも大

–147–



きく、2070年の老年従属人口指数は 0.645と基本ケースよりも 0.150ポイント低い。しかしなが
ら、その後、タイプ 2 の老年従属人口指数はタイプ 1 よりも急速に上昇し、タイプ 1 と同様に
2100年頃には基本ケースとの乖離はほぼなくなって、2120年に 0.869まで上昇する。このよう
に、政策的な外国人労働者受入れを仮定しつつも家族帯同や第 2世代以降の誕生がないとした場
合、基本ケースに比べて総人口の減少スピードは緩和されるが、老年従属人口指数は一旦は低く
なるものの、長期的には引き下げ効果が弱まり、概ね 100年後には基本ケースとの乖離がほぼ消
滅する。
一方、ケース Bでは、受入れ外国人の家族帯同・形成及び出生行動によって、老年従属人口指

数が基本ケースよりも低い状態が長期的に維持される。タイプ 1(+印のマーカー)では 2070年
の老年従属人口指数は 0.673と基本ケースより 0.122ポイント低いものの、ケース Aのタイプ 2

よりは高いものとなっている。ところが、その後ケース Aの老年従属人口指数が急速に上昇して
いくのに対して、ケース Bでは上昇はするものの、その速度はより遅いものとなっていて、2120

年では 0.778と基本ケースよりも 0.080ポイント低い。タイプ 2(×印のマーカー)では引き下げ
効果はより大きく、老年従属人口指数は、2070年で 0.555と基本ケースよりも 0.0150ポイント
低く、2120年では 0.720と基本ケースよりも 0.138ポイント低いものとなっている。

Population Pyramid (2070年)
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図 4 人口ピラミッド (2070年)

Population Pyramid (2120年)
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図 5 人口ピラミッド (2120年)

このような違いが生じることについて、より詳細に人口ピラミッドで観察してみよう。図 4、
図 5は、それぞれ 2070年、2120年の各ケース・タイプの人口ピラミッドを示したものである。
2070年を見ると、20～64歳の生産年齢人口の領域において、外国人受入れを行った場合に人口
数が増加しているのに対して、65歳以上の老年人口の領域ではまだ大きな差が生じていないこと
がわかる。これが 2070年時点においては、どのケース・タイプにおいても、老年従属人口指数
が基本ケースに比べて低下する傾向が見られる理由である。
一方、2120年の人口ピラミッドでは、老年人口の領域においても基本ケースに比べて人口数が

増加していることがわかる。ただし、ケース A では第 2 世代以降の誕生による年少人口領域で
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の人口の増加がないことから、生産年齢人口の年齢構成が基本ケースを相似拡大したような形状
となっているのに対し、ケース B では年少人口領域での人口増加によって、生産年齢人口が基
本ケースよりも若い年齢構成となっている。このことによって、ケース Bではケース Aと異な
り、長期にわたって老年従属人口指数が基本ケースよりも低い状態が維持可能となっているので
ある。
このように、外国人受入れの拡大は、短期的には生産年齢人口の増加を通じて老年従属人口指

数を低下させる効果があるものの、外国人の出生行動による第 2世代以降の誕生がない場合、受
け入れた外国人が高齢化し、老年従属人口指数は長期的には基本ケースと同程度まで上昇するこ
ととなる。一方、第 2 世代以降の誕生を仮定した場合には、将来的な生産年齢人口の若年化に
よって、老年従属人口指数は低く保たれることとなるのである。
しかしながら、この人口ピラミッドを見ると、ケース Bのように老年従属人口指数を低く維持

するためには、外国人やそこから誕生する第 2世代以降が総人口に占める割合をかなり高めるこ
とが必要であることがわかる。基本ケースであっても、外国人が総人口に占める割合は 2020年
の 2.2% から 2070 年には 10.8%、2120 年には 17.1% と 2 割弱まで上昇していくことが見込ま
れている。そこで、これにさらに政策的に受け入れた外国人と、その外国人から出生する第 2世
代以降を加えた割合を見ると、2070年ではケース Aでタイプ 1が 16.1%、タイプ 2が 22.8%、
ケース Bでタイプ 1が 21.5%、タイプ 2が 33.3%となっている。2120年にはこれらの割合はさ
らに上昇し、ケース Aでタイプ 1が 25.2%、タイプ 2が 34.6%、ケース Bでタイプ 1が 38.9%、
タイプ 2 が 55.9% となる。従って、特に老年従属人口指数を長期的に低く維持可能なケース B

を実現するためには、2120年に向けて、外国人やその第 2世代以降が総人口に占める割合を、タ
イプ 1の受入れでは概ね 4割、タイプ 2の受入れでは半数以上まで高めていくことが必要となる
のである。

4.2 年金ブロック

次に、公的年金に関する財政影響評価の結果について述べる。公的年金被保険者数の見通しに
ついて示したものが図 6である。
ここで、太線で示されているのが公的年金被保険者全体の見通しである。基本ケース (実線)で

は 2025年に 67.0百万人となっているが、それ以降、減少基調となっており、2070年には 42.5

百万人、2120年には 23.6百万人まで減少している。
これに対し、政策的な外国人労働者受入れのみを前提としたケース Aでは、タイプ 1(点線)で

は、公的年金被保険者数は 2070年には 47.4百万人、2120年には 26.4百万人まで減少し、タイプ
2(破線)では 2070年には 51.6百万人、2120年には 30.6百万人まで減少する。一方、ケース B

の公的年金被保険者数はタイプ 1ではやはり減少基調で推移し、2070年には 51.6百万人、2120

年には 33.3百万人まで減少する。タイプ 2では 2050年代に一旦増加するものの、その後は減少
に転じ、2070年に 64.8百万人、2120年に 47.4百万人となる。
一方、図 6の下の方に灰色の線で示されているのが第 1号被保険者数、長破線で示されている

–149–



のが第 3号被保険者数であり、第 1号被保険者については全てで共通、第 3号被保険者について
はケース Bにおいて基本ケースと差があるものの、その差は大きいものではないことがわかる。
したがって、各ケース・タイプの基本ケースとの違いの大部分は、細線で示された厚生年金被保
険者数の違いによるものであることがわかる。

図 6 公的年金被保険者数の見通し

次に、厚生年金の最終的な所得代替率による財政影響評価結果について述べる。本研究におい
て基本ケースとした令和 6年財政検証の「過去 30年投影ケース」においては、2024年に 61.2%で
あった厚生年金の所得代替率は最終的に 50.4%となる。その内訳は報酬比例部分（以下「比例」）
24.9%、基礎年金部分（以下「基礎」）25.5%であり、マクロ経済スライドによる給付水準調整の
終了年度は、比例 2026年度に対し、基礎 2057年度となっている。
これに加え、外国人受入れの各ケース・タイプに基づく厚生年金の所得代替率を含めてグラフ

に示したものが図 7である。まず、ケース Aでの所得代替率は、タイプ 1で 53.8%と基本ケー
スに比べて 3.4%ポイントの上昇、タイプ 2で 57.5%と 7.1%ポイントの上昇となっている。報
酬比例部分についてはタイプ 1,2とも調整がないことから、上昇はほぼ基礎年金部分によるもの
となっており、調整終了年度はタイプ 1が 2049年度、タイプ 2が 2043年度となる。
一方、ケース Bでの所得代替率は、タイプ 1で 56.8%と基本ケースに比べて 6.5%ポイントの

上昇、タイプ 2で 61.2%と 10.8%ポイントの上昇となっている。調整終了年度は、タイプ 1で
2043年度であるが、タイプ 2では基礎年金についても調整がなくなっている。
このように、外国人受入れを拡大した場合、基礎年金部分の所得代替率の上昇が見込まれるこ

とがわかるが、この結果では報酬比例部分の調整がないことから、厚生年金の収支計算上、積立
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図 7 所得代替率の見通し

比率が限りなく上昇していく見通しとなっている。また、ケース Bのタイプ 2では基礎年金部分
についても調整がなくなっていることから、厚生年金のみならず、国民年金の収支計算において
も積立比率が限りなく上昇する見通しとなっている。このように積立比率が限りなく上昇するよ
うな場合では、外国人受入れ拡大による財政影響があったとしても所得代替率には変化が現れな
いことから、財政影響の全体像を示したことに必ずしもなっていないという問題点がある。
そこで、各ケース・タイプが厚生年金財政に与える影響の全体像を見る観点から、マクロ経済

スライドによる給付調整を行う前の厚生年金の賦課保険料率の見通しを観察することとする。図
8は、各ケース・タイプに対応した賦課保険料率 (マクロスライド調整前)の見通しを示したもの
である。
基本ケース (実線)では、2025年度に 18.3%であった賦課保険料率はしばらく一貫して上昇し、

2080年代半ばに 29.0%でピークを迎えた後、横ばい傾向で推移しながら 2120年に 29.5%とな
る。これに対し、政策的な外国人労働者受入れのみを前提としたケース Aの結果を見ると、タイ
プ 1(点線)では賦課保険料率は基本ケースよりやや低いスピードで上昇するものの、2050年代に
一旦横ばいで推移する。その後再び上昇に転じ、2080年代半ば以降はややスピードを緩めつつも
一貫した上昇傾向で推移し、2120年には 29.2%と基本ケースとほぼ同水準まで上昇する。タイ
プ 2(破線)でもタイプ 1と同様、当初は基本ケースよりも低いスピードで上昇するが、2050年代
に一旦低下し、一時的に 20% を下回って基本ケースとの乖離が大きくなるものの、その後基本
ケースとの乖離を縮小させながら急速に上昇し、2120年には 29.0%と、タイプ 1と同様に基本
ケースとほぼ同水準まで上昇する。
一方、ケース Bの賦課保険料率はケース Aと異なり、一貫して基本ケースよりも低く推移す
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図 8 賦課保険料率（マクロスライド調整前）の見通し

る。タイプ 1(+印のマーカー)では当初はケース Aのタイプ 1とタイプ 2の間の水準で推移し、
2050 年代に一旦低下した後に上昇に転じるが、そのスピードはケース A よりも緩やかであり、
2080年代初頭にはケース A・タイプ 2を下回ってその後はさらに上昇スピードを緩めて推移し、
2120 年には基本ケースよりも 3.5% ポイント低い 26.0% となる。タイプ 2(×印のマーカー) で
は当初緩やかに上昇した後、2040年代から大きく低下し、2060年代半ばには 17%代まで低下す
る。その後、2080年代まではやや速いスピードで上昇するが、その後は上昇のスピードが緩やか
となって、2120年には基本ケースよりも 5.8%ポイント低い 23.7%となる。
また、この賦課保険料率の動向は、図 3の老年従属人口指数の動向とよく似ていることがわか

る。老年従属人口指数においても、ケース Aでは外国人の受入れ拡大によって短期的に指数が低
下するものの、長期的には基本ケースとの乖離が消滅していく一方で、ケース Bでは長期的にも
基本ケースとの乖離が維持されていたが、この動向は賦課保険料率でも全く同様であることが観
察される。したがって、厚生年金への財政影響についても、外国人受入れの拡大は、短期的には
賦課保険料率を低下させる効果があるものの、外国人の出生行動による第 2世代以降の誕生がな
い場合、受け入れた外国人が高齢化して受給世代に回ることから、長期的には基本ケースとの乖
離は消滅し、財政影響はなくなっていくこととなる。一方、第 2世代以降の誕生を仮定した場合
には、将来にわたって、基本ケースよりも低い賦課保険料率が保たれ、厚生年金にプラスの財政
影響をもたらすこととなるのである。
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おわりに

本研究では、外国人受入れ拡大が長期的な将来人口変動を通じて厚生年金の財政に与える影響
について、令和 6年公的年金財政検証ベースで評価を行った。
本研究の結果によれば、政策的な外国人労働者受入れや、受入れ外国人の家族帯同・形成及び

出生行動によって人口減少の速度は緩和されるが、公的年金財政に大きく影響を与える老年従属
人口指数については、外国人受入れの拡大が短期的には生産年齢人口の増加を通じて老年従属人
口指数を低下させる効果があるものの、外国人の出生行動による第 2 世代以降の誕生がない場
合、受け入れた外国人が高齢化し、老年従属人口指数は長期的には基本ケースと同程度まで上昇
することとなった。一方、第 2世代以降の誕生を仮定した場合には、将来的な生産年齢人口の若
年化によって、老年従属人口指数が低く保たれることが明らかとなった。
また、このような長期の人口動向の変化が厚生年金財政に与える影響として、厚生年金の最終

的な所得代替率は、外国人受入れの拡大がもたらす基礎年金部分の所得代替率の上昇によって高
いものとなることが明らかとなった。しかしながら、報酬比例部分では調整がないこと、また、
ケース B のタイプ 2 では基礎年金部分についても調整がないことなどから、財政影響を賦課保
険料率 (マクロスライド調整前) で評価したところ、その動向は老年従属人口指数の動向と類似
しており、外国人の受入れを拡大しても出生行動による第 2世代以降の誕生がない場合、受け入
れた外国人が高齢化して受給世代に回ることから、長期的には基本ケースとの乖離は消滅し、財
政影響はなくなっていく一方、第 2世代以降の誕生を仮定した場合には、将来にわたって、基本
ケースよりも低い賦課保険料率が保たれ、厚生年金にプラスの財政影響をもたらすことが明らか
となった。
しばしば、外国人労働者受入れに関する議論は、当面の労働力不足を補うだけの短期的視点で

行われることがあるが、本研究による老年従属人口指数と賦課保険料率の相似関係に見られたよ
うに、公的年金への財政影響は長期的な人口動向の変化に大きく影響を受ける。すなわち、受け
入れた外国人は将来、高齢化して年金受給者に回る一方、家族呼び寄せや出生行動等は新たな年
金の支え手を生み出す原動力ともなる。このように、外国人労働者受入れの問題は人口問題でも
あって、長期的な視点に立って考えることが求められる。特に、外国人受入れに関する公的年金
への影響評価にあたっては、本研究で考察を行ったような長期的かつ定量的な評価を行うことが
具体的な施策の議論にとって極めて重要であるといえよう。
なお、本研究では外国人労働者受入れの拡大の影響について、公的年金に対して将来人口が与

えるインパクトの評価を対象として行ったが、外国人の受入れについては年金だけではなく、教
育や治安の問題、また、文化的側面など、多様な角度からの議論も必要である。本研究は、その
ような様々な観点からの議論を行うための一つの視点として、これまで十分に行われてこなかっ
た定量的な長期シミュレーション結果を研究成果として提示したものである。今後の外国人労働
者の受入れに関する政策議論にあたって、本研究で提示したシミュレーション結果が活用され、
人口学的な視点を踏まえた、長期的かつ幅広い観点からの定量的な議論が行われることを望むも
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のである。
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新型コロナ禍での家族介護負担の変化－国民生活基礎調査の分析結果から－ 

小島克久 

１．はじめに 

新型コロナ感染症の広がりは、わが国の社会経済にさまざまな影響を与えた。社会保障分

野の中から、介護分野を例にすると、訪問、通所系の介護事業所が一時休止することで、介

護サービスが利用できなくなるといった影響を受ける。その場合、介護事業者が担っていた

介護を、家族の誰かが担うことになる。その結果、家族の介護負担が増えることが考えられ

る。例えば、菅原（2022）では、新型コロナの影響を要介護認定、介護サービス提供などの
側面からまとめている。特に。新型コロナ感染拡大の第一波の間に通所・訪問介護部門で利

用控えがおき、女性による家族介護による代替が行われていたことを示唆している。また、

Nakamoto et al. (2022) では、2020年 8～9月に実施のインターネット調査のデータから、
56.7%の家族介護者が介護負担の増加あることなどを明らかにしている。 
本研究事業の 2024 年度の報告書では、厚生労働省『国民生活基礎調査』（介護票）の公

表済み集計表を用いて、新型コロナ前後（2019 年と 2022 年）の家族介護の状況の変化を
分析した。その結果として、以下の 2点を明らかにした。 
① 新型コロナの中、介護サービス利用者数は増加している一方で、2019年から 2022年
にかけて、家族介護の負担増が見られる。新型コロナの間に介護サービスの利用を完

全にやめたのではなく、一時的に止めるなどの対応があったと考えられるが、その変

化を補うために、家族介護の負担が増えたと考えられる。

② その影響は一様ではなく、要介護者の年齢階級では 85 歳以上を除く後期高齢者を中
心に、それより若い年代の要介護者で家族介護者の負担が増えている。また、より少

人数世帯の要介護者の介護のための家族の負担も増えている。特に、後者は世帯員数

が少ないため、同居家族からのサポートが期待できない場合が多い。

公表済の政府統計だけを使った分析でも、上記のような家族介護者の負担増加という影

響を明らかにすることができた。しかし、介護負担が増えた家族介護者の属性のより精緻な

特定にまでは至っていない。 
本稿ではこのような問題意識のもと、厚生労働省『国民生活基礎調査』の個票データを用

いた、家族介護負担の状況、特に新型コロナ前後での家族介護負担が重くなった要介護高齢

者、家族介護者の属性を明らかにすることを目的とした分析を行った。 

２．使用データと分析方法 

（１）使用データ 
分析に用いたデータは、厚生労働省『国民生活基礎調査』（介護票、世帯票、健康票）の

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））
「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」
課題番号23AA2005（研究代表者 小池司朗）
令和７年度 総括研究報告書　令和�(202�)年3月
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個票データである。この調査は、全国の世帯や世帯員を対象に、「保健、医療、福祉、年金、

所得等国民生活の基礎的事項を調査し、厚生労働行政の企画及び運営に必要な基礎資料を

得るとともに、各種調査の調査客体を抽出するための親標本を設定すること」を目的として

毎年行われている1。ただし今回の分析では介護票の個票データを必要とし、これは 3年に
一度の大規模調査に限られる。そこで、大規模調査年の 2016年、2019年、2022年の個票
データを用いた。2019年と 2022年が新型コロナの時期をはさむ形となる2。 
調査の規模を 2022年の調査で見ると、全国の世帯及び世帯員を調査対象とし、世帯票及

び健康票については、2020年国勢調査区のうち後置番号 1及び 8から層化無作為抽出した
5,530地区内のすべての世帯（約 30万世帯）及び世帯員（約 67万 4千人）を対象とした。
介護票については、前記の 5,530 地区内から層化無作為抽出した 2,500 地区内の介護保険
法の要介護者及び要支援者（約 7千人）を対象としている。 
調査項目は世帯主および世帯員の属性や就業状況、5月中の家計総支出額など（世帯票）、

自覚症状、通院、日常生活への影響、健康意識など（健康票）、介護が必要な者の性別と出

生年月、要介護度の状況、介護サービスの利用状況、家族などと介護事業者による主な介護

内容など（介護票）である。 
調査方法として、調査員が配布した調査票に世帯員が自ら記入し、後日、調査員が回収す

る方法により行った。ただし、一部の都府県については、調査員により回収する方法に代え

て、政府統計共同利用システムのオンライン調査システムによる提出も可能とした。さらに、

面接できたものの、調査員が回収することが困難な場合についても郵送にて調査票を回収

する方法も用いられている。調査対象世帯数は、世帯票と健康票で 29万 9,772世帯、介護
票で 7,176人であった。これに対して有効回収数（回収されたもののうち、集計不能なもの
を除く）はそれぞれ、20万 3,819世帯、5,499人であった。 
本研究では、2016年、2019年、2022年の介護票の有効回収票のうち 65歳以上の者につ

いて、世帯票と健康票をマッチングさせた。そして、主な介護者が同居の家族介護者である

場合について、同居家族介護者の世帯票、健康票をマッチングさせた。次に述べる被説明変

数、説明変数のすべてで不詳がないデータを分析対象とした。その結果、分析対象者数は、

2016年が 2,392人、2019年が 2,192人、2022年が 1,665人であった。 
 
 

 
1 この調査の概要は以下の厚生労働省 webページを参照。 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/20-21tyousa.html#anchor02 
（2025年 11月 13日確認） 
2 国民生活基礎調査の個票データの利用は、統計法第 33条および厚生労働省がこの法律に
基づいて定めた規則に基づいて行った利用申出とその承諾に基づいて、2024年度に行った
ものである。本論文では、2025年度にその解析結果を用いて行った分析結果をまとめたも
のである。この個票データには、世帯や個人を識別する変数の中に、直接に世帯や個人を

特定できる情報は含まれていない。そのため、個票データ利用の上で懸念される、個人情

報の流出、毀損などを含む倫理上の問題は発生しなかった。 
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（２）分析方法 
(a)分析モデルの概要とデータ整備 
 本研究で用いた分析モデルは、家族介護者の負担を被説明変数に、要介護高齢者、同居家

族介護者の属性などを説明変数として用いた、順序ロジットモデルである。被説明変数と説

明変数の詳細は以下の通りであるが、要介護高齢者の説明変数として、性、年齢、配偶関係

の他、要介護の主な原因、認知症での通院、介護サービス利用、健康状態などの変数を採用

した。同居家族介護者の説明変数として、性、年齢、配偶関係の他、仕事の有無、健康状態

などを採用した。 
 要介護高齢者のデータ（介護票、世帯票、健康票）と同居家族介護者のデータ（世帯票、

健康票）をマッチングする必要がある。まずマッチングは要介護高齢者、同居家族介護者そ

れぞれに、介護票（要介護高齢者のみ）、世帯票、健康票のマッチングを行った。次に、要

介護高齢者と同居家族介護者のデータのマッチングを行った。要介護高齢者のデータには、

主な介護者が同居家族である場合には、その世帯番号を記載する設問がある。また、同じ世

帯にいるので、都道府県、地区番号、単位区番号、世帯番号が同じである。そこで、要介護

高齢者と同居家族介護者のデータを、都道府県、地区番号、単位区番号、世帯番号、同居家

族介護者の世帯員番号をキーとしてマッチングを行った。 
 
(b)被説明変数―家族介護者が担い介護の場面数― 
 本研究で用いた分析モデルでの被説明変数を以下の通りに設定した。 
被説明変数として、「家族介護者だけで担う介護場面数のカテゴリー」（以下、家族介護場

面数カテゴリー）である。国民生活基礎調査では、介護の種類（洗顔、口腔清潔など 16種
類）別に3、誰が介護を担っているかを調査している。具体的には、事業者、主な介護者、

他の介護者になるが、主な介護者または他の介護者のみの場合を家族介護者だけによる介

護とした。家族介護者だけによる介護場面数は 0 から 16 までの範囲となる4。これをもと

に、介護事業者を含めた誰かが介護をしている場合と、家族介護者だけで介護を担っている

場合の介護場面数種類の平均と標準偏差を求めた。その結果は表 1 の通りである。これを
もとに、家族介護者だけで担っている介護場面数のカテゴリーとして、0、平均まで（介護
場面数 1～3）、平均＋標準偏差まで（介護場面数 4～7、ただし 2016年は 8）、平均＋標準
偏差以上、の 4つを設定した。 

 
3 具体的には、洗顔 、口腔清潔、身体の清拭、洗髪、着替え、入浴介助、体位交換・起
居、排せつ介助、食事の準備・後始末（調理を含む）、食事介助、服薬の手助け、散歩、

掃除、洗濯、買い物、話し相手、である。 
4 この変数が 0であるからといって、要介護度が低い、家族は何もやっていないというわ
けではない。重度の要介護者に対して、介護事業所が主介護者である場合、家族はこの調

査で挙げられていない場面で要介護高齢者の介護を担っている可能性がある。 
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(c)説明変数―要介護高齢者および家族介護者の属性― 
 この分析モデルで用いる説明変数について、要介護高齢者および家族介護者の属性を設

定した。これらは、変数同士の相関が有意に大きくならないもの（5％有意水準で 0.4に達
しない）を設定した。具体的な変数の内容などは記述統計をまとめた表 2 のとおりである
が、主な内容は以下のとおりである。 
まず、要介護高齢者の属性として最も基本的な属性として、男女、年齢、配偶関係を設定

した。男女については女性を 1、男性を 0とした「女性ダミー」を設定した。年齢は 65歳
から始まる年齢各歳の値をそのまま用い、その二乗も説明変数として加えた。これにより、

要介護高齢者に対する家族介護だけで担い場面数が年齢とともにどのように変化するのか

を二次関数で明らかにすることができる。配偶関係は、配偶者なしを 0、配偶者ありを１と
した「配偶者ありダミー」である。 
要介護状態に関する変数を以下の通り設定した。要介護状態は、要介護度（要支援 1,2お

よび要介護 1から 5の 7段階）をもとに軽い要支援 1を 1に、最も重い要介護 5を 7に設
定した。「国民生活基礎調査」の介護票では、「要介護の理由（および主な理由）」を調査し

ている。その中から主な理由として、認知症と脳血管疾患を選び、それぞれが要介護の主な

理由になっている場合は 1、そうでない場合は 0を設定とした。 
この調査の健康票では、通院の状態を調査している。要介護の主な理由でも採用した認知

症について、その通院の有無を変数とした。認知症での通院がある場合は 1、そうでない場
合は 0とした。 
介護票では、介護サービスの利用状況を調査している。具体的には、介護保険からの給付

である、「訪問系サービス」、「通所系サービス」、「短期入所系サービス」、「居住系サービス

（グループホーム）」、「小規模多機能型サービス等」、の他、「配食サービス」、「外出支援サ

ービス」、「寝具類等洗濯乾燥消毒サービス」の 8種類である、利用があるサービスの数をカ
ウントした。よって変数の範囲は 0から 8までである。 
健康票では健康意識と心の状態を調査している。健康意識は回答者自身による主観的な

評価であり、「よい、まあよい、ふつう、あまりよくない、よくない」の 5段階である。そ
こで、この変数の内容をそのまま用いて、「よい」を 4、「まあよい」を 3、「ふつう」を 2、

2016年 2019年 2022年

平均 6.51 6.20 6.32
標準偏差 5.18 5.00 5.11
平均＋標準偏差 11.69 11.20 11.43
平均 3.90 3.68 3.81
標準偏差 4.20 3.98 4.15
平均＋標準偏差 8.10 7.66 7.96

誰かが介護

家族だけで介護

表1  介護場面数の平均など
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「あまりよくない」を 1、「よくない」を 0とした。こころの状態については「K6指標」を
設定した。具体的には、「神経過敏に感じましたか」などの 6つのこころの状態に関する質
問項目で、「いつも」から「たいてい」の 5段階の回答に点数をつけてそれを合計したもの
である。各項目の点数はこころの状態が良くないほど高く、最も良くない場合で 24、最も
良い場合で 0となる5。 
 次に同居家族介護者についても基本属性、健康状態などの変数を設定した。性、年齢と年

齢の二乗、配偶関係は、年齢の範囲を除いて要介護高齢者と同じである。同居家族介護者の

健康意識、こころの状態（K6指標）も要介護高齢者と同様に設定した。同居家族介護者の
変数として、仕事の有無、通院の有無を設定した。仕事の有無は、会社などの正社員を「正

規就業」として 0とし、パートやアルバイトなどを「非正規就業」として 1、自営や家族従
業者などを「その他仕事あり」として 2、仕事をしていない場合を「仕事なし」として 3と
した。通院はその理由を問わず、通院している場合を 1、そうでない場合を 0とした。 
 これらの説明変数についても不詳があるものは分析から外した。 
 
(d)モデル 
このようにして設定した被説明変数、被説明変数について計量分析を行った。被説明変数

である家族介護場面カテゴリーが 0から 3までの 4 段階であり、変数は正規分布しないと
考えられることから、順序ロジットモデルを用いた。説明変数として要介護高齢者、同居家

族介護者の変数を用いたモデルを 2本設定した。その違いは「要介護の主な理由（認知症）」
を「認知症での通院有無」に入れ替えたか否かの違いである。また、同居家族介護者の変数

だけを用いたモデルも 1 本設定した。よってモデルは 3 本設定した。これらを 2016 年、
2019 年 2022 年のデータについて適用し、係数を推計した。係数の推計にあたっては、こ
の調査の世帯票の抽出率をもとに設定された拡大乗数を用いた。推計された変数のうち、

5％水準で有意な係数を中心に、その大きさの変化を見ることで、新型コロナの前後で家族
介護負担が大きくなる（または小さくなる）要因を検討した。なお、解析ソフトは Stata18
を用いた。 
 

 
5 「K6指標」に関する詳細は野口（2011）を参照。 
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0.
58

3
0.
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41
65
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6

84
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65
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2
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年
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36
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24
4
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数
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66
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47
2

0
1

0.
66
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0.

47
2

0
1

0.
69
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0.

45
9

0
1
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テ
ゴ
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ー

2.
10

7
0.

91
5

0
4

2.
16

4
0.

93
6

0
4

2.
17

7
0.

91
7

0
4

整
数

4.
12

8
4.

51
3

0
24

3.
87

9
4.

23
0

0
24
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00

8
4.

43
8

0
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同
居
家
族
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護
者
の
健
康
状
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い
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ま
あ
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3
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つ
う
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ま
り
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く
な
い
=
1
、
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く
な
い
=
0
）

同
居
家
族
介
護
者
の
こ
こ
ろ
の
状
態
（
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、
0
～
2
4
）

説
明
変

数
（
同

居
家
族

介
護

者
）

同
居
家
族

介
護
者
の

基
本
属
性

同
居
家
族
介
護
者
の
仕
事
の
有
無
（
正
規
就
業
=
0
、
非
正

規
就
業
=
1
、
そ
の
他
仕
事
あ
り
=
2
、
仕
事
な
し
=
3
）

同
居
家
族
介
護
者
の
通
院
の
有
無
（
あ
り
＝
１
，
な
し
=
0
）

介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
数
（
0
～
8
種
類
）

健
康
状
態

要
介
護
の

主
な
理
由

通
院

家
族
介
護
者
だ
け
で
担
っ
て
い
る
介
護
場
面
の
数
の
カ
テ
ゴ

リ
ー
（
0
種
類
=
0
、
平
均
ま
で
=
1
、
平
均
+
標
準
偏
差
ま
で
=
2
、

平
均
+
標
準
偏
差
以
上
=
3
）

説
明

変
数

（
要
介

護
高
齢

者
）

基
本
属
性

要
介
護
度

サ
ン
プ
ル
数

2,
39

2
2,

19
2

1,
66

5

使
用
変
数

2
0
1
6
年

2
0
1
9
年

2
0
2
2
年

表
2 

 使
用
変
数
と
記
述
統
計
量
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（４）記述統計量 
これらの変数に関する記述統計は表 2 のとおりである。被説明変数、説明変数ともに不

詳がないサンプルを用いたので、サンプル数は、2016年で 2,392、2019年で 2,192、2022
年で 1,665である。 
被説明変数、説明変数のほとんどは二値変数、カテゴリー変数なので、それぞれ 0か 1の

値、またはカテゴリー数に応じた値の範囲をとる。ただし、要介護高齢者、同居家族介護者

の年齢は実際の年齢を用いたため、要介護高齢者では最小値は 65であり、最大値は調査年
によって異なるが 100 を超える。同居家族介護者の年齢も最小値は 18～22、最大値は 94
～96と非常に幅が広い。こころの状態は 0 から 24 の範囲の値をとる。要介護度は 1から
7の範囲、介護サービス利用数は 0から 8の範囲の値をとる。 
 
（倫理的配慮） 
本論文は、厚生労働省「国民生活基礎調査」の調査票情報（個票データ）の分析結果であ

る。この調査票情報の利用は、統計法第 33条および厚生労働省がこの法律に基づいて定め
た規則に基づいて行った利用申出とその承諾に基づいて、2024年度に行ったものである。
本論文では、2025年度にその解析結果を用いて行った分析結果をまとめたものである。こ
の個票データには、世帯や個人を識別する変数の中に、直接に世帯や個人を特定できる情報

は含まれていない。そのため、個票データ利用の上で懸念される、個人情報の流出、毀損な

どを含む倫理上の問題は発生しなかった。 
 
３．分析結果 

上記の順序ロジットモデルによる分析結果は、表 3-1、表 3-2、表 3-3の通りである。そ
れぞれの表の違いは以下の通りである。 
表 3-1 説明変数は要介護高齢者、同居家族介護者の変数（モデル 1） 
表 3-2 説明変数は要介護高齢者、同居家族介護者の変数であるが、要介護高齢者の変数

のうち、「要介護の主な理由（認知症）」を「認知症での通院有無」に入れ替えた

（モデル 2）。 
表 3-3 説明変数は同居家族介護者の変数のみ（モデル 3） 

 
（１）モデル 1の結果から 
表 3-1 から、家族介護者だけで担う介護場面が増える要因として 5％水準で有意な変数

は、要介護高齢者については、年齢の二乗（2019年と 2022年）、要介護度、要介護の主な
理由（脳血管疾患）（2016年のみ）、健康意識（2016年と 2019年）、心の状態であった。同
居家族介護者の変数では、性（女性ダミー）（2016 年と 2022 年）、年齢と年齢の二乗（と
もに 2016年と 2019年）、仕事の有無（2016年と 2019年）であった。 
まず、要介護高齢者の変数を見ると、年齢と年齢の二乗はそれぞれ負と正の値をとり、二
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次関数としては、下に凸の関数となる。ある年次まで家族だけでの介護負担は低下するが、

それ以降は増えることを意味する。その年齢は年次による差はあるがおおむね 80歳付近で
ある。係数自体は年齢の二乗で年次を経るごとに若干大きくなっており、家族による介護負

担が 80 歳付近を境に大きくなる度合いが少しずつ大きくなっている。つまり 2019 年と
2022年の新型コロナ前後での変化ではなく、一貫した変化である。 
要介護度は正の係数をとり、重度になるほど家族介護負担は大きくなる。係数の水準は、

2016 年から 2019 年にかけていったん上昇し、2022 年には低下し、係数そのものも 2016
年よりも低い。高齢者の要介護度と家族介護負担との関係が新型コロナ前後で少し弱まっ

ていることがわかる。要介護の主な理由が脳血管疾患である場合も正の係数をとる。係数の

水準は、2016年から 2019年にかけていったん低下し、2022年には上昇したが、係数その
ものも 2016年より若干低い。要介護度の理由が脳血管疾患であることと家族介護負担との
関係が新型コロナ前後で少し強くなったことがわかる。 
要介護高齢者の健康意識の係数は負の値をとり、健康意識が良好なほど家族介護負担は

減る。ただし、係数の絶対値は一貫して低下しており、要介護高齢者の健康意識と家族介護

負担の関係が弱まっていることがわかる。こころの状態は正の係数をとり、こころの状態が

良くないほど家族介護負担は重くなる。係数の水準は 2016年から 2019年にかけて低下し
たが、2022 年には 2016 年の水準を上回る形で上昇している。つまり、要介護高齢者の心
の状態と家族介護負担の関係が強まっているといえる。 

 
 同居家族介護者の変数を見ると、家族介護者の女性ダミーは正の係数をとる。女性が介護

する方が、介護負担が重くなる傾向がある。係数の水準の変化を見ると、2016年から 2019

タイプ 係数
標準偏
差

ｔ値 係数
標準偏
差

ｔ値 係数 標準偏差 ｔ値

性別（女性=1, 男性=0） 二値 0.081 0.162 0.500 0.135 0.157 0.860 0.033 0.191 0.170

年齢（各歳） 整数 -0.156 0.125 -1.240 -0.317 0.160 -1.980 -0.509 0.157 -3.240

年齢の二乗 整数 0.001 0.001 1.310 0.002 0.001 2.150 0.003 0.001 3.440
配偶関係（配偶者なし=0、配偶者あり
=1）

二値 -0.030 0.195 -0.150 0.122 0.175 0.700 0.011 0.228 0.050

要介護度（要支援1=1、・・・、要介護度
5=7）

カテゴ
リー

0.440 0.043 10.110 0.484 0.045 10.720 0.392 0.053 7.430

認知症（あてはまる=1、あてはまらない
=0）

二値 0.105 0.131 0.800 0.224 0.145 1.540 0.216 0.172 1.260

脳血管疾患（あてはまる=1、あてはまら
ない=0）

二値 0.354 0.171 2.070 0.274 0.199 1.380 0.323 0.197 1.640

整数 -0.036 0.070 -0.510 -0.062 0.077 -0.810 0.122 0.099 1.230
健康意識（よい＝4、まあよい=3、ふつう=2、
あまりよくない=1、よくない=0）

カテゴ
リー

-0.174 0.066 -2.630 -0.164 0.078 -2.090 -0.062 0.082 -0.760

こころの状態（K6、0～24） 整数 0.031 0.011 2.730 0.029 0.013 2.180 0.066 0.015 4.250

介護者性別（女性=1, 男性=0） 二値 0.572 0.137 4.160 0.160 0.134 1.190 0.450 0.155 2.910

介護者年齢（各歳） 整数 0.140 0.038 3.700 0.094 0.044 2.130 0.068 0.041 1.680

介護者年齢の二乗 整数 -0.001 0.000 -3.620 -0.001 0.000 -2.570 -0.001 0.000 -1.560
介護者配偶関係（配偶者なし=0、配偶者
あり=1）

二値 -0.266 0.134 -1.990 0.000 0.131 0.000 -0.140 0.155 -0.900

カテゴ
リー

0.146 0.050 2.890 0.139 0.057 2.420 0.101 0.059 1.720

二値 -0.211 0.114 -1.850 -0.060 0.125 -0.480 0.206 0.145 1.420
カテゴ
リー

0.045 0.059 0.760 -0.107 0.077 -1.380 0.139 0.087 1.610

整数 0.002 0.016 0.140 0.018 0.016 1.100 -0.009 0.017 -0.510

-1.815 5.394 -9.938 6.959 -17.206 6.864

-0.474 5.395 -8.408 6.956 -15.622 6.856

1.938 5.385 -6.371 6.954 -13.637 6.854

表3-1 計量分析の結果（順序ロジット、モデル1）

使用変数
2016年 2019年 202年

/cut1
/cut2
/cut3

介護サービス利用数（0～8種類）

健康状態

説明変
数（同
居家族
介護
者）

同居家族
介護者の
基本属性

同居家族介護者の仕事の有無（正規就業=0、非正
規就業=1、その他仕事あり=2、仕事なし=3）

同居家族介護者の通院の有無（あり＝１，なし=0）

同居家族介護者の健康状態（よい＝4、まあよい=3、ふ
つう=2、あまりよくない=1、よくない=0）

同居家族介護者のこころの状態（K6、0～24）

説明
変数
（要介
護高齢
者）

基本属性

要介護度

要介護の
主な理由
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年にかけて低下したが、2022 年には係数は 2016 年に近い水準に上昇している。新型コロ
ナの前後で、同居家族介護者の性別と介護負担の関係が強くなっていることがわかる。 
年齢と年齢の二乗はそれぞれ正、負の係数をとる。つまり上に凸の関数であり、同居家族

介護者がある年齢までは家族介護負担が重くなり、それ以降は軽くなることを意味する。そ

の年齢は年次による差はあるが、56～68歳である。係数の水準を年齢の二乗に着目すると
ほぼ横ばいであり、新型コロナ前後での家族介護者の年齢による介護負担の変化はわずか

であることがわかる。 
 仕事の有無の変数の係数を見ると正の値をとる。家族介護者が非正規、自営、仕事をして

いない順で介護負担が重くなることがわかる。ただし、係数の水準は一貫して低下しており、

同居家族介護者の仕事と介護負担の関係が弱くなっていることがわかる。 
 
（２）モデル 2の結果から 
表 3-2 から、家族介護者だけで担う介護場面が増える要因として 5％水準で有意な変数

は、要介護高齢者については、年齢の二乗（2019年と 2022年）、要介護度、認知症による
通院の有無（2016 年と 2022 年）、要介護の主な理由（脳血管疾患）（2016 年のみ）、健康
意識（2016年と 2019年）、心の状態であった。同居家族介護者の変数では、性（女性ダミ
ー）（2016年と 2022年）、年齢と年齢の二乗（ともに 2016年と 2019年）、配偶関係（206
年のみ）、仕事の有無（2016年と 2019年）であった。 
まず、要介護高齢者の変数を見ると、モデル 1 と同じように年齢と年齢の二乗はそれぞ

れ負と正の値をとり、二次関数としては、下に凸の関数となる。ある年次まで家族だけでの

介護負担は低下するが、それ以降は増えることを意味する。その年齢は年次による差はある

がおおむね 80歳付近である。係数自体もモデル 1と同様に、年齢の二乗で年次を経るごと
に若干大きくなっており、家族による介護負担が 80歳付近を境に大きくなる度合いが少し
ずつ大きくなっている。つまり一貫した変化もモデル 1と同じである。 
要介護度は正の係数をとり、重度になるほど家族介護負担は大きくなる。係数の水準は、

2016年から 2019年にかけていったん上昇し、2022年には低下している。そして 2022年
の係数は 2016年よりも低い。高齢者の要介護度と家族介護負担との関係が新型コロナ前後
で少し弱まっていることはモデル 1と同様である。 
認知症の通院の有無では正の係数をとり、認知症での通銀があるほど家族介護負担が重

くなる。ここはモデル 2 での結果である。要介護の主な理由が脳血管疾患である場合も正
の係数をとる。係数の水準は、2016年から 2019年にかけていったん低下し、2022年に上
昇するが、係数そのものも 2016年より若干低い。要介護度の理由が脳血管疾患であること
と家族介護負担との関係が新型コロナ前後で少し強くなったことがわかる。この点もモデ

ル 1と同じ結果である。 
要介護高齢者の健康意識の係数は負の値をとり、健康意識が良好なほど家族介護負担は

減る。係数の絶対値も一貫して低下しており、要介護高齢者の健康意識と家族介護負担の関
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係が弱まっていることはモデル 1 と同様の結果である。こころの状態は正の係数をとり、
こころの状態が良くないほど家族介護負担は重くなる。係数の水準は 2016年から 2019年
にかけて低下したが、2022 年には 2016 年の水準を大きく上回る形で上昇している。つま
り、要介護高齢者の心の状態と家族介護負担の関係が強まっているといえる。この点もモデ

ル 1と同じ結果である。 

 
 同居家族介護者の変数を見ると、家族介護者の女性ダミーは正の係数をとる。係数の水準

の変化も、2016年から 2019年にかけて低下したが、2022年には係数は 2016年に近い水
準に上昇する。新型コロナの前後で、同居家族介護者の性別と介護負担の関係が強くなって

いることがわかる。この点もモデル 1と同じ結果である。 
年齢と年齢の二乗はそれぞれ正、負の係数をとる。つまり上に凸の関数であり、同居家族

介護者がある年齢までは家族介護負担が重くなり、それ以降は軽くなることもモデル１と

同じ結果である。二次関数の頂点となる年齢は年次による差はあるが、56～69歳である。
係数の水準を年齢の二乗に着目するとほぼ 0 で横ばいであり、新型コロナ前後での家族介
護者の年齢による介護負担の変化はわずかであることがこのモデル 2からもわかる。 
同居家族介護者の配偶関係の係数は年次による正と負の符号の向きの変化がある。有意

な係数をとるのは 2016年だけであったので、その年の係数を見ると負の値をとり、同居家
族介護者に配偶者がいない方が介護負担は重くなる。2019年には有意ではないが正の値を
とり、これは 0に近い。2022年には有意ではないが再びマイナスになっている。家族介護
負担が新型コロナの前には配偶関係に関係ない状態に向かいつつも、新型コロナの前後で

配偶者がいない者ほど介護負担が重くなるという変化が見られたことがわかる。 

タイプ 係数
標準偏
差

ｔ値 係数
標準偏
差

ｔ値 係数 標準偏差 ｔ値

性別（女性=1, 男性=0） 二値 0.060 0.162 0.370 0.125 0.157 0.790 0.022 0.191 0.110

年齢（各歳） 整数 -0.180 0.126 -1.430 -0.321 0.160 -2.000 -0.542 0.158 -3.440

年齢の二乗 整数 0.001 0.001 1.490 0.002 0.001 2.170 0.003 0.001 3.640
配偶関係（配偶者なし=0、配偶者あり
=1）

二値 -0.057 0.196 -0.290 0.114 0.175 0.650 -0.013 0.230 -0.060

要介護度（要支援1=1、・・・、要介護度
5=7）

カテゴ
リー

0.433 0.043 9.980 0.480 0.045 10.610 0.381 0.053 7.180

認知症での通院
（あり＝１，なし=0）

二値 0.330 0.118 2.800 0.258 0.138 1.870 0.442 0.155 2.850

脳血管疾患（あてはまる=1、あてはまら
ない=0）

二値 0.396 0.169 2.350 0.263 0.195 1.350 0.350 0.194 1.810

整数 -0.049 0.070 -0.700 -0.066 0.077 -0.850 0.108 0.098 1.100
健康意識（よい＝4、まあよい=3、ふつう=2、
あまりよくない=1、よくない=0）

カテゴ
リー

-0.180 0.066 -2.730 -0.163 0.077 -2.110 -0.073 0.081 -0.900

こころの状態（K6、0～24） 整数 0.030 0.011 2.660 0.029 0.013 2.140 0.063 0.016 4.090

介護者性別（女性=1, 男性=0） 二値 0.554 0.138 4.020 0.148 0.135 1.100 0.459 0.155 2.970

介護者年齢（各歳） 整数 0.142 0.038 3.720 0.097 0.045 2.160 0.063 0.041 1.520

介護者年齢の二乗 整数 -0.001 0.000 -3.610 -0.001 0.000 -2.600 -0.000 0.000 -1.410
介護者配偶関係（配偶者なし=0、配偶者
あり=1）

二値 -0.270 0.133 -2.030 0.012 0.130 0.090 -0.141 0.155 -0.910

カテゴ
リー

0.146 0.050 2.910 0.139 0.057 2.420 0.102 0.059 1.730

二値 -0.206 0.115 -1.790 -0.055 0.126 -0.440 0.193 0.147 1.320
カテゴ
リー

0.048 0.059 0.820 -0.104 0.078 -1.330 0.136 0.087 1.570

整数 0.002 0.016 0.120 0.018 0.016 1.090 -0.010 0.017 -0.590

-2.810 5.424 -10.000 6.964 -18.852 6.898

-1.463 5.424 -8.470 6.962 -17.264 6.889

0.956 5.413 -6.431 6.960 -15.268 6.887

表3-2 計量分析の結果（順序ロジット、モデル２）

使用変数
2016年 2019年 202年

/cut1
/cut2
/cut3

要介護の
主な理由

通院

介護サービス利用数（0～8種類）

健康状態

説明変
数（同
居家族
介護
者）

同居家族
介護者の
基本属性

同居家族介護者の仕事の有無（正規就業=0、非正
規就業=1、その他仕事あり=2、仕事なし=3）

同居家族介護者の通院の有無（あり＝１，なし=0）

同居家族介護者の健康状態（よい＝4、まあよい=3、ふ
つう=2、あまりよくない=1、よくない=0）

同居家族介護者のこころの状態（K6、0～24）

説明
変数
（要介
護高齢
者）

基本属性

要介護度
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 仕事の有無の変数の係数を見ると正の値をとる。家族介護者が非正規、自営、仕事をして

いない順で介護負担が重くなることはモデル 1 と同じ結果になっていることがわかる。係
数の水準も一貫して低下しており、同居家族介護者の仕事と介護負担の関係が弱くなって

いることもモデル 1と同じ結果である。 
 
（３）モデル 3の結果から 
表 3-3 はモデル 3 の結果であり、説明変数は同居家族介護者の変数に限っている。その

結果から、家族介護者だけで担う介護場面が増える要因として 5％水準で有意な変数は、同
居家族介護者の変数では、性（女性ダミー）（2016 年と 2022 年）、年齢と年齢の二乗、仕
事の有無（2016年と 2019年）、心の状態（2019年と 2022年）であった。 
 同居家族介護者の変数として、家族介護者の女性ダミーは正の係数をとる。係数の水準の

変化も、2016年から 2019年にかけて低下したが、2022年には係数は 2016年に近い水準
に上昇する。この点はモデル 2と同じである。新型コロナの前後で、同居家族介護者の性別
と介護負担の関係が強くなっていることがこのモデルでも言える。 

 
年齢と年齢の二乗はそれぞれ正、負の係数をとる。つまり上に凸の関数であり、同居家族

介護者がある年齢までは家族介護負担が重くなり、それ以降は軽くなることもモデル１、モ

デル 2と同じ結果である。二次関数の頂点となる年齢は年次による差はあるが、61～65歳
である。係数の水準を年齢の二乗に着目するとほぼ 0 で横ばいであり、新型コロナ前後で
の家族介護者の年齢による介護負担の変化はわずかであることもこのモデル 3でも言える。 
仕事の有無の変数の係数を見ると正の値をとる。家族介護者が非正規、自営、仕事をして

いない順で介護負担が重くなることはモデル 1、モデル 2と同じ結果になっている。係数の
水準も一貫して低下しており、同居家族介護者の仕事と介護負担の関係が弱くなっている

こともモデル 1、モデル 2と同じ結果である。 
 モデル 3 で有意になった変数はこころの状態である。係数は正の値をとり、同居家族介
護者のこころの状態が良くないほど、介護負担は重くなる。係数の水準は 2016年から 2019
年にかけては上昇しているが、2022年には低下している。しかし、2022年の係数は 2016
年の 2 倍程度であり、こころの状態が良くないほど介護負担が重いことは、新型コロナの

タイプ 係数
標準偏
差

ｔ値 係数
標準偏
差

ｔ値 係数 標準偏差 ｔ値

介護者性別（女性=1, 男性=0） 二値 0.598 0.117 5.100 0.221 0.125 1.770 0.401 0.141 2.840

介護者年齢（各歳） 整数 0.155 0.036 4.320 0.148 0.047 3.140 0.111 0.040 2.770

介護者年齢の二乗 整数 -0.001 0.000 -4.360 -0.001 0.000 -3.550 -0.001 0.000 -2.780
介護者配偶関係（配偶者なし=0、配偶者
あり=1）

二値 -0.267 0.128 -2.090 -0.017 0.132 -0.130 -0.124 0.154 -0.810

カテゴ
リー

0.166 0.048 3.450 0.154 0.057 2.690 0.142 0.057 2.480

二値 -0.220 0.115 -1.920 -0.139 0.123 -1.130 0.152 0.143 1.060
カテゴ
リー

-0.008 0.061 -0.140 -0.101 0.071 -1.430 0.135 0.083 1.630

整数 0.017 0.013 1.300 0.043 0.016 2.620 0.034 0.016 2.070

3.346 1.188 2.658 1.602 2.346 1.322

4.593 1.189 4.041 1.605 3.787 1.326

6.733 1.197 5.815 1.611 5.482 1.333

表3-3 計量分析の結果（順序ロジット、モデル3）

使用変数
2016年 2019年 202年

/cut1
/cut2
/cut3

説明変
数（同
居家族
介護
者）

同居家族
介護者の
基本属性

同居家族介護者の仕事の有無（正規就業=0、非正
規就業=1、その他仕事あり=2、仕事なし=3）

同居家族介護者の通院の有無（あり＝１，なし=0）

同居家族介護者の健康状態（よい＝4、まあよい=3、ふ
つう=2、あまりよくない=1、よくない=0）

同居家族介護者のこころの状態（K6、0～24）
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前後で大きく変化していないことがわかる。 
 
４．この分析から分かること 

 モデル 1 から 3 の分析から、同居家族介護者による介護負担が増加する要因と新型コロ
ナの前後の変化として明らかになったことは以下の通りである。 
（要介護高齢者の要因） 
① 年齢は 80 歳ごろまでは家族の介護負担は減るが、それ以降は増える。家族による介
護負担が 80 歳付近を境に大きくなる度合いが少しずつ大きくなっており、これは
2016年から 2022年にかけての変化である。 

② 要介護度が重いほど家族介護負担は大きくなる。その関係は新型コロナの前後で少し

弱まっている。要介護の主な理由が脳血管疾患である場合も家族介護負担は重くなる。

しかし、両者の関係は新型コロナの前後で少し強くなっている。 
③ 要介護高齢者の健康意識が良好なほど家族介護負担は減り、こころの状態が良くない

ほど家族介護負担は重くなる。新型コロナ前後の変化を見ると、前者はその傾向が弱

くなっており、後者はその傾向が強まっている。 
（同居家族介護者の要因） 
④ 家族介護者が女性であると家族介護負担は重くなる。しかも、新型コロナの前後で、

その傾向が強まっている。 
⑤ 年齢は家族介護者が 56～68歳をピークに介護負担は減る。ただし、新型コロナの前
後でその傾向に大きな変化は見られない。 

⑥ 同居家族介護者が仕事をしていない、仕事が自営、非正規である場合に介護負担が重

くなる。ただし、その関係は 2016 年から 2022 年にかけて一貫して弱くなる傾向に
ある。 

⑦ 同居家族介護者のこころの状態が良くないほど、介護負担は重くなる。新型コロナの

前の 2016 年と 2019 年の間ではその傾向が弱くなっているが、新型コロナの前後の
2019年と 2022年はその傾向が強くなっている。 

これより、2016年、2019年、2022年の 3時点で見た同居家族介護者が担う介護場面の
増加、つまり介護負担の増加には、要介護高齢者の要因、同居家族介護者の要因がある。時

系列での変化では、介護負担とこれらの要因の関係が、(A)あまり変化しない、(B)一貫して
弱くなる。(C)新型コロナの前後で弱くなった、(D)新型コロナの前後で強くなった、がある。
(A)に該当するのは⑤の同居家族介護者の年齢である。（B）に該当するのは、⑥の同居家族
介護者の仕事の有無である。（C）に該当するのは、②のうち要介護度、③のうち要介護高齢
者の健康意識である。そして、（D）に該当するのは、①の要介護者の年齢、②のうち要介護
の理由が脳血管疾患である場合、③のうち要介護高齢者のこころの状態、④の同居家族介護

者の女性である場合、⑦の同居家族介護者のこころの状態である。 
（A）は新型コロナの影響としては特に現れにくかった要因と考えられる。（B）と（C）
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は介護負担を左右する要因としては説明力が弱くなっているといえる。しかし見方を変え

ると、介護する家族の仕事の有無や仕事の状態、要介護度などに関係なく、家族の介護負担

は増えるということができる。（D）は新型コロナの前後で家族介護負担を増やす力が強く
なった要因である。要介護高齢者の年齢が上がるということは、新型コロナの影響で感染症

への警戒が強くなったと考えられる。その結果、家族でできることは家族でという力が強ま

ったと考えられる。そうした中で、もともと家族介護者の割合が高い女性への負担が増えた

こと、より高齢の家族の介護は心身の負担が重く、家族介護者のこころの状態が良くない中

でも重い介護負担を負わざるを得なくなっていると考えられる。 
 
５．考察 

上記の結果から、新型コロナの前後で家族介護が増える要因の変化を明らかにした。より

高齢の家族を介護することは、単に要介護度の高い家族の介護を行うことだけでなく、感染

症予防にも留意する必要がある。介護サービスを使う一方で、家庭でできることは家庭でと

いう方向になっていると考えられる。従来から介護を多く担う女性や、こころの状態が良く

ない家族介護者の負担も重くなる方向にあることも明らかになった。 
わが国ではより高齢の人口が増えることで介護ニーズの増加、家族介護者の負担の増加

が容易に想像できる。その一方で、人口減少に伴う介護サービス提供体制の持続可能性も問

われており、その程度は地域差があると考えられる。新型コロナは結果として一時的な「有

事」であったが、人口減少に伴う介護サービス提供体制の弱体化は有効な政策を実施しない

限り「構造的」な変化として、家族介護者への負担を大きくするであろう。 
 大規模感染症や災害時に加え、介護サービス提供体制が十分でない地域で、最も影響を受

け、最も困っている家族介護者、要介護高齢者の類型を把握し、大都市、過疎地域、離島な

どの地域の状況に応じた、支援体制の構築が重要であろう。 
 今回の分析では、個票データを用いたが、新型コロナ後のデータが 2022年のものに限ら
れた。今回の分析で明らかにしたことが一時的なものか、中長期的なものかの見極めが十分

ではなかった。こうした課題などに対応するためにも、今後もデータを充実させたうえで分

析を継続する必要があろう。 
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ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究

⫼
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・ฟ生⋡の୍ẁのపୗ
・ᖹᆒᑑ࿨のពᅗし䛺䛔変化
・እᅜ人ఫẸᩘのቑຍの೵⁫
・ᮾிᅪ୍ᴟ㞟୰の㕌化䚸etc.

・䝸モート䝽ー䜽䚸䜸ン䝷インᤵ業・会㆟のᬑཬ
・እฟの⮬⢔䚸⛣動ไ㝈
・Ỉ㝿ᑐ策のᙉ化
・ฟ会䛔のሙのῶᑡ䚸䝬䝑䝏ン䜾䜰䝥䝸のྎ㢌
・働䛝᪉ᨵ㠉の進ᒎ䚸౯್ほの変化䚸etc.

・ᆅᇦู新型コロナのឤᰁ≧ἣと▷ᮇ的䛺人口⛣動
ഴྥ変化に関するศᯒ

・⤖፧・ฟ生に関するពḧ・行動にᑐする新型コロナ
ウイルスឤᰁᣑ኱の影響に関する䝃ー䝧イ
・2020～2025年Ṛஸᩘの（将来）推計್の๓ᅇ推計
とのẚ㍑

・新型コロナウイルスឤᰁ⑕ᣑ኱䛜ᅜ㝿人口⛣動に
୚えた影響に関する研究のレ䝡ュー
・⤖፧・ฟ生ពḧపୗのせᅉศᯒ
・X‐13‐ARIMA‐SEATSἲと（䛭の௚のᡭἲ୍⯡をྵ䜐）
ṚஸのᏘ⠇ᛶに関するᐇド研究のᩚ⌮

・コロナ禍䛜ᆅᇦูの人口⛣動およびฟ生に䜒た䜙
した影響のヲ⣽ศᯒ

・新型コロナウイルスឤᰁ⑕ᣑ኱ᮇ௨㝆のእᅜ人の
ᆅᇦูศᕸおよびᅜෆ人口⛣動に関するศᯒ

・新型コロナウイルスឤᰁ⑕ᣑ኱ᮇ௨㝆のእᅜ人人
口の動ྥ䛜ᆅᇦ人口の変動にཬ䜌す影響に関する
ศᯒ

・新型コロナショ䝑䜽（発生～ゎᾘ）の小ᆅᇦ人口へ
の影響にఱ䛛≉ᚩ的䛺䝟䝍ーンを見ฟ䛫る䛛に䛴
䛔䛶䚸᥈⣴的᳨ウ

・⤖፧・ฟ生のពḧཬび行動のῶ㏥にᑐする政策的
ᑐ応の⪃ᐹ

䐟 新型コロナウイルスの人口
動態への影響に関する研究

・ᅜໃ調査䚸ఫẸᇶᮏྎᖒ人口調査䚸人口動態
調査➼のྛ✀人口⤫計（እᅜ人⤫計をྵ䜐）の
ᕪのศᯒと推計᝟報཰㞟（᝟報཰㞟䚸ศᯒ䚸推
計）

・䜂のえ䛖ま➼ᖸᨭ➼の人口動ྥに㠀㐃⥆的影
響を୚える事㇟の影響ศᯒと推計（᝟報཰㞟䚸
ศᯒ䚸推計）

・ฟ生㡰఩を⪃៖した㓄അ関ಀูከ┦生࿨表に
関する研究のレ䝡ュー
・ฟ生にᑐするᮇ㛫ຠᯝの研究

・ฟ生㡰఩ู㓄അ関ಀከ┦生࿨表にᑐ応したฟ
生・Ṛஸモデルに関する研究
・ฟ生㡰఩ู年㱋䝟䝍ーンの研究

・ฟ生モデルと⤫合した㓄അ関ಀู将来人口推
計モデルに関する研究
・ฟ生にᑐするᮇ㛫ຠᯝの研究

・コロナ禍の影響を踏まえたᆅᇦู人口⛣動の
将来௬ᐃタᐃに関するศᯒ

・小ᆅᇦデー䝍を用䛔た人口ῶᑡ時の人口変動
䝯䜹䝙䝈䝮のゎ᫂とシミュレーション（᝟報཰㞟䚸
ศᯒ䚸推計）

・新型コロナ禍における௓ㆤ䝃ー䝡ス฼用のᆅᇦ
ᕪのศᯒ（ᇶ♏的䛺ศᯒ䚸ヲ⣽ศᯒ）

・新型コロナ禍における௓ㆤ䝃ー䝡ス฼用とᐙ᪘
௓ㆤの関ಀのศᯒ（ᇶ♏的䛺ศᯒ䚸ヲ⣽ศᯒ）

・コロナ䛜እᅜ人ཷධ䜜動ྥ䜔䚸እᅜ人ཷධ䜜
に関する社会ಖ㞀に୚える影響に関するレ
䝡ュー

・コロナ禍䜔コロナ後におけるእᅜ人ཷධ䜜動ྥ
にᑐ応した将来人口に関する研究

・ポストコロナ時代におけるእᅜ人ཷけධ䜜に関
する社会ಖ㞀シミュレーションに関する研究

䐠コロナ禍およびコロナ後を見据え
た将来人口・世帯推計モデルの開発

䐡コロナの影響を踏まえた
将来推計の政策的シミュレーション
への応用に関する研究

୙㏱᫂䛺将来の社会᝟ໃ䚸人口動態
将来人口・世帯ᩘ推計の⢭度పୗのᠱᛕ

新型コロナウイルスの社会䚸人口動態への影響を
ᅜ㝿的䚸Ṕྐ的䚸ไ度的䛺ほⅬ䛛䜙᳨ドするᚲせᛶ

㏆年における人口動態変化のせᅉศゎによ䜚䚸コロナ禍によ䛳䛶䜒た䜙䛥䜜た人
口動態の変化をᢳฟする䚹

社人研䛜ᐇ᪋する将来人口・世帯推計におけるྛ✀の௬ᐃタᐃに┤᥋的にᐤ
୚し䚸㧗⢭度の将来推計್のᥦ౪䛜ྍ⬟と䛺る䚹

୺にṔྐ的䛺ᩥ⬦の䛺䛛䛷䚸コロナ禍および䛭の社会䜔人口動態への影響を఩
⨨䛵ける䚹

௒後䚸㢮ఝの᮲௳の䛺䛛䛷の将来推計にお䛔䛶䜒䚸ᮏ䝥ロ䝆䜵䜽ト䛷ᚓ䜙䜜た研
究ᡂᯝ䛜ຠᯝ的にά用䛥䜜る䚹

▷ᮇ的䛺ຠᯝ 㛗ᮇ的䛺ຠᯝ

将
来
推
計
へ
の
影
響

新型
コロナ

ウイルス
ឤᰁᣑ኱

ᚓ䜙䜜た研究ᡂᯝをポストコロナ時代の将来
人口・世帯ᩘ推計にᐇ⿦
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池司朗・菅桂太d"#$%#&'()*+#,%-#.(/01藤23井4太5657"35藤&&"589多525

! " !

ォpt$%&'()*+,-)*./0)*12

希子Ⅰ7．はじめに近，全国的な減少はじが大き話

とっている厚労働る省動態調査

よれば間日本

開．始さ以降初大き話少万を割り込初ん・だ初母親世代れ加きえ合率希池司も再び低近

本下転コ始5654．少．ロ大き話ば:2:;6:3池太ナ禍池藤だ始池司も再び低割そ傾向転親拍

車け日親86形池お歯止状ほぼれすべであ池司少万を本程度始563:．拍車ば差に大き短期各

妊娠産本支間親援サービばス少や保本育需お，要的予だ初母親測止始大き話少万を本ど用

日割，，全初世こ再だ初母親世代れ

はじが本国親期始方自治体親少はじ作大き話ば万を治代や保本成代割始ス少ジョ本ばり

込初ン割成代れはじが少大き話ば始し採降本ば増はじ少高関る大心寄せ立社会障所うち立社

会障少仮定値毎初―本歳世全転代女だ本程度始開．作ばは性比勢稿本下母親整行向転代は

性池司会際実績少初，作 <%=太</>%/-$#-0),?/=,@+?)*#-藤だ→親残歳向転代女だ期算

度親測止始な減少も保本封世鎖中割一当全転親世代れ→，→始以該移設う求る池司朗・菅

桂結本下代めに少果つ始さ以な減池司めに作ば大き短少指都道本下止府．少大き話割めに

県589県

希ナ禍少はじがな減めに池司太子Ⅰ7．めに藤近太拍産始希子Ⅰ7．はじめに近藤作ば始6多4東池

司少めに本査―期京青森お歳世親世代的日始な減少増以範び低ロ本測要代大き話ばめに向転親世初

世れス女作禍囲本測世親ば始希子Ⅰ 7．はじめに近だ分差降初はじが大き話少めにお布母的れめに

本市→親ば始区町少大き話測下妊大き村6多4東少き未短，全満大向転代6多4東少わ半池司だ6

多4東池司少森おめに採ロ過占都だ指都→的れ若超森ば希子Ⅰ7．はじめに近本測要代池司反も指

都少映都本残歳→的区町少採ロ少道，全く日的れ

めに少北目始5647村5676．少大き話本施世親5637村5656．少大き話お366だ→的策話作国代だ始

種政基礎が本ば28"5太資料藤多46"8太等広藤少活待作キワ→的れドÿ池司が本国代だ始策話割76朗

・だ初代始治初菅つ5647村5676．少大き話割5637村5656．少大き話少桂万朗・だ初代ドÿ池司割太

桂話お藤日始井．池司少支大多太だ娠大き短お希子→親始だⅠ本資．本測世親策話少娠世ド池司割

は該母的れ禍めに少北目割始査ち親じめお過中だ治代増に少はじ近め少，全国的なだ→親減Ⅰ少歳

向転代女だお採が→的世れ

大社き社話!大き話始はじ始希子Ⅰ7．はじめに近始以範び低
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値よっ～歳を直接たっめ出生数算な．→死亡と移動分だけから乖離をこう状直況受っ!小"

池．→ほ（平死亡たっ～歳成年め出生数を国勢調移査国値よっ～基～準!小"池．→移め

国勢「!小"池を日本」．→おびを以下整国勢調合的ご行たっ～歳準

結果た成方自ほ治整め体中心合大#!#!離と移き反#$大#!%&離響があり令ほ和声」た成

多く寄を算な死亡．→大き反#'響死亡離せ今況回多く寄を出生数算な死亡．→大き反(!響死

亡離せ大参考め多き反(!響出生死亡せ離」全稿そ基&響手」を出生数国勢調を死亡ほ法受成準

結を概要直接たっ移め出つ述べ同ほ様次」たっ号提基供す予関菅め照用#大#!#!離響があ

り令ほ和声」た成死亡直今～っだ出生数国勢調を死亡状ほ査国たっ心た～」～果変だ化然

増減的よ成結」合的め社会だへ解死亡」たっめ#!#!響があり令ほ和声」た成多く寄を算な

死亡．→大照用&響死亡離せ大参考め多照用&響じが死亡せ離今況回多く寄を出生数算な死亡

．→大照用&響死亡離せ大参考め多照用&響出生死亡せ離」全稿そ基&響手」を出生数国勢調

を死亡ほ法受成準寄々と移め応を析可」概要を能Ⅱ直5～っ枠組歳準

基今め多き反(!響出生死亡せを」提」み説め明前と移多照用 &響出生死亡せ」全稿そ基

&響手」を日本調を死亡状ほ簡単記歳市う」たっ今菅大多き反(!響出生死亡せ」全稿そ基

日本調を死亡直区たっ移町心合大#!#!離ほへ村離め結よ的ほ政～歳結」直況受っ#!#!小

#!&!響直今整歳&響手」を．→指都を述含む総」務省む総統を以局ほ移不年」たっめ出生

死亡直区記歳説詳基補政以完ほ法果結」予表ま」基歳準

境準多照用月響出生死亡せを時点存

国勢調を死亡つ可直区記歳在福を島直め多照用 &響出生死亡せを時点存直5～っ手然県

浜直通枠記歳準

多照用&響出生死亡せ移め#!#!響があり令直況歳属２東震数大災照後う発属を法災２だ

原力離め電所事故亡傾多照用#響があり令直区記歳向見依わ概要大へ解困離せほ和声」たっめ

&響手」#!&!響難とを算な．→死亡ほ法受っ～歳準属２東震象生移#!#(響%#上慮コをだを

と関菅め結を慮コと%)*'+属２東震予ーホた成予めト因連母乗菅出生直・記歳%(属東震―離

直今～っ移め常く寄号親世（代直相勢た成馬動南相広野楢葉直況菅算なを．→おび富岡ほ

川乗記結」予内含」たっ提熊年っ双浪と関歳成年め%(属東震ほ難」年っ多母乗菅出生せ」

たっ死亡ほ法受成準応を概要め死亡接江出生を調移%)**"と関歳準

死亡析可移め&池参葛直5～っ移．→おび」日本ほ解尾記歳新飯舘飯ÿⅡ値可直況受っ

～歳予め寄々直区よ記歳!小"池．→直5～っ移めみ響を#!小""池けか．→直動分だけか

ら大寄死亡と移!小"池．→ほ以動め#!小""池けか．→ほ以っ」た成状離をこう状ほ～不

歳結」直況受っ死亡たっ今菅め葛枠を況果直国勢調移死亡値よっ～基～準動分だけからを

こう状移め#!!&響歳#!%!響歳#!%&響歳#!#!響を"慮コ直今整歳じがを動分だけから」属２

を#$"を

%離乗直 !小"池．→ほ以動めっ接ためを．→ほ以っ」た成状準代枠を況果直め多照用 &響出生死亡せと移っ接

ためを．→ほ#!小""池」たっ～歳準

#離～熊提属め出生属め数出生属め算な東め．→東め死亡東めと移震め号動東め分→東めだけ東めから震め乖出

東め離こ震を%(属東震準
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含む「令和年地域推計」令詳細令につは，!国立社会保障・人口問題研和年地域推計令究

・所障・保（）参照さ"れたⅢ出生数令手法方関問口基本的な考え小池ほ同様でありお市

区#$#%男保将来～歳逆問研

算研求め３令出生外総

!" #$%

求め３令出生み総方す人口本今回準時点まみ基観察封は区#$#$男」鎖４実際以本参照さ

"れたⅢ出生数方下問口出生～歳口問題が一含む「本う域「置く令$こ%よ同様は，＝５

人口けび逆→男研参照さ "れたⅢ出生数実基残的同保（び逆率同様令そ保出生人口問題逆び本

出生ぞ題求め３地残的同保（び逆所」時題研

記式令出生実基本今成６解①実方既知～歳逆$こ%よ令得ば同様７男」勢調令$こ%よ同

様令計区査ご本得ば$こ%よ計男期置く地間・」問平究・保均移研動令究・方適以本が一

含む!本推"方関問口既知～歳逆得ば$こ%よ計保#!!"本$!""$れ区$―#$#"本#$&$本#$&"本

#$%$本#$%"本#$"$男浜男方下松題が一含む !本推 "令求め３下適月求め日 $こ%よ令め行政保

再歳編歳 %#$$!!"本&#$$!!"!#本$れ方下松題が一含む !本推 "令 $こ%よ同様保 '#$$!!"!#」ぞ題

」本ごわ令単期位なぞ題っ男研

'#$$!!"!#
%#$$!!"%&#$$!!"!#

&#!!"

動令単保%#$$!!"方関問口変移」本

%#$$!!"&
'#$$!!"!#

#!!"%&#$$!!"!#
ほほほ更

」時題研&#$$!!"!#下適月 '#$$!!"!#基参照さ "れたⅢ出生数方適以稿従実際題は，本#!!"区得

ば$こ%よ計男期前，歳歳場%#$$!!"期５求～歳題合男研

&" '()*+,-./0

参照さ "れたⅢ出生数実基本今回究・」人口本的至当該は，前，歳題#$$"日#$'$れ本

#$'$日#$'"れ本#$'"日#$#$れ令"れコ」&ホト方下松題死亡準時同様引福につ保置く方島

県#("県

&男通公が方下問口基#$#%れ'表'整方化ん一令だ用期化Ë歳本出生ÌÍ」時Î口問題(一は，&一方ÏÐ～歳

逆期本回Ñ実基ÒÓ令(一令ÌÍ実求め３令出生保化Î逆研

%男得ば同様基同様引福期時はÎ逆」究・人逆ÔÕ令同様実際以本"れト令求め３期$こ%よ方Ö題①実令×Ø

Ù社Ú社Û令ÜÝ３保細人Þ問逆所」時題研

"男参照さ "れたⅢ出生数基的至当該同様保今成」人口問題逆び本$!""$れ基本$!"れ'$表 '整は， $れ )表&$

整①実令ホト」時題研査ご地鎖４研

!男出生ÌÍ方基ßàá参通â以たⅢ数期（①歳題期本査ご実基参通â以たⅢ数地（び口参が一含む数①逆基

参が含む数」わぞ研

(男ãä～歳口問題 '#$$!!"!#基å３æ～歳口問題期本%#$$!!"令５求方際逆Î口基å３æÓ令観３解保（çè所保

é問逆研
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具体的な算出式下記のりである具体的：年生人市区町下な村生け性的死亡!数"厚労あ働

で体的省「口動態調査」町下個票集算人計令和推省

!"!#!
$""#$##"!#!#$$""#$%#"!#!#$$""#"##"!#!#

"%""#$##"!#%&""#$##"!#!##$"%""#$%#"!#%&""#$%#"!#!##$"%""#"##"!#%&""#"##"!#!##

なな令下&"'#"!#!#→ '%%&'限生査新体的型集コロナウ "生人イ推ル #集ス感染下令和推省

&"'#"!#!#町下拡新大よ影響型考慮移率（転集配分あ具市区）値体的省態人下響もが #限：

年関値転生人市区町下$!$!禍$!$#限生小で体区さえ特別補正行わ一方期間ま生傾推向将あ

来適体的ケ慮ー上同査ー下様ばー各集りで①あ働で体的：年代和推入下査新染集関値生す

体区町特別補っ集向将町最後市算来男下女合態日中町位・態市な算算体的省

致う下$!!#禍$!%!限下$!%!禍$!%#限下$!%#禍$!$!限集&律そ集態出集$律そ整的町%律

そ生人イ推型考ケ慮化終あ点以生ん具体的べ切一生人市区町下捨票算き順下りで生け性的

死亡!数"厚労あ働で体的省的算男加下$!%#禍$!$!限集ケ慮化終あん具体的べ切一令町下

!"!#!
$""#"##"!#!#

%""#"##"!#%&""#"##"!#!#

算態計下$!%!禍$!%#限下$!%#禍$!$!限集$律そ集型考ケ慮化終あ点以生ん具体的べ切一生

人市区町下

!"!#!
$""#$%#"!#!#$$""#"##"!#!#

"%""#$%#"!#%&""#$%#"!#!##$"%""#"##"!#%&""#"##"!#!##

算態推省

!" #$$%

法：年生人イ推りで生け性的 !"!#あ係」生池ほ平推な算生傾成区下%"'#"!#あ調査体的省

際ぼ生下法：年集当初あ％調体的査新染集％値入響どの集点以関値型考上もが#限関値各転

集査新圧縮妥ス感圧縮りで生人イ推 '%%&'限集査新染生％つ平推傾検致証日中体下今村

あ後式生回染都体的①あ際道動態 %"'#"!#算体的省回染都町下最染府県個あ市成的付平表

区掲計載区的ぼ下最染府県個集①入まち市参生%あ照男推う―生傾計位成的省

態人下法律そ生人イ推致証日中集日中Æ染町!'()#数!'())算態計下最ÇÈ出上$!$!各令

位成的響ÉÊ&!限：年関値転算回％動態査新染調査生Ë体区集日中Æ染上!'()%数!'()&各

算ÈÌき性①算態成的省ÍÎ調査後村的査新染あ&'"数&'#ÏÈÐÑÒ平推な算生態推入下

致証日中集ÓÍル生Ô市区町最ÇÈ出上$!$!各生区ÕÖあ位成区人計下×Ø代き順集致証

日中ある具体的省

県捨生傾計関値後村的ÙÚÛÜ合下コロナウ合集査新染町*+,集ÝÞ生ßà体区人計下

今á式あâã後村的市省

ä$-)ä
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県別みた場合市区町

村分け記すみた場合出生数を!"#$指!"!"図市示全国あ!"%$指!"$"図市みた国をり間％減す

少なるが（を東京）～あ青森範囲（を東京）～を布べ減おい別

!" #$%&'()*+,

!"#$指!"!"図市少なるが（程度大き#""あ％京）～市!"%$指!"$"図市程度大市地大き域

#を差％京別

れ相市!"#$指!"!"図市程度大き#""あ％京）～市!"%$指!"$"図市程度大市地大記&'(&け

対的す)"図高け)#(%率市沖縄あ除圏含す少なるが（を東圏あす地大記'*(!ま比較緩や%"(*

ま反面緩市非属け布くい圏別いも減市少なるがを北方減程度大含沖縄い圏除出けす沖縄市

宮城を記岩手除秋田山含東生形圏別福島半を未程度満市ご変がき化手す岩少青多を期中形

圏少るがを北方減沖縄満含単調半・神出除奈川す―岩少青多を�い圏ながけ記沖縄満含未

�す除出け�比�秋�け記��き化� $がま反面す��す��す��す��緩を北方減

!"#$指!"!"図出生!"%$指!"$"図市)"図高け�沖��あ除圏別

$図�あ市��き東圏あす��市なるがけ記みた�高�を程度大含� 沖縄い圏含す

!"!"指!"!$図出生!"!$指!")"図を出べ減記比較¡¢£¤市!少がす!"!$指!")"図出生!")"

¥!**¥

-. #$%&'!"#$/!"$"01234536!"%$/!"!"01237%""89*+,:
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．!"#$こ主，「令和全国推計」推ら期推間で出生%率仮主定値令が回復回しと，主起因コ

ロナ禍回和影主響を考慮 $こ～なった場主定値令禍回合生比較初婚数落生ち込み想りく第

令値ロ禍子主以降コロナを考慮 $こ～なった場初和響対遅発も生頃総じ減衰第令!"!"時

!"!!こ主，「令響対遅発も想相，当め（）子ばゆ第令や立社生会保障人じ口込第令定問響

が生頃総和子題主研#究所道生婚数社主府第令和別回令多数コロ地生生響!"!#こ，合!"#$

こ域主，「令和母親令対遅発も生頃総想世代コロ歳比主女性コロめ少響&'(上）た婚数

落若初人回層～なみ和転ロ入，主りくコロ上な超過よ緩圏推両者大小関係逆 !"!#若ナ率一

的仮ケ主人ロ子響ー題生ス８初和市区町村両者上を考慮 $こス８った場初和!"時%%指図あ

じ口込若生世本想婚数落りく生頃総じ同りロめ少響婚数社和禍回合生比較主定値令地世本

コロ想響内こき生差見取庁主在当令市区町村両者生世本想ど入，相ら期規主定値令和響模

概生頃総生ね範囲抑想え差第令中歳山相想合婚数社想起因主差親ロ属著高地数親ロ禍子主

相ロ―若ナ

!" #$%&'()*+,

!")$．!"!"こ生¿ÀÁÂケ婚数社じ)""子第め（）生!"%$．!"$"こ生婚数社生Ã社和Ä

!生子定問初ÅロナÆÄ，合和響Ç中率一的仮È初地婚数社生Ã社主ねÉ相Ê想Åロ禍子

想Ë令Ì回響仮Í逆Î率¿相Ï両者ÐÑ想ねÉ相¿初和婚数社生世本落想ÒÓ中込生ÔÕ

È主Ö×合回ロ生主府第令響子題主ØÙ較ス８主Úコロス８主定値令世本落想Û第題Ü値ナ

Ý!*+Ý

-. #$%&'!"#$/!"$"01234536!"%$/!"!"01237%""89*+,:

+若を考慮$こス８った場主在回層響ら期率初和!"#"こ，合!"#$こ主，「令!"時%%指図あ両者想しと，主起因コロナ
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区分市町村割合を示ある．はも記載これら東京!都部政令定とさ「村市町ら浜通り」「

村加りえみ町ら本場最多これら東京"記く布す京"村～都部政令定とさ「ら市町（％）こ

を合布すなっまら京～都全体半り以最#!り「都上相市当半加最$加未こ都満ま村年間出生

部政減最少増れ$%&#'加りえみ未こを推れ（ら記く布す計京ら浜通り」記推れ埼場村玉（

県滑」川熊布ら東"(嘉)(記く生都!*$加えみ島#(+'―n未opを合布すqれ都rsらt町

uv島)$+!―n村wx熊布,,&加えみ記～市町東)(yz未o生都!({|記}~町東t町y

z村��熊布す市町東$((uv未opれら～島!({|記}~町東�少熊布未��満っれら

～n都�����え未�計���えら#えら推記くpれす

�#&'�

割合 #$%&'!"#$(!"$")*+,-,./01234
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も高いは東北％であり続て四国海道．一方 !低京あり圏!"国九州道中なった続県ひ圏つ

か以上続おう点一#!$%内低け差大京き上さ表し一&'$#内低京点えよ一!!$'内低け差道全体若京

!"国九州道中なった続県ひ圏つか年上続おう層人一'($%内低け差大京き上さ口移一'#$!内低京

動し一'#$)内低．傾向出全う点けお京あり圏!"国九州道生お率．強か傾く向出圏京中った

％で海道．#県反映続も高でれ上さ!"国九州道．上結果お京生次でれ世道も高代続直流超

国過封さ上道．上鎖ば結全

当該．封さお京カウン続トず部他め幅．減少す続も高代圏逆ど転入超比出較的．傾向さ

上道全カウトず続部他お小まこ続トずて四で加較封され大京対減定影続も高でれ上さお京

響及トずけ差比ぼや相も高続減少り．封さⅤわ本稿超比道お「続体令圏和も高続減少り．

傾道出推京減少り圏直計で」び整道め幅圏差道全行で京う層人傾そ概要定影．傾向さ上道

も高けお京減少すお年ど．か減少り続」びお示子育施計で．そ策道全心比で各鎖さ京減少

す続も高代かありで種封さ体政続基礎国資料封され大京心続果お．どでう点でれ世道あり

続年超等京口移等動しでれ世道広種育傾あり続以超で過比さ上道．上鎖道全

活全れ用大で

期待けお京前同様 &ウ当し女性仮れば値前同様 &ウも高女性仮．プひ育傾も高％減少り

続女性国セ結．．かで京ス続較的続経～国歳封出全期女性続較的圏京実際さ趨勢国動近．

整道考ら続も高算勢続目設関詳細．封さ析どモデ超比道心．国ル選封出上全

前同様&ウも高女性仮けお京ス比反択続女性．接可で実そか能含示続む政手でば大京減

少り続女性法は依然国検「で"討!余トず国女性封出圏京ば大多残続標精で度上．間鎖明

比道"討!余トず続女性手確減国連育．封さ京む政手山政で差出大当し手．続子代続女部

で自封さ治ユでてー国セ向出全封く封傾圏明京減少ザ望踏続績乖一減少り続加離育傾女性

圏づ緻傾ザ望踏国化継低等ス続む政手山政察不で強上さお京欠調．封さ査準続角も圏積ど

ÿ超比さ上道全も高女性でれ世道減少あも続績乖．女性高い続以年．続はで東北傾自％お

傾上．超比道圏一で次 *"'!低京も若あり該国動近．封出も高女性続て四続～国国海策鎖出

減少ザ望踏続績乖京れば値"討!余続女性手．多道手続も高％．一続てーで目方ど女性手

続高低京で幅世出む政手山政察不で自整道圏き育傾間九お州づ中け差道全同様%一*"*&低

ウし精なっ国目た．封出も高女性で幅世京積県育傾査準国ひ海!"さ上ど#～圏差道．上

鎖ば結全

!"

期#$お京%少&'セ算女(なっ)*+,-.一算勢!"#ひ#$)*一算勢!"女(#$)*低低

前$然稿%は&'こでれ世道トず他!．"#$京続%&封で関整道#$一'()*++,-.*(//*"

"&低仮一#$こ過,+施-./低でば道-0国!世出全

"*)""
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域別将来

推計人口!からみ!た出生人!数」『問!題研み!究』巻号，"#"#国立社会保障・所－令～年資料第．死亡－令保

における指資料標選択影響$%：&都道''()*&+(

府県分析―^_資料標選択影`，"#",国指社会保－令～年資料ab号 ,，"#"&国c-"，"#$#国da響資料標選択

影efg,)$都h

府県分析―^_資料標選択影`，"#")国指社会保障・所－令～年資料，b号 -d～年国ab号 "，"#"#国c,"

，"#-#国da響資料標選択影efg,)+都h

からみ!推計人口!た出生人!題研み!究』巻号，"#"#国立社会保障・所－令～年資料第．死亡－令保ijける

指資料標選択影響$%：&都道''("#*)#(

究』巻号，"#&)国立障・資料保－令～年klmnにおopqr保stuvwxy所保z{る指資料標選択影響$#：

"都道''(&"#*&,%(

|".&|
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!!"!!

dFJTk203RTegioeknFagTk2lPk2lTlgF2gpTgigiFutrtjdFJTk203oeknFagTk2lu

csfcJ(iTekf()pucFTg0f02z・)mff40.T.k

f2giFyvybWx1587M-:8NR-MS587:T8UxVS587WX8TYMNM7ZiFeF0[gFeeF[FeeFzgk0lgiFutrtj

dFJTk203oeknFagTk2lu\fgiF]eknFagTk2l ĝT3T_FgiFaiT3z̀pka02e0gTkgk]eknFaggiF0JFr̀b

]k]̂30gTk2c4iFeF[keFfgiF]eknFagTk2lzk2kgzTeFag3d]ekeTzFfTegilfFgpFF2aF2l̂ldF0elcf2giTl

]0]FefpF]eFlF2geFJTk203fTegi]eknFagTk2lgi0g0eFak2lTlgF2gpTgigiF[e0aFpke.k[giFtrtj

dFJTk203oeknFagTk2lcgF0ll̂aFgi0ggiFe0gTkfFgpFF2giFa3klFz]k]̂30gTk20JFzr̀b02zgiF

]k]̂30gTk20JFzr̀beFa0T2lak2lg02ggiek̂Jik̂ggiF]eknFagTk2ikeT_k2fT2piTaigiFa3klFz

]k]̂30gTk2Tla03â30gFz[eka0aĝ03fTegil02zgiFl̂eeTe03e0gFlgk0JFr̀bcgFzFeTeFgiTle0gTk

[ekagiFe03̂FlkflFeeFzẑeT2JgiFeF[FeF2aF]FeTkẑ lFzgklFggiFaTJe0gTk20ll̂a]gTk2l[kegiF

trtjdFJTk203oeknFagTk2lc

ŝe]eknFagTk2llikpgi0gfFh]eFllFz0l02T2zFhpTgifTegilT2trij̀trtrlFg0girrfgiF

2̂afFek[fTegilT2trbj̀trjre02JFl[ekaklctZ4k.dk\gkbrclZukakeT\0aekll]eF[FaĝeFlcug

giFâ 2TaT]033FeF3fkklakeFgi02i03[k[giFgkg03i0eFT2zTaFlfF3kpjrfaF02T2Jgi0ggiFTefTegil

T2trbj̀trjrzFa3T2Fgk3Fllgi02i03[k[giFtrij̀trtr3FeF3cm 2̂TaT]03TgTFlpTgi]0egTâ30e3d3kp

T2zTaFl0eF2kgTaF0f3FT2giF4kik.̂ eFJTk2feF[3FagT2Jfkgi2Fgk̂gnaTJe0gTk2k[dk̂2JFeakikegl

02z3kp[FegT3Tgde0gFlcgFFh]Faggi0ggiFlF]eknFagTk2lpT33lFeeF0l[̂2z0aF2g03z0g0[kee0eTk̂l

eFJTk203]k3TaTFlfFl]FaT033dgiklFeF30gFzgkaiT3zneF0eT2JaF0l̂eFlc

cFdpkezlop̂afFek[fTegilfdFJTk2futrtjdFJTk203oeknFagTk2lufPF2l̂l
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桂太・小池司朗!"#$%#&'()*+#,%-#.(/01藤23井4朗3536"7藤&&"88多96

! " !

注録はォpt'()*+,-./0)*12+3452

希子石81．はじめに本稿で日国立社．は会保障所

，以降おける生残お率仮定値をお用仮降

いてと整合的

なすこと希目な社．は会国立じめ桂太 子石8朗3537藤1じめに朗戦後わが万‰お桂太・

小池司代朗353:藤間未満と希3535．はじめに藤的減少しそ高齢化相まっ長期上間希3535．は

じめに昇傾向あり国立社保障所っじめ超しえ昇っ動あ昇超して態統増加戦社保障所と4;:9

1社44:括桂朗4:"9弧藤本稿4;951内的1粗95括桂出中朗6"5弧藤的位下全日加間よ社統と

桂太れば緩昇やく見上通さあり一方も続的達込35571的1粗455括桂朗2"5弧藤っ今へ間

353:1朗子石 61桂太関心水め藤と464括桂朗47"7弧藤的準差全上期し朗知勢調と査保障

齢藤て希目な社国立じめ桂太 子石 81じめ藤に朗基そ回市朗保障回市藤じめ藤朗戦後わが万

‰お桂太・小池司代朗3537藤間未区間希3535町戦じめに藤的村実施間増加戦的減少し保障所

と35:51社1粗469括桂朗4:"2弧藤くこ準差全日統間桂太位下社り本こ考慮本的位下全上

期投え昇加影行き実上期して結果間査保障齢とよ社統総一方っ画少間35951と49"8弧的ど

超し影幅でこ達して広統社保障所社関続領社活西とれ期てき稿的間保障岡山的と結相社．

は―加達しえ昇加同稿実上期し朗， 3546間3542藤てえ実くこ戦後わが万‰お桂太・小池司

代と35551戦都道府っ県山昇超し国立桂太じめ未立8参社封鎖移及会社国立桂太じめっぼ

響全上減込間桂太関心齢社．は―っ半自全上治体っ±見上％日てよ社等示と間．は平向め

成り誤評価期績は的比長き実上％日朗較規お模調おける 3559藤て

稀88稀

なすこと間希目な社．は会国立じめ桂太 子石 8朗3537藤1じめに朗戦後わが万‰お桂太・小池司

代朗353:藤藤的減少しそ高齢化相まっ長期上間割じめ昇傾向あり3535多35381本稿35:8多35851社

保障所っ範囲必要会お封鎖移及会的じめ全日てく日間割じめ的減少し指半じめ朗摘キ桂太藤昇傾向

あり保障所っじめ全間国立社桂太ー関加保障的ワド超体：とã所社äåæ的減期上ç3多7èこ達し

え昇éっê全日てき稿的希目な社．は会国立桂太じめ朗ëì751じめ藤に朗戦後わが万‰お桂太・小

池司代朗3542藤昇傾向あり保障所社じめí―社îï昇全上間じめぼ響本稿81粗社保障所昇ぼðま

昇社ñòっ±期間平桂太óô加 4括桂っ今へし昇45èっ今へしí―とõ的り込45括桂未一社;ö社

封鎖移及社í―齢と<8多=;è社÷ø的りし総社社間評っ総見上でしùú加達しえ昇っûü全日て

ýþÿþ桂太．は会国立桂太間れば緩間桂太位下間国立社保障所間保障社．は―
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推計」および地域別国立社会保!"!"障・問題研!#保!"$%障究地所以降」おそれぞ全整合

的な～ら保題研!&究～ら障都道府県それぞ全市区町整合的な～ら保題研'"究～ら障都保村死

亡数実施公的な表．結果に保!"$#国!"$(障国方自問治体じ体そ!"$%め村～ら都道府県そ!"$%

市区～ら都障降て多く反!"$%響!"!"究会が!")"響!")%究全あり新い町公さる際引町き続値

全～ら地算出公要望」お寄推全せ背景問市踏まえ稿地問すも降」『』第全巻号掲載小国池

」令～らせ背掲要望和体み生景問わ用今用市区町き続値全～ら後地然増」『社」令降令計

減構掲』第造回が体お寄推全府計反っつ地理解深国ぞ見問そ!"!"市区～ら都降て多く反

!"!"響!"!%究会が!")%響!"%"究全さる際引町き続値全～ら地算出通み質全・載み寄向的な

表．結果上期($待期)齢景強依和体『令み存水社会保!"!%障そそ影歳%究市区～ら都会が割

お整合全市区町増％値都降多較回『差令み推降・国レン全まジ埼玉降亡数埼玉全市区秋田

地割み推降掲・用み寄レ間全市区町増％公き続全整合～ら景府ポ『市区的な秋田景イ令『

ト四地分も国市区的な全整合位範」全囲く反対象景イ反掲み推降掲東京和体み寄

き続問究青景ヶ第島む通みおも国治全群以問的な全究青秋田全馬号地域別み寄!"!"究全

(%南方象的な牧多問め村・)*(+ん降令計群以景載小国治全市区大昇問あり新い町奈良御・

割『杖拡い保'*+%ん障響高化い保#*+$ん障全占全'*&+ん超加良団保塊世代度込問$*)(ん超

加良団障国そ!"!"市区～ら都全～ら者何景イ令『全さる際引町景割お奈良御問及ぼあ可能性
載道掲」解

引
比が

保$*$(ん障響べ率い法変引
反更質第比が

保$&*(+ん障全占全$(*+(ん超加良団保塊世代度込問'*&$ん超

加良団障・載小国最用反市区昇掲載み寄!"%"究景問(%南方象的な牧多問め村・&*$(ん景象

長」国治全市区大昇質あり新い町奈良御・割『及ぼあ保+*!)ん障響高化い保$)*&'ん障全

占全(*+&ん超加良団保塊世代度込問!*$$ん超加良団障国さる際引町奈良御・問及ぼあ

可能性
載道掲」解

引
比が

保!*"%ん障響階級い開放引
割イ深比が

保'$*&&ん障全占全!&*&)ん超加良団保塊世代度込問+*)&

ん超加良団障景張最通み寄レン全め村く反手青ど景降質反ポ『的な景同もみ析手青的な全

牧多掲埼先通み降降質景国降第景そ取ば全細布都掲(%南方象景反み!"'%究方ン景問国析手

青的な景道別み手青ど全精多令全市区昇質張最通み質全降位確解体み寄(%南方象降令計析

手青映全反会・全手青ど全市区昇質整合全き続全市区昇景半が会全馬号地一括通場総±掲

載み寄

治推・ぞ見・問国立社会保!"!"障降内参+%南方象き続ÿ景会会み％む値全然増踏推地計

」通み降降質景国き続ÿ全お究よ究青び地・載み域別る占地&%南方象景張国通み寄推全府

計反き続値～ら立推全計」掲整合全き続値景社全府計反馬号地一括通全会地割みおも国立

社会保!"!"障降会す踏推・～ら」おき続値降内大通み寄ぞ見全世保全せ背地障・小通体問国

(%南方象的な地題世ど」『整合全き続値地～ら通み推降・析手青的な全市区世研全位範」

地究所景巻以和回み推降掲・用み府計景反み質全全国～ら者何まえ稿全降値景道令『国(%

南方象的な地それ」『ら然」おぞ多全全き続値保さ際引町究青全値障会が全昇ÿ問整!!'

ん全度込合・載ポお寄治全社会国そ!"!"市区～ら都景道別み的!～ら保"#的な障降て多

く反き続値地然増」国整合全的な!"掲き続景一括通馬号地#$通み降降質景国そ!"$%市

区～ら都降て多く反き続値全～ら%昇全#$降」『国～ら算出会が%究占全き続値降算&

後降全内大地'ポお寄

(%+(
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条基づき票情報を二次利ものが含まれてい．2地域別将来い死づ亡数推手!!つい的考え

まれ方菅ほか（）とを二次同様あそこず設定地さ

市さ区町村期間様男女・様コ数ー推

男女・様コ数ー推いホ定設様的きト条生残率死仮値ら命"#"#表常逆算情年地さ齢出情死づ

こ全利"#$%区町コ数て情国得対ず次一律補正村 行っ村 最終長階級歳級以村上場合め得下

ら細上化拡長得張もの命 !!! 表か実施二づ一律補正村 行っ村 最終長比べ村男女合か施違

二次さ齢二設づ比べ村男女合常期間様ものら細区町村様男女・か施違二づ利"#$%変更コ数て

様期間上化拡かを定設逆算い降次期間様変更様行っ村 最終長比べ村男女・い開二設放呼

ぶ移か及ぼ次同様か影響ト条男女・コ数下常二次さ出様値らづ男女合様影比み比べ封鎖か

$##重要理常2地由う様男女・いホ定設同施違二次さ出様次際づ利"#$%区町コ数て情死比べ

%重封鎖村い&#重要理か影比み常2地期間様もの様コ数か及ぼ設定地あづ仮値ら命"#"#表

情死放得様め得様布情&#重要理様比べかじ域ば二設影比みか$##重要理い差団2地期間も

のコ数か塊世二次さ

仮値ら命"#"#表常代や地常づき票様域別ー推い死!ホ様よ定あ年地さこ全づ'%重要理男

女合様施違率推かサイ2地さ）いづ男女合かコ数2地影比み比べ封鎖か(%重要理ら細&%重

要理い差団2地さ出様影比み比べ封鎖様出常かづ要ズ死高乖律っ常離加さ対細いづ期間様

もの指があ男女・コ数下い昇ど2超見かけ地次際づ平均もの将来かを定次男女・いホ定設

同コ数2地さ

こ全づ男女合様高乖律っ様国得あ適占条割低かけ設基出過さ(%重要理放呼い数施2地由

う常(%重要理様比べ封鎖かじ域ば二設数施2地由うか代や地常づ塊小もの常得張もの様(%

重要理比べ域メあ逆カ条細ニム死上カ条定命仮値ら "#"#表さ二ら二条あ細づ利り進様む少て

く利り進 )*む少て様連過い塊小ものい階級歳級以わち従サがあ年地常づ(%重要理常定過

―べものい基定設同塊小もの様比べ域メ死得張もの様同様ら細ÐÑ二づ(%重要理様男女合

か放呼い数施2地ら比べ村いじ域ば2地ら様男女・コ数様将来いムか上カ地さ比べ村男女

合死Òべい二次あぼ設Ó・．・トい理Ô2地さ比べ封鎖かじ域ば二次男女合かを定地コ数

死づ&%重要理条Õ様Ö―べものい×うぼ次男女合情塊小様ものら細上カ地男女・かコ数2

地さ放率情づ(%重要理放呼様男女合死得張ものい基Ø地(%重要理様ÙÚト条男女合か出ず

細Ö―べものい同Ûを二設二こ過さ齢様次際づ(%重要理もの様条ら情同&%重要理条Õ様Ö

―べもの様Ü際地Ýうあ理Ô2地常えづ(%重要理放呼様男女合死出ず細Ö―べものいÞ定

男女合かÛを二づßà条男女・かコ数2地出常い条地さ出様連過条áâã従äい連åづ得

張もの常代や設塊小もの様Ö―べばあæç常(%重要理放呼情数施二次男女・死(%重要理様

比べかじ域ば二設数施2地男女・連å同è条é条地さ

利"#"#区町コ数て様期間ものコ数様ー推い死利"#$%区町コ数て常代や設づ男女・コ数い

．ê2地適占条サイあ年ぼ次さ2条ëìづ比べ %重封鎖村コ数もの様高乖律っか&%重要理

い差団二次さ齢様次際づ一律補正村最終長階級歳級以村上場合め得下様高乖律っ同づí間

î%+î
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率!"開放間を#$開放間とす#$開放間を#"開放間るも基本が，生残と仮%$%$定値め同じ手法

数推計行う場数合にお率いてじ今回!"開放間こきさ常率回人口こ本が線型補完お存後述率

いてじ今回も基本がが通型り算出方率合に変更れ回よ実施下将来地域常べ重め#$開放間こ

きさ複こ線値部さ，分す将型生残と仮%$%$定値め後多っ改仮 !!! 定回全体順掲きさ複こ値

補載変仮"!定回更後本が線型稿だ率けな型&"開放間率合にお率更後将ととさ "!率くつど方

回違考きさ，複察将階な型いてじ今回#"開放間こきさ合に変率更れ回級報きさ，

放告値め型合にお率いてじ今回#"開放間こきさ一需率要あ数合に変率更れ出方回だえさ，

生残と仮%$%$定こ細化きさ整的常そ地線型間だ率も基こ違考回よ割がが通型愛通域ず結率

出果回『問きさ，口題値めいてじ今回#"開放間こきさ合に変研究値』ウ型生残と仮%$%$定

こり算ど方将階な合にお率いてじ今回!"開放間こ本が施下率一需率要あ数合に変将ェ地域

常更れ本型 %ェ率出方将階さ一需率合に変将ブ率階実』ペ地線補算さ率と将ェ地域ージき

さ，』来型生残と仮%$%$定値め一需率同じ手法数推計行う場ダン数っ改仮#$!#'開型#"!##

開型($$開放間定回ロド本域来な型期後率「」線～さこー対す察がが通型べ重常#"開放間

っ改回#"!##開型($$開放間将象的月本型複察こ日下現』合に変率更れ常級報本が，在率

出方め生残と仮%$%$定こり算値～さが通境福きさ，地島察率更れ県浜常除っ改び東京特政

令指都概略表とすわ令ぞ項略目値部さ階実将本が，

更れ節今め型命%$%$要あ更れ末こり算型%$%$コ%$%"うとす%$'"コ%$"$うこきさ，更れ率

ホトこきさ要あ常型命%$%$要あ更れ末こり算値型%$%)う(%道 (府設ち直あ将階さ(*!!)同じ

手法仮近各比命―けな要あ末率()同手法回用ウ+&#同型+)&手型(!$法型来階適正前%)じ

仮国数じ定型%$様ÐÑ後Ò同率(+"じ定来階適命―けな要あ末こきさ，

一需率合に変回更れきさ出方率ÓÔめÕ(率(コ'率出果将Ö究さ複こ線値部さ，放告型

在察×察率ØÙ将ェ地域Ú回愛通域だえさ，

１市区町村１別１別将来死亡数手順./01234567089:4;<=>亡?

命%$%$要あ更れ末値め型補ÛÕ補完お方将階さ推計行節Üう場Ý略Þ略ß数補完お回

%$%$コ%$%"うとす%$'"コ%$"$う率節今将ェ地域Òàá比数行同じ手法数将存後述こ本域â

後本域地さ，き』Öã型Òàá比数将めäå節今率æ(う今将来究さ補ÛÕ将来究さ後多

っ改率ç値推計行節Üう場Ý略Þ略ß数補完お回れく本型äå"う今的回推計行節Üう場

è"!è

9@ ABCDEFG>HIJ死亡>KL

出果(, 命%$%$要あ更れ末率同じ手法数 節今数 推計行Ý略Þ略ß数補完お存後述回
é地域型補ÛÕ行後多っ改仮 !!! 定回くつきさ，

出果%, 補ÛÕ行後多っ改回é地域型同じ手法数 節今数 推計行う場数合にお仮 #!! 定
回くつきさ，

出果), 同じ手法 $数 節今数 推計行う場数合にお回一需率っ改仮命%$%$要あ更れ末
率県浜定将êé本域型合に変仮順ëì %&$

!! 定回くつきさ，

出果', ずí率一需補ÛÕ行後多っ改回é地域型りî率ー対ど値くつ本がずí率一需
率合に変仮 %'"

(# 定将ホ本型節今数 推計行う場数将順ëきさ仮要あ数順ë稿
合に変 %'$

!! 定，
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村は～は年から首・末次つ作成らされた命表定常人定常口比で男女た齢つ算出し，平から

均!"""な!""#す→歳!"$#な!"!"す人定常人定以階定級す所ら属齢た都道府県値口対的人較

差一将人来適用投階す影か口比で男詳細国立用投階す影か人定以階定級す所人社会男定常

口比で成・保障算%"!%&問%#!%'題研末人す影究（ら属齢た立）び菅参照うがらあ障つ出

し，平か用投階定級す影か口比で人!"""な!"!"す人社会パ保タン男考較ら国たえ変人菅参

照うか口比でら化も国立用投階定級す影村は～は年か口比で男出し，平から…１障つ算応

２均立逆きお仮同じ階一将月ま設め）簡!"!&略保歳記ら号簡!"!&略男割愛府県値齢算

作人さ下保定常口比で様立行つ口対的階較差一将人す影基数は任→歳詳細府県値口対的階

口比で適行つ成意ばつ成立定級す影村は～は年人便宜ら成計保下口比で人基数は任(!!
")

簡す影 "*+,#!+,$問+!+-&題簡!*(".#.３.'#)略/定常 !*0,#な0.!*(!"!#.!"1".３.!"#")す略存略ら

あ死障つ定常 !人較差一将人す影基数は任("!
!# )簡!*(".#.３.'#)均定常 !人 "*+!+-&題ら

あ死/!*0,#な0.!*(!"!#.!"1".３.!"#")す略亡略男口比で→歳関詳障つ作成様適係つ簡的 !略算

保除立関詳府県つ較差一将均立口比で４較が成―「定常簡0,#す$"」な0す '」略人計人

らあ死障つ作成ら保つ算読値立口比で４較が様用投か立出し，平からむ較府県た齢つ値り立

す影か較差一将計用投階出し，平から詳細府県つ様立等せ宜人値り毎だ→歳均用投階出し

，平人か男©ª国値簡研«立―¬人等せ宜男­下略算®¯簡#$略ら均°±人¯男も齢県²

さ齢様立作作適均³´末#""."""男も齢たµ詳国値¶略算

!"!#$%&'()*+,-./01234567(

口対的人す影 !題人口· 簡̄#!!略成す影 +!+-2題人¸¹ 簡̄ $!
!% 略人常ら均立$!

!"%% ##!!$

#!!"%成齢下º»様行つ算作人口対的階¸¹¯男命表す影人口対的階較差一将適¼障作成適

す影か定常¸¹で(&!
!# )簡!*(".#.３.'#)均定常 !人す影 "*+!+-&題らあ死/!*0,#な0.!*

(!"!#.!"1".３.!"#")す略½略男µ詳障つ算口対的人す影 +!+-2題人較差一将簡 "!
!% 略成¸¹¯

¾#'¾

&8 $95:(;,-./<=!6012()*+6>?

"な&題3 "!
$# # #$%!

!
細口&$$&

#な'題3 "!
## # "!

$# %!!
$$&&#$'

' '

+な+-&題3 "!
!# # "!

!$## %!!
!$#$!$&&!$!"&

' '

'"な'&題3 "!
'$# # "!

(## %!!
(#$(#&'$$'&

'#題研末3 "!
'#( # "!

'$# %
!!

'$"&'#"

)$!!
'$"&'#"

$略"*,#!,$問"!&均¿0,#な0す細口問",&題À立4*'"!'&問'#!''均¿'"題研末問'#題研末À成ÁÂ算

!略!*'#均¿'#題研末À適行Ã立 "!
'## 均 "!

'#( 人±適行つ算

1略作作適人®¯簡#$略男細口→歳 "!&題読適口係つ一す立"!&題→歳 #!'題読適口係つ一すÄらあ死府Åつ保

歳²立用投か #す究（細口村は～は年#""."""一行値Ã簡Æす人社会細口¯$""."""一行値Ã略人一す様µ詳府

県た齢つ成齢下作成ら保つ算

&略値Ç国立 &!
'## 均 &!

'#( 人±適行つ算

–189–



あ !!
!" る５．…して別途得らればあ "!

!" る５を用いよれ逐 !次計算すこで菅て得らば

あ#!!るてほ計かj-u仮て定さ常人口線る型

$!
!% "%##!!$%$ "!

!% #!!
!% # !!

!% "#!!%#!!$%補j-u仮

求こ常すめ５挟む "!
!% 常つ階級級形５#!!で $!

!% だけみめ #!!$%だjku仮てえい計実際出お「

口隣で常り菅口型

#!!$%"
$!

!% % "!
!% ##!!

%% "!
!%

補jku仮

合性」あkekeるりか "!
!% "%&$だ６適求５切階計適低負じだ非小水ほ「口隣でりを用い

よれ逐 !次計算すこで菅て得らばだ #!!"'
$!

!%"" $ $!
!"

$#" (で求め準理こ型隣て非小水ほか５#!!

だ的各 kくてれ逐必要て適低負じだ非率水ほ求めみ口一以てえい計上ず口常５も妥計か #!!

てお当計そみめ&!!
!%%% '!!

!% '!!
!$%% (でみい地域推→すこ )くてれ逐必要て !!

!% て非小市区町る

だ６適求めみ口型j-u仮計え口 #!!$%て出おか村値算 "!
!% だけみ算以級形設れ逐り男て !!

!"

得％口こ理５ !!
!" 常超低計急切算速昇り人口設れ逐て得らばだ適低負じて非小水ほりつ口

隣でか→開始り人口型求」求５隣隣りか鑑次りか算比*次必要て適低負じ」階得らばだつ

口べ違常人推５．…具常体適表示て速昇計人口で地域推→すこ)くてれ逐必要て．…具て

非小市区て６適かべ女求・残将りか算比算口型来隣り５地keke命作成出区計そみめか．…

具常体適表示て速昇計算口+e!+,直+*!+-次表示てれ逐必要り接利版日挟計６適本だデ適

求めみ口隣で５も妥計ー市て+*!+-次表示て．…具か -タだベずめス７算示降だ全国「口

隣でだ中上め５+*次表示．…具て成適計かjku仮だけみ口隣でで「口型 !!
%&& "#!%&%#!'(り人

口こ理５#!!)!*%&+計jku仮て定さだけみ口型合性」あkekeるで位都口で &!
!& )!*%(+計道

み常得％口型府県始算れ逐挟．…具て出お仮だ― )計放「型

― )てれ逐挟．…具だ出お「口こ理計か "!
!& あ!.&+e'補'-e(る常べ違計算口常５接利版

日挟ー等立れ逐挟得結具て６適本デ適計人こすめか局前て得提―だ³´求めみ算みこ理５

µ¶ "!
!& だ·け「口隣でかり菅算み型隣隣りか地kekkれ¸¹º¸．…»¼½¾¼¿Àる区

あ表Áか /01るで地kekeÂÃ成出区て局前得提―あ．…ÄÅ成出るだけみめÆÇÈÉ挟

計 "!
!& だデ適求こ型

Ê+eÊ

*るこ一求５全Ë利ほ!2.-*3計そ以口．…ばあ !!, る計くみめか５ !!, .#!り人口型

+る#!!.))&$%+#)$!
!%"" $ $!

!" +だ６適「口で５ !!
!% .#!!%#!!$%.))&$%+#)$!

!%"" % $!
!$%" +型 "!

!% .%&$だ６適求こ

j-u仮て定さ $!
!% .)%&$+#)#!!$#!!$%+だけみ口で５ !!

!% .))&$%+#)%&$+#)#!!%%$#!!%#!!$%%#!!$$%+.))&*+#

)#!!%%$#!!%#!!$%%#!!$$%+だず口型隣隣り #!!%#!!$%. !!
!% ５#!!%%%#!!$$%. !!

!%%% $ !!
!% $ !!

!$%% り人口こ理５ !!
!% .

))&*+#)!!
!%%% $$#!!

!% $ !!
!$%% +で算口常５隣てÌ仮か !!

!% .))&$+#)!!
!%%% $ !!

!$%% +てで菅計て上´Í「口型Î

Ï５jku仮だÐÑ計５#!!.))&$%+#)$!
!%"" $ $!

!" +で「口６適か&!!
!%%% '!!

!% '!!
!$%% (てµ非始算定さだ６適求めみ

口でみず口型

4る566789::;;;<=788<>?<@7:7A6?BCD=:/01:
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較差（比）を!"#$計!%算し!""%計"算これ&%!$計!%算し&%&%計"算期間うち最大と小除計

く $平均固大 !!
!" 期定た．比そえで「そ推」将来生命表死亡を中位れ '適用期投影各所属

各市命区町 $適用期村な命お×亡単が作期投成さをて&%&%定たい表８期式よまめ…将だ掲

載石い表生これ表死亡単式よ期と小除計く $平均固大 !!
!" 比「そ推」命井則えで中属さ間

うち最大 !!
!" 命っ確亡を率間うち最比存数えで常人口他期．属亡単が

共通を()*属て&%&%定たい表８さ） !計次 !平―石期まめ…以上注菅位ほ方で以を中

期共こ期 !!
!属"!

!"##!!$#!!%#&
法生命則方ほ+,-線期形投比 $平均固比補属得単が

!!
!" #

'!%$
$#!"$$!%!!

$&("
!
$

'!%$
$#!"

!
$

あ+,-線

単�亡をて&%&%定たい表８期式よまめ…比） !!
!以��菅位ほ方共方が��将&%!$生比��

ほを式よまめ…期だ掲��将 %!
!& 生をま��将#!!生を×���将 '!

!& 生命則方ほを %平）と小

大を作期�期計く）と小��さ�期形投比表死亡単が

�.!�

!" #$%&'()*+,!-./01234!!)567894 "!
)" 5-:#

ま�� だ掲�

%平& #!%# "%%'%%%

"平& #!"#
'!

%" % '!
""

#%

* *

/平 #!!#
'!

!$"" % '!
!"

#%

* *

(%平&#!(%#
'!

""" % '!
(%"

#%

("平&#!("#
'!

(%" $ !!
(%" (#!(%

"$ !!
(%"

* *

0平 #!)#
'!

)" $ !!
)" (#!)

"$ !!
)"

* *

*%平&#!*%#
'!

+"" $ !!
+"" (#!+"

"$ !!
+""

*"平&#!*"#
'!

*%" $ !!
*%" (#!*%

"$ !!
*%"

%し$平& (!
%" #

#%$#"

'!
%"

"し*平& (!
"" #

#"$##%

'!
""

* *

/し/1$平& (!
!" #

#!$#!%"

'!"

* *

*%し*$平& (!
*%" #

#*%$#*"

'!
+%"

*"平��& (!
*"+ #

#*"

'!
*"+

�が��こ将&%&%生期��さ）2'!
%" 3あ3'!

+"" 4命
� ¡用亡ほ2#!%3あ3#!+"4命¢単単得を (!

+"+ 5
"'!

+%" % '!
+"" &,"#%( '!

+"+ &属亡単が '!
+"+ 5 '!

+"" %
'!

*%" % '!
*"+ さ£でが

#生単�亡を!%$平��） "!
#%"+ 5#!#%"さ£でが
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!"!"!#
!"$"#%"$%#% #&%'!$&

&! '
!((!)*!+)"!#

!"!,+

!"*!+"!#
!"

%#
*!+*

&#*!+

異なパラ!#
!メータ性こ !う得式関係年齢階級とめラ将来こ !"%%"+'

#
!ラ#"'#

!%$"+'
#
!%*ラ

$"'#
!数推実際一異ラ"$"#%"$こ部区性間…級み「実地域」市町数推めラ部村こ"$(#%($%

"!&'('#))&*+*$ラ区村こ"$)#%)$%"!&'*,#)'&-*+$数推実際別メ間人性パ級口異 !#
!年.*/（メ月

日数）～ -う生残性一仮定異際「とラ値かメ得式ら逆ー性常当性齢階実 !#
!+ こ該期メ）～

首・"!#
-!+ #末#!#

.!+ $メ適数推実際

4「全国」結果によるを用いた/にを0た123456789:果;<=12>?

す'!'!れば逆ー対性間実値かメ象首つ補*メ部区）～正前応"+,)*
!$９!%"!0(#-0,#末#,-1$う2

,%"'!'!#'!'-#末#'!-!$）)!が )き中年齢階級ラ30-同3）メ発移係動影響考慮もタパ異影さ

前応性間実部区）～正得式係"-#
!+ $年ラ合全国・メ国結果国出前応性）～正性位齢及び必ラ

逆ーず致象首つ補 *性律階級値かメ部区）～正得式ら９最終的中"./#)*
!+ $９!%"!#-#末#,-$こ

国・ #メ）～ $%4!41(う性ずけ2#%30-同3#!%"'!'-#'!*!#末#'!-!$）中命中年ータ及実別仮表

数様実際「とラ.(/（メータこラ逆ー国・相メ）～正得式係年違該）～メ国結果国出前応

性位齢及実異定ラ違国・果）～性と階級点発及実前応開放メ以上年等げ及実わメ性「…級

階実際

./#)*
!+ "

*

&
(+,%+)*

! #+,)*
!)-#)*

!+ ,*)!),5#こ国・30-同3ラ!こ）～4!41(性ずけ6末.(/（

4「@国A4い4いBC>?DEFGHI89:JKLM3456789:2;<

.(/（数逆ーせび異象首つ補正得式らメ集ーこす'!'!―意逆ー対メ��９�発相�９得

式相�中メ部区）～正前応��得式ら中性 ¡パわ集¢パ「階際別メ異定ラ国・正果部区

）～正性該£性最終パ異わメ年¤¥¦「得式ら逆ー響仮及実際「とラ―意メ値かメ得式ら

こラす'!'!―意逆ー対性と§実動影響９値か発¨©メ影さ前応中年齢階級ラ© *��.(/（

仮違ª性ータパ級階実際とわ「«¬­仮パ級ラす'!'!―意逆ー対数こ値かメ前応年将）果

将う数口実別仮考慮値かメ得式らわ 30)）)!が同3） ,が性と§実将う数ータパ級階実別

仮ラ値か発¨©メ®¯首・こ)!-う°±性「…級階実別仮²表推³慮び実際―意メ得式ら

年す'!'!れば逆ー対メ逆ー国・果）～生残性集´µ級¶ーパ異±数ラ象首つ補正メ得式ら

メ国・正果部区）～正性最終及実際

·7'·

,中!%,-こす,-う°±対数推めラ ./#)*
.++ こ ./#)*

.+* メ¸数推実際
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開放区間違いが値に及ぼす-に./

ため，項推計お「」で公表され参考，（封，鎖）結果用場，合で算．そうえ場～年らし

!"#慮，お「」，差率で対．そ比!$!$項推差率分布都道府県そ．～・市差率区町村公表察

，なは結全．年国出，お「」結率生場～中位，致よ布し!$!$一!$!%律合補!$&%一!$%$律，

お「」結出率正し公表され結市行場～ため，公表結全．そ率生正年お「」，町村公表，お

「」合補，っも区公表され結市行場～お「」で最場～終も察で算．そ，項推的と結方条件

付計きあ応精評計でえ価場～中

関対し比!$!$項推差率分布研比!$!$究多差率分区わば鎌田区お「鎌田察察，なはで出ほ場

～値致事後実績結べ検年証，結こ菅総関なは開正そ．～中事放し・市差率区町村公表察布

研比!$!$究多差率分，間歳以上差率区道 '!(察わば鎌田区お「鎌田察差率区町村公表察

で出ほ場～値致事後実績結べ検そ．～中町村公表，お「」，差率で態年検そ研!"&慮，実

績研比!$!$究多差率分，町村公表で最統場～お「」で出ほ場～値致事後で実績場～中

開放0間1開23区45678及ぼすに679:

項推計，ため差率公表，月封規模で階場～級施研直」べ乖県そ．～参区年開よ離し目安

示合区!$!$察察し項推計，お「」差率象研び福総関島単象開終内年月封で算．そ，較除研べ

乖県そ．関．中外外布研し同示合区!$!$察，項推計様お「」区政令応自結(%治体特開正そ

差率正年証，察，公表れ他く率で値～!$)%律)$3合補!$!$律*3，お「」合補，っも区島

単で最場～終も察結あ応精評，公表析節指摘計でえ価正し差率島通り福合補%律自，項推

計お「」研島単開考，（封設定場～，合で算．そ，超高結齢場中

較除，最際開場～項推研&+方条件付関補常で同示合区!$!$察，差率最際あ応精評布態～中

異冒付研付結頭田開正し異冒付み，あ精評研あ応精評頭田，終割合補研％昇場～中見込でし

同示合区!$!$察布差率，最際昇開関検年ま大あ)$察，応で算．そ証％昇正し外県補ま大あで

算．そ研ま大あ結頭田開場～中終割最際け秋群研し),+*(あ応精評区!#馬計応し)!ま大あ

，)!(応し(ま大あし位，南異冒付，あ精評結％牧+%*あし+)!精し)-(評察布態～中

ん中的むなは

;放3間<=>及ぼ?に@ABCにDEF及ぼす67GHIJK./

!水布準加正年偏―しお「も，政令応自，相原研新潟静，島岡公表開原浜公表，律静的

と参松関～開しお「」差率象で鎖）結果用場中堺山布熊年値致でし究多，(%治体特公表本

出研!$!$律，&"(-à合補!$%$律で研*")(àで特á場～外開参âãä県そ．～中ä年し外，

本出でå上関項推っ参態～外開証堺山布準加正年中!$%$律で対æ～(%治体特公表本出研こ

証潟．項推で対．そし方条件付頭田で研+"-)à区ç安付察しあ応精評頭田で研)*"(-à区è

é付êë評
関ì証牧í補

察開．致îïで関～外開参âãä県そ．～中お「も研ð静で正年参検そ準」階

」総で特á場～年らし公表体特で潟静でñ検そ政令応自，お「」証直牧関～中

ò-#ò

)$察府．年．äあしó節ôあしõöあし÷øあしùúあしûあしøüあしýþあ，(あ研ま大あ頭田開正年中
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分!布都道府県みもであ"#"#．"#$#平均歳府未満平％以上レンジ四上レン位範囲り沖縄

あと東京除均く超えて以位い満概あね倍り差大き布%#さらうジ&'%高都%#!(!さジ&"')高都

($さ的最ジ%!'&高均範囲り差($さ的最あ島根者布$('$．%*'%高都人京こわか布%"'(．%$'*高

ね倍お都国口て過ぎなく均比べ!$超えてね %沖均ればパタり差($さ的最あ上レ布%#!(!さ

あー強"偏的最ね倍お都と東っ概市区タ差町村位都+$さ的最過タ変れ標％あ上レ概大き準

位上レ四ンあ""'(高均範囲都ポ概沖縄あ標タイトてね布"%'#高ね都上レどあ !ち位 )ち的

最ジ+$さ的最ね倍り場過ジ長野り差"#$#平位栄タパ概もむあ+$さ的最ちよ沖縄布)'("高位

ろ離やタ場過過阪港湾部都上レあ平％半異多根布標％位開べ放設パタり場過ジ長野り差

分$布都"#"#．"#$#平あ平％以上レンジ四上レン位範囲り沖縄あと東京除均定精度左以

位い満概あね倍り差定精度左以位い満上レあ($さ的最沖縄あ大き布%$'!高ねく超えて大き

過市区べ右長村やタジ都す重放っ布!'%要素根示都人京こわか布%"'%．%('!高あ$'(要素根

示ね倍お都唆―村概く超えてねい満順縄あ"偏的最あ市区町ね倍おと東っ布市区べやり差

再掲て千 左
町野ば葉村

あ埼変位上レどあ (沖的最ジ($さ的最過タ変過場玉概倍湾部都ぎなくあ知イ

青市森定あ熊本神あ埼変位奈京らうあ過場玉概倍り差場あ埼変位上レあ平％半異多根布ち

よあ平％半異多根過川や設パ都標％あ上レジ栃べと東っ概市区タ場過野村都木良精みあ鳥

取ジ上レン道府あ滋賀均群馬香り岡山や山佐ね倍り場過ジ石崎町湾り差

和%!和

!" !"!"#!"#"$%$&'()*+,()*-./012%3456789:;

平％精京

歌こ #．$+さ %#．(!さ ($さ的最 ,三愛-+$さ的最

) 国口て $'+ 国口て &$'% イトて %*'% イトて "%'#

" ぎなく $'$ ぎなく &$'& 再掲て %*'% 再掲て "$'$

& 茨城て !'! 徳形て &!'* 市京て %*') 標秋て "$'!

! 徳形て !'! 田：て &!'* 出典て %*'# 出典て "!'(

$ 著算Âて !'! ÃÄて &!'$ 算Åて %*'# ÆÇて "!'%

! ! ! ! !

)" ÈÉて &'* ÊËて &&'$ ÆÇて %$'* ÌÂて "&'(

! ! ! ! !

"! ÍÎて &'! ÏÉて &)'+ ÐÂて %!'( 再Ñて "&'#

! ! ! ! !

&% ÒÓÎて &'" ÆÇて &)') ÊËて %"'( Ô岡て ")'*

! ! ! ! !

!& 算Åて &'# 算Åて &#') Õ秋て %)'& Ö×て "#'%

!! Øイて &'# 市京て "+'( 市森え %)'& Õ秋て "#'$

!$ 標秋て "'+ 出典て "+'( 徳形て %#'+ ÃÄて "#'&

!% ÎÙて "'+ イトて "+'& ぎなく $+'" 徳形て "#'"

!* ÚÛて "'+ 再掲て "+'& 国口て $('$ 田：て "#'#

大きÜ &'% &"') %!'& ""'(

す重放っÜ #'% )'% "') )'$

人京こわかÜ #'$ "'! "'+ "')

ÝÞÜßどàÝ差
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分!化て対する比"#"#降開放区間設定関つ$%い～年総及定び都道府県別みも$%い～年で

あ．生道存び都道府県別み定算式用こ比～影化て響レンジ範囲定ん式用県別みもこ降定ど

が存て"#"#な"#%#っもへ県別み四位!#!$&い開$%い～年も県別みでえば期通場定合府齢も

率べ用沖!#!$&い県別み化縄％みも都大定'"(きで島が用根開も小さで合用齢も率べ用沖え

ば期通場定合用開う差ら化))*+な+#+*+も部未率す開満程小さ度相が開が的存関が沖へ県

別み変も小さ定どが存化てま．中部未化))*"な+##*+てう差ら化)$*"な+#+*)率べ的府沖$%

い～年県別み変も小さ定どが存化てま．中部未化)$*,な+##*"てう差ら化),*+な+#-*$率べ的

府沖府開央値てび都±ジでポ区府"#"#な"#%#っも$%い～年県別みもイトて$%い～年総及率

び都道府県別み化$%い～年であ．生道府っ約場県別割で島が存び都道府県別み開こ収存て

市町通率化-*$村―順が度再掲通率化"*)村阪西が開が東関東定び都間設定関用京度縄区存

が用沖道る道相度青て根も関東相京化―ヶ．もえば期通率へ県別みも+村長野て$%い～年

県別みも+*%村栄笠も原算御蔵生定開程麻用比績北海))*!新 +村篠津差成開績北海))*-新

+*%村篠津差成も部未定徳$勝もえば期通度高麻用降++降沖

分 ,化て響レンジ範囲定ん式用県別みもこ定どが存て"#"#な"#%#っもへ県別み四位!#!

$&い開$%い～年も県別みで知ン本山場定合府齢も率べ用沖!#!$&い県別み定どが存化てま

．中部未化))*%な+##*!てう差ら化)%*$な+#%*#率べつてび都±ジでポ区府"#"#な"#%#っも

港!%港

!" !"!"#!"#"$%$&'()*+,()*-./012%3456789:;

っ約ン．

川中 #な%)い !#な$&い $%い～年 比浪速降)%い～年

+ ―天知龍ン +#*" 栃木え田八再山 ,!*% 尾広通足山 $+*" 尾広通足山 &"*$

" 栃木え阪寄愛山 )*, 栃木え媛砥再山 %"*& 尾広通鹿児山 ,$*$ 崎富ば林福塙山 -)*%

- ―天知績北ン )*& ―天知龍三ン &)*% 重再通年紀本 ,$*, 宝梨通杜豊本 -$*!

& 栃木え明ン $*& 市町通崎―栃山 &%*! 崎富ば林福塙山 ,$*" 宝梨通―井山 -$*-

% 栃木え績北ン $*& ―天知坂和ン &&*) 尾広通歌占山 ,$*" 尾広通鹿児山 -$*#

! ! ! ! !

&,+ 冠夫通―丹愛知 -*) ―天期波岡知 --*, 庄再通期績知 !$*& 崎富ば利平本 "%*!

! ! ! ! !

)&" 均：通標ヶ本 "*) 準偏再通―出本 -+*% ―天期典丹著知 !%*! 者再通Ö本 "-*&

! ! ! ! !

+&+- ×Ø通ÙÚ本 "*+ 豊Û通崎Ü知 ")*& 均梨通ÝÞ知 !"*! 者ß通àß知 "+*&

! ! ! ! !

+$$# áâ豊通崎豊山 #*# 尾広通歌占山 "+*! ―天知坂和ン &$*+ 崎富ばãä山 +-*)

+$$+ 再掲通梨å山 #*# 重再通年紀本 "#*! ―天知龍三ン &$*+ 豊Û通æç豊山 +-*$

+$$" è豊通林é山 #*# 崎富ば林福塙山 "#*& 栃木え媛砥再山 &,*! 栃木えê再山 +-*"

+$$- 宝梨通―井山 #*# 尾広通鹿児山 "#*& 栃木え阪寄愛山 &%*& 栃木え媛砥再山 )*%

+$$& 準偏再通×再山 #*# 尾広通足山 +$*% 栃木え田八再山 "-*% 栃木え田八再山 #*#

ëìí -*+ -+*% !%*& "-*,

îïð京í +*& -*! &*! -*%

ま．中部未í +*$ &*- %*$ &*"

ñòíóô大ñ沖

++降響レンジ範囲定ん式用県別みもこ定どが存て"#"#な"#%#っもへ県別み率化績北海))*!新 +村篠津差成も部未

定-)えば期通度高麻用*"#"#な"#%#っも$%い～年県別み率化績北海))*-新+*%村篠津差成も部未定-,えば期通度

高麻用*
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良!!良

：都 !"道府県７市区町村+,-./0!"道府県0123456+7村8+,

-./区9:;<=>?@ABCD

兵庫三重

茨梨 京都 !"府#$香 #%香東富

& 秋田口 &"&'( 北海口 &"&'& 秋田口 &")'#

* 北海口 &"&'" 道高口 &""'( 知愛媛口 &"&'$

) 知愛媛口 &""'( 島根口 &""'# 青森口 &"&'$

$ 青森口 &""'# 和歌口 &""'# 北海口 &"&'&

% 平均口 &""'! 愛：口 &""'+ 平均口 &""'(

! ! ! !
&* 標準口 &""'& 偏差口 &""') 四均口 &""'*

! ! ! !

*$ 偏差口 (('! 島範口 &""'& 囲出典 ((')

! ! ! !

)! 著媛口 (('* 者囲出 (('# 算島口 (#'+

! ! ! !

$) ．ヶ口 (#'+ 四均口 (('% 島村口 (#'"

$$ 島村口 (#'! 大御蔵 (('% ．ヶ口 (+'#

$% 熊本口 (#') 五木口 (('$ 熊本口 (+'!

$! 中岡口 (#'* 西粟口 ((') 倉市島口 (+'%

$+ 倉市島口 (#'* 秋田口 (('& 中岡口 (+'&

阪豊能 (('+ &""'& (('%

町南風原能 "'+ "'% &'*

芳重梨黒滝能 "'( "'% &'%

岐阜能瑞浪赤岐広

：E !"道府県７市区町村+,-./0!"道府県0123456+7村8+,

-./区9:;<=>?@FGHI

兵庫三重

茨梨 京都 !"府#$香 #%香東富

& 者囲出西竹中千 &&+'! 熊本口葉媛千 &"%'" 者囲出西竹中千 &+%'"

* 者囲出取宜中千 &"+'& 湾小口那智千 &"$'% 者囲出取宜中千 &&%'"

) 秋田口大勝均千 &"!'( 浦島口倶安乙千 &"$') 秋田口大勝均千 &&)')

$ 標準口偏ヶ部 &"!'$ 葉泰典奥多摩 &")'! 秋田口関檜早摩 &&*')

% 青森口偏洋摩 &"!'$ 愛：口新篠千 &")'$ 青森口偏洋摩 &&&'+

! ! ! !

$+& 津宅口麻績部 &""'$ 大御蔵鹿歌媛千 &""'! 児中口葉�部 &""'!

! ! ! !

($* ��口著�部 (('" 秋田口�高�部 &""'" 道高口�媛千 (#'$

! ! ! !

&$&) 倉市島口����摩 (+'& 大御蔵�本�摩 (('% 大御蔵��摩 (%'+

! ! ! !

&##" 道高口�宅千 #!'% 者囲出���摩 (!'+ 島村口富�摩 #*'"

&##& 者囲出 早千 #%'$ 島範口¡媛摩 (!'+ 者囲出 早千 #&'(

&##* 熊本口者¢摩 #$'+ 倉市島口大島千 (!'* 熊本口者¢摩 #"'&

&##) 大御蔵£¤¥千 #$'* 者囲出偏¦千 (!'" 大御蔵£¤¥千 #"'&

&##$ 道高口§¨千 #)'* ©ª中口偏中千 (%'# 道高口§¨千 +#'!

阪豊能 (#'! &""'& (#'"

町南風原能 *'( &'" $'!

芳重梨黒滝能 )'* &'* $'(

岐阜能瑞浪赤岐広
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は全般的 !大き影響ってよだろう．歳以上つ比四分位範よ位きき囲っ～般的"#$レ響ンジ

よでり的都道府県的単見つ場合都つジりジ散らばジ開放区間%!設定関は全般的すジらき半

都囲お±ポイト都&!'(収)**'+囲ま）た都(%'+収)(!'*パ範ー囲セタル値響程ポ的度よほど

ばー位単見つ下回一ー歳範よ位きき囲律推計年き齢細的化しよ%!設定関は全般き半都多般

き比四分的わジら&%',か#'!大率適）超きイト的高者よ)#低間者ぎ囲(!め進む）過適方整歳

)**確認パ範ー囲道分き,±き-図累き比四分的わジら)**響縦軸ー囲%!設定関実際的常占

しよは全般都%!設定関き割係響男±女別ら常占しよは全般響縦軸よ比四分歳みジでり歳ネ

緩よ間%!設定関的実際的は全や響正ン別ぎほど囲&!設定関つ累相対係強的負しそよは全や

響正ンしよぎ―囲%!設定関だろきつ緩パ対係女歳出典りは全般常占整都：以的つよりジ区

度著り作ど県パ範よ間

できでり響成象しよぎ―囲市)都#*#*収#*!*割町占き%!設定関は全般的すジら律推計年

齢細的化しよは全般き半響村総的りー囲中央だろり細©だろき%!設定関的ª―よ&!設定関

«どりき化¬響­®¯的°ぎ位きパ範よ間め±方./0き細©だろき割係«どり都²³緩つ

´きµ化囲め±方.10き中央だろき割係«どり都µ¶県的·ジ¸きµ化囲¹別らめ±方.20

º+(º

»¼½¾強¿À間

際人 口占め齢割合!"!"，!"#"定常から$#差関係123ら456789%#差関係齢:;<$#差関係

ら4=>?@ら常か$#差関係AB齢CD<%#差関係定EFGH$#差関係IJABら常か齢CD<%#

差関係ら定EFGH?@AB定EFGらIJAB定EFGKLらMらNO

)#低律推計年齢細的化しよは全般き半響常占¶Á)3%%,Â計ÃÄ的すジら°より囲#*#*収#*!*割きÅは全般パ都

ÆÇ整&&'*か)'(大率適）超きイト的&%(.!#',大0きÂ計ÃÄ歳高者よ間#*#*収#*!*割き%!設定関は全般パ都ÆÇ

整&%',か#'!大率適）超きイト的&+%.!)',大0きÂ計ÃÄ歳高者よ間
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ネル歳以上ネ占め以上割合ネ高市ネ区町村長寿化市進んめ村だ地域ネで区区町あり合，な

超市あ齢割なをけくコ!"#ネ$%ーホト占め以上村変動な&%ーホト将来あ影地響す基準市長

時点おあ「団塊世代」等居住時点お長$%ーホトネル歳以上ネ分割ネ布影やお移「動な超市

村進分なを時点お塊状」分況別みよみ方対的進たうネ布影やお村及ぼ複なあ住超，村長結

果して村一状な律死亡ネ率計算年ネ階級世ネ世代細生じたうネ以上図的ネ同デ進及ぼ複な

超市村分なを響す基準タ村理な市けくコ!"#平居進!'#ネ均あで命次村だ地で区あ等なン動住

超ネ平知分ル歳以上ネ布影やおネ世代高長時点おネ世代高平居進だ地及ぼ移①全複超市あ

齢割なを超，合ネ国来次分大愛市県石$%ーホト川至ネ東経度」前後複な割住北や日本タ村

短細お県石前後複な割ネ高長共通なを

②(」長住②)市性通西み南移響す基準タネ世②村県石世紀次分細生移理ンを伊半点島

ネ世紀次細生市県石部ネけ南み・あ四合，石地なを九州沖次分縄代次け南み・市県石散四

さ割合③都さ村（な札幌)*+仙台京ネ点島あ時況住～横浜」点島あ）地超市長寿化村逆阪

県石地なを福化岡長名古横浜進時点塊あ住寿岡長屋開放間古名設数比沖古設数古ゆ正数っ

圏年村一地石）島ネ世代あきり値，名古横浜あ時点分齢状」長分地を示寿化市進村札横浜

ネ縄ど響世代重多小住先述住札へ％え未満」時点塊あ住総村縄規市模万」長）島」等なを

つ中ぎ」長化岡長）島」等なを②)」理ン阪居住ょ兵す庫三占村区複な$%ーホト東経田ネ

プ長住響す基準ネ時点おネ同デ市ラなじ割分スネで区あ等ばンン動住縄ど響マ」縄イ分ナ

移様複分唆伊半点島ネ世紀次分細生市確分な設細進投地を県割県住$%ーホトル歳以上村変

動な&%ーホト将来あ推値分～横浜村一地石$%ーホト東経田ネプあ縄イ況分ば石地な世代あ

きり値，な分唆住伊半点島村長理合，分地世紀次分け南み・進等な超市あ齢割なを手法ネ

阪居住超ネ平知分ょ兵す庫ネ三占ネ$%ーホト東経田改ネ及ぼ長住*善移布潜な対お移共通

な響す基準長放細在要分ネ塊あ住(,(,北ネ表以上期体),考以ネ響す基準村慮地石理石進住

&,-%重へど響封 へ
分割鎖降知

す
況

満％)))-)重呼ÿさネル響
値 団 塊 県

満市地知高あ共通石地なを縄ど響マネ分割

」進ょ兵す庫ネ三占あ東経田村命県歳以上ネ及ぼ移①全複世代進等，占め割合上ネ及ぼ移

①全複世代進等ば石住世代ネ投高分同デネ及ぼあ様市値，なを以上ネ影やおネ世代高移平

居ス区村町及複な村前長寿ネ化進長んだ次村確地市地潜平知を

!"#$%&'()*+,-./012345

以上図的あ東経田村前村①全複及ぼ移理なン動住域$長村前で庫州あネ(,(,％(,%,北ネ

東経田移来前県住以上図的移り，複な東経田ネな超以上ネ東経田割合ネ高度重以上図的移

り，複な東経田村命複なプ度住ホ齢長以上図的高度市を!満移理ンをど"#さタ村理な市住

.+ど"#さ封*("#さ」以上図的高度長歳以上」等居住たうネ以上図的長東経田移!じ複

世代あ投地を比細"#$長/,-*％0)-(」等居住以上図的あ%京ネ東経田村 )善ホトネ及ぼ

移①全複世代長 .将村要ン分地)*満を&進縄イ地'(さ」0(-1善住&進推値地札へど」長

/.-.善」等居住ど"#さタ村理，占以上図的あ東経村縄イ分及ぼ移①全複市長地潜分地塊

!知を

"1$"

)*満ど"#さタ村理ン以上図的高度長住,!)善"割・方ネ#$村*("#さあ!"なを
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．地理的な布を確認すため図示し最も小さ東京都青!"#$ヶ%"#&島すあおま青!'("#)ヶ

%*'#(島布むら確'*で年総死亡数さ考慮場合封確鎖りす規 $布．地理的なも総規慮模い鎖年

ため図示し最ら不安定っ数てこえれ北海
道やらい離

的
紀伊

半青す"+"+ヶ"+(+山も間部南ア青ため図示慮ル

プ封確ス中布青'&たす央周ためも間部南ア青*$た半道辺すため自治ら定っ体鎖り布マイナ

数し最布数幅大体確き認安ルく伊傾確らす向医療機関海す等施設海も立クセす悪よ高齢者

機転出よ高齢者多連も可能性半万以上者圏ら心超減数確少せらを伊傾す逆郊外域増も加う

もパ総機よター者も様っ布内辺ば混在も極ミらロ体き認認域事封確情左右ら道確年離鎖す

ため自治'+唆た単対も．地理的布や体大安すため図示し最もあおま青!"+#(ヶ%'*#"島半道

辺すため図示青心え．重も転要も地半"+島慮影く確部南ア慮響及っぼす今布心え．重も転

要機後析総深布や体大'+島単対部南ア慮ろ―っぼ確ス中安道確'(で年きも内府布ため図示し

最も総死亡数県順未お青ロ満半道辺す心え．重も群セ半安ため図示ら部南ア慮ろ機封総深

安道傾馬す今布響伊封総深安奥摩い大体大す梅り大茨タ城数総深も日千布葉印っ傾大体確

き認ら模西っ傾確年．地理的慮奈東認封確認すため図示青部南ア布良い檜原数緑長慮野興

封ス中安道辺す札幌さ清慮田り確き認ら檜原半道沖府年

縄&+縄

県， !"!"規!"#"模別にみた市区町村-./01234み56た市723489み:;<

=>?@Aた市BCDEFGHIJK

え療新篠
"+"+山も間ため自治な．地理的

津東 津東 間ア '+唆た名古 '+唆た単対

' 屋守篠 "#, ' てこえ静ロ岡理 *'#( てこえ静ロ岡理 *'#( てこえれ士． '*#"

" 松崎篠 "#* " てこえ本もミ理 *+#+ てこえ本もミ理 *+#+ 愛媛篠富知． )#'

$ 弥三篠 "#$ $ てこえ福兵的 $(#" てこえ福兵的 $(#" っ体鎖離．庫地 -#&

* 木川篠 '#- * 向医療知阪セ的 $"#* 向医療知阪セ的 $"#* 杉並．井笠地 -#'

( 渋谷篠 '#, ( 向医療宮音威的 $+#) 向医療宮音威的 $+#) 子豊御．ÿ立地 &#,

! ! ! ! ! !

'" ．地篠 '#" *&' 向医療理並理 "#& ．地篠的な理 "#- 木川篠的布． "#+

! ! ! ! ! !

"* を確篠 +#* )*" ．地篠認理． +#" をす篠た認． +#' をす篠イ崎． +#*

! ! ! ! ! !

$, め檜篠 !+#$ '*'$ 図地篠を機離． !"#$ 示し篠め最． !"#& もな．ロ岡地 !'#*

! ! ! ! ! !

*$ 心小新 !+#, '--+ 渋谷篠向心て的 !(+#+ 渋谷篠向心て的 !(+#+ てこえさ東地 !'(#)

** 図京篠 !+#& '--' てこえ定都兵的 !('#& てこえ定都兵的 !('#& てこえ青ヶ地 !',#,

*( 島崎篠 !+#- '--" 向医療あおま新的 !(,#& 向医療あおま新的 !(,#& てこえむ海地 !'-#,

*, 木な篠 !'#) '--$ てこえら!海的 !--#' てこえら!海的 !--#' 心小．知地 !"+#"

*& てこえ !*#* '--* てこえれ北海的 !'("#) てこえれ北海的 !'("#) てこえ"#地 !"+#(

!"# +#* !"# !+#* !+#( !+#'

$%&し# '#" $%&し# -#" )#+ *#+

小さ東京都# '#( 小さ東京都# (#+ (#( $#(

ミ'#(在)ミ年*#．地理的な布を鎖+,青"+"+山も間ため自治間ア半を鎖ス中も津東年'+唆た名古も．地理
的ア青'.*-"す'+唆た単対も．地ア青*+"半道辺すき傾伊も数-もさ考も小さ東ア認対東/.東(可能性慮模封年

'*で'.--*．地理的な布を鎖ため図示し最青す+/"#(島0以お1も京都布)$'0*)#*島1も．地理的ら2離確年

'(で鎖3いす"+"+山間ため自治'+唆た単対も*+"．地もため図示し最青す+/"#(島0以お1も京都布","0,(#"島1

ら2離辺す+--伊安4-確内府布ため自治ら心超体認5伊馬辺青定っ減数確年
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するす総封鎖・から率*+,-./01+,23

す!る比，"#$%以降誤）を都道府県お以降よび"#$%市"#"#区町村人口び規模村人口階級

びみた．規模こ施間べてたど程度比村人乖みた離つい目安示よどもあレンジ％四び"#$%区

町分位範囲っ単よこ半近く概びす比誤）規ね階級%区±び村人口比規模都て収ま絶び値が

超え間べび階こ新潟まび福井つ東間京びる兵べくい目安示よこ半近村人乖みたび庫小さ比

&"'!市()'"自ど治体散ばり比&$')市(#'!自る兵大近くい目安示き散こ比ど北口海音び以降

る威子ぷ$自値がびみこむ笠べく村人乖みたび原施わ上"自つ較象べび比しだ示．&"'!自離ど

千未示．&"'"自離ど満やい．("'*自離ど万そ示．()'"自離び*い示び半る兵大近く

ンジ％四よこ半べ都ど都音こ分位範囲上れぞお全広投る村人乖みたび影級方法比問題音

お法ど偶発目変動ち安四
も 都 潟 子 大 反 映 級

．(+,'-自離ど満やいれ縮傾四
も上ぞ向級映級

．(%$'-自離る比%#自程―こお大ま

潟べくンジ％四き散こ半近村人乖みたび治体散ばり比て出施典都：近間収まび全広投る比

&*'-市("',自著上ど %者分算注本 %者市 $移分び治体散ばり．考慮封慮&$#'*市(*')自都

&!'"市($'$自離比鎖投あ法京指潟く村人たび±²³´こµ¶上お階大近都：ま京どれ以降

る比·¸県お¹ºこあ法ど乖み体影比問題音お法上»る兵べ概都つ¼½：ま潟べ都半級慮

べく分位範囲上問題音おべ都村人乖みたび治体散ばり比¾れ間べ¿À上半級慮ど$#移分程

Á,$Á

ÂÃÄÅÆÇÂくÈÄ，É誤）を都比分位ÊºつËÌ間べ村人口ど，ÍÎ分位を比ÍÎ分位び
村人口つÏ間く

45 !"!"6!"#"78,19:;<=>?@AB./01CD9:E./0FG13H

2020~50年累計の総死亡数の差率
(本推計－封鎖人口)／本推計
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人以おいても大阪西成りく（以府箕面みよ阪!"#$う%&#'をき (超以おいても大!&#'う%$#)

を以みよえが生*+じ場合あこき*"と注意人以おいてもえ要すま総き口規お模千い
えこが自治

体!,"#+をじ

う口規中央値お
や 以 要 こ

体%*&#)をじ以平均え*"をマ口イ治ナス生西成りく（からプ生ラ方か向生

傾れえ阪「地マ域推生場計合き」注数過っ-示注意人以唆さ図え要すまき注数過っか口イ

治が生れ西成りく（以年国勢調査対勢阪比降関係小実績乖係離同え口イ治が生未同かや実

満きレ,"*-ンジ較的急以ラ方え阪き注数過っ以口イが唆さ図大西成速阪縮口較的えが生未

同か向稀合傾れか布裾野満生場

広&大阪き傾以,"*-う,","先」西成速以りく（れレ,"*-ンジ較的急え平生,","先」注数

以述通―都注数小実以く（体述通―都注数え道推生県（き意階阪注数りく（じれ」注数過

っれ以級別マや合場最過っ唆さ図え要すま標準れ以偏出か口イ治が生ラ方か向生傾れ阪注

数りく（大総典プ大向自き -示注：著以唆さ図以者算±阪!,'#"う%'*#)を大向稀合場こ小

こき注数りく（阪注数過っか口イ治が生れ県ポト収£え¤最こき」注数過っか-示注マナ

ス生れ -をマナス生注数りく（阪¥えが生*)じ場西成りく（以離か箕¦以§¨阪©治」注数

過っ *と注マナス生れ*"をマナス生りく阪¥えが生*$じ場ª«以¬自き西成りく（阪*"と注

­),­

府県 ，!"#$人口規模階級別市区!"#$町!"!"村/012規模34567849:4人口;<=

>?@ABCDEFGHIJKLM

®¯中°
,"*-先以」注数過っ±²³ おいても

」速 -示注：著 -示う*と注 *う'と注 'う*"と注 *"と注意人

´最 !,#( !,$#* !,$#* !,&#, !*+#, !**#& !,"#+

!
"
#
$
%
&
'

* !,#( !*(#+ !,+#" !*$#( !*&#, !(#- !)#"

- !,#" !*,#' !,"#) !*+#" !*"#$ !)#* !&#'

,- !*#' !&#$ !*"#& !(#, !-#+ !'#- !"#$

-" !"#+ !*#" !'#& !&#) !,#- !"#$ *#&

)- "#( ,#) &#' *#* *#* ,#* &#'

(- ,#" (#- *(#) (#* )#& $#$ $#)

(( '#, *$#) &-#, *-#, *&#* *,#- *,#'

´口 '#, +)#$ +)#$ *(#* ,"#+ *(#' *&#)

査対 !"#' !*#* !,#' !'#( !,#" !"#& *#)

µ¶·く *#' )#, *'#, )#- -#) &#) &#,

府箕面みよ ,#, )#- *&#$ *"#' +#) -#+ -#*

唆さ図速 &) *.)($ ,&( ,'" &,( -,* '+(

¸¹º»¼½¸場

*+じ*.)($おいても³えや合西成りく（阪き "¾ &を¿降算À以みよえ(*&/-"#$を0き "¾ -を¿降算À以みよえ

*.*",/+*#'10以おいてもかÁ計生場,"*-先以」注数過っ³えや生れき *と注：著以&)(おても大阪 "¾ -を¿降

算À以みよえÁ計生以阪*)$/')#,を0あかき*"と注意人以'+(おい大阪 "¾ -を¿降算À以みよえ,$-/))#,を0か

Á計生場

*)じ注数りく（か "¾ -を¿降算À以みよえÁ計生おいてもマ,"*-先以」注数過っ³えや生れき -示注：著以

,&(おても大阪,"&/$*#(を0あかき-示注意人以*.-&(おいても大阪*.-*"/()#-を0れが生場

*$じ西成りく（か "¾*"を¿降算À以みよえÁ計生おいてもマ,"*-先以」注数過っ³えや生れき *と注：著以

&)(おても大阪',$/+$#-を0あかき*と注意人以*.'*(おいても大阪*.,&"/(&#"を0れが生場
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幅って !みて必要が．て菅ほか（）で"#$%数&'$(推て計結果概況してて①")*推今後多況か

（今く人況口減し概少①す今しや②年況高齢合概況い

ら差率％と規模関係*+,-./01

自治体ピ)*)*ークで①菅ほ次早③大きてな指減摘②①「地域」おて必要が．クけ総値開

減減し果菅ほ次し値開放況口減間①歳)*+,相て関係け総み都合関道府県単果菅ほ次て位線

型相近合そ道府県単合」道口減①た菅ほ次て位線型相近合そ道府県単果菅ほ次て地域て値

開合め紹介府県単合」道口減①今細字摘②道況い若)*+,干変早③化果先点況)*#*数)*#,相

相ま菅ほ次早③紙ピ将来要移で',全幅っー減地多て早③紙ピ将来要移!,全幅っーて般的傾

次で向愛わせ参照果で*$!!!,①必要が．参照果で*$!!#(ク概少①され果4道般的的傾合概

況い本て稿残①自治体ピ)*)*ーク仮定摘稿菅ほ次てな指で用体介次同果で整らて別及合く

人況合①び果細字摘稿「数たて齢・で本て――地多て早③果先道②し概②で―況い出すて

的傾ク典：て菅ほ次て早著て者作成介¢£て仮定でみ¤放況合①自治体ピ)*)*ー今概¥¦

②§¨©ª稿道い

«い―減残

¬­クで若)*)*干変早③化果先点況く®）¯°紙今±道②①²早③減³都成介)*)*数

)*),相体´)*#,数)*,*相て菅ほ次今向愛わせµ¶·必要が．µ果早③摘稿い自治体

ピ)*)*ークで若)*+,干変早③化減³都成介)*+,数)*)*相体´)*#*数)*#,相て向愛わせµ¸

¹(%¹

º»¼½¾¿Àい

23 4!"#$と規./5*6789:6+,-*!"!";6789:!"#$<!"!";+,-=>?@*

AB%C&D!"#$;678EF*GH
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にかる生存算出方変更すも開放間従来ら拡張．ような将ど更すら影!"響及ぼ算出検証めめ

菅ほ（方拡）同じ．変つい較菅よよ結証間算出検拡果人か口変細分拡#"響及ぼめ化$"響及

ぼ証超高も開齢来拡地域布算出方更す張．拡つい放見分拡算出方証通拡地域布精確変反映

較め変させ較菅開き間対象め自%&%&治よ体半じ．証地菅算出方証お今将結更すもう回も開齢

従拡値±間#"響及ぼ～％変ポインも将見分拡算出方変更す較菅来よらト範囲～％拡内あイ

っ拡「」も変け参証考封鎖整菅来よ放ら合菅地域証布菅結拡拡間更す的移動ま誤拡差方証

評今将間細分拡じ．証地菅#"響及ぼ算出方拡価実拡更す施証的較菅う影$#年%績'行総規模

万拡え減少ら場稀開齢

従拡象め間り%&%&内あ更す割証評下菅幅み更す自必要～％治よ指摘稿布算出方変）同も間

見分拡～％析ち放算出証反映較精確証お今将結させも開齢設開間り%&("内あ更す割証評下

菅算出方拡更す定関拡ず一よも将間更す律用め化"理口拡算出方よ律解施よ拡う回結務稀

開齢～％析ち拡精確証お今将影間更す的移拡差方拡動ま誤証評今将年%績'行象通ら場菅放間

大～％問題(&示～ト拡動ま誤証評今将結%&行変ト唆菅算出方拡れ構変分較造摘放場稀開齢

算出方更す拡定関証お今将影間大～％問題放(示～変ト唆菅よ(&行変ト唆菅定関影括証布

扱(&示～及ぼ拡 $意拡にかる生拡定関検影)*績+$行拡え減証布菅結拡拡間(&示～及ぼ拡動

ま誤証評今将結)%&行変味実菅定関変ほ半菅来よ放場扱わ変結稀将都菅道府放場菅来よ変

県未も開齢

ど満拡イ占拡域概果人か口拡ね母証小較菅値±影間見分拡算出方拡更す証場開扱#"響及

ぼ～％変ポイン整集#"響及ぼ団度証ね母も開算出検変把今将結算出拡内あ関変握単較菅証

場開稀将律位稿証ば合布相顕影ほ半布今来よ変著進較菅齢もめも布放化間来む影算出拡内

あ測困拡イ占証評今将#"響及ぼ変団難も将伴稀将地今よ今域来よ変後全較菅国下ら影布今齢

だく増加存拡#"響及ぼ～％意摘影%&"&理証評今将結 !行及ぼ("行重ろら場菅団じら間

%&%&績%&"&理拡大算出方証謝き菅#"響及ぼ～％め化拡算出方拡意摘影辞研!意及ぼ証布稀

将評扱間イ究～％拡厚鎖布労働拡検変範け政ら調査較菅道府放場菅齢にかる生事業証都む

費間範囲ンよ～％れ構影厚問題動ま誤ら補的稿証助金証び代来よ放「」鎖む将評扱間厚内

あら拡ト範囲算出検拡表母影設較設較者：変池域結拡よ布菅齢価司間朗成稿布範囲ンよ～

％れ構拡布めら間設受も費化文影献石較菅算出証お今将間内あ回関変握単較菅来よ影設較

設較井府証布菅受太域

日版

どÿに影間かほる生務存更び算出方変更すも開自,-./%&00%&&1反放 ,-./%'00%&&"間ÿに

間従来ら厚拡張．治証地菅もよ変う下開齢

幅みな将

ど影響自%&("治り及どぼ算出!"#!""拡測!証小較菅ÿに割"～％相顕ÿに#$1(%$(&間223'!%1齢

'()張*厚拡張．*対+響*,少-.自%&%&治り内あ存見分更す～％拡け政ず一"実/0!!証地菅更す定関

"1*"
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井多希子（）井「令!和年地域推計からみた!"将た#来別$$%&#"""出

生数市区町村命表町作成課－にお'(')けるる死亡 )撹乱変動と和ベイズ定事前井乱変分布パラ和年地域推計からみ

た*#将た&来別$$%'!+"'*'出

村命表お'(#"けるメータを分パ設すが平井均計寿生乱変へ及ぼ影響差ラ井日本子学会編典丸善動版へ及ぼ影新型

コロ井ナウルス感染症版踏影る乱変和ーコまえ男女設齢残率踏方法和年地域推計からみた!&将た #来別$$%+"

'*出

村命表お'(#*ける女設井乱変ポ和ト時地域代態社年地域代新化み見通布し別$$%#(("#(#出

村命表お'('&ける資総括報告書丸者厚労働科まメータを分響差へ残率踏方法染費鎌田定'('("'(')撹井健石町撹

山分パ内昌井症版国立和年保厚障括報告所料へ及ぼ影地域会西編岡態学八井郎自治へ体踏影から 死亡 )撹

よびから世帯実おから料す施生数市区けみお状パ況利用代から都 ,-./'+00'(()け1$$%")"!"%

村命表町生数市区町道府県市町場成表町合―Á亡お'('(けるト時井乱変分事前動と地域ベイズ定事前井響差ラ和

年地域推計からみた!"将た#来別$$%'("&(出

ÂÃ岡態ÄÅ町地域推計からÆお'(#!け年ト時井事前動と地域おえ平'2撹動とけみお地域推計から体Çた++"来け

ÂÃ岡態ÄÅ町地域推計からÆお'(#*け年ト時井乱変分事前動と地域おえ平+(撹動とけみお地域推計から体Çた+&(

来け

ÂÃ岡態ÄÅ町地域推計からÆお'('+け年ト時井事前動と地域 死亡)撹動とみお地域推計から体Çた+&!来け

ÂÃ岡態ÄÅ町地域推計からÆお'('&け年ト時井乱変分事前動と地域 死亡)お'('+け撹動とみお地域推計から体

Çた+&2来け

ÈÉÊË町合―Á亡町生数市区お'((!ける乱国ÌÍÎへ及ぼ影地域及ÏÐÑÒラ井事前動と井ÓÔÕÖ編岡地か

動と井×ØÕÖ寿ÙÚÛÜ井ÝÞ寿和年地域推計からみた"+将た'来別$$%)!"""出

ß!)ß
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!!"!

OIEFJTkdHIkvmyReJgIivFJTyoJTyFyvITvnFvmvmIalPlpOIEFJTkdRJutdkvFJT
ReJgIivFJTyr

jcsfJIFvk:J20J3jmFeJ:(cN00fk4F4J:kT)0jb00(tvJymF

cyFTEvmIyte・F・kdekvIkyyt5uvFJTyI5udJ.I)FT-x1818z9+1:;9zW818+X1YxZW818[\1X]z:z8̂

_̀_a+X1YxZW818bckvFJTkd0TyvFvtvIJdRJutdkvFJTkT)jJiFkdjIiteFv.OIyIkeim:lPlef:vmFyyvt).

ueJgIivyvmITt5gIeJd)IkvmydJevmIuIeFJ)ydeJ5lPlPhlPlivmeJtEmlPeihlPiPkvgJvmvmI

ueIdIivtekdkT)5tTFiFukddI・Idy:FTk5kTTIedtdd.iJTyFyvITvnFvmvmIlPlpeIEFJTkduJutdkvFJT

ueJgIivFJTj0Tk))FvFJT:ueJgIivFJTyJd)IkvmyiJTyFyvITvnFvmvmIeIdIeITiIbidJyI)kuJutdkvFJTf・keFk

kTvJdvmIeIEFJTkduJutdkvFJTueJgIivFJTkeIueJ)tiI):ymJnFTEvmkvvmIIddIivyJddtvteIuJutdkvFJT

5FEekvFJTJTvmITt5gIeJd)IkvmykeInFvmFT"lhpuIeiITvdJekuueJlF5kvId.mkddJdkdd5tTFiFk

ukdFvFIyj

(tevmIe5JeI:vJkyyIyyueJgIivFJTIeeJeyFTvmIueJgIivI)Tt5gIeyJd)Ikvmy)IeF・I)deJ5

-x1818z9+1:;9zW818+X1YxZW818[\1X]z:z8̂_̀mn+X1YxZW818bckvFJTkd0TyvFvtvIJdRJutdkvFJTkT)

jJiFkdjIiteFv.OIyIkeim:lPopf:vmIueJgIivI))IkvmykeIiJ5ukeI)nFvmJgyIe・I))IkvmydJevmI

dF・Ik.IkeuIeFJ)dJddJnFTEvmIlPopueJgIivFJTjfmIeIytdvyFT)FikvIvmkvJTiIvJvkduJutdkvFJTyFqI

IliII)yoP:PPP:ueJgIivFJTIeeJeyEeIkvIevmkToPuIeiITvgIiJ5ItTiJ55JT:kT)vmkvdJerPuIek

iITvJd5tTFiFukdFvFIynFvmuJutdkvFJTyJdoPP:PPPJe5JeI:IeeJeekvIydkddnFvmFTkekTEIJdhivJ

sruIeiITvjfvvmIyk5IvF5I:vmIdFT)FTEytT)IeyiJeIvmIF5uJevkTiIJdFTvIeueIvFTEueJgIivI)

)IkvmynFvmkTIludFiFvkddJnkTiIdJetTiIevkFTv.j

JI.nJe)ytOIEFJTkduJutdkvFJTueJgIivFJTyuuJutdkvFJTkEFTEuuJutdkvFJT)IidFTIudtvteITt5gIeJd

)IkvmyueIEFJTkd)FddIeITiIyFT5JevkdFv.
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勢菅桂太・小池ARIMSIET()*+I,S-I.(/01司23朗4池3536R7司EER88鎌455

! " !

注録はォpt'()*+,-./0)*12+3452

3555田健1．はじめ本でから「統は計」よる

道計勢菅府県は死亡

数出生並び住民基並台帳移民9:

報告間転入」

を・小用間4;;<田4道いて353=田44道は，勢菅府県変パタ」ーンら地域分計析すこ本目

的これ件」3555田4道いて353<田7道は，系列季を節性勢菅な府わちタ」ーンら地域分安

定化こ本定目こが認セサス道計局府は法関時要が因解計」行超えン中本が長期本えン告中

観て府県察こは道計く新」間型コロスえナ感染4田安は道計」よるく新は症流ナ局始まり

入て観ンる入ス最要初緊急事が認セサ型コロ」宣えン言く新は発さ行前があセス4田がっ

否ンく新はつ検証期ナ死亡は局始が―含えン告本対」ス処しう実施縮約主は結あま果示ウス

イルはショッ県ク広ま範目傾観る3535田=鎌<道向．」ス死亡は局始ま一だるはいけい」

水セサ準起えン中本が長期本えン告

き88き

道計勢菅府県く新池目的こス析すこスら地域分安定目こ本定化こ司」情示観ン型コロ」ス最要初

緊急事池>?47?@ABC@?DE@FD司が認セサ異おべる双否用スイ処は勢菅府県は死亡は局始が―含

べる告中観てく新は型コロ」宣えン言く新は発さ行前がら地域分計」方減べスじめ本でから「統」

も東べサス京発ナ過少がねべる告本対」ス処しう実施非どキ緊縮約主は結あま果示ウイルはショッ

県ク広ま範目傾観る3535田=鎌<道向．」ス勢菅府県く新は死亡は局始ま一だるはいけい」水セサ

準起べる告

行超は過少ス析す本目的」間じめ期ナワド：調ま整明ナ因解用―含傾観ン治学」一ウス3533田3

道1．は析す」間政言期ナ局始経済用間ナ対死亡は局始並部准局始ま教中だサセン中本ま一授てい

」ナだる告勢菅な府間因解」ーだサいナウッàまáナだサâウス3535田<道は，処しう実施ワド：

調タ間スえãサは因解用定化こ並定目こはäåが政言期」æてべるçははスèé統用間定目æーウ

ç定化æまか授対定化っêこはæëが示ì授スíから「統用間定化æーウç定目æはåまか授対定

目っêこはもびま一だる中本ナîま感いだる告

ï時ð時ñò道計析す並目的並ら地域分安な府ス処しう実施縮約主ス型コóô

9:õöか÷øöùú÷ûüýþ
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RIRI康被害へ影響だけでく多国々法都市封鎖が実施され人・物甚を招とされもオンラ会

が議や在宅勤れ務を（務がテレ勤ワされーク）増等社有り様き・変え・被る人れ議や及ぼ

務しして被い．広々．範あめ最デタ基づ現状況精確把が握人重が要範がわお速及人報務性

視関議や及連す統計次関取だけでく多国々法都市封鎖が議や甚か口勤る人勤動影響響態を

出だ生精死被亡つ務「最が月」が約ヶれ後１等住民しれおを本等テ被台次計て帳移告等住

調り様計査道府関県別がR数され公おへし態等（務れり様計報響取れ表勤てきこら季被査

府関県別し統計を節場し合～被％次計甚少きこら季県別翌移ほ等ど M集翌中他把を少倍う亡

規模そきこモら移ニ翌移ほ等リグ翌が R集翌中被をー観点前地が社域等化小り様計次関取

統表統を限様ムがきこら季被甚原系告等動関取合～が列当被甚D該E翌被M該CI総程れ務を

CR翌表ム度C翌被CI該CM総（務れ影計次関取節場てO該E翌被M総減事（次取きこモら被

％次計甚 P該)翌被客知統計台おを見が翌が R該R*M得し次難含ん被れ影計次関取よが響

態をだけでく多国々法都市封鎖等・物統を活用死２．研が究向表ム帳移告等住調り様関察

表ム経済きこが性適被％次計出一般が死々標広研及台次響出だがきこ性適が月」被％次計

が生精死甚化小り様計次響が在等を翌地準整手甚 セサ経済勤「最局きこ甚事が３ちが帳

ち勤各程統計次関が表し次難出て亡規され時社被％次計因究され分解及パ関限し等除統次

原系性適及去み勤次関取限が撹難れ原系性適被撹おを翌地きこら季整手甚限様へ勤減しみ

事乱長り様関限し甚れ表影響期把取規趨勢勤甚を出だがら析及後１府関響態被翌地きこら季

整手及究家府関し次難社基され究向表ム簡便県別被か務背長り様可能さ変示ÿされ原系リ

康が被ワ勤動関害．へ都影ワ及長次関響把取府れ本だを節場変合～変きこモらが翌地きこら

季がけ整手被背長統計で整手が民く多国及物次を原系告が々死精．及法都統響原系リ康便

市整手しりム被可でされ封鎖さ性ら及法都統響知が実され施さが性適被％次計多れ府関取

規趨勢甚を害．へ都影ワし次難簡便県別が社基人被し影計示ÿされ被ワ及長次関限し被

撹影計きこら季が翌数整手表ムて・物被原系告及法都統を翌地整手性適が甚中被動関知が

実され施さが究家等を招勤動関しと府限し及可％が!さし統計次関取よが響態を害．へ都

影ワ被甚（"れ活生２．研い#!"．等動関てががを#$れ活生法が約%適被甚&だ'ム

(被)実*+及長次関限しし府関取多れ活生法が約%適被撹お,-甚性本お難関を招告等

動関限し被./り様響次取へ響を01!"勤きこら季#域少社域ほ及多れ$%し府関取本

等テがきこ甚&帳れ程'()適等*物統計台おを康)地多+きこが性適被撹お節場域しモ

ら域甚各程を合～域甚握,-析被動関取が実され施さが究家被台次計甚きこが康)!"が

#O+#

C把少きこら季県別帳移ほ等リグ翌がど R集翌中被$節経被％次計が#域及公おへし態移ニ統計次関等を$節経

が経済等倍%経し事が撹難れ査&被動関が表甚+表勤甚れ次取へ響を'規被台宅関(テきを(テ被台宅関'規

きし察康)察被*場統響てが及去+取規趨勢勤甚少きこら季県別づヶ+域把ほし0可が究家$%被％次計を'

が倍%経し合～,が倍%経し次難0可が経済及小!府関翌移及長次響取

R把"解が般おを#可が$(し統計を%CP&要範'()あ範きこ*範づ+,RP康CI翌RC'把被台次計少'規が-

!"別きこ#だ"別が亡規さ$視%#ほづ&' R把づRIRM康CI翌PC'(確害都),--./00112,34*56*7.1/-81/,9:

591R;E+MRIIIIIC-,<9*,-23把がれ表勤をCE+I康表ムRICC康 M翌が翌地を節場*+地当別,-節場.被$統計害

．へ都影=>CCワ被撹関原系リ康及社有統を-!"別社有招察が!状．"が究家等#市ム様響限し等動関取

P把テ$づRIIO把被撹様%を原系リ康が被ワし統計を'規及去態響&*'テが知()!被台次計"テ害．へ都影

勤#*り様響 =>CCワし =>CR>?@AB?ワ等撹務分ム様計次関等を簡便で整手多れ被査$が動関県別%が趨勢

,が!勤甚県別域!趨勢%等#*統響CDEFBGワ等撹務分ム様計次関し次難取
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以内期間変化ような短系列着目．本研究数目対象とす系こ齢構造大きく構S受けい系長さ

系新コ系ロナウ イ長系ルス新コく感染化よこ齢研究数症流行始目うま短期っ後せぜ数こ

齢研究数～せ対受程度パ系以内期ン注留構意れウ著ロナウ者ら系長さ対せ留く月大別人口

動態最向つてセ系サ局目法援用よ時系長さ系因著解著E結T受果モ系向ニタ系新コくリ染

ぜ数こ齢研究数～せくグ開ら概よ著症

ね半一構EhEE受く回頻報告４）系ご月系４雑く把著言対えタば向中心期移平化よ均ルス

系本成こ手当該く把著言系及び前同タ幅期算法化対出趨勢受く捉も果モ系めモ研当該期将

来化言注よ値必症えタば向中心構対そ留ン般デくー加わ調整コ繁４更ユくロ用言象とザこ期

間変ぜ数か心研究数症調整コ繁４更ユせ構対信頼回損公表時義捉長さ失系繁４更ユ期不安

ぜ数～せ研ルス系定（期：加ロナせぜ数問系研究数よ題対ご月系定（系不安く構ま受さ果

モ系上関系高目お本せウ数症質系よ題対調整コ繁４更ユ期平著数均ルス系本成こ手系こ齢

捉難く対月化著方稿前目執筆数モく実施高目新コ化対め点ウ統月構計稿住稿民一系実施当

該くっぜ数基台期帳ウ用言象と実施高期利蓄ぜ数開積期示ナ～せくウ数せ著ナう実施高統

月系他死亡す短従skLr&SQvh比,-.対/01234546k3-SQQv比,-ST7必系べ減目把注援せナ症

こ齢少り整目多著ご月系長さく推著言う実施高統月系他死亡す短系以内構ン注留ウ数せ著

ナ流状きく況化著べ減研究数症捉今研対流次第可系よ題系こ齢期能2化よ均知く推著言

EhE8受SS回援研系う報告４）膨先 回将短せEhE9受T回援研系う存在央流官庁報告繁４将

来 回将短系当該期済平ぜ数～せ目研注数ロナくウ用言著数症流行始目ご問感染ぜ数EhEh

受表勢く把著言構対捉亡系方稿前目み務ら概数～せ研う実施高統月系他死亡す短系以内期

ン注留構意れウ留ウ用言注よ均長系こ齢当該期々ぜ問系研究数症バ今研対ジョまく把著言

構月大別人口動態最向つてセ系サ局目法援用よEhEh受構ア関民一系定（せップ言ÿ以化よ

問系系EhEE受け時民ウ内期留間繁化言推内対ご月系変化く把著言構よ時利蓄ら概数方稿前

うな研当該目新筆数短系す目究数～せくグ開ら概よ著症

列症こ齢か心

!"#$%&'()*+,-

えタば向中心せ化言着一概数象と実施系今心く構目ンウ．局行始目本研ぜ数症推問く調

究数対目象と実施象とルス期利蓄ぜ数せ著ナ能すきウお本す民一まこ系齢稿構造タ大きく

期．趨言!般コ化言推内対ご月系か心構 :;ST;<=>?<;@A<B@心せ"わ概数症～系 :;

ST;<=>?<;@A<B@心く推著言問対象と実施か心系調整期ザぜ均ルス系本成こ手系か心

構対繁４更ユ期#内!化"平ぜ数～せ研#ルス民一象とザこ期間変化対象と実施象とルス

$調者長きウ定（ザこ期%安ぜ数&く平著一概数う:;SS心短研究数症:;SS心構SQ9h受'

勢わく()えタば向中研算*目法援内対SQ7h受'勢わく+,従@C0DE0146-k3SQ7.対

Fk20Gk5HIr4114J0334EhhS必化よ問系研究内対-題言者著.!期"ぜ数対質系よ題対え

#.Q#

8必$受%告く算&ら概数'流報告()*'流+)系EhEE受民一EhE8受モ系な Sも+)従,-民 EhEE対,-民

EhET対,-民 EhE8必損公$受8回く算&ら概数EhET結EhE8受大.同/報告()ン)研こ齢当該期将来化よ症
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本稿目ともで ,8llもい．以下使用プログラム理解必ラ要最小限紹介プを行う時系列新小

部介分解必中小心系プ化移動平心系列新心均こ解必 ,8lm8wh2Fw8y.wOyきためデタ小

利可い能度プ期間因小結果相対改移

,8llもい系要訂余儀小期くされい「調整値更不安相こ化必定分ラ心性プ化」問要く」

プ題時あラっこよ析いプ必モい期くル（小度：れ可第章い）提介い用性プ唱自相己回プ帰

和古必分化改補処考案～く小年代かけ確小立らラ発展」移定小せ改プ立らい提以下要訂余

儀可予測題加分以下 NbcGz6UC4U5えl678閏休 m日・ラ曜構以」成影響等カれ値更不安

えw9:bh6;<6554=62U:6;<>:6?Fb=4U;w=6<>;6@wh2Fw・相こ化下余儀小期ダ分期く

され相効改分化改提種もラ々異和古要l678常l6A8変点い特除下 ,8ll8wh2Fwも系去組以

」移和みい要,8ll8wh2Fwも小 wh2Fw測題加相込ん和だ下要余儀小期くされ小前後い

お実下事変で季節適入節り登小場末ペ小イを本銀時開章で欧州小諸国案で広整担相高か適

ば比解必定分ラ心性必 <6;wh2FwえB4U6><<6;<6554bUCb?6BD4:Ewh2Fw:4C656<465

6<<b<5・測題加相べ洗練選択 ,8lF8wh2Fwも系F888変機統い去組以下化必えG4U?B6H6:I

>Bl66A・移期く小 ,8lm8wh2Fw8y.wOyもい計化下中定小 ,8lF8wh2Fwも小種利相学

対解必定分ラ心性必ラ要最古系 <6;wh2Fw測題加いせ必題時あ小方機処考分要訂余儀小

度：れ可いせ必違生登れ小ば比小」問小,8llも小じこ種利特みり登和古下化必移

F8l8変点い研究施ほ以」 ,8lm8wh2Fw8y.wOyも系要l668変点ぼい目同手本質対心合

込和古わ具体次心三帰こ化み古必 OhwFJ8y.wOyもえO4C6y6<465h6;<6554bUD4:E

wh2FwKb456F4554U;JL56<=>:4bU5>U?J9:B46<5!y4;U>B.c:<>M:4bU4Uwh2FwO4C6

y6<465要N"C6OGF><>=>BBl66P・相べ洗練洗要,8lF8wh2Fwも分分中いっこ心性必せ

改い以」中小心発必移OhwFJ8y.wOyも系要,8lF8wh2Fwもい計除必 <6;wh2Fw測

題加いせ必方機処考相段改 OhwFJも分訂余儀小度：れ可相段改 y.wOyも特みり登和

古下化必移階さえF886・いせ古順要OhwFJもい系 <6;wh2Fw分一パ下中ト二和古」

測題加小成更良好量析ラ発究要y.wOも系算診断介プ々実釈系諸プ必中小小違生処考第

章い系 ,8lF8wh2Fwも分用性プ直化系接取プ化移列上げ心系 ,8lm8wh2Fw8y.wOyき

ためデタ相っこ解必ラ訂余儀小度：れ可小学セい系 ,8llも相っこ以下計究要補処考案～く

小年代かけ確小立らい提種解必」問小期くされ小余儀案小前後い系 <6;wh2Fw測題加相

こ化」移,8lm8wh2Fw8y.wOyきためデタ心系 <6;wh2Fw測題加小成更良好量析い

OhwFJも分つ述導ペ小―も相良好心性必」問えQIyIR6U595N9<6>9F8F8・要定定心系

学ý介い,8lF8wh2FwもいOhwFJも相べ洗þÿだ」中小相こ化下化必定分いプ必移

本稿介い系要,8lm8wh2Fw8y.wOyきためデタ系要目小ともで小―い心違生処考相学

セ解必移休．もで系 <6;wh2Fw測題加相こ化」方機処考以時下心発究要列新心系測題加

小成更良好い OhwFJも相こ化必移休使もで系訂余儀相れ可以違生登れ相ば比解必以時

下心発究要列新心系 ,8llも相こ化必移休ともで系要方機処考で訂余儀小度：れ可小用プ

和い．解必欧州小算診ロラ診グ和古要測題加ラム相対改以時下分プ必移動平心系れ予第章

小可理い解必．ÿ必され小洗相要究最小下要限本稿目とも分最小っこ釈もい紹化下介パ必移

FIF生心系れ予―も分以下違生処考相対改れ可測題加相を研以要,8llも小訂余儀小度：れ

行A8行
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果紹介お着目す紹指標「撹乱成分比」年果前紹後人着口動乱態系列趨勢変化があか年否を

紹検人着証方法乱も言及では装り利用比a,a,データ紹プログラム適年必な紹オションお列

設析設精確処法乱理う紹ち第一法乱態ath変段階趨目事紹ン列モル二法乱時行不比目す紹

fuvhup8*+pu,-p.,可欠思わこ精ら二法乱す紹技成術的可内容含む標紹後人着第一法

乱態りめあか年ぞ補術果前紹階趨fuvhup8*+pu,-p.,可欠思わこ遺し年『問趨題研究

』年ウー化が紹二人乱 /01p8*+pェ時ブ比 .8p+2う趨題ペ究』年ジム適年成分り果

精参『 fuvvう紹後人着年ぞ補術し果ョ照き原比乗く撹乱態加撹統紹階計好複術合素精ト

レ列ド趨」撹移撹平均 v比平均 a比性着系比ド趨種プロ類繰返手詳細超え期行間設統抽出

段経乱介『紹性列態

!"!#$%&'()*+

勢変化が年『問ジム適年成分り果精参『 fuvvう階済ム適 !"精趨多うェ時ブち性景階気

うェ時ブ年『問循環複紹等系性人ェ時ブ精二人着趨必なム適 #"趨念頭勢変装り $"趨では

装り %"年 h成傾紹り果法乱加比精方複比法乱態fuvvう階趨向（含）呼グば同比勢変様呼

グば同比人『a生じ年呼グば同精論モ根性ら二性着趨ジム適精h成傾紹り果法乱拠う段ン

乱態fuvvう年自明階平均a精抽出「撹列人態

!"!#""$""%" 3多うェ時ブ4

!"!#"#$"#%" 3気うェ時ブ4

必なム適 #"階趨済ム適年『問 vデ精本稿乱ぶ月年必な複術オシ精別み法乱態術検趨加年

ム適階パ固ジム適時行不紹ら二「撹乱加比年有人 fuvvう紹検人着趨閏や休日・精曜構紹

効カ休日ム適ダ./056u78790:0/;0:取比除規撹乱装り段ン乱ョ趨プログラム適紹検人着則

対術休日ョ応去乱し得複術ず説階意び段階術人列ド趨異常段階及必なム適用比除値態念頭

勢変装り $"ダ<=>?;506,0@:=5@9AB/@6;516@8A@56C=9;6@8D@7B=/取階趨済ム適年『問

vデ月年点識紹ほ列ム適年オシど不行含精別み法乱態系列趨ジム適紹能①術成分段ン乱特

デ示外以下略以記装②か・年減（含衰行②か精トレ態では装り %"ダ*//01E9@/D@7B=/取階趨

加撹統法動着年成傾精縮モ小人列照―þ術オシ紹ÿ果法乱態

勢変化が固ほム適 &"比階趨済ム適設統念頭勢変装り精小紹性列ち年段ンモ趨ジム適年

成分り果あか設統 &"!#""%"ち性景階 &"!#"# %"比性着介統撹乱ち年段ン乱態術検趨異

常段二人乱勢変化がう段階趨系おウー化がど行向年 .8p+2う段 /01p8*+pェ時ブ精

二人着勢変様ダ,0@:=5@9取p8*+pダ,p8*+p取ェ時ブ段階着び段経術人 循環複紹①目

術特デ示外以下略以記装②か・年減（含衰行②か一す h生じ年指標「下オシ撹精乱識下

小紹法乱態」性着趨加年介『術化が精成分加性列ウー化が固ほム適紹ÿ性着趨fuvvう精ら

二性着ジム適年成分り果精参『態/01p8*+pェ時ブョ意グ乱識き比術 h生じ年指標「下

オシ撹比階趨」ン乱年標年点年「ョ指標段ン乱加比精前法気う複後撹「ダp66;B;F02EB9;0/趨

人口p2比動態取趨系年標年点紹応去乱指標ョ列趨複紹勢変法乱研ジオシダ.0>G=/@/8

化Hv化
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205986うち①と②は一時的異常分類はさモデル呼ば後「減さモ衰4676)*0+,-ち」ぶ 4*う

事前後調整ついはて補ち遺より詳分類時しく扱時的異後めわよせ参照つ後調.68/012/

お原か事詳り詳しくさモよ抽出つ後デち」要詳因カレ扱さモ衰3456969-+5)76859ち」ぶ

37うンよ抽ダ調ー効果法時を済み詳適用:事季節成合複なて常っち前除去み種値照つ常済調

ー効果法時・済み .68/012/お原かデ点分類最い終趨合常勢含はて補ま加外撹乱そ強

詳ち;<::性示ー効果法べき分類時利も合み終趨ば後簡便指せよ標除去み対標簡便指せ時

年後調合常デ比みちま加外撹乱そ強よ簡便指せデち簡便果法べき分類最い思中照つみ済後調

=長参はめわ期当さモ状時を済み詳ち分類はさモデル呼ば後「減さモ衰4*う詳況直扱年

知５分類時本稿つ後調しく扱年さモ事前後基性扱着つ期衰/>うよカレ扱さモ衰37う詳

況直扱年目降指せ時本稿つ後調心は常っち=長参はめわ期当さモ状詳ち簡便果法べき分類

時本稿つ後整よ時年後調

析済簡便結示紹ば分類はさモ示果介後よ記時号も照つ後況表大該年平均詳測効パト事前

後よ統除つ後デち対標簡便指せ示思中合常簡便果法べき分類示きつ出ち計有意扱年知５よ

識一稿事時的異常めわ期当さモ状は別述は年最事通効は一よト介常さモ示間後整よデ事記

後接う調心は常っち取上事詳げ取扱時知５分類よ簡便果法べき分類時総量合ち計有意扱年知

５はさモよち知５分類時測ば後簡便果法べき分類はト衰」同詳ち因目降指せトンよ抽ダう

示計等時せ６。強示場新ば後調

目降指せト詳型コ事ロばよ !!
!"
#"

事前後調目降指せト詳基性扱着つ期衰/>うよカレ扱

さモ衰37うは的異常一時ナ記複年節ち識シ一は分類期は計有意扱年ョッ時測ば後ナ記照

示ク後調ー効果法ウ乱イは ?0/2>性デス感扱時染症年「減さモ衰4*う示拡検ば後よち

知５分類デさモば後デち要証は～節取上事詳回帰果法。強示線節傾向後整よ最いち

.68/012/お原かデ拡検ば後めわ期よさモ状はそ強近似詳目降指せトよ得予はナ記照時

年比み済後％う信整は季て年ス感扱時染症年めわ期当さモ状デ@A@Aパ」要時的異み済後頼標

示ち取上事詳因区較内―え約む東日ンよ抽ダ調

取上詳ち区較内―え震災か単位死亡デどナ合常@A@Aパ」要時ち心つ」効よト介み知５は

さモデ前比常は最時総量ば後調整は整よ示ス感扱時程度ば後常っち@A:Bパ:一増@A:Cパ:@

一は知５分類示パ一時や唆合み与較は全国示都道合み府常県ク期よ心はCC個算反映回示得

意回は知５分類よト小ば後調稿常ち@A@Aパ」要は与較は適着期よ知５分類示ト小ば後調

@A:B増@A:Cパは知５分類デ算反映回地時前つ出与較は全国デ整は回は知５分類示季複都道

域D@域

Bう対標簡便指せ時詳ま加外撹乱そ強デ本稿つ後常っち常よけ出=一詳@一よト介み実::個有済よ済てそ強詳簡

便果法べき分類最い詳思中照つみ済後調稿常ち簡便果法べき分類時詳目降指せ示本ÿ調心は常っち常よけ出う

ち取ナ①と衰@A::パ=一うデ@A::パ@一よト介み一②はは一時示的は異常分類合常最は紹さ示モけ後調

Eう回帰果法は簡便果法べき分類詳常よけ出デルは頼標FG呼ば後「は通帰果法。強示標感合常表は事前後調減検

呼ば後「時的異常めわ期当さモ状詳ー効果法べき分類最い思中照つち況直扱時ば介みは呼ば後「時的異常めわ

期当さモ状デ標衰照つ常そ強デ回帰果法は簡便果法べき分類時」ぶ照つ後整よ時年後調.68/012/お原かデ

さモ状衰「減さモ衰4*うう示拡検ば後よ知５分類デさモば後常っ目降指せト詳しくさモデ拡検照つ後頼標季節

表事照複年後よ県ク照つ後デち前調検時き後よば介みは呼ば後「事さモ状デ得く時的異後除整事詳年済調つ!ち

取上はせ６。強示き後"節ち回帰果法。強時的異後めわ期当さモ状はそ強近似衰「減さモ衰4*う示本ÿう詳ち

デル示測#よば後通帰果法事!②合常 :取は .68/012/お原かデス感扱時染症時めわ期当さモ状示拡検合常

パ一時・整後回帰果法。強は因目降指せトンはナ記照よ"#得異常時年比み済後調
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すは同変化あった変を示だプログ!"!"ラムモだデルよ事前調整行だう原対数だ整っ換か否

変化あ自グ動よ事だ!"!"ラムモだデルっ的判前定（遺化あ）わ否を遺れすグ#$%&$

'()*'$+,'-+場合～線形自 ./0'()*'回帰予っ測変得７本稿）「人７っ口よ事）態

統的計否変」８」）月ら別っ都道否変府調県 %死を態統的計前「亡出遺生ヶっ自!"%1び

!"%2ラだデルよ事っ態す態統住民基台）「同グ態統的計前「亡出た」（遺生ヶっ自住民基

台）「（は帳移行あ示だう原対数）報遺告死を

!"#$%&'()*+#*,-./,*01,203456789:

９転ロ自グ入延べら用節説明季死っ測変%221ラ%実」施!"!3ラ%%実だ実さ 差分社会さ 増減

統あ然つ統府&12お実死グた施ずっグ入も象国９除く延べ日ら確概明発死っ測変!"""ラ%実」施

!"!1ラ &実だ実さ 差分社会さ 差分社会数け然統あけま統府&"&お実死だ法一%44よ事だ

%5&!3お実っ態すはグ#$%&$'()*'$+,'-+場合～線形）部同は!6!改ロ正律す遺伴改本稿

）へ登否変を示すはグ伴改本稿録出遺け然まよ事だめほ）あ変化あロ含む総表グ然つあ増

減だめ」施月章総表っ研同はだ伴改本稿）「人をた究グ同連出だ延べら用よ事続態性あ否

変だ自整担延）保期者９延だ続だロ定変を入延べら用節説明っ研同は自冒道統あ実確府頭

統死）部同変前グ同連出続７ラム７っ言つす遺続だ）保期者９っ究及変者９延だ然つ統あ

増減統あた（は同変を通遺グ入も象国９除く延べ日ら確概明っ研同は自グ!"%&ラ 7実っ

入も象国９除くりだセン）サス否変り局明前登「録出遺化あっ長同グ整担延続も象国９除

く歴だ史有態性あた（遺を示だ遺務グ!"%&ラ7実ムモだ入も象国９除く延べ日ら確概明ロ

自グ者９延だ必」整担延）要精緻統前進多録出変測人った（遺を９彩オロ自よ事だショ経

）済時否変遺務グ!"%&ラムモだ析数続者９延日ら広だけ然ま統）部同遺を

!6%改だ般・ロ標準す遺活容グ易応可能目り自ひ同初設）利すグへ項別た追加経」施場

合～線形だ選択判前特務施出遺遺務グ際曜た効場果イ応前定変をす」すた前施グ９転自ー

タ意よ事だほ関ロテ期セト別適残異別っ常部録出は同変易応可能目りっ測変伴改本稿）延

べら用節説よ事っ続点類っ型部水検ロ定変化あ）わ否化あ続索別だ衰あ研あすは究容グ国

９別っ自探析先道だ通通 #$%&$'()*'$+,'-+場合～線形）述部す遺を遺れすグ &研だ

因索）ÿす別っ先道すは同変を %研索自グ./0'()*'回帰予だ月らは同っ定遺容グ探析

回帰予府!"#$%"8"5%5%98"5%5%9%!死）変道否変化っあ者ったあを示能だ示っただ節説別た

利プ経っロ否変 '):グ能ラ）ÿすすグ節説別っ利プた生ヶっ自 +'()*'回帰予）ム部

否変モめ」施化出施だった）保整否変測人っす遺を!研索自グ探析先道ロ自デル行適的判

よだ事前あすはすり別整出行府';死あ調異的判府<+死す」月ら整行だ態性あすた同前グ

表う別的判府,=死っ研同は続月ら原行だ態性あす遺を対数だ活容グ９彩オロ自意よ事だ

加換ほ!っ +,'-+りロ自た期 #$%%り）部同変をムプだ先道ロ回帰予"さ）へ登す遺あ

#4&#

7死!"別っ自グ然つだ#担適$%&'適()'自住前グ示だ*だよ事適+,っ研同は自態統住民だ基台回帰予

）部同遺をた究グ月章総表あ含む総表自然つ適増減あけ然まだ意よ事だ加換ほ!-ただめほあすは.然すは究

容グ!"%1び!"%2ラだラ!応"自住前）#道す遺を

4死%221ラ」施!"!&ラ通ロだ入延べら用節説府冒道統死明あ!"!3ラ %実」施%%実通ロだ入延べら用節説実確府頭

統死明）部同遺を

2死!"""ラ」施!"!3ラ通ロだラ確あグ!"!1ラ%実」施&実通ロだ実確）部同遺を
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ムによ4って自4っ的選択さ選れあた．そめ自モデルを用い事調整選は法．で識別最終間

予得初期事設間定行う場デム自．合得ヶ算出選ヶつよ7,8%&'(%目追加オショデンてし

本間合ヶ得初研よ)&%(*究都道府う場ヶ県人設モ 7,8%&'(%目追加オショ初 4っ口

選態あたオ系ヶ算+,-.,%&'(%,/0%)/で識別最終選列（生死都研 7,8%&'(%目追加

オショヶンてし本オ亡転入）間研-1適さ選態あた．期事設間実施う場デ．よ.ら膨選大分

析で結果全生死自国初 4っ口選態あたオ系ヶ算

三市圏都研縮約主示府選さ府す・事地域構成施各法よ々集法よ縮約主示口計方法自計施

法接間+,-.,%&'(%,/0%)/で識別最終オもシ国初ルをし本オく直国初系わ場デちみモ

変化パタオよー異自打み縮消失-2接間好ま国初一めモ変化パタオ対象算ー異中打み縮消失選

ルをし本オ亡転入）よム場わ長趨オ勢じ象デ縮約主示撹乱選ルをし本選パタオ複互象デ補

究成口完し本345647,7896:;<8=,58取国り研 7>=?><48,96:;<8=,58接自よ打み縮消失

成）互た接オ上完し本成647,7896:;<8=,58接象デ補究．合デ算長趨間予得初ルを用よ象モ

げ東-っ口選さ府間京ヶ域構選名古屋阪非全．区モデモわよ）互域構都研1ら選長趨選名

事．際東背国）ョぞげ場デム自．合デヶつ口完し本．種類国ョ算延補よべか長趨選ルを用

自「新（選型コ．択ナ屋阪非全モわよック．整う場」法選長趨選ルを用．どョ間関連国合

転ヶつ）互域構間べ象デ上完し本．種類国ョ自う場デ算三市圏都研よー異中打み縮消失間

らョ初選口完し本選変化パタオ発唆情報デ--接算ー異中含考失中え稿紙失中み幅失中係み縮

消失選43変選長趨間らョ初口完し本選ルをし本オ亡転ヶつよくず間研紹的都@A縮約主示

選出場介場間らョ初 @お誌選す・事地間らョ初選）互-B.1@適さ選追非阪オショ初よカ印

@A縮約主示選-CC域構間らョ初上完し本オく直国ヶ算ム選ちみモ変化パタ選モ刷間研よ縮

約主示口都応『問題識』結果ウェブ．ペ選予転間ジ掲国載各国ヶ選刷間らョ初選対論オ系

デ文図取収類場デ自録せわ場デ．よ三参都研照①選ジ時都ー異自打み縮消失間好ま国ヶパ

タオ対象算

因算変化パタ

類解ー異間らョ初よはョ都打み縮消失間らョ初選口完し本パタオ表―象デ算モ埼よ三玉

研千最非葉神間べ奈国初ョモョ．よ川す・岐阜市圏ÿムによっ非て間自的う場ヶ選択都研

変化パタオ対国ヶ千最非選さ．れあう場初ョデ算合げた初．そう場ヶョ算

!"#$%&'()

め 々集法

さ -間ー異選さ府々集法間らョ初選モ域構選めデ変ル選パタオ対国ヶ算類ヶよを -間

用C@用

-2接含考失成い事示よ調整示よ含考縮よは法で示接よえ稿紙失成識別示よ!"示よ打#示接よみ幅失成考縮主よみ

幅主よ!"示よ法#示接オ打み縮消失自国よ出場$%オ係み縮消失成出選&選約示接自国ヶ算

--接ヶ'国よ口完し本研よ(府縮約主示間らョ初選変ルパタオ!国情報ヶ取選都合唆よ7,8%&'(%目追加選"

死研亡げ場モョ算ー異#$打み縮消失間らョ初選 7,8%&'(%目追加選区%た中名古&'間らョ初選"死パタ

間らョ初(#象デ入）間研上完し本オ亡得ヶ入）選"死パタオ．そ国初ョデ算
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!"#$%&'$ける撹乱成分比をまめて掲げ．―出典：筆者作注はて出 !て，加法的外れ（

的）減衰水準示す直出て接調筆整結果季を節
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季節性を示すこわか．ような除去した趨勢性長期的増加傾向わ年前半頃ら速度させて以

後去加新型除コ後性ロナウ速度させル感染症拡大．よせな除去着目月半別約万件半傾除加わ

!"!"過最高記型録別約水準せ約水変化（ら除コ!"!"過）減性衰っモデ識め的調長整済見加

撹乱染症目趨半成分以除去わ比もを示すこ!"!#過$比半き$%&'く推去移感東日せ本震染症コ

!"!!過 !比半災ま超え括()弧わ!"!!過 '比去$!比半内下月超え括*+弧加傾同症後去せ

,-./012/じ流調こ行も染症症関わ速度連～第なを示すう波除去!"!!過$!比半き$3&!く

推括や時相当断こき$&"'!弧う東続乱ショウ除コや時相当断性ッ発せな除去わ生だれ乱ン

フ性減!"!$過エうこわ!"$!過 !比括$&"45弧せルら（わ$&"4せザ及症後去こウ型同症括ば

等→こや時相当断わ）起お限弧コ染型染わ!"!!過 !比性災ま超え）減性目趨うこわ衰っモ

デ識整済見性程そ去性上法うらナ去!"!!過$外#比括値%対弧ち!"!!過5外'比括値5対弧

）減性回目半べ線以除わ!"!!過 '比括$&"6"弧わ!"!!過$!比括$&"'!弧わ!"!#過 $比括$&"56弧

半わ形帰月半日災ま性を示場合予増加測％染（ら除コ症信染わ後頼録性や時相当断性災ま

こわ生だれ乱ンフ加測％染症!"$$過 #比性$&$'$ちわ季節月半的区並調び区補加程そ染症

$666過 $比性$&!#3半こ重ねウらコ後頼エう続的区並調び区補性程そ図半ロ向わ$665過 $

比括$&$!3弧わ$66'過 !比括$&"56弧わ$666過 $ト !比括$&!#3ト$&$$4弧わ!"""過 !比括$&"%4弧わ

!""#過 $比括$&"56弧わ!""4過 #比括$&$$#弧わ!"$!過 !比括$&"45弧去た目月半を示場合予増

こレ後同（ド向わ場合予増性災ま去染（続や時相当断うな除良向!"!!過）減性続性去お好

準型説頼）明性続性こた目月半測％染（ら症コ染型染ウ加録わ説頼録こ約ジ月収頼始

括/7弧ち内下月超え括*+弧去行も変頼除し回月ウ場合予増う傾除性半初染わ!"!!過 !比

）減半こ災ま超え括()弧加行も変頼（ら除コエ症$過性ナ僅半#け性形帰月ウし回場合予

増加測％染症後去こ後頼エう半ウ型同症コ

衰っモデ識め的調長整済見加撹乱染症!"!"過）減半わ説頼）最去断既（拡大性超え加傾同

症性型せな除症関わ!"$4過$比外!"$6過$!比性拡大．よせ過比半初す述通け末染症ペー性

緩ろ始去説性66距離保顕趨著低半!"!"過）減性へ収始せ析手（て染症性加言 !う傾除コ

!"$4外!"$6過性季節性を示す性拡大こ初す述っ中心区動う平均半観要変頼（ド向わ緩ろ始

性66距離保顕趨性心区求半様エ除コ!"!"過性衰っモデ識め的調長整済見性程そ加依エ同症

東存目半拡大．よこ66距離保顕趨性起良せ異型半起け同症減こ別約水準せ約水変化わ!"!!

過半こ離保顕趨性明良せ明け同（ら除コ!"!!外!"!#過半型・（災ま超え去し回場合予増性

法帰加傾同症後去こ点構性造向う傾除加わ!"!"外!"!!過去断既除去!"!!過提型録を示す性

別約留意長こちち―ち型半ウ同（ら除ロナ半波及除続性性わ!"!3過$$比エう性去後õ66距

離保顕趨明良型録した性ö÷せø同（ッ発染（ド向わùúウû起傾除らこ!"$4外!"$6過中

心区動ü性け末性万件こて変頼（らウらコ症信染わ!度括当ýþジ弧うÿ重染症造向わ拡

大．よせッた以除季節え中心区動発性を示こ線比せ季節半最減$外!過性すろ始せこわ染わ

エ症速度相当せル感以除症関性季節え速度さ発性を示こおか半最減!外4過性お比性すろ

始せこわ以除コ説性症関わすろ目趨性東減性 $外!過こ ,-./012/じ流調性緩ろ始半．

よ染（ド向わう前始な超え除う行も変頼除ロナウ去し超え加レシウら後去せ最た去以除後

去半こ趨勢変頼症らコ

長'%長
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み ると一

定間隔ると一隔スパイ隔クがあり隔強季節性!す"こわか撹乱ると一こ成除去趨勢長パ

イ期的減少勢傾向新型隔コロナウル感染勢症除流行前節わ年頃少ルらそ減乱頃隔流行前少

比べ速あ節度やか撹加さパイ節的減少勢せ（）こ死亡は異こ感染勢な月大きショナッコ経

験モデ本稿隔#$%&析対そ象 お隔稿少永続死亡・常節値値変・化点去除減統性!計乱有意一

こ成除去隔あり強季少識別以染ると一こ成除去識勢#$#%析%後こ値値着目以傾ス違っ状ウ

統比べ速あ永識$'("#計節況見か撹趨隔隔勢)*+,-./,えくッ識場合隔あ同様線（新こト

除去レン）ド傾ス）以違っ状ウ節わ年別低下ド良好説節 明％）こ信頼こ識区ジか去除以

除乱

かそか以ル象勢#$%&析収ま隔（新こ半予年減少勢値値測限撹回現趨在推去移減乱有意一

隔へ策少人接こ勢るとこ成除去趨加さパイ隔#$%&す#$%(析隔触月隔厳重制れ識頃隔新隔婚

若は異節干タこムラか去ト染勢加さパイ識((グ第子招新隔重制次こリテ減乱#$#$析収ま隔

（新こ成除去識勢#$#!析稿ィ対そ象ると一隔加さパイ識触月厳重制れ口高下隔((グ若立節

若社染勢#$#"析%%後会保こト除去趨#$%&す#$%(析触月厳重制れ節若社限去障問か去除減頃

少ルらそ減乱な月大きショナッコ経験モ題隔様研少か去究隔所うル方整こ拡立化影撹対勢

強響ル死亡か撹乱強響隔死亡識顕―隔典ナ：筆者節趨限去作%注ると隔死亡節形目勢婚帰

ロ補外â究ã隔婚若ルä帰ロ補外âると一節死亡化点減統間åæçèéド究ãêëìíî

#$#!01'!$!!2計少除ï在ð少ñ策）以あ同強季期感染勢な月大きショナッコ経験モò着

隔óô識#$#!析対そ象õ保好か去除減少的減頃少ル期目減乱
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転 入数と出が合致るた

めよ増入数と出が合致るた増減もで増なく境ま増ぐ（住民!票"所在地変めよ増入数と

出がるた更）総量冒頭総触冒れう月地集中し合致るた所て集合致おり住在地そ増他更倍い）

入数と出水住準中っ合致るた原から過去年程期みば増少傾住在地変向あ他こ察中て付所）

合致るた更総触量頭そ所#票$度所趨勢比較今ど加増・増度増%票%&!低頭下付推困所倍難

較下集変加増中しろもで手法更非常%'強季増節が住性察死り亡や生所べ集域頭更経比れ済

いれ）非常#票!強季等増状況頭反映比較急強増!度増推困更速増季等おわ現調ツ比中増

手住ー比傾集増更ルえ他べず付変減もで増なく境ま増頃以更）域増て付所後同所直下近ピ

ク住在比）撹乱成触ち頭反ょ集頭程最初緊事増態宣住言発比令さ所期大ど成地下合致るた

増き態住一ょ集中し増的析対頭下象集変

準新）状況もで住性集頭）入数と出がるた増少傾更%'''強手法%'('強型準他調ツ比）コ

ロ%'()強型準他ナ推困他ーる比中変ウイ他更）%'()強$度型住ス析前所成成り亡比較下集変

モデ識境反増ーる住性集頭）別つ付速外値増衰令化影響及れぼ代シ察較下中%'%'強!度所

'&*)"頭下付）合致るた傾増ョッ倍正減活倍り亡れべ難中域頭れ大手集変境ブム熱節が勢）

異為制限じ退興対味ぼち深所+,-./01.着目対れ若干比中#実増わ以活際察線原.2ば現

り形活期ト原34ば増モデ識境反原(&('(票(&(!)ば頭反ょ較そ）%'%'強 !度増わ以活際察

線原.2ば更ョッ倍レン住ド係比中変倍今）%'''強定コロ他更）制限じ深増正減％統計前

更地ょ較有他べど）意ぼ倍合致るただ析開増わ始れ唆同線頭比較若干シ察較下集増所ム比）

%'%'強!度増異為制限じ％統計前更合指活倍摘信所て集境ブ節が勢更頼し較増合致るた傾

増形区％統計前頭倍難中域頭更半回除下変

%'(!強コロ増節が所維持比状況もで増期ト住性集頭）ウイ他更入数と出がるた傾更感染

増おわや生所べ難中変症拡）%'(!票%'()強ム冒ÿ転入数と出増が冒ー合線更'&(致推困他

るた活所めよ倍有他べ難中変中増比）%'()強$度型手法状況もで更り亡住減も比較今ど）

状況増期トれ在でシ察集原民 "ば変比手比倍れ法）外値増衰令化影響及ツ増%'%'強 !度所

正減活倍％統計前れべ難中域頭更なく比中れ）域増度増状況もで更))致境まぐが増別つ付

速ツ信所倍難中変加増ロ）%'%(強ロ（所境まぐがツ信住ツ住難中増住民い頭%'%#強増更頼

し型準他境まぐがツ信住票所比較下中変実準ど）異為制限じ在地変増更ョれも準難較!"

#そど!頭及大察合致るたれ"#シ察集$%活&'所べ難中#強季等増が）正減節住民下

較）症拡所更入数と出が合致るた増少傾頭比較更り亡比較更今法新(手倍れ法おわ地集入

数と出住票所比中域頭所倍集変加比較）%'%#強型手法更%'()強コ)増調ツ入数と出れ*減

比較下集+,クれべ集変

-5)-
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勢～年対線形トレンド予測値 ：１月から３月

要因分解結果を図示．・はくか．地域差もあ!"#$るみ人を口移地域差も動と比べパター

をン共通おをり全国的%地な比べシ図示ョくか地域差もッあ差ク域がを広範で観察さ観を

をあ人地れさえ―典：筆者作さ筆!"#$るみ人を口移成注対線ッ形ト比もレドあ予測値月～趨勢

回帰きそ月広範％信頼区間べ筆差すさシ
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地域おもこ間をよく説明しりお一時的減少!"#$信!"#%頼少区間下限少付近あったそ後反

少転・をじく説共通少．少一時月大阪圏除す説じべお!"!"頼をもこ間後で水準を変化す（

）が．少起拡モデをル識別通りおな少か東京け付近を京速別通り後反少転・をじく説共度

加す説くし目り阪をお!"!!頼 !立を後お医療崩月壊阪され説少転・撹乱成分比顕&'著増

ち通識説じべおもこ間少一時をら医増ル識別り ()*+,-.+衰ショ後ックす説くし目見最

撹共おき次崩をじ名し一時的減少付近古屋少順古増非都よ目見じお市小翌逆増ち通識別り

末「し医療崩撹後!"!!頼 !信/立顕新型コロナ後#0!"1信#0#/"著り 1信%立顕新型コロナ

後#0#11信#0#"/著を」中見もこ間少心順増ルべお反部郊共変外準分比顕23著りック末「

別目

!"!!頼!信/立少へ散示唆月新型コロナ撹知しりお医療崩撹出共医生阪顕新型コロナ後

#0!"1信#0#/"著お三く撹低傾向崩顕#0#"4信#0"56著おき次崩顕#0"%5信#0"1/著少良撹お好医％

ジ崩顕#0"!%信#0"!"著後出共収末最識別目す最すお!"!!頼#!立信以 #立少へ散示唆後お継

を好医％ジ崩顕新型コロナ後#0"%$信#0"14著撹出共医生阪お低傾向崩顕#0"16信#0"5%著おき

次崩顕#0"5!信#0"4!著り医療崩顕#0"5%信#0"4"著少良を見識別目!"!!頼 !立少へ散示唆後

好医％ジ崩撹出共収末最識別増お!"!!頼続少へ散示唆後好医％ジ崩撹出共医生阪見識別通

り後お程差前半範囲へ散示唆内増医％ジ崩動繰返最郊概ねお好医％ジ崩だりら規す別通り

月模全さし少最共国「見く目

寄与をよく説共お一時的減少!"#$信!"#%頼少回医％ジ崩少下前り好医％ジ崩少区間下限

少推起あったそ後お反少転・をじく説共通少．少推起移唯月異常を圏除す説じべお一時的

減後%%値（）が．少った点を法地し目!"!"頼頃か共な少移唯後予測す説じべおわ屋少う通

なル「おされ説少転・をじく説!"!#頼ウイを（）が．少ス感染撹推起す別か共付起症月せ

べめす見増郊自然!"#$信!"#%頼少推起あったそをす別増識説くし目別瞭すお出共寄与間少

要因増医生阪お影響だ少―Ú共医生く好医％ジ崩撹後お!"!!頼頃かを推起古屋増順古す説

じべお!"!/頼頃か後（）が．起拡月起Û識説ÜÝす説くし目回医％ジ崩クを明別寄与をよ

く説お()*+,-.+衰ショ増ックす別Þで少ßàáけ分比â後好医％ジ崩をじ名し!"!6頼

#立少順ã準ね「á顕+7著少明撹ルし顕新型コロナ後"0%55著目影響撹後!"!/頼ウイä最

郊寄与間少一時的減後下前あったそåæá少%%値起拡月起Û識説く別少後お好医％ジ崩少

―Ú増医生く通り増ç最し目

通少大èを差前半範囲éêョëìíî増ら医す別!"!"頼頃かおもこ間後心順古屋月順古

末ïお寄与間後変化古屋月順古末ï別別ðおñò変化少古屋後順古す別目反少転・をじく

説共ñò変化間少一時的減少!"#$信!"#%頼少下前推起あったそ後通少．少推起移唯月異常

を圏除す説く別増おき次崩け低傾向崩け好医％ジ崩撹後!"!!頼少後速ðä最郊お医療崩を

じく説共!"!!頼続最郊ñò変化間少一時的減後（）が．起拡月除óを起Ûべ後速ð別目な

少ôõりす説後お好医％ジ崩月壊阪りおもこ間少」中見心順少ö÷増医生阪おり阪を!"!"

頼頃か少もこ間少乱成分比顕&'著少―Ú増模全末「し目

ø%!ø
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!"!#$%&'()*+, -./0-1/

年以後変化着目した時系し列時要因解結果目を図示．死亡・生異なり人口移!"#$動は地

目域よなり人口っか事情が複雑目月前図シ目ョックそ%な論事情点絞析紹た介系まず最移

初緊急態宣言発な令さ口一ず最全国的まず最移道府ず域よク事情点解解示宣!"!"動$県間

地目量きく少系せ目地目域よな（③ク項さ口図）ョックばす事情人点

べお移双方目加法全外値だ的相対超結情!"!"動$県目過が量きく少宣わち総な後じ集中

進急態んク以幅逆異非超阪情名&'#'古屋概点そ %な令結ね移解結宣同程口目言発な度人口移

した時系し列時目撹乱ク異非超阪死成比総み結＜名()概的．さ情解系な令死点情も事移

言発な令さ口した異非系し列異非目東京総ず以幅超的まず死解系な令最移し列招縮時目域

よ宣まずさ口人情点同ず小う移「新口初緊型コ的ロナも以後変言発な度人口し列時目異非

」的以幅逆移へな影以後変言発な度人口した時目異非」的以幅一さ情点べお移以響化系識

趨勢化示宣し列異系した異的直接ぼ顕著目以幅超示．さ情点拡不連図続示理死系移以響化

示宣し列異名"*+%"概由した異名"*+%%概移識趨勢化示宣し列異名"*%!"概由した異名"*%&,概

示．最移小お一ず的果した異令最調し列異目乱的以幅人点め水化示宣した異名拡不連図続

"*%!!概令最調し列異名拡不連図続"*++-概目乱的以幅逆移せ目ョッ移し列招縮時目異非ク

準人情点解結果な京事口移影以後変化示宣した異名拡不連図続"*+-.概目乱的し列異名拡

不連図続"*%!"概令最調以幅逆移した招縮時目起け的．さ情点

解目令約ず!"!"動$県目万件％千強割量きく少ほ目初緊急態ゼ目断―宣移同程口目言発

な度人口成比総み結＜名()概系事口Ï着超結口人死解系一果移ÐÑ複雑なÒÓ総な断―

ク要Ô同解系目ず人過が総ず調目示．死点事一事移そ%ク理死系移!"!"動$県間地なめ水

化目ÐÑ複雑なし列時目起け系した時目ÕÖず×以系人約ØÙÚず域よ的．死解系的小一

死点せ目ÛÜクÝ程死情Þ移め水化目過後年中なり人口!"#$動は地目域よなっか事情した

時系し列時目が複雑目月前図シ目ョックそ,な論事情点そ,な令結ね移め水後目し列時系

した時目ÐÑ複雑なßà域よ名/0概的á幅口度最移した時×以系し列時起け目ÐÑ目域

よ的．さ情点べお移!"!"動 &県一果 .県な一â口し列時目ÐÑ複雑宣ã&*$äå一果ã&*&

äåゼ+*-æ起け事情点せ事口移双方目加法全外値だ的．â情!"!"動 -県一果 +県な一â

口系最小â以幅ずした時目ÐÑ複雑目×以的．最移ã!*,äå一果ã&*&äåゼ#$*"æ生成

事情点せ目ョッ移め水後目し列招縮時目ÐÑ複雑宣!"!"動&県目ã+ç一果.県な宣.ç

èゼã.é異非事移超果な+県目êÔë強ゼ系ìÚ総な起け事口人死点

í,&í
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!"!"ン#ドから乖離着目よ乖う．乖は大阪圏で出縮!"$#小!"$%ン東京増加が乖う．あり

乖るが減を乖緩やすもく速乖させ阪だっでた逆名!"$#小!"$%ン乖う．古縮屋と非都古東市

増加が乖拡少縮いこ非都古東京増加が乖なべ地域お縮離着目よ阪た形離着予測値％く阪信

形頼で区古離着なべ測べ間範囲形う．内頃反名じ阪縮れちま非回帰屋一方非都古東市増加

が乖下屋地域お縮離着目よ阪た形離着予限地下屋で出推反名他乖た逆・!"$#小!"$%ン乖う

．あり古信上出乖け水阪準推出るが減戻緩やすも遅低迷乖%%め傾向半調乖継続結阪域頃反

地縮!"!"ン果く速信上出乖け水阪準推出東京増加が乖う．古熱東で反名屋と非都古東市増

加地!"$#小!"$%ン阪古拡少で出推反地下屋阪東へ縮いこ非都古東京増加地下屋で出推反地

拡少阪東へ反名れちま非回帰屋一方非都古東市増加地下屋で出推反地縮拡少阪東へ反名他

「速乖逆心縮屋と非阪準推出古!"!#ン&ド」都阪東京増加が乖う．古!"$#小!"$%ン乖るが

減戻緩やすも阪前示で出推形名唆顕都縮いこ非乖東京増加乖う．あり古!"$#小!"$%ンるが

減戻緩やすも傾向半調著県測く・お著前頃出時目で出推形名点顕都縮れちま非プ帰屋一方

非乖東市増加古!"$#小!"$%ンるが減戻緩やすも傾向半調ラ県測く・おラ前頃出時目で出推

形名いこ非阪準ス形東市が古!"$#小!"$%ンるが減戻緩やすも乖マイ阪!"!#ン&ド」都阪前

示で出準お縮東京増加乖ナお地わ推乖古!"$#小!"$%ン阪なべう．都域頃反東京が地!"!"ン

から4今で出推形反課都域形名じ阪縮れちま非回帰屋一方非都古!"$#小!"$%ン東市が乖な

べ題本地!"$%ンら稿果く速は態で縮!"!"ン阪るが減戻緩やすも傾向半調乖著県測著前形た

逆阪・頃反地縮他乖東市が乖拡少地次季で出推形名他「速乖節性古!"$#小!"$%ン乖調古べ

処測季ス出推反帰屋一方非く速いこ非え本く逆新一コ前示ロ乖離着目よ乖う．地縮!"!"ン

ウら阪予間で反他回測ル感信形名・く都頼縮いこ一乖は大地染症内地縮いこ非乖&流阪準

推出頼東京が古4著う．都域形名反内で縮!"!#ン&ド乖行始阪準推出縮いこ非乖東京増加

が古期ど全縮帰屋一方非都古国三別全都域形名帰屋一方非く速いこ非え乖離着目よ地・区

・頃反観ス都古・推名

察名」回課回最ら乖タム

グデ都古離着よー乖ド分あり乖析知見阪る死で反逆亡都縮生を的シ別ョ三ッ全ク広つ乖

検（地）」頃反から乖行モ阪離着よー阪識乖た逆・う．乖は大地域頃反乖く測背同回断屋

一方非き阪衰定で反名―少県乖Ú三ÛどÜ測準推反―生乖ÝÞÚ測ßàで反グデ乖áâ回

で出縮ãäが回市åが阪古背同æ・çèéê地ë継・け水都衰定範「形題本阪域頃反名市

åが阪ì推出古縮!"!"ンから新生を的シ別çèéêロ古背同阪古í市範「出推・推唆顕都縮

ãä阪る信形新生を的シ別çèéêロ古背同æ阪!"!!ン !ドから阪マイは大î'(ï測å

へ範囲反他回測 )*+,-./,ðÝッ古ñきで反名他乖òら阪古ó行モ乖帰屋一方非プいこ

非プれちま非阪準ス形ãäが乖マイは大î'(ï地域形名唆顕縮屋と非都古!"!!ン !ド回

0ド阪ô季æ阪屋õ・新生を的シ別çèéêロ地域お縮唆行æ・予öæは大î12ï回で

出時÷範「出推形名ãäプ市åプ離着目よ回推逆離着よー乖・く都頼!"!!ンから古ãä乖

は大地症で区・頃出準お縮生を的シ別ョ三ッ全ク広つ下屋ウî!"$#小!"$%ンï乖市åプã

ø%3ø
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型ウイルス感染症流行波に沿っ周期的動きすようる．地域差もウ相型対染大くる．地みえ

慎重モニタウリンウグ継続望すまれ一に方人周期口移か継に望動きり事情異おそら態一継

染へ人影に望動きり移か継響でう最初に緊急宣言発令ウさ年よ月「シり事

ョッうク」つ方染情異継移望動あに分析結よ果に望動きす事べ転入影う大くる．地みえ

慎重ウク」方・出ウ双東ウにあ京う圏超ウ過少析・非都よ市縮小シす!"!"こ#知ウク」つ

方出ウ見大くる．地筆者次開始よ圏そへ人にそウウョ来京デ望す事ー観ウ察頑う!"!"こ#

知ウ見大くる．地筆者次開始染う口健動ウ情異京と唆対拡とぞ対ウ変ッ周っ入的すそウウう

化生じ京染とぞっ移分そと唆っよへ人影と唆全体対ウっば周「流人う時へけ前じ京染と唆

っ移分そとぞっウッよへ人影とぞ全体対ウ水準よデ望す事戻ウ（）染解消入よ知向ク」方

・ス感ウ緊急宣言発令周遅整的す!"!!こ差現う圏大在め宣ウー観察頑継移望動そさ年的動

精緻小シ動べ分う深不に察頑京デり戻可よ期欠小シす事小入継う化生け京染!"!"こ$知差

もウと唆対ウ水準う!"!"こ%知差もウとぞ対ウ本へウ転シ稿シ継イルウ国名よ古屋動きす

そウウう化生じ阪区京響シ間戻シ入ウ接れウ国名染ョ接一にそウ京デ望す事化生じにあ京

そ化生け継べ季りとぞ対染大くる．地節ウ別約継症流背望動べ分別約国名同&'明染具ど

継道あ望動きり可響入シりョッうと唆対ウ背分染府き事見大くる．地筆者次開始もウ波県

染程度そ年き動きりそウ可）入シりす関う情異ク」方・ウさ年一に緊急宣言発令可移分係

個にー観出ウ状名よ況紙幅京デり事

及先京染う阪述拡化生じ拡通や細じ拡へ心じ拡時へけ前じウ#持ーウ情異継来き動思わ

波県ウ途報波県周ンきう戻シ入#来継へ告小シす情異持ー継水予的すー観察頑周期的す事

す可で間う阪述一継!"!!こ !知差もウ相型対ウ別約国名同&'明よ古屋す定も継染う今接

れウ時へけ前じ拡化生じ拡通や細じ継べ季り相型対ウ別約国名同&'明よデり戻可周課入

あ継的すよう題区一継ほウけ上限界京ほウ指摘ウへ人小ウ国名よ古屋すウあう転シ入ウ国

名ウけ上限界思ウ第冒染ほウ移かにそウあ可き望す頭告け上限界ウ触研継来き動染究実ウ

第冒京都象京人にあ望す事要因ウ主分う見大くる．地筆者次開始もウ波県染程度そ年き動

きり可響入シうけ上限界着転シ移分そ子あに情異持ー継移り緊急宣言発令察頑継そ第高よ

ÿすシりそウ可型ウシり事け上限界告ウー観察頑継来き動染告イルス口り感染京デりよう

症もウ流行可的すき事

転ウ波あ継ー観にウ沿っ可的動う(来ウ流行周周期的動べ人すき事的ョ継う動き京そす

シす主分う及よう染ク」方・ス感ウる対周態．可的動知告接ス感ウ地域ー具周ンきうイル

周精緻口りそウ京デり事差地に精緻れ思染大くる．地みえ慎重モニタウリンよ整「望す

!"!"こ差もウ国名京染デりようク」方・ス感ウ精緻れ思可的動染)**#こそ的影染!"""こ差

もウれ思京デ分うウよ述ウク」方・染もる継ば相対!名ウ双東周"季り移か継に望動きり事

ク」#一継染う!及"#可きウシり$%拡こ!"#継双東小シにき析．ウ精緻よ&関動初

地京デり事大くる．地みえ慎重ウ双東'!可的動う阪述ウ相型継来き動染"#波あ

同!"!#明よ知向古$%周"&的動'継る(的動きり事る対京染に影ク」#一に!継"#的

すうぞ古着ク」つ方出ウ双東'!う情異告継響す双東可転ウ第!ウ'!継来き動そ症も!

関り"地よデり事

#*%#
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した趨勢撹乱の変化タイミグ新型コロナウルス流行開始時期関連で言及ているグ新開す

ぎ期関ず直接的な影ウ響連評価も．これなまほんどず活用さっ開ず月別観察可及能要因趨

解結政勢評価も．これなまほずじめ多くユザ連有情解因報ず観変く要あ思わ年観以開後そ

他が含わ能思く型限て界え化タイミグ新ず直接ずば清連水（趨解因さグ新ず）前関おけ行

変ど東連変京圏開解因転入ず超ス過ス趨数がく急減観規因開定学わ因報ずず勢!"!"・社会

ず化タイミグ新ず直接趨変経ず済ず）前ずユザ検討年わ因て圏勢評価も．これなまほずユ

ザ有情開及能変禍だ検規因あて開オリ勢ピック!"!#催変勢!"!"・よ会趨代半因増や少ず子

青指摘へずり構連造析及て）前連化タ望多最統計広一多趨般標及勢も．こ準ずユザセ半観

く入増やサ局ウ法調整活容くそ趨易因!"$"・応会示ず子青へ開子青指摘へずり目ひつプ接

趨易因ラ・化タず構つずユザ報ムシ及能要因あ評価も．これなまほず化タイミグ新ョずユ

ザ有情開及能変勢易初じめ多最設利多く関個検ふ年わ因あ

精会趨勢撹乱の観変広一査せず関個観機入械実多最施非多趨他が含わ能要因常ウ対ほね

場趨易因始時合通連化タイミ査せグ新趨報推方趨パが水（観規因思開連メ解思開報致多ず

量開大開及勢%&$'&()*+(&,-(.,近．響似性ず以開後そずサ近質保ウ連持っ国析ず年

年友が及てあ及型及く検コ勢高えグ新ず査せ望多く岡因年要連階差次政趨さグ新ず）前関
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ᇸ࡬e:����#4+/#�5'#65 ȂȘǛȔȋǇዿŹƔǦȞǠǤઅ :�

�� ሓƠƽǀਆ้ྔธ 

 この補Ҫでは、本ช「2000 年代以後の全国と三⼤都市圏の別にみた⽉別⼈⼝動態のਾ勢」
の分析結果の੠確な解釈に資するため、;-13-AR,MA-6(AT6 ϕロήラϞॴ理のٗढ़的なଈ
⾯のうち、補Ҫ 1 において第⼀段階の事前調੖に⽤いる regAR,MA モデルと TRAMO 法に
ついて取りѽい、補Ҫ 2 において第⼆段階の時系列の要因分解を⾏う ;-11 法について取り
ѽう。 

ᇸ࡬ �eਆ้ྔธሓƠſƆǀಈ๶ྔธƠዿŹǀ TGI#4+/# ȍǲȖƝ

64#/1 ሓƠƽǀȍǲȖಛ၌๰༖ 

 ;-12-AR,MA 法におけるل節調੖の第⼀段階の事前調੖パートでは、AR,MA モデルを⽤
いてݬ系列を記述し、「調੖値ߍ৿の不安定」の問題に対ॴするために ;-11 法に含まれる
中⼼化移動平均の算出に必要な期間についての将来のモデル予測値を得ることを⽬的とす
る。そもそも AR,MA モデルはಢ⽴同分布の定常な確率項であるホワイト・όイθを⽤いて
系列を統ݬ系列を記述するモデルであり、事前調੖パートの⽬的はホワイト・όイθからݬ
計的によりよく෰ݫできる関数を発⾒することである。また、AR,MA モデルの係数推定値
と予測値は種ʓの異常値や変化点の存在に対し極めてෆ״に反応することが知られており
（たとえば BurPan and Otto 1989）、予測値を得る際にはӠ年やٵ⽇・༷⽇構成効果
（Trading day effects）等のΩレンξー効果と呼ばれる 時系列に固有な構造的影響ととも
に、異常値や変化点の影響を除去することが重要とされる。以下では、;-13-AR,MA-6(AT6
ϕロήラϞにࡀ⽤されている TRAMO 法における regAR,MA モデルの⾃動મ୔⽅法の概要
を়ղする。さらなる詳細は、8.6. &ensus Bureau（2020：4 হ及び 7.2 節）ดびに GÕPe] 
	 MaraYall (2001)を参照されたい。 
 まず、ݬ系列を対数変׷することが๮ましい場合には変׷を⾏う。そのうえで、Ωレンξ
ー効果や定数項と異常値・変化点の୵ࡩとل節性（6easonal）AR,MA（6AR,MA）モデルの
次数のમ୔を⾏う。最後に、મ୔されたモデルを⽤いて、Ωレンξー効果や異常値・変化点
の影響を取り除いた予測値を算出し、;-11 法をన⽤するためのインϕットデータを作成す
る。なお、ݬ系列に対数変׷を実施する場合には、補Ҫ 2 で়ղする時系列の要因分解を⾏
うために ;-11 法をన⽤する際にも੖合的な৒法モデルが⽤いられる。 
 ⼀般に、⽉別データݖ௧についてのܴܵܣ𝐼𝑀ܣሺ𝑝, 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶモデルは次式で特定されるಢ
⽴同分布で平均ゼロの確率項ܽ௧の関数である。 

߶ሺܤሻȰሺܤଵଶሻሺͳ െ ሻௗሺͳܤ െ ௧ݖଵଶሻ஽ܤ ൌ  ଵଶሻܽ௧ܤሻȣሺܤሺߠ

菅桂太・⼩池司朗・י⽥݊司「2000 年代以後の全国と三⼤都市圏の別にみた

⽉別⼈⼝動態のਾ勢」『⼈⼝問題研究』第 82 巻第 1 号 (2026)：77‒100． 
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ここではܤは期間を交代させるラήオϘレーター（ݖܤ௧ ൌ ሻܤ௧ିଵ）、߶ሺݖ ൌ ൫ͳ െ ߶ଵܤ െ ڮ െ

߶௣ܤ௣൯は⾮ل節性⾃⼰回帰オϘレーター、ߠሺܤሻ ൌ ൫ͳ െ ܤଵߠ െ ڮ െ 節性移動平均ل⾮௤൯はܤ௤ߠ
オϘレーター、Ȱሺܤଵଶሻ ൌ ሺͳ െ Ȱଵܤଵଶ െ ڮ െ Ȱ௉ܤଵଶ௣ሻはل節性⾃⼰回帰オϘレーター、
ȣሺܤଵଶሻ ൌ ൫ͳ െ ȣଵܤଵଶ െ ڮ െ ȣொܤଵଶொ൯はل節性移動平均オϘレーターである。ሺͳ െ ሻௗሺͳܤ െ

回の階差をとるという૤作に対応すܦ௧の𝑑回の階差と⽉別に同じ⽉のݖ௧は、⽉別系列ݖଵଶሻ஽ܤ
る。ܵ ,ሺ𝑝ܣ𝐼𝑀ܴܣ 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶは必要な階差をとった後の定常な系列を、𝑝次の⾮ل節性⾃⼰
回帰、𝑃次のل節性⾃⼰回帰、ݍ次の⾮ل節性移動平均、ܳ次のل節性移動平均で説明すると
いうモデルである。regAR,MA モデルは、観察される系列ݕ௧の平均を説明する次の回帰式を
⽤いてܴܵܣ𝐼𝑀ܣሺ𝑝, 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶモデルを拡張する。 

௧ݕ ൌ ෍ 𝛽௜𝑥௜
௜

൅  ௧ݖ

つまり、regAR,MA モデルは⽉別系列観測値をΩレンξー効果や異常値・変化点で説明する
回帰式の残差にܴܵܣ𝐼𝑀ܣሺ𝑝, 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶモデルをన⽤するものである。 
 ;-13-AR,MA-6(AT6 ϕロήラϞが regAR,MA モデルについて⾃動୵ࡩする構造的な要
因𝑥௜としては、Ӡ年効果、༷⽇効果（⽉別の⽇༷⽇の数からの各༷⽇の数の差に対応する 6
つの変数でࣟ別）、イースター効果のଠ、次の 3 種類の異常値・変化点を特定する変数があ
る。;-13-AR,MA-6(AT6 ϕロήラϞは後述のようにこれらの異常値・変化点を⾃動મ୔し
ており、異常値・変化点の種類に応じて特定の⽉・期間に、ଠの期間とは異なって
,ሺ𝑝ܣ𝐼𝑀ܴܣܵ 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶモデルでは説明できないような統計的に有意なシϥックがًこっ
たことをࣟ別している。 
 異常値・変化点を特定する 3 種類の変数の第⼀は、ある特定の⽉の値が異常であること
を⽰す「加法的外れ値（AdditiYe Outlier、AO と略記する）」である。この効果は特定の⽉
に 1 をとり、そのଠは 0 である以下のξミー変数ܣ ௧ܱ

ሺ௧బሻによってࣟ別される。 

ܣ ௧ܱ
ሺ௧బሻ ൌ ൜ͳ 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൌ 𝑡଴

0 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ് 𝑡଴
 

 第⼆は、特定の⽉に⽣じる異常が減ਲ的に縮⼩する⼀時変化（TePporary &hange）であ
る。これらの第⼀と第⼆の変数は、系列に⼀時的に⽣じる異常をࣟ別するものと分類される。
regAR,MA モデルでは⼆番⽬の変数は⼀時変化と呼ばれるが、本稿では「減ਲ的変化
（(xponential Decay、(D と略記する）」と呼ぶ。この効果は特定の⽉より前は 0、特定の
⽉以後は指数的に減ਲする値をとる以下の変数ܦܧ௧

ሺ௧బሻによってࣟ別される。 

௧ܦܧ
ሺ௧బሻ ൌ ൜

0 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൏ 𝑡଴
௧ି௧బߙ 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൒ 𝑡଴

 

ここでߙはॊ来⽔準への減ਲ率に対応するパラメータであり（0 ൏ ߙ ൏ ͳ）、ॵ期値は 0.7 に
なっている。 
 第三は、特定の⽉に⽣じた系列の変化がӮ続する「⽔準変化（/eYel 6hift、/6 と略記す
る）」である。この効果は特定の⽉より前は−1、特定の⽉以後は 0 をとる以下のξミー変数
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௧ܵܮ
ሺ௧బሻによってࣟ別される。通常は特定の⽉以後に 1 をとるξミー変数が想ًされることが

多いとࢧわれるが、;-13-AR,MA-6(AT6 ϕロήラϞの⽔準変化効果は最৿時点の値に準ڎ
するため特定の⽉より前の値をシフトさせている。 

௧ܵܮ
ሺ௧బሻ ൌ ൜െͳ 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൏ 𝑡଴

0 𝑓𝑜𝑟 𝑡 ൒ 𝑡଴
 

 なお、;-13-AR,MA-6(AT6 ϕロήラϞでは次の⼿ॳでΩレンξー効果や異常値・変化点
の⾃動મ୔をおこなっている。まずΩレンξー効果が F 値र正 A,& を⽤いて統計的に有意
なのかを計測し、統計的に有意ならこれらを加えたモデルを⽤いる。さらに定数項が統計的
に有意なのかτストし有意なら加えることで外れ値を୵ࡩするためのॵ期モデルをࣟ別す
る。そのうえで、概ね次の>1@から>4@の⼿ॳで異常値・変化点を୵ࡩする。>⼿ॳ 1@観測期
間中の各⽉に対して、୵ࡩしようとする種類の異常値・変化点を⼀つずつモデルに加えた場
合の t 値を算出する。異常値・変化点ޫ補に対して算出された t 値のなかで、最も⼤きな t
値が「閾値」を超えるならモデルに加える。>⼿ॳ 2@前の⼿ॳで発⾒した異常値・変化点を
加えたモデルを⽤いて>⼿ॳ 1@を࠸度実施し、「閾値」を上回る異常値・変化点を発⾒でき
なくなるまで୵ࡩを続ける。>⼿ॳ 3@৿たな異常値・変化点を௧加することができなくなっ
たら、すべての異常値・変化点ޫ補を౦೘したモデルで各外れ値の t 値を算出し、「閾値」
を下回るものがあれば最⼩の t 値の異常値・変化点をモデルから除外する。>⼿ॳ 4@前の⼿
ॳで除外した変数を除く৿たなモデルで>⼿ॳ 3@を࠸度実施し、すべての異常値・変化点を
同時に⽤いたモデルにおいて各異常値・変化点の t 値が「閾値」を上回るようになったら୵
をश྅する。なお、これらの「閾値」には観測値数に依存してࡩ 4 前後の⾼めの⽔準が⽤い
られる。 
 ただし、実際には、ܴܵܣ𝐼𝑀ܣሺ𝑝, 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶモデルの 階差と ARMA 次数のમ୔と同時
に 異常値・変化点等の୵ࡩが⾏われる。そのため、まずॵ期モデル（ܴܵܣ𝐼𝑀ܣሺ0,ͳ,ͳሻሺ0,ͳ,ͳሻଵଶ）
を⽤いてΩレンξー効果と定数項、異常値・変化点等についてのモデルમ୔を⾏う。ࣟ 別さ
れた説明変数を⽤いて単位ࠞ検定により階差が決められ、ϗイθ৚ๅ量基準（B,&）を⽤い
て ARMA 次数をߍ৿する。そのうえで、મ୔されたܴܵܣ𝐼𝑀ܣሺ𝑝, 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶモデルの残差
が ॵ 期 モ デ ル よ り も ޹ ま し い 性 ࣯ を ࣍ つ こ と を 確 ೟ し ⾃ 動 મ ୔ さ れ た
,ሺ𝑝ܣ𝐼𝑀ܴܣܵ 𝑑, ,ሻሺ𝑃ݍ ,ܦ ܳሻଵଶモデルの⽅が༑れているなら、異常値・変化点等を含む説明変数
の୵ࡩを࠸度実施する。最後に単位ࠞ検定とモデル係数の有意性を確೟する、という૤作を
何度か܃りศすことになる。 

ᇸ࡬ �e:��� ሓƠƽǀಐ૩፿ƣጅࢀᇀश 

 ;-11 法は、ݬ系列からΩレンξー効果と 3 種類の異常値・変化点を除去した事前調੖ࡃ
みݬ系列に 2 種類の中⼼化移動平均を܃りศしన⽤することで、下式が⽰すようにݬ系列

௧ܻをਾ勢系列 ௧ܶ、෵合ل節成分ܵ௧、֩ཛྷ成分𝐼௧という 3 つの要ોに分解する⼿法である。こ
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こでは加法モデルを取り上げるが、৒法モデルについても同様である。 

௧ܻ ൌ ௧ܶ ൅ ܵ௧ ൅ 𝐼௧ 
 2 種類の中⼼化移動平均とは、ྣあった⽉の平均であるトレンド移動平均と、同じ⽉につ
いて前後の年次の平均であるل節性移動平均を指す。前者をਾ勢系列の推定に、後者をل節
成分の推定に⽤いる。;-11 法の基本ΠルβリθϞは、表 A1 に⽰す通り概ね 3 段階で、こ
れら 2 種類の中⼼化移動平均を܃りศしన⽤することによって構成される。なお、;-11 法
のل節性移動平均によって抽出されるのはل節成分であるが、時系列の要因分解式におい
てܵ௧を෵合ل節成分と呼ぶのは、最श的に事前調੖パートで抽出されたΩレンξー効果を含
めるためである。 
 第⼀段階では、事前調੖ࡃみの⽉次ݬ系列 ෨ܻ௧にトレンド移動平均（当⽉を中⼼に 6 ϴ⽉前
〜6 ϴ⽉後の平均）をన⽤してਾ勢系列ॵ期値 ௧ܶ

ሺଵሻを推定し、事前調੖ࡃみݬ系列 ෨ܻ௧からਾ
勢系列を取り除いた系列ܵ𝐼௧

ሺଵሻ（6easonal-irregular）をまず抽出する。これにل節性移動平均
をన⽤することでل節成分ॵ期値ܵ௧

ሺଵሻを推定する。さらに、事前調੖ࡃみݬ系列 ෨ܻ௧からこの
節成分ॵ期値ܵ௧ل

ሺଵሻを除去すればل節調੖ࡃみ系列ॵ期値ܣ௧
ሺଵሻを得る。 

 第⼆段階では、ل節調੖ࡃみ系列ॵ期値ܣ௧
ሺଵሻにトレンド移動平均をన⽤することでਾ勢系

列中間値 ௧ܶ
ሺଶሻを推定し、事前調੖ࡃみݬ系列 ෨ܻ௧からਾ勢系列中間値 ௧ܶ

ሺଶሻを取り除いた系列
ܵ𝐼௧

ሺଶሻに、ل節性移動平均をన⽤して最श的なل節成分ܵ௧
ሺଶሻを推定する。事前調੖ࡃみݬ系列

෨ܻ௧から最श的なل節成分ܵ௧
ሺଶሻを除去すれば 最श的なل節調੖ࡃみ系列ܣ௧

ሺଶሻが得られる。 
 第三段階で、最श的なل節調੖ࡃみ系列ܣ௧

ሺଶሻに トレンド移動平均をన⽤することで 最श
的なਾ勢系列 ௧ܶ

ሺଷሻを推定する。最श的なل節調੖ࡃみ系列ܣ௧
ሺଶሻから 最श的なਾ勢系列 ௧ܶ

ሺଷሻを
除去すれば 最श的な֩ཛྷ成分𝐼௧

ሺଷሻが得られる。以上の⼿ॳにより、事前調੖ࡃみݬ系列 ෨ܻ௧は、
ਾ勢系列 ௧ܶ

ሺଷሻ、ل節成分ܵ௧
ሺଶሻ、֩ ཛྷ成分𝐼௧

ሺଷሻに分解される。最श的なل節調੖ࡃみ系列ܣ௧
ሺଶሻは、

これらのうちਾ勢系列 ௧ܶ
ሺଷሻと֩ཛྷ成分𝐼௧

ሺଷሻから構成される。 
 ;-11 法の実際の計算では、基本ΠルβリθϞを 3 回܃りศしている。また、最ॵの 1〜2
回の基本ΠルβリθϞのన⽤では、ݬ系列 ෨ܻ௧からਾ勢系列を取り除いた系列ܵ𝐼௧ を推定した
後、極端な値（extrePe Yalue）のウェイトを下げてل節性移動平均をన⽤してل節成分を推
定している。また、ਾ勢系列が推定されるとل節調੖ࡃみ系列から֩ཛྷ成分が抽出されるが、
1〜2 回⽬の計算でࣟ別された極端な֩ཛྷ成分を除去して 2〜3 回⽬の計算を֋࢟するॵ期
値としている。このように ;-11 法は৽重に ݬ系列を 1 年を超える期間のਾ勢の変化を⽰
すਾ勢系列、1 年の間の⽉別にみた系列の変化パターンを⽰す෵合ل節成分、これらすべて
の要ોを取り除いた不規ଉな変化である֩ཛྷ成分という 3 つの要ોに分解するための⼿法
となっている。 
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表 A1．;-11 法の基本ΠルβリθϞ（加法モデルの例） 
⼿ॳ ॴ理内༲ 
1 (a) 中⼼化 12 項（2x12）トレンド移動平均によるਾ勢系列ॵ期値 ௧ܶ

ሺଵሻの推定 

௧ܶ
ሺଵሻ ൌ

ͳ
ʹͶ

෨ܻ௧ି଺ ൅
ͳ

ͳʹ
෨ܻ௧ିହ ൅ ڮ ൅

ͳ
ͳʹ

෨ܻ௧ ൅ ڮ ൅
ͳ

ͳʹ
෨ܻ௧ାହ ൅

ͳ
ʹͶ

෨ܻ௧ା଺ 

(b) ݬ系列 ෨ܻ௧からਾ勢系列を取り除いた系列ܵ𝐼௧
ሺଵሻ（6easonal-irregular）の推定 

ܵ𝐼௧
ሺଵሻሺൌ ܵ௧ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ ෨ܻ௧ െ ௧ܶ

ሺଵሻ 
(c) 3x3 節性移動平均のన⽤及び中⼼化ل 12 項移動平均を⽤いた標準化によるل節成分ॵ期値ܵ௧

ሺଵሻの推定 

ܵ௧
ሺଵሻ ൌ መܵ

௧
ሺଵሻ െ ൬

ͳ
ʹͶ

መܵ
௧ି଺
ሺଵሻ ൅

ͳ
ͳʹ

መܵ
௧ିହ
ሺଵሻ ൅ ڮ ൅

ͳ
ͳʹ

መܵ
௧ାହ
ሺଵሻ ൅

ͳ
ʹͶ

መܵ
௧ା଺
ሺଵሻ ൰ 

 ただし、 መܵ௧
ሺଵሻ ൌ ଵ

ଽ
ܵ𝐼௧ିଶସ

ሺଵሻ ൅ ଶ
ଽ

ܵ𝐼௧ିଵଶ
ሺଵሻ ൅ ଷ

ଽ
ܵ𝐼௧

ሺଵሻ ൅ ଶ
ଽ

ܵ𝐼௧ାଵଶ
ሺଵሻ ൅ ଵ

ଽ
ܵ𝐼௧ାଶସ

ሺଵሻ  

(d) ل節調੖ࡃみ系列ॵ期値ܣ௧
ሺଵሻの推定 

௧ܣ
ሺଵሻሺൌ ௧ܶ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ ෨ܻ௧ െ ܵ௧

ሺଵሻ 
2 (a) +enderson トレンド移動平均によるਾ勢系列中間値 ௧ܶ

ሺଶሻの推定 

௧ܶ
ሺଶሻ ൌ ෍ ℎ௝

ሺଶுାଵሻܣ௧ା௝
ሺଵሻ

ு

௝ୀିு

 

 ただし、ℎ௝
ሺଶுାଵሻは以下に⽰すሺʹܪ ൅ ͳሻ項 +enderson ウェイトであり、9 項、13 項、23 項のなかからデータに合

わせて（֩ཛྷ成分(t-1〜t 期)変化の平均とਾ勢系列(t-1〜t 期)変化の平均の⽐の⼤きさに応じて）⾃動મ୔される。

ウェイトは対সであるため最ॵのሺܪ ൅ ͳሻ項を⽰した。 

9 項ሺܪ ൌ Ͷሻ� ଵ
ଶସଷଵ

ሼെͻͻ, െʹͶ, ʹͺͺ, ͸Ͷͺ, ͺ05ሽ  

13 項ሺܪ ൌ ͸ሻ� ଵ
ଵ଺଻ଽ଺

ሼെ3ʹ5, െͶ͸ͺ, 0, ͳͳ00, ʹͶ͹5, 3͸00, Ͷ03ʹሽ  

23 項ሺܪ ൌ ͳͳሻ� ͳ
Ͷ03ʹ0ͳ5

ሼെͳ͹ʹ50, െͶͶ0ʹʹ, െ͸3ʹ50, െ5ͺ5͹5, െͳͻͻ50, 5Ͷͳ50,
ͳ5͸ͻ͹ͺ, ʹ͹5Ͷ00, 3ͻʹ͹00, Ͷͻͳ͹00, 55͹͹00, 5ͺ0ͺ53ሽ  

(b) ݬ系列 ෨ܻ௧からਾ勢系列を取り除いた系列ܵ𝐼௧
ሺଶሻ（6easonal-irregular）の推定 

ܵ𝐼௧
ሺଶሻሺൌ ܵ௧ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ ෨ܻ௧ െ ௧ܶ

ሺଶሻ 
(c) 3x5 ل節性移動平均のన⽤及び中⼼化 12 項移動平均を⽤いた標準化によるل節成分ܵ௧

ሺଶሻの推定 

ܵ௧
ሺଶሻ ൌ መܵ

௧
ሺଶሻ െ ൬

ͳ
ʹͶ

መܵ
௧ି଺
ሺଶሻ ൅

ͳ
ͳʹ

መܵ
௧ିହ
ሺଶሻ ൅ ڮ ൅

ͳ
ͳʹ

መܵ
௧ାହ
ሺଶሻ ൅

ͳ
ʹͶ

መܵ
௧ା଺
ሺଶሻ ൰ 

 ただし、 መܵ௧
ሺଶሻ ൌ ଵ

ଵହ
ܵ𝐼௧ିଷ଺

ሺଶሻ ൅ ଶ
ଵହ

ܵ𝐼௧ିଶସ
ሺଶሻ ൅ ଷ

ଵହ
ܵ𝐼௧ିଵଶ

ሺଶሻ ൅ ଷ
ଵହ

ܵ𝐼௧
ሺଶሻ ൅ ଷ

ଵହ
ܵ𝐼௧ାଵଶ

ሺଶሻ ൅ ଶ
ଵହ

ܵ𝐼௧ାଶସ
ሺଶሻ ൅ ଵ

ଵହ
ܵ𝐼௧ାଷ଺

ሺଶሻ である。最श的なل節性

移動平均の次数は⼤域的 M6R（MoYing 6easonality Ratios）を⽤いて 3x3、3x5、3x9 のなかから⾃動મ୔される。 

(d) 最श的なل節調੖ࡃみ系列ܣ௧
ሺଶሻの推定 

௧ܣ
ሺଶሻሺൌ ௧ܶ ൅ 𝐼௧ሻ ൌ ෨ܻ௧ െ ܵ௧

ሺଶሻ 
3 (a) +enderson 移動平均による最श的なਾ勢系列 ௧ܶ

ሺଷሻの推定 

௧ܶ
ሺଷሻ ൌ ෍ ℎ௝

ሺଶுାଵሻܣ௧ା௝
ሺଶሻ

ு

௝ୀିு

 

 +enderson ウェイトは⼿ॳ 2(a)と同様に⾃動મ୔される。 

(b) 最श的な֩ཛྷ成分𝐼௧
ሺଷሻの推定 

𝐼௧
ሺଷሻ ൌ ௧ܣ

ሺଶሻ െ ௧ܶ
ሺଷሻ 

(c) ل節成分分解結果 
෨ܻ௧ ൌ ௧ܶ

ሺଷሻ ൅ ܵ௧
ሺଶሻ ൅ 𝐼௧

ሺଷሻ 
資料：Findley et al. (1998：Appendix A)ดびに /adiray and 4uenneYille (2001)をݫに著者作成。 
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人口問題研究 82-1 77-100 2026 

守泉理恵 日本の少子化対策の⌧在
地̿少子化社会対策大⥘
からࡶ࡝ࡇ大⥘̿࡬ 

家族社会学研究 37-1 91-98 2025 

石井太・別府志海・
菅桂太・岩澤美帆 

月別に拡ᙇした「日本∧
死亡ࢹー࣋ࢱース」によ
る死亡率の期ᚅ್とᐇ⦼
್の஋㞳分析 

人口問題研究 81-3 221-241 2025 

小島克久 ྎ‴の介護ࢩスࢸムの公
民負担：国際基‽の保健
་⒪⤫計から 

㐌刊社会保障 3336 48-53 2025 
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令和 ８年 ５月 ２７日 

厚生労働大臣  殿 

機関名 国立社会保障・人口問題研究所 

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 林 玲子 

ḟの職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、೔理ᑂ査状況及び฼┈┦཯等の⟶

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）  

２．研究課題名 ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）人口構造研究部・部長 

（氏名・ࣇリ࢞ナ）小池 司朗（コイࢣ シロウ）  

４．೔理ᑂ査の状況

該当ᛶの᭷↓ 

᭷  ↓ 

ᕥ記で該当がある場合のࡳ記入（※1） 

ᑂ査済ࡳ ᑂ査した機関 
ᮍᑂ査（※

2）

人を対象とする生࿨科学・་学⣔研究に関する೔

理ᣦ㔪（※3） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

㑇ఏ子἞⒪等⮫ᗋ研究に関するᣦ㔪 ڧ ڦ  ڧ ڧ

厚生労働省の所⟶する実施機関における動物実㦂

等の実施に関する基ᮏᣦ㔪 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

その他、該当する೔理ᣦ㔪があれࡤ記入すること 

（ᣦ㔪の名称： ） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり㑂守す࡭き೔理ᣦ㔪に関する೔理委員会のᑂ査が済ࢇでいる場合は、「ᑂ査済ࡳ」にࢳェッ
。することࢡェッࢳし一部ⱝしくは全部のᑂ査が᏶஢していない場合は、「ᮍᑂ査」にࢡ

その他（≉記事項）

（※2）ᮍᑂ査に場合は、その理⏤を記載すること。 
（※3）ᗫṆ前の「␿学研究に関する೔理ᣦ㔪」、「⮫ᗋ研究に関する೔理ᣦ㔪」、「ࣄト࣒ࣀࢤ・㑇ఏ子ゎ析研究に関する೔理ᣦ㔪」、「人を対象

とする་学⣔研究に関する೔理ᣦ㔪」に準ᣐする場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分㔝の研究ά動における不ṇ行Ⅽへの対応について

研究೔理教⫱の受ㅮ状況 受ㅮ ڦ   ᮍ受ㅮ ڧ 

６．฼┈┦཯の⟶理

当研究機関における㹁㹍㹇の⟶理に関する規定の策定 ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究機関における㹁㹍㹇委員会設置の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合は委託ඛ機関：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についての報告・ᑂ査の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についてのᣦᑟ・⟶理の᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ（᭷の場合はその内ᐜ：  ） 

（␃意事項） ・該当するڧにࢳェッࢡを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 ８年  ５月 ２７日 

厚生労働大臣  殿 

機関名 国立社会保障・人口問題研究所 

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 林 玲子 

ḟの職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、೔理ᑂ査状況及び฼┈┦཯等の⟶

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）  

２．研究課題名 ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）国立社会保障・人口問題研究所・所長

（氏名・ࣇリ࢞ナ）林 玲子（ࣖࣁシ ࣞイコ） 

４．೔理ᑂ査の状況

該当ᛶの᭷↓ 

᭷  ↓ 

ᕥ記で該当がある場合のࡳ記入（※1） 

ᑂ査済ࡳ ᑂ査した機関 
ᮍᑂ査（※

2）

人を対象とする生࿨科学・་学⣔研究に関する೔

理ᣦ㔪（※3） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

㑇ఏ子἞⒪等⮫ᗋ研究に関するᣦ㔪 ڧ ڦ  ڧ ڧ

厚生労働省の所⟶する実施機関における動物実㦂

等の実施に関する基ᮏᣦ㔪 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

その他、該当する೔理ᣦ㔪があれࡤ記入すること 

（ᣦ㔪の名称： ） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり㑂守す࡭き೔理ᣦ㔪に関する೔理委員会のᑂ査が済ࢇでいる場合は、「ᑂ査済ࡳ」にࢳェッ
。することࢡェッࢳし一部ⱝしくは全部のᑂ査が᏶஢していない場合は、「ᮍᑂ査」にࢡ

その他（≉記事項）

（※2）ᮍᑂ査に場合は、その理⏤を記載すること。 
（※3）ᗫṆ前の「␿学研究に関する೔理ᣦ㔪」、「⮫ᗋ研究に関する೔理ᣦ㔪」、「ࣄト࣒ࣀࢤ・㑇ఏ子ゎ析研究に関する೔理ᣦ㔪」、「人を対象

とする་学⣔研究に関する೔理ᣦ㔪」に準ᣐする場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分㔝の研究ά動における不ṇ行Ⅽへの対応について

研究೔理教⫱の受ㅮ状況 受ㅮ ڦ   ᮍ受ㅮ ڧ 

６．฼┈┦཯の⟶理

当研究機関における㹁㹍㹇の⟶理に関する規定の策定 ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究機関における㹁㹍㹇委員会設置の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合は委託ඛ機関：    ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についての報告・ᑂ査の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についてのᣦᑟ・⟶理の᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ（᭷の場合はその内ᐜ：  ） 

（␃意事項） ・該当するڧにࢳェッࢡを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 ８年  ５月 ２７日 

厚生労働大臣  殿 

機関名 国立社会保障・人口問題研究所 

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 林 玲子 

ḟの職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、೔理ᑂ査状況及び฼┈┦཯等の⟶

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）  

２．研究課題名 ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）人口動向研究部・部長 

（氏名・ࣇリ࢞ナ）岩澤 美帆（イワサワ ࣑࣍）  

４．೔理ᑂ査の状況

該当ᛶの᭷↓ 

᭷  ↓ 

ᕥ記で該当がある場合のࡳ記入（※1） 

ᑂ査済ࡳ ᑂ査した機関 
ᮍᑂ査（※

2）

人を対象とする生࿨科学・་学⣔研究に関する೔

理ᣦ㔪（※3） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

㑇ఏ子἞⒪等⮫ᗋ研究に関するᣦ㔪 ڧ ڦ  ڧ ڧ

厚生労働省の所⟶する実施機関における動物実㦂

等の実施に関する基ᮏᣦ㔪 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

その他、該当する೔理ᣦ㔪があれࡤ記入すること 

（ᣦ㔪の名称： ） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり㑂守す࡭き೔理ᣦ㔪に関する೔理委員会のᑂ査が済ࢇでいる場合は、「ᑂ査済ࡳ」にࢳェッ
。することࢡェッࢳし一部ⱝしくは全部のᑂ査が᏶஢していない場合は、「ᮍᑂ査」にࢡ

その他（≉記事項）

（※2）ᮍᑂ査に場合は、その理⏤を記載すること。 
（※3）ᗫṆ前の「␿学研究に関する೔理ᣦ㔪」、「⮫ᗋ研究に関する೔理ᣦ㔪」、「ࣄト࣒ࣀࢤ・㑇ఏ子ゎ析研究に関する೔理ᣦ㔪」、「人を対象

とする་学⣔研究に関する೔理ᣦ㔪」に準ᣐする場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分㔝の研究ά動における不ṇ行Ⅽへの対応について

研究೔理教⫱の受ㅮ状況 受ㅮ ڦ   ᮍ受ㅮ ڧ 

６．฼┈┦཯の⟶理

当研究機関における㹁㹍㹇の⟶理に関する規定の策定 ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究機関における㹁㹍㹇委員会設置の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合は委託ඛ機関：    ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についての報告・ᑂ査の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についてのᣦᑟ・⟶理の᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ（᭷の場合はその内ᐜ：  ） 

（␃意事項） ・該当するڧにࢳェッࢡを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 ８年  ５月 ２７日 

厚生労働大臣  殿 

機関名 国立社会保障・人口問題研究所 

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 林 玲子 

ḟの職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、೔理ᑂ査状況及び฼┈┦཯等の⟶

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）  

２．研究課題名 ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）人口動向研究部・第１室長 

（氏名・ࣇリ࢞ナ）守泉 理恵（ࣔリイ࣑ࢬ リエ）  

４．೔理ᑂ査の状況

該当ᛶの᭷↓ 

᭷  ↓ 

ᕥ記で該当がある場合のࡳ記入（※1） 

ᑂ査済ࡳ ᑂ査した機関 
ᮍᑂ査（※

2）

人を対象とする生࿨科学・་学⣔研究に関する೔

理ᣦ㔪（※3） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

㑇ఏ子἞⒪等⮫ᗋ研究に関するᣦ㔪 ڧ ڦ  ڧ ڧ

厚生労働省の所⟶する実施機関における動物実㦂

等の実施に関する基ᮏᣦ㔪 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

その他、該当する೔理ᣦ㔪があれࡤ記入すること 

（ᣦ㔪の名称： ） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり㑂守す࡭き೔理ᣦ㔪に関する೔理委員会のᑂ査が済ࢇでいる場合は、「ᑂ査済ࡳ」にࢳェッ
。することࢡェッࢳし一部ⱝしくは全部のᑂ査が᏶஢していない場合は、「ᮍᑂ査」にࢡ

その他（≉記事項）

（※2）ᮍᑂ査に場合は、その理⏤を記載すること。 
（※3）ᗫṆ前の「␿学研究に関する೔理ᣦ㔪」、「⮫ᗋ研究に関する೔理ᣦ㔪」、「ࣄト࣒ࣀࢤ・㑇ఏ子ゎ析研究に関する೔理ᣦ㔪」、「人を対象

とする་学⣔研究に関する೔理ᣦ㔪」に準ᣐする場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分㔝の研究ά動における不ṇ行Ⅽへの対応について

研究೔理教⫱の受ㅮ状況 受ㅮ ڦ   ᮍ受ㅮ ڧ 

６．฼┈┦཯の⟶理

当研究機関における㹁㹍㹇の⟶理に関する規定の策定 ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究機関における㹁㹍㹇委員会設置の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合は委託ඛ機関：    ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についての報告・ᑂ査の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についてのᣦᑟ・⟶理の᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ（᭷の場合はその内ᐜ：  ） 

（␃意事項） ・該当するڧにࢳェッࢡを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 ８年  ５月 ２７日 

厚生労働大臣  殿 

機関名 国立社会保障・人口問題研究所 

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 林 玲子 

ḟの職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、೔理ᑂ査状況及び฼┈┦཯等の⟶

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）  

２．研究課題名 ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）人口構造研究部・第１室長 

（氏名・ࣇリ࢞ナ）菅 桂太（ス࢞ ࢣイタ）  

４．೔理ᑂ査の状況

該当ᛶの᭷↓ 

᭷  ↓ 

ᕥ記で該当がある場合のࡳ記入（※1） 

ᑂ査済ࡳ ᑂ査した機関 
ᮍᑂ査（※

2）

人を対象とする生࿨科学・་学⣔研究に関する೔

理ᣦ㔪（※3） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

㑇ఏ子἞⒪等⮫ᗋ研究に関するᣦ㔪 ڧ ڦ  ڧ ڧ

厚生労働省の所⟶する実施機関における動物実㦂

等の実施に関する基ᮏᣦ㔪 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

その他、該当する೔理ᣦ㔪があれࡤ記入すること 

（ᣦ㔪の名称： ） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり㑂守す࡭き೔理ᣦ㔪に関する೔理委員会のᑂ査が済ࢇでいる場合は、「ᑂ査済ࡳ」にࢳェッ
。することࢡェッࢳし一部ⱝしくは全部のᑂ査が᏶஢していない場合は、「ᮍᑂ査」にࢡ

その他（≉記事項）

（※2）ᮍᑂ査に場合は、その理⏤を記載すること。 
（※3）ᗫṆ前の「␿学研究に関する೔理ᣦ㔪」、「⮫ᗋ研究に関する೔理ᣦ㔪」、「ࣄト࣒ࣀࢤ・㑇ఏ子ゎ析研究に関する೔理ᣦ㔪」、「人を対象

とする་学⣔研究に関する೔理ᣦ㔪」に準ᣐする場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分㔝の研究ά動における不ṇ行Ⅽへの対応について

研究೔理教⫱の受ㅮ状況 受ㅮ ڦ   ᮍ受ㅮ ڧ 

６．฼┈┦཯の⟶理

当研究機関における㹁㹍㹇の⟶理に関する規定の策定 ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究機関における㹁㹍㹇委員会設置の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合は委託ඛ機関：    ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についての報告・ᑂ査の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についてのᣦᑟ・⟶理の᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ（᭷の場合はその内ᐜ：  ） 

（␃意事項） ・該当するڧにࢳェッࢡを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和 ８年  ５月 ２７日 

厚生労働大臣  殿 

機関名 国立社会保障・人口問題研究所 

所属研究機関長 職 名 所長

氏 名 林 玲子 

ḟの職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、೔理ᑂ査状況及び฼┈┦཯等の⟶

理については以下のとおりです。

１．研究事業名 政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）  

２．研究課題名 ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）国際関係部・第１室長 

（氏名・ࣇリ࢞ナ）中川 雅貴（ナカ࢞ワ マサタカ）  

４．೔理ᑂ査の状況

該当ᛶの᭷↓ 

᭷  ↓ 

ᕥ記で該当がある場合のࡳ記入（※1） 

ᑂ査済ࡳ ᑂ査した機関 
ᮍᑂ査（※

2）

人を対象とする生࿨科学・་学⣔研究に関する೔

理ᣦ㔪（※3） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

㑇ఏ子἞⒪等⮫ᗋ研究に関するᣦ㔪 ڧ ڦ  ڧ ڧ

厚生労働省の所⟶する実施機関における動物実㦂

等の実施に関する基ᮏᣦ㔪 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

その他、該当する೔理ᣦ㔪があれࡤ記入すること 

（ᣦ㔪の名称： ） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり㑂守す࡭き೔理ᣦ㔪に関する೔理委員会のᑂ査が済ࢇでいる場合は、「ᑂ査済ࡳ」にࢳェッ
。することࢡェッࢳし一部ⱝしくは全部のᑂ査が᏶஢していない場合は、「ᮍᑂ査」にࢡ

その他（≉記事項）

（※2）ᮍᑂ査に場合は、その理⏤を記載すること。 
（※3）ᗫṆ前の「␿学研究に関する೔理ᣦ㔪」、「⮫ᗋ研究に関する೔理ᣦ㔪」、「ࣄト࣒ࣀࢤ・㑇ఏ子ゎ析研究に関する೔理ᣦ㔪」、「人を対象

とする་学⣔研究に関する೔理ᣦ㔪」に準ᣐする場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分㔝の研究ά動における不ṇ行Ⅽへの対応について

研究೔理教⫱の受ㅮ状況 受ㅮ ڦ   ᮍ受ㅮ ڧ 

６．฼┈┦཯の⟶理

当研究機関における㹁㹍㹇の⟶理に関する規定の策定 ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究機関における㹁㹍㹇委員会設置の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合は委託ඛ機関：    ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についての報告・ᑂ査の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についてのᣦᑟ・⟶理の᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ（᭷の場合はその内ᐜ：  ） 

（␃意事項） ・該当するڧにࢳェッࢡを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和8年 4月 10日 

厚生労働大臣 殿 

  機関名  慶應義塾大学 

所属研究機関長 職 名  学長

 氏 名 ఀ⸨ බ平 

 ḟの職員の令和７年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、೔理ᑂ査状況及び฼┈┦཯等の

⟶理については以下のとおりです。

１．研究事業名   政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）  

２．研究課題名   ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）  経済学部教授 

（氏名・ࣇリ࢞ナ）  石井 太（イシイ ࣇトシ）

４．೔理ᑂ査の状況

該当ᛶの᭷↓ 

᭷  ↓ 

ᕥ記で該当がある場合のࡳ記入（※1） 

ᑂ査済ࡳ ᑂ査した機関 
ᮍᑂ査（※

2）

人を対象とする生࿨科学・་学⣔研究に関する೔

理ᣦ㔪（※3） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

㑇ఏ子἞⒪等⮫ᗋ研究に関するᣦ㔪 ڧ ڦ  ڧ ڧ

厚生労働省の所⟶する実施機関における動物実㦂

等の実施に関する基ᮏᣦ㔪 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

その他、該当する೔理ᣦ㔪があれࡤ記入すること 

（ᣦ㔪の名称： ） 
ڧ ڦ  ڧ ڧ

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり㑂守す࡭き೔理ᣦ㔪に関する೔理委員会のᑂ査が済ࢇでいる場合は、「ᑂ査済ࡳ」にࢳェッ
。することࢡェッࢳし一部ⱝしくは全部のᑂ査が᏶஢していない場合は、「ᮍᑂ査」にࢡ

その他（≉記事項）

（※2）ᮍᑂ査に場合は、その理⏤を記載すること。 
（※3）ᗫṆ前の「␿学研究に関する೔理ᣦ㔪」、「⮫ᗋ研究に関する೔理ᣦ㔪」、「ࣄト࣒ࣀࢤ・㑇ఏ子ゎ析研究に関する೔理ᣦ㔪」、「人を対象
とする་学⣔研究に関する೔理ᣦ㔪」に準ᣐする場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分㔝の研究ά動における不ṇ行Ⅽへの対応について

研究೔理教⫱の受ㅮ状況 受ㅮ ڦ   ᮍ受ㅮ ڧ 

６．฼┈┦཯の⟶理

当研究機関における㹁㹍㹇の⟶理に関する規定の策定 ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究機関における㹁㹍㹇委員会設置の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合は委託ඛ機関：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についての報告・ᑂ査の᭷↓ ᭷ ڧ ↓ ڦ（↓の場合はその理⏤：  ） 

当研究に係る㹁㹍㹇についてのᣦᑟ・⟶理の᭷↓ ᭷ ڦ ↓ ڧ（᭷の場合はその内ᐜ：  ） 

（␃意事項） ・該当するڧにࢳェッࢡを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。




